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 令和７年３月 25日付け諮問第 630号により中央環境審議会に対してなされた

「大気汚染物質に係る環境基準の見直しについて（諮問）」については、別紙の

とおりとすることが適当であるとの結論を得たので、答申する。 

 

 これに基づき、光化学オキシダントに係る新たな環境基準は別表のとおりと

することが適当である。 

 

別表 

物質 環境上の条件 測定方法 

光化学オキシダント オゾンとして、８時間値が

0.07ppm 以下であり、かつ、日最

高８時間値の１年平均値が

0.04ppm 以下であること。   

紫外線吸収法又はエチレン

を用いる化学発光法 

備考：光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化

学反応により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するもの

に限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 
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第1章 はじめに 

光化学オキシダントに係る環境基準は、健康影響の知見に基づき、「1時間値が0.06ppm

以下であること。」（昭和48年5月環境庁公示第25号）と設定された。告示に先立って昭和

48年4月26日に中央公害対策審議会よりなされた答申においては、健康への影響及び視程の

障害、植物被害等生活環境に及ぼす影響などについての調査研究の推進等の課題が示され、

様々な研究が進められてきた。 

環境基準の設定以降に多くの科学的知見が蓄積している状況であることに加え、光化学オ

キシダントの主な成分であるオゾンは植物による二酸化炭素の吸収を阻害することから、気

候変動という観点からも影響が懸念されている。 

このような背景を受け、環境省は令和4年1月の中央環境審議会 大気・騒音振動部会にお

いて、「気候変動対策・大気環境改善のための光化学オキシダント総合対策について＜光化

学オキシダント対策ワーキングプラン＞」を提示し、光化学オキシダントの健康影響に係る

環境基準の再評価と植物影響を勘案した環境基準の検討を視野に入れ、知見の取りまとめを

推進していく方針を示した。 

環境省では、上記の方針等を踏まえ、大気環境改善等の検討に必要な基礎資料を得ること

を目的に、学識経験者からなる光化学オキシダント健康影響評価検討会、光化学オキシダン

ト植物影響評価検討会を令和４年３月から令和６年４月にかけて開催し、光化学オキシダン

トの健康影響及び植物影響に関する知見をとりまとめた。 

この知見の整理と検討結果は、「光化学オキシダントの健康影響に関するまとめ」（参考資

料１）、「光化学オキシダントの植物影響に関するまとめ」（参考資料２）に示すとおりであ

る。 

さらに、環境省は学識経験者からなる光化学オキシダント環境影響に係る検討会を令和 6

年 12 月から令和 7 年 1 月にかけて開催し、光化学オキシダントの健康影響に係る環境基準

の再評価に資する定量評価の結果をとりまとめた。また、植物影響についても、これまでに

得られた定量評価の結果をとりまとめた。 

上記に基づき、中央環境審議会大気・騒音振動部会大気汚染物質小委員会において、令和

7 年 5 月 22 日から 2 回にわたり、定量評価について審議を行った。 

本報告では、光化学オキシダントの健康影響に基づき、環境基準設定に当たっての環境目

標値を示すとともに、植物影響の知見に基づく植物への影響について検討した。 
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第2章 光化学オキシダントについて 

2.1 光化学オキシダントの生成機構及び化学組成 

2.1.1 光化学オキシダントの生成機構 

2.1.1.1 オゾンの生成機構 

図 1 に、Ox の主成分であるオゾン（O3）の生成機構を模式的に示した。 

大気中に NO2が存在すると、太陽光の照射を受けて一酸化窒素（NO）と原子状酸素（O）

に光分解する。生成した O は直ちに酸素（O2）と反応して O3 が生成される。生成した O3

は NO と邂逅すれば反応して NO2と O2にもどることで O3は減少する。この反応は可逆的

な過程といえる。この生成と減少の繰り返し（図 1a）で O3の動的な定常濃度が決まる。 

そこに VOC が共存すると、VOC とヒドロキシラジカル（ȮH）の反応で生成するアルキ

ルパーオキシラジカル（ROȮ）による NO の酸化経路が開かれて「NOx サイクル」が形成

され、その結果 O3の生成過程が加速される（図 1b）。 

また VOC を発端とするラジカルは、O2 や NO との反応で形態を変えながら最終的にȮH

を再生する「ラジカルサイクル」あるいは「HOx サイクル」を形成する（図 1c）。ラジカル

サイクルは 2 つの NOx サイクルを駆動し、その NOx サイクルを介して O3の生成過程が加

速される結果となる。大気中にはO2が豊富に存在していることを考慮すると、大気中にVOC

および NOx（NO＋NO2）が供給されると、この O3生成サイクルが駆動される。その結果、

O3の発生は NOx や VOC の放出量が大きい大都市圏において生じやすい。また NO2からの

O3生成や VOC と最初に反応するȮHの生成には光エネルギーが必要であるため、O3の発生

は太陽光強度が相対的に強い夏季に多い。 

光エネルギーのない夜間には O3生成サイクルが駆動されず、一方、光が関与しない O3と

NO の反応は続くことから、O3が消失する。また、NO 濃度が高いほど消失速度は大きくな

る。このため、夜間の O3濃度は、一般に都市中心部のほうが郊外部より低くなる。 
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図 1 オゾンの生成機構（板野泰之（2006）より一部改変） 

 

（a）O3 の光化学生成機構。NO2 の光分解で生成した O は大気中に大量に存在する O2 との結合により O3

を生成するが、O3は NO との反応により元の物質、O2と NO2に戻る。すなわち、このプロセスは可

逆的に進む反応系を形成する。 

（b）VOC（図中では RH）が存在すると、ȮHにより開始される連鎖反応によりROȮが NO を不可逆的に酸

化するため、O3の生成が加速する。 

（c）ȮHと反応した VOC はやがてȮHを再生し、次の VOC と反応するための連鎖反応サイクルが形成され

る。 

 

2.1.1.2 PANの生成機構 

VOC の一種であるアルデヒドはȮH等との反応をかわきりに、次いでO2と反応してアシル

パーオキシラジカル（R′C(O)OȮ）を生成し、さらにNO2との反応により PAN 等のパーオキ

シアシルナイトレート（PANs）を生成する（図 2 下段）。 

 

 

図 2 パーオキシアシルナイトレート（PANs）生成への VOC の関与 

（環境省資料 SPM とオキシダントの生成メカニズムより一部改変） 

 

PAN と O3 の原因物質は NO2 と VOC である点は共通している。O3 の光化学分解により

生成されるȮHはアルカン、アルケン、芳香族と連鎖的に反応し、アルデヒド等のカルボニル

系化合物を生成する。この結果として PAN の形成に寄与する。また O3による NOx の酸化

も PAN の生成に寄与する。 

アルデヒド

RC(O)OO

パーオキシアシルナイトレート
(PANs、RC(OOONO2)

OH等, O2

NO2

・

・
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一方、PAN 側から O3 に及ぼす影響としては、PAN が NO2 のリザーバーとして機能し、

PAN の分解（図 2 中の↕で示している↑方向の過程）で生じた NO2が 2.1.1.2 で述べた NOx

サイクルを介して O3生成を促進しうる(環境省 (2016))。 

 

2.1.2 光化学オキシダントの化学組成 

光化学オキシダント（Ox）は、2.1.1 において生成機構を示したオゾン（O3）、パーオキシ

アセチルナイトレート（PAN: Peroxy Acetyl Nitrate、CH3-C(O)O2NO2）等のパーオキシア

シルナイトレート（PANs: Peroxy Acyl Nitrates、R-C(O)O2NO2）等の光化学反応により生

成される酸化性物質の総称であり、その大部分がオゾンである。これらは、大気中の揮発性

有機化合物（VOC: Volatile Organic Compounds）と窒素酸化物（NOx）の混合系に太陽光

（特に紫外線）が照射されることにより反応して生成される。 

また、現行の日本における光化学オキシダントの環境基準設定は、オゾン、パーオキシア

セチルナイトレートの他の光化学反応により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶

液からヨウ素を遊離するもののうち二酸化窒素を除く。）を「光化学オキシダント」と定義

している。 
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2.2 光化学オキシダントに係る環境基準 

日本の環境基準は、環境基本法（平成 5 年法律第 91 号）第 16 条第１項において、「人の

健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」とされている。

また、同条第４項において、「政府は、この章に定める施策であって公害の防止に関係する

もの（以下「公害の防止に関する施策」という。）を総合的かつ有効適切に講ずることによ

り、第一項の基準が確保されるように努めなければならない。」とされており、環境基準が

「維持されることが望ましい基準」であり、行政上の政策目標であることが示されている。

なお、「生活環境」とは、環境基本法第 2 条第 3 項において、「人の生活に密接な関係のある

財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む」とされている。 

光化学オキシダントは、昭和 48 年 5 月 8 日付環境庁告示第 25 号「大気の汚染に係る環

境基準について」において、「オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反

応により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、

二酸化窒素を除く。）をいう」と定義される。さらに、同告示において日本の光化学オキシ

ダントの環境基準は、「1 時間値が 0.06ppm 以下であること。」と定められている。また、環

境基準の評価方法については、昭和 48 年 6 月 12 日環大企 143 号通達「大気汚染に係る環

境基準について」において測定局ごとに短期的評価を行うこととされ、定められた方法によ

り連続又は随時に行った測定結果により、測定を行った時間についてその評価を行うことと

定められている。 

光化学オキシダントを含めた大気汚染状況の監視は、大気汚染防止法（昭和 43 年法律第

97 号）第 22 条に基づき、都道府県及び大気汚染防止法上の政令市が設置する大気汚染常時

監視測定局において行われている。また、同法の第 23 条及び同法施行令第 11 条に基づき、

「注意報」及び「重大緊急時警報」の基準となる濃度が規定されている。現行、「注意報」の

基準は 0.12 ppm、「重大緊急時警報」の基準は 0.4 ppm とされている。 

光化学オキシダントの測定方法については、平成 8 年 10 月 25 日付環境庁告示 73 号にて

改正され、従来標準方法として定められていた中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光光度法

（以下、「吸光光度法」）、中性ヨウ化カリウム溶液を用いる電量法（以下、「電量法」）に紫

外線吸収法、エチレンを用いる化学発光法（以下、「化学発光法」）が追加されている。また、

大気汚染の常時監視においては紫外線吸収法又は化学発光法により得られたオゾンの測定

値をもって光化学オキシダントの値として差し支えないこととされている。 

PAN 単独の測定方法については環境大気常時監視マニュアルなどで定められた測定方法

はないものの、泉川ら(1974)による測定方法が報告されており、電子捕獲型検出器（ECD）

付ガスクロマトグラフが用いられている。 
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2.3 光化学オキシダントの環境中濃度 

光化学オキシダント濃度の環境中濃度は毎年、大気汚染物質（有害大気汚染物質等を除く）

に係る常時監視測定結果として報告されている。本節では国内の光化学オキシダントの環境

中濃度の全体的な傾向を整理した。 

 

2.3.1 測定値の取り扱い 

測定値の取り扱いは環境大気常時監視マニュアル 第６版（平成 22 年 3 月、環境省 水・

大気環境局）（以下、「常時監視マニュアル」）及び光化学オキシダントの環境改善効果を適

切に示すための指標に係る測定値の取り扱いについて（環水大大発第 1602171 号、平成 28

年 2 月 17 日、環境省水・大気局大気環境課長）（以下、「通知」）の考え方を参考にした。 

解析の対象とした測定値の具体的な条件は以下のとおり。なお、本資料中のモニタリン

グ解析については乾式法により測定された地点（一般局）を対象としている。 

 

➢ 1 時間値に関連する事項 

✓ 年間測定時間が 6000 時間以上測定 

➢ 8 時間値に関連する事項 

✓ 8 時間値：当該時刻を含む前 8 時間のうち 6 時間以上測定 

✓ 日最高 8 時間値：8 時間値の欠測が 1 日のうち 4 時間を超えない 

✓ 年間最高値又は年間 99 パーセンタイル値等の算出：日最高 8 時間値の有効測

定日数が 250 日以上 

 

常時監視マニュアル（一部抜粋） 

環境基準の長期的評価のためには、二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質及び二

酸化窒素については年間測定時間が 6000 時間以上の測定が行われた「有効測定局」で

あること、微小粒子状物質についても同様に年間 250 日以上の有効測定日があること

が必要 

通知（一部抜粋） 

測定局別日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル値の 3 年移動平均値の算出における

測定値の取り扱い 

➢ 8 時間値の算出においては、当該時刻を含む前 8 時間のうち 6 時間以上測定され

た場合を有効とする。 

➢ 日最高 8 時間値の算出においては、8 時間値の欠測が 1 日（24 時間）のうち 4 時

間を超える場合、当該日は算出対象としない。 

➢ 年間 99 パーセンタイル値の算出においては、日最高 8 時間値の有効測定日数が

250 日に満たない場合、当該年度は算出対象としない。 

➢ 3 年移動平均値の算出においては、当該年度を含む前 3 年分の日最高 8 時間値の

年間 99 パーセンタイル値が有効である場合のみ算出する。 

➢ ４月１日の 8 時間値には、前年度の測定値（３月 31 日分）を含む。 
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2.3.2 光化学オキシダント濃度の経年変化 

全国における各種指標の年度ごとの経年変化に関する傾向を把握するために全測定局に

ついて各種指標を算出し、その分布を作成した上で、各種指標及びその統計量の年度ごと

の経年変化を整理した。本資料において整理対象とした指標は、短期曝露の指標として、

日本で用いている 1 時間値年最高値、米国が用いている日最高 8 時間値の上位 4 位値（こ

こでは 99 パーセンタイル値を算定）、長期曝露の指標として、WHO が用いている日最高

8 時間値の 6 か月移動平均値の年最高値とした（図 3～図 5）。 

 

 

図 3 1 時間値年最高値の分布及び経年変化 

※：箱ひげ図について、ひげの上端、下端はそれぞれ最大値、最小値を示し、箱の上端、下端は

それぞれ 25 パーセンタイル値、75 パーセンタイル値を示す（図 4、図 5 についても同様）。 

 

 

図 4 日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル値の分布及び経年変化 

 

 

図 5 日最高 8 時間値の６か月移動平均値の年最高値の分布及び経年変化 
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第3章 光化学オキシダントの健康影響 

3.1 全体的な考え方 

本章は、これまでにとりまとめられた光化学オキシダントの曝露と各健康影響の関連性の

確からしさに関する判断や定量評価の結果を踏まえて、光化学オキシダントの環境基準の再

評価に向けて指標物質、平均化時間、環境基準の達成評価方法を検討し、健康影響が観察さ

れる濃度水準の検討・整理を行うものである。なお、光化学オキシダントの指標物質として

は、3.2.1 に示すように O3とすることが適切であると判断した。 

我が国において、大気汚染物質の環境基準は、得られた科学的知見に基づき、各物質の人

への影響の特性を考慮し、我が国における大気汚染の実態等を踏まえて、大気汚染が人の健

康に好ましからざる影響を与えることのないように設定されたものである。具体的には、一

般集団を対象とした疫学研究に基づく知見によって、その物質の曝露量と健康影響との曝露

量－反応関係を把握するとともに、毒性学の知見による用量－効果関係も踏まえて総合的に

判断し、地域の人口集団の健康を適切に保護することを考慮して人の健康を保護する上で維

持されることが望ましい大気環境濃度として示された目標値（環境目標値）が定められてい

る（微小粒子状物質リスク評価手法専門委員会「微小粒子状物質の定量的リスク評価手法に

ついて」、2008）。 

光化学オキシダントの健康リスクに関しても同様の考え方で定量評価を行うこととした。

すなわち、大気汚染物質の健康影響に関する定量評価においては、信頼できる疫学知見が存

在する場合には、疫学知見を優先して用いることとした。疫学知見の最も重要な特徴は、人

間集団を対象として現実の世界における大気汚染物質への曝露とそれに引き続く健康影響

の関連性を検討し、評価できることである。しかしながら、疫学研究は基本的に観察研究で

あり、曝露と健康影響との因果関係の推論や定量的リスク評価に関して多くの制約があり、

不確実性が伴う。一方で、O3 の場合には毒性学研究として人の志願者を対象としたコント

ロールされた条件下での曝露実験の知見が蓄積されており、これらの知見についても定量評

価において検討・整理の対象となり得る。人志願者実験による知見は、直接的に人に関する

有益な毒性学知見を提供するものである。しかしながら、倫理的な制約から、一部で喘息患

者を対象とした知見もあるものの、対象者の多くは健康な成人であり、評価される健康影響

指標は可逆的な変化と考えられるものに限定されている。そのため、高感受性や脆弱性を有

する人が含まれる人口集団における健康影響評価という観点で人志願者実験による知見を

用いることは、疫学知見の場合とは異なる制約がある。 

O3 へ短期曝露による健康影響に係る環境目標値を導出する手順として考えた場合に、人

志願者実験では曝露濃度・時間等の実験条件がコントロールされた結果が示されていること

から、O3 に関する多くの人志願者実験の結果に基づき、環境目標値導出の第一段階として

健康影響指標の変化が認められる濃度を整理して示すことは比較的容易であると考えられ

る。 

一方で、短期曝露影響に関する疫学知見の多くは、O3 濃度の短期的な時間変動と医療機

関への入院・受診、死亡等の健康影響指標の時間変動との関連性について、地域人口集団の

データに基づき時系列解析した結果や、ある属性を持った集団を対象として、比較的短い期

間に対象者各自の健康影響指標を複数回測定し、大気汚染との関係を比較解析したパネル研

究による結果である。これらの疫学知見では、O3 濃度と健康影響指標との関連性について



13 

 

統計モデルを用いた解析を行い、濃度－反応関係の傾き（O3の単位濃度当たりのリスク比）

として示されている場合がほとんどである。これらの解析では閾値が存在しないことを暗黙

に前提としている。また、濃度－反応関係の形状に関する検討を行って閾値を見出そうとし

た知見もあるが、それらの知見は限定的である。そのため、これらの疫学知見から、健康影

響指標の変化がみとめられる濃度範囲とみとめられない濃度範囲を区別して示すことは、人

志願者実験の結果に基づく場合よりも困難がある。 

以上から、まず、人志願者実験の結果から健康影響指標の変化がみとめられる濃度を整理

した上で、この濃度レベルを環境目標値の目安とした場合に、O3 濃度と種々の健康影響指

標との関連性を検討した疫学研究の各対象地域について、その O3 濃度分布から、目安とし

た環境目標値を達成している地域とみなせるか否かを中心に検討することによって、言い換

えると人志願者実験の結果に基づいて目安とした環境目標値を達成している疫学研究の対

象地域において影響がみられている否かを検討することによって、人志願者実験知見と疫学

知見を総合的に検討することが適切と考えられる。 

O3 へ長期曝露による健康影響に係る環境目標値を導出する手順としては、信頼できる疫

学知見、具体的には適切にデザインされたコホート研究及び長期繰り返し研究に基づき、そ

れぞれの対象地域の O3 濃度とその地域の健康影響指標との関係について、微小粒子状物質

環境基準専門委員会報告（2009）で示された手法に準じて進めることが適切であると考えら

れる。 

また、光化学オキシダントの健康影響に関する科学的知見の要約及び光化学オキシダント

の曝露と各健康影響の関連性の確からしさについては、「光化学オキシダント健康影響評価

検討会」がとりまとめた「光化学オキシダントの健康影響に関するまとめ」（参考資料１）

の判断を踏まえることとした。 
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3.2 光化学オキシダントの健康影響に関するまとめを踏まえた定量評価の進め方 

3.2.1 指標物質 

環境基準を設定する物質については、健康影響を及ぼすことを示す信頼性の高い科学的

知見が得られていることが必要である。さらに、環境目標値設定のためには定量評価が可

能な知見が存在することが必要である。 

O3についてはこの数十年にわたり、世界各国から多くの O3の健康影響に関する疫学知

見、人志願者実験知見等が蓄積されており、それらの要件を満たしていると判断される。 

O3以外の光化学オキシダントの個々の構成成分、ならびに O3及び O3以外の光化学オキ

シダント成分総体の健康影響についてはいくつかの研究報告がある。そのうち、光化学オ

キシダントを曝露指標とした疫学知見が我が国をはじめとして報告されているが、測定法

上の問題（前田ら (1997)）から、これらの報告が O3と O3以外の光化学オキシダント成分

総体としての健康影響を示したものであるかの判断が困難である。また、O3以外の光化学

オキシダントとして従来から注目されてきた PAN については、疫学知見や人志願者実験知

見はほとんど報告されておらず、PAN 単独での毒性に関する知見は限られている。このこ

とから、上述の要件を満たしているとは判断できず、今後の知見の蓄積が必要である。 

以上から、光化学オキシダントの環境基準再評価にあたっては、O3を指標物質として環

境基準を示すことが適切であると判断した。 

 

3.2.2 O3の曝露について考慮すべきと判断された健康影響 

O3 の健康影響に関する科学的知見は多数報告されている。当該知見に基づいてとりまと

めた「光化学オキシダントの健康影響に関するまとめ」（参考資料１）では O3の曝露と各健

康影響の関連性の確からしさについて以下のように判断した（表 1）。 

これらの判断を踏まえて短期曝露影響及び長期曝露影響について考慮すべき健康影響と

しては、「悪影響を及ぼし得ることは確か（又は確からしい）」と判断された、短期曝露又は

長期曝露による呼吸器系への影響とした。 

 

表 1 O3の曝露と各健康影響の関連性の確からしさに関する判断 

健康影響 
各健康影響の関連性の確からしさに関する

判断 

O3への短期間の曝露による呼吸器系への影

響 

悪影響を及ぼし得ることは確か 

O3への短期間の曝露による循環器系、代謝

系、神経系などその他の影響 

悪影響を及ぼし得ることは確からしいと判

断することは困難 

O3への長期間の曝露による呼吸器系への影

響 

悪影響を及ぼし得ることは確からしい 

O3への長期間の曝露による循環器系、発が

ん、生殖・神経発達などその他の影響 

悪影響を及ぼし得ることは確からしいと判

断することは困難 

 

呼吸器系への影響メカニズムに関しては、動物実験において、さまざまな報告がなされて
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おり、O3 への数時間から 2 週間未満の曝露による呼吸器系への影響については、肺機能の

変化、気道反応性の亢進、上皮傷害、炎症及び酸化ストレスの誘発、アレルギー反応の亢進

についての報告がある。肺機能の変化については、呼吸数の増加や換気量の低下が報告され

ており、これらの変化は自律神経反射を引き起こす呼吸器の感覚神経の活性化に起因してお

り、迷走神経 C 線維が神経ペプチドであるサブスタンス P の放出を介して、上皮傷害、気

管支収縮とそれによる気道反応性の亢進に関与していることが報告されている。また、気道

反応性の亢進についても、ムスカリン M2 受容体の阻害による副交感神経経路の活性化が関

与していることが報告されている。さらに、アレルゲン感作によるアレルギーモデルマウス

においても、O3による傷害、炎症、酸化ストレス、杯細胞化生、粘液産生が促進されること

が報告されている。O3 への 2 週間から数カ月の曝露による呼吸器系への影響については、

上皮傷害、炎症及び酸化ストレスの誘発、気道発達の阻害及びリモデリング、気道反応性の

亢進、宿主防御障害及びアレルギー反応の亢進、についての報告がある。O3の長期間にわた

る曝露は、成体動物において炎症、傷害、酸化ストレスを誘発し、上皮過形成や線維化など

の形態学的変化を引き起こす。また、生後間もないげっ歯類やサルを用いた研究においても、

気道の直径や長さの減少、気道ニューロンの減少、扁平上皮化生及び上皮肥大などの気道発

達を妨げる形態学的な変化が報告されている。特に、生後間もないアレルギー性気道疾患モ

デルのサルを用いた研究において、気道発達の阻害とともに、気道反応性の亢進や血中の免

疫グロブリン(Ig)E 及びヒスタミン量の増加といった、アレルギー反応の亢進が報告されて

いる。 

また、呼吸器系への健康影響に関しては、人志願者実験及び疫学研究において、さまざま

な健康影響指標が用いられている。 

人志願者実験において健康影響指標として多く用いられているのは肺機能、特にFEV1（一

秒量）の変化である。FEV1は米国における O3の大気環境基準設定において最も重視されて

いる健康影響指標のひとつであり、FEV1 が低下することについて、人の健康に対する有害

性の観点での議論が行われている。アメリカ胸部医学会（ATS (2000)）は大気汚染の健康に

対する悪影響に関する公式ステートメントにおいて、呼吸器症状を伴わない FEV1のわずか

な一過性変化のみでは健常者では必ずしも有害ではないが、症状を伴う場合には有害と考え

るべきであるとしている。欧州呼吸器学会・アメリカ胸部医学会（Thurston et al.(2017)）

の新しいステートメントにおいても同様の見解を示している。このような肺機能のわずかな

変化は、喘息に起因するような機能低下を現に有する場合には、有害であると考えるべきで

あるとしている。また、疫学知見で示されるような人口集団における FEV1の平均減少は小

さいが、統計的に有意である場合には、感受性の高い被験者の一部における減少が臨床的に

意味のある変化を起こしている可能性があると考えられるとしている。 

O3 への曝露による健康影響に関する科学的知見として、人志願者実験と疫学研究による

ものが入手できる。環境基準設定において求められる国民の健康保護という目的に向けて

O3の健康リスク評価という観点でみた場合に、両者には 3.1.で述べたように、それぞれ異な

る長所、短所がある。また、同一の健康影響指標（例えば、FEV1）であっても、個人レベル

と集団レベルの評価では、その臨床的、並びに公衆衛生上の意味は異なるため、その点を十

分に踏まえて、O3を指標物質とした環境基準再評価における定量評価を進める必要がある。 

人志願者実験では、O3 曝露によって悪影響を及ぼし得ることが確かであると判断された
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呼吸器影響の指標としては、肺機能（FEV1等）、呼吸器症状、気道反応性、炎症マーカー（呼

気 NO 等）が用いられている。疫学研究では、人志願者実験で採用されている健康影響指標

に加えて、研究対象地域集団における医療機関への入院・受診や死亡件数などが指標として

用いられている。これらには日々の喘息患者の医療機関への受診、喘息発作による急病診療

所受診、呼吸器疾患による救急受診、また呼吸器疾患による死亡と O3 濃度との関連性を検

討した研究が含まれる。いずれの健康影響指標もアメリカ胸部医学会（ATS (2000)）では、

呼吸器に対して有害であるとされる健康影響指標として挙げられているものであり、肺機能

の低下よりも重篤な有害事象とされている。 

以下では、人志願者実験知見及び疫学知見それぞれで用いられている健康影響指標につい

て、個別に知見の信頼性を評価した上で、それぞれの健康影響指標の特徴を踏まえて定量評

価を進めることとする。 

なお、以降の O3濃度の単位については便宜的に ppm、ppb の両方を用いている。 

 

3.2.3 O3の短期曝露影響に係る定量評価の実施方法 

「3.1.全体的な考え方」に示した通り、まず、人志願者実験知見について整理する。 

人志願者実験の知見については、清浄空気曝露との比較や被験者の割り付け等の実験デザ

インが適切に設計されていること等が整理されている。さらに、考慮すべきとされたエンド

ポイントに関する人志願者実験については、各知見の実験プロトコルの類型毎に、影響がみ

られなかった濃度と影響がみられた濃度を整理して、影響の現れることが確からしい濃度範

囲を検討・整理する。実験プロトコルの類型としては、現行環境基準の平均化時間として 1

時間値と諸外国で採用されている 8 時間値に相当する曝露時間に関する２つの類型を基本

として、健康影響に関わる重要な要因である運動条件等も考慮する。 

次に、疫学知見における濃度－反応関係が認められた地域の O3 濃度分布を人志願者実験

から得られた影響があらわれることが確からしい濃度範囲と比較検討する。検討に当たって

は、3.3.3.2 で整理する 1～8 時間値等の平均化時間による平均値の年間上位パーセンタイル

値を含めた統計量を考慮する。 

 

3.2.4 O3の長期曝露影響に係る定量評価の実施方法 

長期曝露影響に係る疫学研究では、O3 の健康影響の大きさを示す場合に、その単位濃度

当たりのリスク比という表現が通常用いられる。この表現では、濃度－反応関係に閾値が存

在しないことを暗黙に前提としている。濃度－反応関係の傾き（リスク比の大きさ）と濃度

範囲に関する情報はほとんどすべての疫学知見において示されているが、濃度－反応関係の

形状を推測できる情報が示されている知見は限られている。 

そのため、コホート研究及び長期繰り返し研究のうち信頼できる疫学知見と判断される

ものについて、エンドポイント毎に、濃度－反応関係の傾き（リスク比の大きさ）と濃度

範囲に関する情報を持つ疫学知見についてはそれを整理し、その上で、長期曝露影響が現

れることが確からしいと判断される濃度範囲を検討する。 
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3.3 短期曝露による呼吸器影響の定量評価について 

3.3.1 人志願者実験における影響が現れることが確からしい濃度範囲の検討 

3.3.1.1 肺機能 

肺機能に関する知見としては分時換気量と運動条件が異なる「安静条件下での 2 時間以下

の曝露」「激しい運動条件下での 2 時間以下の曝露」及び「間欠運動条件下での 6～8 時間の

曝露」の 3 つの区分で整理した。 

 

(1) 安静条件下での 2 時間以下の曝露 

健康な被験者を安静条件下で 2 時間曝露した研究における FEV1変化率又は FEV1変化量

の結果を表 2 及び図 6 に示す。曝露濃度の増加に伴い O3曝露前後の FEV1の低下幅が増加

する傾向がみられている。 

 

表 2 健康な被験者を安静条件下で 2 時間 O3に曝露し、FEV1への影響を調査した研究に

おける FEV1変化率又は FEV1変化量（曝露濃度順） 

文献 被 験 者 の 年
齢、性別、人
数、特性 

曝露 

時間 

曝露 

濃度 

(ppm) 

曝露前の FEV1 平
均値(L) 

曝露後の FEV1 平
均値(L) 

曝露前後の
平均FEV1変
化率 

FEV1 変
化率のろ
過空気曝
露との差 

Folinsbee et 
al. (1978) 

18～28 歳 

男性 10 人（A

群） 

非喫煙者（全
被験者 40人中
11 人は過去喫
煙者） 

2 0 5.016±0.629 (SD) 4.966±0.702 (SD) -1.00%* ― 

0.1 5.008±0.686 (SD) 4.929±0.702 (SD) -1.58%* -0.58% 

0.3 4.972±0.732 (SD) 4.924±0.675 (SD) -0.97%* +0.03% 

0.5 4.972±0.745 (SD) 4.602±0.791 (SD) -7.44%* -6.44% 

Horvath et 
al. (1979) 

21～22 歳 

男性 8 人 

健康状態、喫
煙記載なし 

2 0 4.421  4.465  +1.00%* ― 

0.25 4.379  4.449  +1.60%* +0.60% 

0.5 4.353  4.217  -3.12%* -4.12% 

0.75 4.426  3.950  -10.75%* -11.75% 

Horvath et 
al. (1979) 

女性 5 人 

健康状態、喫
煙記載なし 

2 0 3.285  3.360  +2.28%* ― 

0.25 3.355  3.299  -1.67%* -3.95% 

0.5 3.291  3.007  -8.63%* -10.91% 

0.75 3.357  2.719  -19.01%* -21.29% 

*曝露前及び曝露後の被験者群の FEV1平均値から求めた参考値 
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図 6 健康な被験者を安静条件下で 2 時間 O3に曝露し、FEV1への影響を調査した研究における FEV1変化率 

[ ]で囲われたプロットは、同じ曝露濃度での結果であり、プロットが重ならないようずらして示している。FEV1変化率は各実験での平均値であり、95%信頼区間をエ

ラーバーで示している。点線で示した 95%信頼区間は測定前後の相関を考慮しない近似式に基づき計算した区間である。エラーバーなしのプロットは文献に標準偏差

や標準誤差の記載がなく 95%信頼区間が計算できなかったものである。 
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(2) 激しい運動条件下での 2時間以下の曝露 

健康な被験者を激しい運動条件下で 2 時間以下曝露した研究における FEV1 変化率を表 

3、図 7 及び図 8 に示す。曝露濃度の増加に伴い O3曝露前後の FEV1の低下幅が増加する

傾向がみられている。 

連続した激しい運動条件下で 1 時間 O3を曝露した研究としては、Adams and Schelegle 

(1983)、Avol et al. (1984)、Folinsbee et al. (1984)、Gibbons and Adams (1984)、Gong et 

al. (1986)がある。Gong et al. (1986)は 0.12 ppm 及び 0.20 ppm、Gibbons and Adams 

(1984)は 0.15 ppm 及び 0.30 ppm、Adams and Schelegle (1983)は 0.20 ppm 及び 0.35 

ppm、Folinsbee et al. (1984)は 0.21 ppm O3曝露を行った結果、肺機能の低下がみられた

と報告している。また、Gong et al. (1986)、Gibbons and Adams (1984)、Adams and 

Schelegle (1983)及び Folinsbee et al. (1984)の研究では肺機能の低下だけでなく呼吸器症

状がみられたと報告している（3.3.1.2 参照）。 

激しい間欠運動条件下で 2 時間曝露した研究では、Linn et al. (1986)は 0.08～0.14 ppm 

O3曝露で、Folinsbee et al. (1978)は 0.1 ppm O3曝露で肺機能への影響はみられなかった

と報告している。また、本研究では呼吸器症状にも影響はみられなかったと報告している

（3.3.1.2 参照）。一方で、McDonnell et al. (1983)は 0.12 ppm 及び 0.18 ppm、Kulle et al. 

(1985)は 0.15 ppm 以上の O3曝露により肺機能の低下がみられたと報告している。 

 

表 3 健康な被験者を激しい運動条件下で 1～2 時間 O3に曝露した研究における FEV1変

化率（曝露時間、曝露濃度順） 

文献 被験者の年齢、性
別、人数、特性 

曝露時間、
運 動 の 概
要、分時換
気量 

曝露 

濃度 

(ppm) 

曝露前の FEV1 

平均値 (L) 

曝露後の FEV1 

平均値(L) 

曝露前後の
平均 FEV1

変化率 

FEV1 変化
率のろ過空
気曝露との
差 

Gong et al. 
(1986) 

19～30 歳 

男性 15 人、女性
2 人 

非喫煙者 

長距離自転車競
技選手 

1 時間 

連続運動 

89 L/min 

室温 31℃ 

0 4.44±0.66 (SD) 4.62±0.68 (SD) +4.1% ― 

0.12 4.58±0.54 (SD) 4.32±0.64 (SD) -5.6% -9.7% 

0.20 4.40±0.58 (SD) 3.45±0.86 (SD) -21.6% -25.7% 

Gibbons 

and 

Adams 

(1984) 

平均 22.9 歳 

女性 10 人 

非喫煙者 

有酸素トレーニ
ングプログラム
に参加 

1 時間 

連続運動 

55 L/min 

室温 24℃ 

0 3.215±0.41 (SD) 3.233±0.43 (SD) +0.56%* ― 

0.15 3.239±0.40 (SD) 3.093±0.51 (SD) -4.51%* -5.07% 

0.30 3.203±0.36 (SD) 2.674±0.70 (SD) -16.52%* -17.08% 

Gibbons 

and 

Adams 

(1984) 

平均 22.9 歳 

女性 10 人** 

非喫煙者 

有酸素トレーニ
ングプログラム
に参加 

1 時間 

連続運動 

55 L/min 

室温 35℃ 

0 3.19±0.32 (SD) 3.234±0.39 (SD) +1.38%* ― 

0.15 3.195±0.39 (SD) 3.115±0.50 (SD) -2.50%* -3.88% 

0.30 3.259±0.33 (SD) 2.582±0.95 (SD) -20.77%* -22.15% 

Folinsbee 

et al. 
(1984) 

18～27 歳 

男性 6 人、女性 1

人 

非喫煙者 

自転車競技者又
は訓練された被
験者 

1 時間 

連続運動 

男 性 89 

L/min、女
性 72 

L/min 

0 4.83±0.46 (SD) 4.92±0.51 (SD) +1.86%* ― 

0.21 4.87±0.52 (SD) 4.15±0.52 (SD) -14.78%* -16.64% 
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文献 被験者の年齢、性
別、人数、特性 

曝露時間、
運 動 の 概
要、分時換
気量 

曝露 

濃度 

(ppm) 

曝露前の FEV1 

平均値 (L) 

曝露後の FEV1 

平均値(L) 

曝露前後の
平均 FEV1

変化率 

FEV1 変化
率のろ過空
気曝露との
差 

Linn et al. 
(1986) 

18～33 歳 

男性 24 人 

非喫煙者 

2 時間 

間 欠 運 動
（運動 15

分、休憩 15

分） 

平 均 68 

L/min 

35 

L/min/m2

（設定値） 

0 4.093 4.134 +1.00%* ― 

0.08 4.117 4.216 +2.40%* +1.40% 

0.10 4.124 4.193 +1.67%* +0.67% 

0.12 4.106 4.219 +2.75%* +1.75% 

0.14 4.107 4.174 +1.63%* +0.63% 

0.16 4.114 4.020 -2.28%* -3.28% 

Kulle et al. 
(1985) 

平均 25.3 歳 

男性 20 人 

非喫煙者 

2 時間 

間 欠 運 動
（運動 14

分、休憩 16

分） 

平 均 67.8 

L/min 

0 4.58±0.65 (SD) 4.64±0.62 (SD) +1.31%* ― 

0.10 4.58±0.58 (SD) 4.63±0.60 (SD) +1.09%* -0.22% 

0.15 4.58±0.61 (SD) 4.55±0.58 (SD) -0.66%* -1.97% 

0.20 4.61±0.63 (SD) 4.46±0.63 (SD) -3.25%* -4.56% 

0.25 4.62±0.60 (SD) 4.31±0.63 (SD) -6.71%* -8.02% 

Folinsbee 

et al. 
(1978) 

21～26 歳 

男性 10 人（C 群） 

非喫煙者（全被験
者 40人中 11人は
過去喫煙者） 

2 時間 

間 欠 運 動
（運動 15

分、休憩 15

分） 

50 L/min 

0 4.899±0.693 (SD) 4.939±0.702 (SD) +0.82%* ― 

0.10 4.946±0.706 (SD) 4.971±0.695 (SD) +0.51%* -0.31% 

0.30 4.921±0.605 (SD) 4.613±0.874 (SD) -6.26%* -7.08% 

0.50 4.933±0.757 (SD) 4.234±0.972 (SD) -14.17%* -14.99% 

Folinsbee 

et al. 
(1978) 

19～26 歳 

男性 10 人（D 群） 

非喫煙者（全被験
者 40人中 11人は
過去喫煙者） 

2 時間 

間 欠 運 動
（運動 15

分、休憩 15

分） 

70 L/min 

0 4.968±0.527 (SD) 4.953±0.652 (SD) -0.30%* ― 

0.10 4.898±0.642 (SD) 4.773±0.850 (SD) -2.55%* -2.25% 

0.30 4.972±0.528 (SD) 4.589±0.604 (SD) -7.70%* -7.40% 

0.50 5.021±0.685 (SD) 3.826±0.524 (SD) -23.80%* -23.50% 

McDonnell 

et al. 
(1983) 

18～30 歳 

男性 132 人を 20

人（0.00 ppm、
0.18 ppm、 0.30 

ppm）、22 人（0.12 

ppm）、21 人（0.24 

ppm）、29 人（0.40 

ppm）の 6 つの曝
露区に分けた 

非喫煙者 

2 時間 

間 欠 運 動
（運動 15

分、休憩 15

分） 

35 

L/min/m2 

 

0 4.42±0.10 (SE) 4.37±0.09 (SE) -1.13%* ― 

0.12 4.64±0.12 (SE) 4.44±0.14 (SE) -4.31%* -3.18% 

0.18 4.50±0.15 (SE) 4.21±0.13 (SE) -6.44%* -5.31% 

0.24 4.10±0.11 (SE) 3.51±0.14 (SE) -14.39%* -13.26% 

0.30 4.41±0.14 (SE) 3.67±0.17 (SE) -16.78%* -15.65% 

0.40 4.46±0.12 (SE) 3.7±0.17 (SE) -17.04%* -15.91% 

*曝露前及び曝露後の被験者群の FEV1平均値から求めた参考値 

**3 人は 0.3 ppm O3×35℃を含む一部の実験プロトコルを完了することが出来ず、曝露開始 38～53 分時点で

実験を中止したが、中止時点までのデータは解析に含めた 
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図 7 健康な被験者を激しい運動条件下で 1 時間 O3に曝露した研究における FEV1変化率 

[ ]で囲われたプロットは、同じ曝露濃度での結果であり、プロットが重ならないようずらして示している。 

FEV1変化率は各実験での平均値であり、95%信頼区間をエラーバーで示している。点線で示した 95%信頼区間は測定前後の相関を考慮しない近似式に基づき計算した

区間である。 
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図 8 健康な被験者を激しい間欠運動条件下で 2 時間 O3に曝露した研究における FEV1変化率 

[ ]で囲われたプロットは、同じ曝露濃度での結果であり、プロットが重ならないようずらして示している。 

FEV1変化率は各実験での平均値であり、95%信頼区間をエラーバーで示している。点線で示した 95%信頼区間は測定前後の相関を考慮しない近似式に基づき計算した

区間である。エラーバーなしのプロットは文献に標準偏差や標準誤差の記載がなく 95%信頼区間が計算できなかったものである。  

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3 0.35 0.4 0.45 0.5 0.55

曝
露
前
後
の

FE
V

1
変
化
率

(%
)

ppm

Linn et al. (1986)男性24人 35 L/min/m2 Kulle et al. (1985) 男性20人平均67.8 L/min

Folinsbee et al. (1978) 男性10人 50 L/min McDonnell et al. (1983) 男性20～29人 35 L/min/m2

Folinsbee et al. (1978) 男性10人 70 L/min

0.30 ppm

0.12 ppm

0.10 ppm

0.50 ppm



23 

 

(3) 間欠運動条件下での 6～8時間の曝露 

健康な被験者を激しい間欠運動条件下で 6～8 時間曝露した研究における FEV1変化率を

表 4 及び図 9 に示す。6 時間以上の曝露研究の多くは Folinsbee et al. (1988)が考案した

6.6 時間の実験プロトコルを採用している。表 4 及び図 9 では、このプロトコルを採用し

た研究を整理した。これらの研究においては、曝露濃度の増加に伴い O3 曝露前後の FEV1

の低下幅が増加する傾向がみられている。 

6.6 時間の実験プロトコルを採用し、曝露期間中に濃度を一定とする実験（以下、「定常濃

度曝露」という。）を行った研究で調査された曝露濃度は 0.04～0.12 ppm である。Adams 

(2002)は、6.6 時間の 0.04 ppm 定常濃度曝露では肺機能に影響はみられなかったと報告し

ている。また、本研究では呼吸器症状にも影響はみられなかったと報告している（3.3.1.2 参

照）。Kim et al. (2011)は、6.6 時間の 0.06 ppm 定常濃度曝露で FEV1の低下がみられたと

報告しているが、Adams (2006)は、0.06 ppm 定常濃度曝露では、ろ過空気曝露との差はみ

られなかったと報告している。なお、Adams (2006)の結果について統計手法を変更し、再

解析を行った Brown et al. (2008)では 0.06 ppm で低下がみられたと報告している。また、

呼吸器症状への影響については、Adams (2006)は 0.06ppm 曝露では清浄空気曝露との差は

みとめられなかったと報告しており、呼吸器症状スコアの平均評点も”mild”レベル以下であ

った。Kim et al. (2011)は 0.06 ppm の O3の 6.6 時間曝露後に被験者の約 1/3 が呼吸器症状

を示したと報告しているが、呼吸器症状の平均スコアに清浄空気曝露との差はみられてい

なかった。また、Kim et al. (2011)は 0.06 ppm 曝露の 16～18 時間後に喀痰中の多核好中

球の割合が増加していたことを報告している（3.3.1.2 参照）。 

6.6 時間の実験プロトコルを採用し、曝露期間前半に濃度を上昇させ、後半に下降させる

実験（以下、「三角波曝露」という。）行った研究で調査された曝露濃度（6.6 時間の平均濃

度）は 0.04～0.12 ppm である。Schelegle et al. (2009)は、平均 0.072 ppm、Adams (2006)

は平均 0.080 ppm の曝露で FEV1 の低下を報告している。また、呼吸器症状への影響につ

いては、Adams (2006)は平均 0.080 ppm の曝露で呼吸器症状の増加を報告しており、

Schelegle et al. (2009)は平均濃度 0.072 ppm 以上の曝露で増加がみられたと報告している

（3.3.1.2 参照）。 
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表 4 健康な被験者を間欠運動条件下で 6.6 時間 O3に曝露した研究における FEV1変化率（曝露濃度順） 

文献 被験者の年齢、性

別、人数、特性 

分時換気量 曝露濃度：三角波

曝露は濃度の変動

範囲*1 (ppm) 

曝露前のFEV1平均値 

(L) 

曝露後の FEV1 平均

値 (L) 

曝露前後の平均FEV1変化率 FEV1変化率のろ過

空気曝露との差 

Adams 

(2006), 

Brown et 

al. (2008)  

平均 23.5 歳（男

性）、平均 22.8 歳

（女性） 

男性 15 人、女性 15

人 

非喫煙者 

20 L/min/m2 0 4.113±0.674 (SD) ― +1.35±2.98% (SD) ― 

0.04 ： 0.030 ～

0.050 

4.112±0.691 (SD) ― +1.17±2.97% (SD) -0.18% 

0.06 4.125±0.694 (SD) ― -1.51±4.24% (SD) -2.86% 

0.06 ： 0.040 ～

0.090 

4.137±0.648 (SD) ― -1.43±5.95% (SD) -2.78% 

0.08 4.194±0.684 (SD) ― -4.72±8.65% (SD) -6.07% 

0.08 ： 0.030 ～

0.150 

4.145±0.694 (SD) ― -5.65±8.08% (SD) -7.00% 

Adams 

(2002)  

平均 22.2 歳（男

性）、平均 22.9 歳

（女性） 

男性 15 人、女性 15

人 

非喫煙者 

~20 

L/min/m2 

0 3.754±0.774 (SD) ― +2.39±4.01% (SD) 

（チャンバー法） 

― 

0.04 3.718±0.734 (SD) ― +1.15±4.20% (SD) 

（フェイスマスク法） 

-1.24% 

0.08 3.722±0.708 (SD) ― -3.96±7.50% (SD) 

（フェイスマスク法） 

-6.35% 

0.12 3.725±0.741 (SD) ― -13.25±11.19% (SD) 

（チャンバー法） 

-15.64% 

0.12 3.713±0.734 (SD) ― -13.02±9.21% (SD) 

（フェイスマスク法） 

-15.41% 

Kim et al. 

(2011)  

19～35 歳 

男性 27 人、女性 32

人 

非喫煙者 

20 L/min/m2 0 ― ― -0.002±0.46% (SE) 

(95%CI: -0.9, 0.9) 

― 

0.06 ― ― -1.71±0.50% (SE) 

(95%CI: -2.7, -0.8) 

-1.71±0.64 (SE)

 % 

(95%CI: -3.0, -0.5) 

Schelegle 

et al. 

(2009) 

18～25 歳 

男性 15 人、女性 16

人 

非喫煙者 

20 L/min/m2 0 ― ― +0.80±0.9% (SE) ― 

0.063 ： 0.043 ～

0.091 

― ― -2.72±1.48% (SE) -3.52% 

0.072 ： 0.052 ～

0.092 

― ― -5.34±1.42% (SE) -6.14% 

0.081 ： 0.033 ～

0.0147 

― ― -7.02±1.60% (SE) -7.82% 

0.088 ： 0.042 ～ ― ― -11.42±2.20% (SE) -12.22% 
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文献 被験者の年齢、性

別、人数、特性 

分時換気量 曝露濃度：三角波

曝露は濃度の変動

範囲*1 (ppm) 

曝露前のFEV1平均値 

(L) 

曝露後の FEV1 平均

値 (L) 

曝露前後の平均FEV1変化率 FEV1変化率のろ過

空気曝露との差 

0.0119 

Adams 

(2003) 

平均 22.3 歳（男

性）、平均 21.4 歳

（女性） 

男性 15 人、女性 15

人 

非喫煙者 

20 L/min/m2 0 4.061±0.568 (SD) ― +2.65±3.43% (SD) 

（チャンバー法） 

― 

0.08 4.082±0.655 (SD) ― -3.51±7.43% (SD) 

（チャンバー法） 

-6.16% 

0.08：0.03～0.15 4.061±0.565 (SD) ― -3.12±6.08% (SD) 

（チャンバー法） 

-5.77% 

0 4.079±0.600 (SD) ― +2.50±3.61% (SD) 

（フェイスマスク法） 

― 

0.08 4.085±0.659 (SD) ― -3.64±7.80% (SD) 

（フェイスマスク法） 

-6.14% 

0.08：0.03～0.15 4.097±0.612 (SD) ― -2.95±5.58% (SD) 

（フェイスマスク法） 

-5.45% 

Horvath 

et al. 

(1991)  

30～43 歳 

男性 6 人、女性 5 人 

非喫煙者 

35 ～ 38 

L/min 

0 3.68±0.61 (SD) 3.73±0.64 (SD) +1.36%*2 ― 

0.08 3.66±0.60 (SD) 3.58±0.60 (SD) -2.19%*2 -3.55% 

Horstman 

et al. 

(1990) 

18～32 歳 

男性 22 人 

非喫煙者 

約 39 L/min 

 

0 4.40±0.12 (SD) 4.43±0.12 (SD) +0.6% ― 

0.08 4.39±0.13 (SD) 4.08±0.13 (SD) -7.0%  -7.60% 

0.1 4.38±0.12 (SD) 4.07±0.14 (SD) -7.0% -7.60% 

0.12 4.38±0.13 (SD) 3.84±0.16 (SD) -12.3% -12.90% 

McDonnell 

et al. 

(1991) 

 

18～30 歳 

男性 38 人 

非喫煙者 

20 L/min/m2 0 4.54±0.09 (SE) 4.51±0.09 (SE) -0.66%*2 ― 

0.08 4.52±0.09 (SE) 4.13±0.11 (SE) -8.63%*2 -7.97% 

18～30 歳 

男性 10 人 

非喫煙者 

20 L/min/m2 0 4.54±0.14 (SE) 4.65±0.17 (SE) +2.42%*2 ― 

0.1 4.57±0.13 (SE) 4.04±0.23 (SE) -11.6%*2 -14.02% 

Folinsbee 

et al. 

(1988) 

18～33 歳 

男性 10 人 

非喫煙者 

FVC 1L 当た

り 8 L/min 

0 4.238±0.317 (SD) 4.312±0.342 (SD) +1.9±6.0% (SD) ― 

0.12 4.262±0.293 (SD) 3.721±0.787 (SD) -13.0±15.4% (SD) -14.90% 

Folinsbee 

et al. 

(1994) 

平均 25 歳 

男性 17 人 

非喫煙者 

39 L/min 0 4.43±0.63 (SD) 4.48±0.65 (SD) +1.13%*2 ― 

0.12 4.44±0.64 (SD) 3.88±0.53 (SD) -12.61%*2 -13.74% 

Adams 平均 22.3 歳（男 23 L/min/m2 0 3.756±0.840 (SD) ― +1.97±3.72% (SD) ― 
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文献 被験者の年齢、性

別、人数、特性 

分時換気量 曝露濃度：三角波

曝露は濃度の変動

範囲*1 (ppm) 

曝露前のFEV1平均値 

(L) 

曝露後の FEV1 平均

値 (L) 

曝露前後の平均FEV1変化率 FEV1変化率のろ過

空気曝露との差 

(2000)  性）、平均 22.5 歳

（女性） 

男性 15 人、女性 15

人 

非喫煙者 

17 L/min/m2 0.12 3.776±0.815 (SD) ― -11.72±11.17% (SD) -13.69% 

20 L/min/m2 0.12 3.737±0.795 (SD) ― -9.31±10.67% (SD) -11.28% 

23 L/min/m2 0.12 3.711±0.779 (SD) ― -13.91±13.51% (SD) -15.88% 

Adams 

and 

Ollison 

(1997) 

平均 22.4 歳 

男性 6 人、女性 6 人 

非喫煙者 

23 L/min/m2 0 3.922±0.965 (SD) ― +1.90±3.99% (SD) ― 

27.8 ～ 42.4 

L/min 

0.12 3.819±0.891 (SD) ― -11.78±11.12% (SD) -13.68% 

20 L/min/m2 0.12 3.854±0.916 (SD) ― -9.10±8.15% (SD) -11.00% 

20 L/min/m2 0.12：0.07～0.16 3.885±0.961 (SD) ― -12.06±8.92% (SD) -13.96% 

20 L/min/m2 0.12：0.115～0.13 3.873±0.931 (SD) ― -8.41% -10.31% 

*1:曝露期間中に濃度を上昇・下降させる（三角波）曝露実験における濃度の変動範囲 

*2:曝露前及び曝露後の被験者群の FEV1平均値から求めた参考値 
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図 9 健康な被験者を間欠運動条件下で 6.6 時間 O3に曝露した研究における FEV1変化率 

[ ]で囲われたプロットは、同じ曝露濃度での結果であり、プロットが重ならないようずらして示している。FEV1変化率は各実験での平均値であり、95%信頼区間をエ

ラーバーで示している。点線で示した 95%信頼区間は測定前後の相関を考慮しない近似式に基づき計算した区間である。エラーバーなしのプロットは文献に標準偏差

や標準誤差の記載がなく 95%信頼区間が計算できなかったものである。○は定常濃度曝露、△は三角波曝露。  
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Adams (2006)三角波 男女30人 20 L/min/m2 McDonnell et al. (1991)定常濃度 男性10人 20 L/min/m2
Adams (2006)定常濃度 男女30人 20 L/min/m2 Adams (2002) 定常濃度 男女30人 ～20 L/min/m2
Adams (2002) 定常濃度フェイスマスク法 男女30人 ～20 L/min/m2 Folinsbee et al. (1988)定常濃度 男性10人 FVC 1L当たり8 L/min
Kim et al. (2011) 定常濃度 男女59人 20 L/min/m2 Folinsbee et al. (1994)定常濃度 男性17人 39 L/min
Schelegle et al. (2009)三角波 男女31人 20 L/min/m2 Adams (2000)定常濃度 男女30人 17 L/min/m2
Adams (2003)定常濃度チャンバー法 男女30人 20 L/min/m2 Adams (2000)定常濃度 男女30人 20 L/min/m2
Adams (2003)三角波チャンバー法 男女30人 20 L/min/m2 Adams (2000)定常濃度 男女30人 23 L/min/m2
Adams (2003)定常濃度フェイスマスク法 男女30人 20 L/min/m2 Adams & Ollison (1997)定常濃度 男女12人 27.8～42.4 L/min
Adams (2003)三角波フェイスマスク法 男女30人 20 L/min/m2 Adams & Ollison (1997)定常濃度 男女12人 20 L/min/m2
Horvath et al. (1991) 定常濃度 男女11人 35～38 L/min Adams & Ollison (1997)三角波 男女12人 20 L/min/m2 0.07～0.16 ppm
Horstman et al. (1990)定常濃度 男性22人 約39 L/min Adams & Ollison (1997)三角波 男女12人 20 L/min/m2 0.115～0.13 ppm
McDonnell et al. (1991)定常濃度 男性38人 20 L/min/m2

0.06 ppm

0.08 ppm

0.1ppm

0.12 ppm

0.04 ppm

0.081 ppm
0.088 ppm

0.072 ppm

0.063 ppm
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3.3.1.2 肺機能以外の健康影響指標 

肺機能以外の健康影響指標として呼吸器症状、気道反応性及び炎症に関する知見につい

て整理を行った。 

 

(1) 呼吸器症状 

連続した激しい運動条件下で 1 時間 O3を曝露した研究では、Gong et al. (1986)は 0.12 

ppm 及び 0.20 ppm、Adams and Schelegle (1983)は 0.20 ppm 及び 0.35 ppm、Folinsbee 

et al. (1984)は 0.21 ppm O3 曝露を行った結果、呼吸器症状がみられたと報告している。

Gong et al. (1986)では軽度な症状（胸部絞扼感、胸痛等）、Adams and Schelegle (1983)で

は息切れ、咳、喉の違和感等、Folinsbee et al. (1984)では胸部の不快感や圧迫感の訴えが

あったことを報告している。 

また、Gibbons and Adams (1984)は 0.15 ppm 及び 0.30 ppm 曝露を行った結果、咳、吸

気時の痛み、喉の違和感、めまい、吐き気等の症状について O3濃度の上昇とともに増加が

みられたと報告している。なお、本研究では、どの O3濃度でも高温により被験者の不快感

が有意に高まっていたが O3と室温との相互作用はなかったと報告している。一方で、激し

い間欠運動条件下で 2 時間 O3に曝露した研究では、Linn et al. (1986)は 0.08～0.14 ppm 

O3曝露では呼吸器症状（症状スコア）に影響はみられなかったと報告している。 

Adams (2002)、Adams (2006)及び Schelegle et al. (2009)は 4 つの自覚呼吸器症状（喉

の違和感、咳、息切れ、深吸気時の痛み）の重症度をスコア化した総症状スコア1に関する

影響を報告した。Adams (2002)は、6.6 時間の実験プロトコルを採用し、定常濃度曝露を行

った研究において、0.04 ppm 定常濃度曝露では O3 曝露による総症状スコアに影響はみら

れなかったと報告している。一方で、Adams (2006)では総症状スコアは 0.06 ppm の定常

濃度曝露ではいずれの時点においても増加には至らなかったが、0.08 ppm の定常濃度曝露

では曝露 5.6 時間目から増加が確認されたと報告している。Adams (2006)は 6.6 時間の実

験プロトコルを採用した三角波曝露を行った研究においても、0.06 ppm の O3 曝露では曝

露終了時の総症状スコアはろ過空気曝露と差はなかったが、平均 0.080 ppm の曝露では 4.6

時間目から増加が確認されたと報告している。また、Schelegle et al. (2009)は平均濃度

0.072 ppm 以上の曝露濃度で総症状スコアの増加がみられたと報告している。一方、平均

濃度 0.063 ppm 曝露時の総症状スコアはろ過空気曝露時と比べて差はなかったと報告して

いる。また、Kim et al. (2011)においても 0.06 ppm の O3の 6.6 時間曝露後に被験者の約

1/3（20 名／56 名）が呼吸器症状を報告したとしているが、咳、深吸気時の痛み、息切れ、

咽喉刺激感の重症度を 5 段階（0～4）で評価し、それらを合計した呼吸器症状のスコアに

ついては清浄空気曝露との差はみられなかったと報告している。 

  

 
1 被験者自身が 4 つの自覚呼吸器症状（喉の違和感、咳、息切れ、深吸気時の痛み）それぞれについて

0(not present)、5(minimal)、10(mild)、20(moderate)、30(severe)及び 40(incapacitating)のスケールで

評価を行い、各症状のスコアを合計した値 
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(2) 気道反応性 

健常者を対象に O3を曝露し、気道反応性の亢進を調査した Horstman et al. (1990)では、

0.08 ppm、0.10 ppm、0.12 ppm の O3を 6.6 時間曝露した結果、0.08 ppm 以上の曝露濃度

で気道反応性の亢進がみられたと報告しており、また、Folinsbee et al. (1988)は 0.12 ppm 

O3を 6.6 時間曝露した場合、Gong et al. (1986)、香川と津留(1980)は 0.12～0.3 ppm O3を

1～2 時間曝露した場合に気道反応性が亢進したと報告している。 

 

(3) 炎症反応等 

O3 曝露が呼吸器の炎症や酸化ストレスを誘導する影響を調査した研究では、鼻腔洗浄液

や誘発喀痰、気管支肺胞洗浄液（以下、「BALF」という。）、気管支生検試料の好中球等の炎

症関連細胞数や炎症誘発性サイトカイン、炎症メディエーター等の調査が行われている。疫

学研究においても検討が行われている O3曝露が FeNO に及ぼす影響について、健常者や軽

症アトピー型喘息患者を対象とした研究（Barath et al. (2013)、Hoffmeyer et al. (2015)、

Lay et al. (2007)、Nightingale et al. (2000)、Olin et al. (2001)、Newson et al. (2000)、

Nightingale et al. (1999)）では、O3曝露による呼気又は鼻腔中の NO 濃度の変化はみられ

なかったとの報告と、曝露前と比較して O3 曝露直後に FeNO が低下したとの報告がある。

また、Kim et al. (2011)では、0.06 ppm の O3を 6.6 時間曝露した結果、喀痰中の好中球の

割合が増加していたことを報告している。 

 

3.3.1.3 定量評価に資するその他の知見 

(1) 肺機能、呼吸器症状に影響を与える因子（喘息患者への影響、年齢、喫煙等） 

喘息患者の O3曝露に対する感受性を評価するため、喘息患者群と健常者群を O3に曝露

し、その肺機能への影響を比較した研究では、喘息患者群は健常者群と比べると FEV1が

低下するとした報告(Horstman et al. (1995)、Kreit et al. (1989))、喘息患者群と健常者群

で FEV1の低下については、差はないとする報告(Basha et al. (1994)、Hiltermann et al. 

(1995)、Holz et al. (1999)、Jorres et al. (1996)、Linn et al. (1994)、McBride et al. 

(1994)、Mudway et al. (2001)、Nightingale et al. (1999)、Scannell et al. (1996)、

Stenfors et al. (2002))がある。 

年齢については、O3を対象とした人志願者実験分野の研究は 18～35 歳の比較的若い成

人層を対象とした研究が主である。一方で、年齢が O3への感受性に及ぼす影響を調査し

た研究もいくつかある。18～60 歳の被験者を対象とし、被験者の年齢が O3への感受性に

与える影響について調査した研究としては、Hazucha et al. (2003)（18～60 歳）、

Passannante et al. (1998)（18～59 歳）がある。これらの研究では、研究対象とした 18

～60 歳においては、年齢が O3曝露に対する反応性に影響を及ぼし、被験者の年齢が若い

ほど O3曝露に対する FEV1や呼吸器症状の反応性が高いと報告している。 
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また、喫煙については、Frampton et al. (1997)、Kagawa (1983)、Kagawa (1984)、

Kerr et al. (1975)は、喫煙者は非喫煙者よりも O3に対する反応性が低い（影響を受けにく

い）傾向があると報告している。また、Emmons and Foster (1991)は、6 カ月の禁煙に成

功した被験者に O3への再曝露を行った結果、禁煙前は O3曝露による FVC、FEV1、

MMF や快適感（乾性の咳、眩暈の増加で評価）の変化はみられなかったが、禁煙後には

O3への感受性が亢進し、O3曝露前後での MMF、快適感の低下、FEV1の低下傾向がみら

れ、FVC はほぼ変化がなかったと報告している。Bates et al. (2014)は、喫煙歴の短い被

験者を喫煙者群とし、非喫煙者群と比較した結果、喫煙者群、非喫煙者群とも O3曝露に

より FEV1は低下したが、喫煙者群と非喫煙者群の減少量に差はみられなかったと報告し

ている。Folinsbee et al. (1975)は、O3曝露による症状について喫煙の有無による差はみ

られなかったと報告している。 

なお、Alexis et al. (2009)、Kim et al. (2011)、Madden et al. (2014)、Frampton et al. 

(2015)、Arjomandi et al. (2018)は、遺伝子多型について、被験者のグルタチオン S 転移

酵素を発現する GSTM1 遺伝子の欠損の影響を調査したが、いずれの研究も差はみられな

かったと報告している。その他、人種（白人又は黒人）、民族（白人、アフリカ系アメリ

カ人）、社会経済的地位、体格指数、血中鉄関連指数、抗酸化サプリメントの摂取の影響

についても研究が行われているが、その数は限られており、これらの影響について明確な

知見は得られていない。 

 

(2) 反復曝露 

健常者を対象として、1～2 時間程度の O3曝露を 2 日間から 5 日間行い、肺機能への影

響を調査した研究（Brookes et al. (1989)、Folinsbee and Horvath (1986)、Madden et 

al. (2014)、Schonfeld et al. (1989)、Hackney et al. (1977)、Frank et al. (2001)、

Folinsbee et al. (1980)、Foxcroft and Adams (1986)、Horvath et al. (1981)及び Linn et 

al. (1982)）では、曝露 1 日目と比べ、曝露 2 日目にはより強い反応（FEV1等の肺機能の

より大きな低下）がみられたが、曝露 3 日目から 5 日目には肺機能の反応が減弱する傾向

（適応）がみられたとの報告がある。また、呼吸器症状については肺機能と同様に 3 日目

以降の曝露では症状が減弱したと報告されている。 

また、Dimeo et al. (1981)と Kulle et al. (1982)は、0.4 ppm の O3を 2 又は 3 時間、3

日間又は 5 日間曝露した結果、O3への曝露により気道反応性の亢進が生じたが、反復曝露

により適応が生じたと報告している。一方、Folinsbee et al. (1994)は、0.12 ppm の O3を

6.6 時間/日で 5 日間の反復曝露を実施し、被験者の多くは全 5 日間とも O3曝露後に気道

反応性が亢進したが、一部の被験者では曝露 4 日目、5 日目にはろ過空気曝露後とほぼ変

わらなくなったと報告している。 

反復曝露による炎症反応への影響を調べた研究（Christian et al. (1998)、Devlin et al. 

(1997)及び Jorres et al. (2000)）では、2 時間又は 4 時間の O3への 4～5 日間の反復曝露

（O3濃度範囲 0.2～0.4 ppm）では、単回曝露と比べて BALF 中の好中球数や IL-6 等の一
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部炎症反応については、肺機能や症状同様に減弱（適応）がみられるものの、適応がみら

れず残存した炎症反応もあったとの報告がある。 

喘息患者への反復曝露の研究も報告されている。Gong et al. (1997)は 0.4 ppm の O3を

3 時間/日で 5 日間、間欠運動条件下で反復曝露した結果、肺機能については、曝露 1 日

目、2 日目までは FEV1の変化が顕著にみられたが、その後徐々に改善し、5 日目にはろ

過空気曝露と同じレベルまでに落ち着いたと報告されている。気道反応性は O3曝露 1 日

目に最高値を示し、その後もろ過空気曝露よりやや高値のまま推移したと報告している。

また、Holz et al. (2002)は、ろ過空気、0.125 ppm O3を 3 時間/日で 4 日間、間欠運動条

件下で反復曝露した結果、FEV1に適応反応はみられず、各日の曝露終了 1 時間後にメサ

コリン吸入による FEV1が 15%低下する濃度（PC15FEV1）は影響がみられなかったとの

報告がある。 

 

(3) 複合曝露 

O3と他の大気汚染物質の複合曝露の影響については、Drechsler-Parks et al. (1984)と

Horvath et al. (1986)は、O3以外の光化学オキシダントのひとつである PAN との複合曝

露が O3による呼吸器への影響を増強したとする報告している一方、Drechsler-Parks et 

al. (1987)と Drechsler-Parks et al. (1989)は O3単独曝露による影響との間に差はみられな

かったと報告している。また、香川と津留(1979)は O3と NO2との複合曝露による相加な

いし相乗的な増強効果を報告しており、また、Hazucha et al. (1994)は NO2に曝露した

後、O3に曝露した場合に肺機能の低下、気道反応性の亢進がみられたと報告しているが、

O3と NO2との複合曝露に関する多くの研究では、複合曝露による肺機能や症状等への影

響はほとんどみられなかった、又は O3の単独曝露と O3と NO2との複合曝露による影響

を比較した場合に、肺機能や症状等について相加的又は相乗的な影響はみられなかったと

報告している。 
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3.3.2 疫学知見における曝露量-反応濃度関係が認められた地域の濃度水準の検討 

3.3.2.1 肺機能に関する知見 

(1) 国内において健康影響との関連性について報告した知見 

O3 の短期曝露が肺機能に与える影響に関する国内研究としては、健康な成人（大学生）

を対象とした Yoda et al. (2014)では、日平均 O3曝露と FEV1との間に一貫した関連性はみ

られておらず、その濃度範囲は約 5～60 ppb であった（図 10）。一方で、健康な又は喘息

の未成年（高校生）を対象としたパネル研究である Yoda et al. (2017)では、喘息歴を有す

る対象者において、屋内の検査前 24 時間平均 O3 濃度の上昇と FEV1 の低下に関連性がみ

られており、その平均値は 15.9 ppb（濃度範囲：1.9～30.0 ppb、99 パーセンタイル値（推

定）：26.8 ppb2）であった（図 11）。 

 

(2) 海外において 1時間曝露（1時間値）と健康影響との関連性について報告した知見 

1 時間 O3 濃度と肺機能への影響との関連性については、多数のパネル研究が報告されて

いる。未成年の喘息患者を対象としたパネル研究において、Rabinovitch et al. (2004)では

日最高 1 時間 O3 濃度と FEV1 変化量に負の関連性はみられておらず、その平均値は 28.2 

ppb（濃度範囲：0～70 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：54.7 ppb）であった（図 12）。

本研究では、肺機能のほかに O3 濃度と喘息治療薬使用との関連性についても検討したが、

関連性はみられていない。 

サマーキャンプに参加した健康な未成年を対象としたパネル研究において、Higgins et 

al.(1990)、Spektor et al. (1988)及び Spektor et al.(1991)では O3濃度と FEV1変化量に負

の関連性がみられており、期間中 1 時間 O3 濃度、検査前 1 時間 O3 濃度及び日最高 1 時間

O3濃度の平均値はそれぞれ 87 ppb（検査時間中：103 ppb）、53 ppb、80 ppb（濃度範囲：

40～150 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：123 ppb）であった。一方で、Berry et al. (1991)

では負の関連性はみられておらず、検査前 1 時間 O3濃度の最高濃度は 204 ppb であった。

また、これらを含む 6 つの研究をメタ解析で統合した Kinney et al. (1996)においても負の

関連性がみられており、検査前 1 時間 O3濃度の平均値は 53～123 ppb であった（図 12）。 

Higgins et al.(1990)では検査前 6 時間の間に O3が 120 ppb を超えた時間があると、検査

前 3、6 時間平均 O3 と FEV1 との間には負の関連性がみられるが、120 ppb を超える時間

がない場合は肺機能との負の関連性はみられなかった。一方で、Spektor et al. (1988)では

検査前 1 時間 O3 濃度が 80 ppb、60 ppb 以下のデータに限定して解析した結果、FEV1 に

ついて回帰係数の変動は大きくなったものの回帰係数の平均値は負であったこと、Spektor 

et al.(1991)では、日最高 1 時間 O3 濃度が 120 ppb 未満のデータに限定した解析において

も肺機能との負の関連性は維持されたことを報告している。 

健康な成人を対象としたパネル研究を実施した Brauer et al. (1996)では日最高 1 時間 O3

濃度と FEV1変化量に負の関連性がみられており、その平均値は 40 ppb（濃度範囲：13～

 
2 99 パーセンタイル値（推定）は O3の濃度分布が正規分布に従うと仮定して最小値、平均値、最大値又

は標準偏差を用いて推定したものである。 
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84 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：75 ppb）であった（図 12）。また、日最高 1 時間

O3濃度が 40 ppb 以上の日を除いた解析でも関連性が維持されることを示した（但し、定量

的な結果は示されていない。）。一方で、喘息患児を対象としたパネル研究である Dales et 

al. (2009)では日最高 1 時間 O3濃度と%FEV1に負の関連性はみられておらず、その平均値

は 27.2 ppb（21.8～32.8 ppb（25～75 パーセンタイル値）、99 パーセンタイル値（推定）：

47.2 ppb）であった（図 13）。また、喘息及び COPD 患者を対象としたパネル研究を実施

した Li et al. (2018)では日最高 1 時間 O3濃度と FEV1変化率に関連性はみられておらず、

その平均値は 49.1 ppb（濃度範囲：1～140 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：120 ppb）

であった（図 14）。 

健康な成人を対象とした Cakmak et al. (2011)では日最高 1 時間 O3濃度と%FEV1 に負

の関連性はみられておらず、平均値は 34.1 ppb（濃度範囲：8.7～59.6 ppb（95%CI）、99

パーセンタイル値（推定）：64.3 ppb）であった（図 15）。健康な未成年を対象とした、

Castillejos et al. (1995)では 1 時間 O3濃度（運動実施時）と FEV1変化率に負の関連性が

みられており、その平均値は 112.3 ppb（濃度範囲：0～365 ppb、99 パーセンタイル値（推

定）：254 ppb）であった（図 16）。本研究では、肺機能のほかに O3濃度と呼吸器炎症に与

える影響として FeNO との関連についても検討したが、関連性はみられていない。また、

Hoek et al.(1993)や Chen et al. (1999)では O3濃度と FEV1変化量に負の関連性がみられ

ており、それぞれ日最高 1 時間 O3濃度、昼間最高 1 時間 O3濃度の濃度範囲は 56～64 ppb

（99 パーセンタイル値（推定）：90～111 ppb）、19.7～110.3 ppb であった（図 17）。 

 

(3) 海外において 8時間曝露（8時間値）と健康影響との関連性について報告した知見 

(2)で示したサマーキャンプに参加した健康な未成年を対象としたパネル研究である

Berry et al. (1991)では検査前 8 時間平均 O3 濃度と FEV1 変化量の関係性についても検討

されており、検査前 1 時間 O3濃度と同様に負の関連性はみられていない（図 18）。また、

COPD 患者を対象としたパネル研究である Peacock et al. (2011)においても負の関連性は

みられておらず、日最高 8 時間 O3濃度の平均値は 15.5 ppb（濃度範囲：1～74 ppb、99 パ

ーセンタイル値（推定）：40.4 ppb）であった（図 18）。 

健康な成人を対象とした Rice et al. (2013)では、非喫煙者全体又は肥満のみを対象とし

た場合には、日最高 8 時間 O3濃度と FEV1変化量に負の関連性がみられており、その平均

値は 28.7 ppb（濃度範囲：2.0～59.6 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：51.7 ppb）であ

った（図 19）。一方で、Steinvil et al. (2009)や Int et al. (2017)では負の関連性はみられ

ておらず、それぞれ 8 時間平均 O3濃度（10～18 時）の平均値 41.1 ppb（濃度範囲：6.5～

72.8 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：65.5 ppb）、日最高 8 時間 O3濃度の平均値 22.2 

ppb（濃度範囲：1.5～52 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：44.3 ppb）であった（図 19）。

また、健康な未成年を対象とした Cuijpers et al. (1995)においても、8 時間平均 O3濃度と

負の関連性はみられておらず、その平均値は 52 ppb（99 パーセンタイル値（推定）：94.3 

ppb）であった（図 19）。 

Pirozzi et al. (2015)では、COPD 患者と非 COPD 患者いずれについても低汚染日と高汚
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染日との間に関連性はみられず、日最高 8 時間 O3濃度の平均値はそれぞれ 46 ppb（99 パ

ーセンタイル値（推定）：69 ppb）、67 ppb（99 パーセンタイル値（推定）：90 ppb）であっ

た。（図 19）。 

COPD 患者を対象としたパネル研究である Li et al.(2018)では日最高 8 時間 O3 濃度と

FEV1変化率に負の関連性はみられておらず、平均値は 40.2ppb（濃度範囲：1.0～125 ppb、

99 パーセンタイル値（推定）：111 ppb）であった（図 20）。(2)に示したとおり Li et al.(2018)

については日最高 1 時間 O3 濃度との関連性もみられていない。また、肺機能のほかに O3

濃度と呼吸器炎症に与える影響として FeNO との関連についても検討したが、関連性はみ

られなかったことを報告している。 

健康な成人を対象とした Schindler et al. (2001)では、8 時間平均 O3濃度（10～18 時）

と FEV1 変化率に負の関連性がみられており、また、喘息患児を対象とした Lewis et 

al.(2005)では、日最高 8 時間 O3濃度と負の関連性がみられた。これらの研究における平均

値はそれぞれ 45.2 ppb（濃度範囲：1.5～124 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：92.6 ppb）、

約 40 ppb（東部（平均値：40.4 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：82.7 ppb）、南西（平

均値 41.4 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：84.7 ppb）であった（図 20）。一方で、喘息

患児を対象とした Neophytou et al.(2016)では日最高 8 時間 O3濃度と FEV1変化率に負の

関連性はみられておらず、平均値は約 20～35 ppb（生涯平均値の平均値）であった（図 20）。 
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※ プロットは平均値を示し、エラーバーは 95%信頼区間を示している（以降の図についても同様）。 

図 10 FEV1変化量を解析した国内研究（mL） 

 

 

図 11 FEV1変化量を解析した国内研究（mL） 
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図 12 FEV1変化量を解析した海外研究の結果(mL) 

 

  

図 13 喘息患児を対象として%FEV1の変化を解析した海外研究の結果(%)  
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PM 10, PM 2.5 気温，相対湿度 全体 ●

Spektor et al.  (1988) 健康な未成年

（91人）

検査前1時間値
-

53 113（最大）
●

検査前1時間値 FEV1(午後) 123 ●

日最高1時間値 FEV1(午後) ●

検査前1時間値 ΔFEV1(午後～翌朝) ●

日最高1時間値 ΔFEV1(午後～翌朝) ●

日最高1時間値 FEV1(午前) ●

Rec-camp 14～35歳

Y-Camp 14～35歳

Y-Camp 9～13歳 ●

検査前1時間値 - 6キャンプ統合 ●

Fairview Lake, 1984 ●

Fairview Lake, 1988 ●

Lake Couchiching, 1983

Lake Couchiching, 1986 ●

San Bernardino ●

Pine Springs ●

日最高1時間値 午前から午後 75 ●

午後のFEV1 ●

翌朝のFEV1 ●

※　単位変化量を10 ppbに換算

0.0～70.0

13～84

40～150（日最高1

時間値）

20～245（期間中）

Kinney et al.  (1996) 53～123

（各サマー
キャンプ肺
機能検査回
平均値の範
囲）

健康な未成年
（29～295人）

（メタ解析）

Brauer et al.  (1996) 経時傾向，花粉濃度，温
度，絶対湿度

40

日最高1時間値の3日

間移動平均値

喘息患児（41

～63人）

健康な成人

（58人）

Rabinovitch et al.

(2004)

平均気温、気圧、相対湿度、トレンド、

年、週末・祝日、上気道感染症、身長
28.2

-

Berry et al.  (1991) 健康な未成年

（34人）

検査前1時間値

Spektor et al.  (1991) 80（日最高1

時間値）

Higgins et al.  (1990) 87（期間

中）、103（検

査時間中）

健康な未成年

（43人）

-健康な未成年

（46人） （日最高1

時間値）

- <50～204

-1

4

9

14

19

24

-80 -60 -40 -20 0 20 40

出典 対象者 曝露濃度の表し方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響

（悪影響）

への関連性

Dales et al.  (2009) 喘息患児（182

人）

24時間最高1時間値

(検査前日20時～当

日20時)

平均気温, 相対湿度, 曜日,

当日1時間以上の屋外活動,

調査期間

27.2 21.8～32.8

（25～75%ile）

47.2

※　単位変化量を10 ppbに換算
-1 -0.5 0 0.5 1
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図 14 喘息及び COPD 患者を対象として FEV1の変化率を解析した海外研究の結果(%) 

 

 

図 15 健康な成人を対象として%FEV1の変化を解析した海外研究の結果(%) 

 

 

図 16 健康な未成年を対象とした FEV1の変化率を解析した海外研究の結果(%) 

  

出典 対象者 曝露濃度の表し方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響
（悪影響）

への関連性

- 1～140 120.0

PM 2.5

PM 10

NO2

SO2

※　単位変化量を10 ppbに換算

年齢, 性別, BMI, 喫煙, 肺障

害ステージ, 調査期間, 経時

傾向, 曜日, 気温, 相対湿度

Li et al . (2018) 喘息及び

COPD患者

（43人）

日最高1時間値 49.1

0

2

4

6

8

-1 -0.5 0 0.5 1

出典 対象者 曝露濃度の表し方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響

（悪影響）

への関連性

Cakmak et al.  (2011) 健康な成人

（5,011人）

日最高1時間値 喫煙、収入、年齢、性別、

教育

34.1 8.7～59.6

（95%CI）

64.3

※　単位変化量を10 ppbに換算 -1 -0.5 0 0.5 1

出典 対象者 曝露濃度の表し方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響

（悪影響）
への関連性

Castillejos et al . (1995) 健康な未成年

（40人、呼吸
器症状有り21

人含む）

1時間値(運動実施

時)

反復測定、風邪、検査前野

外活動

112.3 0～365 253.8

●

※　単位変化量を10 ppbに換算

0

-0.2 -0.15 -0.1 -0.05 0
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図 17 FEV1変化量を解析した海外研究の結果(mL) 

 

 

図 18 FEV1変化量を解析した研究の結果(mL) 

  

出典 対象者 曝露濃度の表し方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響

（悪影響）

への関連性

- Zeist 64（期間中）

23～119（期間

中）、43～103

（検査日前日）

111

●

Deurne 56（期間中）

4～107（期間中）、

4～98（検査日前

日）

104

●

Enkhuizen 59（期間中）
14～114（期間

中）、47～98（検査

日前日）

90

Zeist, Deurne, Enkhuizen ●

慢性呼吸器症状なし ●

慢性呼吸器症状あり

- ●

NO2 ●

※　単位変化量を10 ppbに換算

19.7～110.3

4～119（期間中）

Hoek et al.  (1993) 調査開始後日数

56～64

（3地域）年齢，性別，慢性呼吸器症

状の有無，調査開始後日数

健康な未成年

（533人）

日最高1時間値

Chen et al.  (1999) 性別，身長，BMI，地域，

平均気温，降水量

昼間最高1時間値健康な未成年

（941人）
0

1

2

3

4

5

6

7

8

-20 -15 -10 -5 0 5

出典 対象者 曝露濃度の表し方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響

（悪影響）

への関連性
Berry et al.  (1991) 夏季、Y-camp 14～35歳

夏季、Y-Camp 14～35歳

Peacock et al . (2011) 日最高8時間値 気温，季節，自己相関 通年

秋季(1995)

冬季(1995-1996)

春季(1996)

夏季(1996)

秋季(1996)

冬季(1996-1997)

春季(1997)

夏季(1997)

※　単位変化量を10 ppbに換算

40.4（全期

間）

検査前8時間平均値 <50～204 ppb（日

最高1時間値）

1～74（全期間）、1

～32（秋冬）、3～

74（春夏）
室温, 屋外滞在時間

15.5（全期

間）、9.8（秋

冬）、21.6

（春夏）

中-重度COPD

患者(40～83歳)

（94人）

健康な未成年

（34人）

0

2

4

6

8

10

-30 -20 -10 0 10 20 30
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図 19 FEV1変化量を解析した研究の結果(mL) 

  

出典 対象者 曝露濃度の表し方 ラグ
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／
中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響
（悪影響）
への関連性

Steinvil et al.  (2009) 0日 41.1 6.5～72.8 65.5

1日

2日

Rice et al.  (2013) 日最高8時間値 非喫煙者全体 28.7 2.0～59.6 51.7 ●

肥満のみ ●

非肥満のみ

Int et al.  (2017) 日最高8時間値 0日 - 44.3

1日

2日

Cuijpers et al.  (1995) 健康な未成年

（ベースライ

ン期：534人、

エピソード期

間：212人）

8時間平均値(ベース

ラインとの差)

1日 ベースラインとの平均気温
差

-

52（ベースラ

イン:10.4）

94.3（ベー

スライ
ン:28.5）

Pirozzi et al.  (2015) 非COPD患者

の元喫煙者（9

人）

日最高8時間値

6～9月

COPD患者の

元喫煙者（11

人）

6～9月

※　単位変化量を10 ppbに換算

69(低汚染

日)、90(高

汚染日)

1日

0-1日

1.5～52

8時間平均値(10～18

時)

年齢, BMI, 喫煙の有無, 肺
機能, 気温, 測定した時間・
曜日・月・年

22.2（検査

当日の平均

値(5月～9

月)）

低汚染日：
46、高汚染

日：67

温度, 相対湿度, 季節, 測定
年, 測定日7日前までの天
候, 性別, 年齢, 身長, BMI,

運動強度, 教育水準

性別, 年齢, 身長, 体重, 喫煙
歴, 喘息/COPD, 教育, 世帯
収入中央値, 経時傾向, 平
日, 季節, 相対湿度, 気温, コ
ホート

健康な成人

（2,380人）

健康な成人

（3,262人）

健康な成人

（2,449人）

0

2

4

6

8

10

12

-100 -50 0 50 100
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図 20 FEV1変化率を解析した研究の結果(%) 

 

 

出典 対象者 曝露濃度の表し方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／
中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響
（悪影響）
への関連性

Schindler et al.  (2001) 健康な成人

（3,912人）

8時間平均値(10～18

時)

性別, 年齢, 身長, 体重, 曜

日, 気温, 相対湿度

45.2 1.5～123.8 92.6
●

Li et al.  (2018) 日最高8時間値 40.2 1.0～125.0 111.1

PM2.5

PM10

NO2

SO2

Lewis et al.  (2005) 日最高8時間値 検査当日に上気道感染症症

状ありのみ
●

副腎皮質ステロイド使用者

のみ

Neophytou et al.  (2016) 日最高8時間値 シカゴ

ヒューストン

ニューヨーク

プエルトリコ

サンフランシスコ（ラテン

系住民）

サンフランシスコ（アフリ

カ系住民）

5都市統合値

※　単位変化量を10 ppbに換算

82.7(東

部)、

84.7(南西)

約20～35（生涯平

均値の平均値）

40.4（東

部）、41.4

（南西）

58～81歳,

COPD患者

（43人）

喘息患児（86

人）

喘息患児（ラ

テン系住民

1,449人, アフ

リカ系住民519

人）

年齢, 性別, BMI, 喫煙, 肺障

害ステージ, 調査期間, 経時

傾向, 曜日, 気温, 相対湿度

性別, 居住地域, 世帯年収, 家庭

内喫煙者, 人種, 季節, 屋内喘息

要因曝露削減指導家庭訪問有無

及び時期

年齢, 身長, 日付, 性別, 人種

/民族, SES, 喫煙者数, 遺伝

的アフリカ系祖先を有する

割合

0

2

4

6

8

10

12

14

-4 -2 0 2 4
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3.3.2.2 呼吸器症状に関する知見 

(1) 1時間曝露（1時間値）と健康影響との関連性について報告した知見 

未成年の喘息患者を対象としたパネル研究である Romieu et al. (1997)では日最高 1 時間

O3 濃度と気管支拡張薬使用の増加に関連性がみられており、平均濃度は 196 ppb（濃度範

囲：40～390 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：377 ppb）であった（図 21）。また、Ostro 

et al. (2001)においても当日及び前日の日最高 1 時間 O3 濃度と中等症以上の喘息患児への

喘息治療薬追加投与との間に正の関連性がみられており、平均濃度は Los Angeles(LA)で

59.5 ppb（濃度範囲：10～130 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：133 ppb）、Pasadena で

95.8 ppb（濃度範囲：10～220 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：210 ppb）であった（図 

21）。 

一方で、8 つのパネル研究をメタ解析で結合した未成年の喘息患者を対象とした

Schildcrout et al. (2006)では日最高 1 時間 O3濃度と喘息治療薬使用との関連性はみられて

おらず、濃度範囲は 43.0～65.8 ppb であった（図 22） 

 

(2) 8時間曝露（8時間値）と健康影響との関連性について報告した知見 

8 時間 O3 濃度と呼吸器症状の関連性についてもいくつかのパネル研究が報告されている。 

未成年の喘息患者を対象とした Just et al. (2002)ではステロイド薬不使用日において 8

時間平均 O3 濃度と気管支拡張薬使用回数の増加に関連性がみられており、その平均値は

29.5 ppb（濃度範囲：5.0～60.6 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：58.0 ppb）であった（図 

23）。一方で、Gielen et al. (1997)では日最高 8 時間 O3 濃度と喘息治療薬使用との関連性

はみられておらず、その平均値は 33.6 ppb（濃度範囲は 13.8～55.5 ppb、99 パーセンタイ

ル値（推定）：51.0 ppb）であった（図 24）。成人の喘息患者及び COPD 患者を対象とした

Magzamen et al. (2018)では、日最高 8 時間 O3濃度と気管支拡張薬使用との関連性はみら

れておらず、その平均値は 17.2 ppb（濃度範囲：2.0～40.9 ppb、99 パーセンタイル値（推

定）：38.6 ppb）であった（図 25）。成人及び未成年（5～49 歳）の喘息患者を対象とした

Ross et al. (2002)では 8 時間平均 O3濃度の上昇と気温を気管支拡張薬の使用の増加に関連

性がみられたが、調整因子に全花粉数を含めると関連性はみられなかった。当該研究の平均

濃度は 41.5 ppb（濃度範囲：8.9～78.3 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：74.5 ppb）で

あった（図 26）。 

また、成人の喘息患者及び COPD 患者を対象とした Hiltermann et al. (1998)では 7 日

間平均の日最高 8 時間 O3濃度と短時間作用型気管支拡張薬の使用の増加に関連性がみられ

たが、ラグ 0、1、2 日の O3濃度では関連性はみられていない（図 27）。当該研究の平均濃

度は 40.1 ppb（濃度範囲：5.8～92.9 ppb、99 パーセンタイル値（推定）：74.0 ppb）であ

った。 
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図 21 未成年を対象として喘息治療薬使用を解析した海外研究の結果（OR） 

 

 

図 22 未成年を対象として喘息治療薬使用回数を解析した海外研究のメタ解析結果（Rate ratio） 

 

 

図 23 未成年を対象として喘息治療薬使用を解析した海外研究の結果（OR） 

 

 

図 24 未成年を対象として喘息治療薬使用を解析したその他の海外研究の結果（気管支拡張薬使用比） 

  

出典 対象者
曝露濃度の表し

方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／
中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響
（悪影響）へ

の関連性
Romieu et al . (1997) 未成年（5～13歳）（67

人）

日最高1時間値 - 最低気温 気管支拡張薬の使用 196 40～390 377.4
●

Ostro et al . (2001) 未成年(8～13歳), 中-重度喘

息患者（138人）

日最高1時間値 - 調査日, 年齢, 収入, 前日最高

気温, 前日湿度, 居住地

基準値を超える喘息治療薬

の使用

59.5(LA)、

95.8(Pasadena)

10.0～130.0(LA)、

10～220(Pasadena)

133(LA)、

210(Pasadena)
●

※　単位変化量を10 ppbに換算

0

2

4

0.98 1.00 1.02 1.04 1.06

出典 対象者
曝露濃度の表し

方
調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／
中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響
（悪影響）へ
の関連性

Schildcrout et al .

(2006)

未成年(5～13歳)（990人） 日最高1時間値 - 曜日, 人種/民族, 世帯年収, 年

齢, 気道反応性, 季節

43.0～65.8

※　単位変化量を10 ppbに換算

0

1

0.95 1.00 1.05

出典 対象者
曝露濃度の表し

方

調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値

（推定）

健康影響

（悪影響）へ
の関連性

Just et al . (2002) 未成年(7～15歳)（82人） 8時間平均値 - 経時的傾向(試験開始からの日

数), 曜日, 気象, 花粉数

29.5 5.0～60.6 58.0
●

※　単位変化量を10 ppbに換算

0

1

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00

出典 対象者
曝露濃度の表し

方

調整汚染物

質
調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

99%tile値
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図 25 成人及び高齢者の喘息患者を対象に喘息治療薬使用量を解析した結果（Rate ratio） 

 

 

図 26 未成年及び成人の喘息患者を対象に喘息治療薬使用回数の変化を解析した結果（使用回数） 

 

 

図 27 成人喘息患者を対象に喘息治療薬使用を解析した結果（相対リスク） 
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3.3.2.3 呼吸器疾患による入院・受診に関する知見 

(1) 国内において健康影響との関連性について報告した知見 

O3 の短期曝露が呼吸器疾患による医療機関への入院や緊急受診の件数に与える影響に関

する国内研究はいくつかある。 

全年齢及び成人を対象とした Yamazaki et al. (2009)では、夜間の喘息により救急受診し

た患者のうち、0～14 歳の患者において O3曝露濃度（受診前 6～12 時間平均値、受診前 24

時間平均値、8 時間平均値(8～16 時)）と気温及び PM2.5、NO2について調整した 4～9 月の

喘息発作による夜間救急受診の増加に関連性がみられており、1 時間 O3 濃度の平均値は 4

～9 月で 33.7 ppb（99 パーセンタイル値（推定）：87.0 ppb）、10～3 月で 22.5 ppb（99 パ

ーセンタイル値（推定）：65.5 ppb）であった。（図 28）。また、Yamazaki et al. (2014)に

おいては、単一汚染物質モデルでは受診前日の日平均 O3濃度と喘息による救急受診の増加

に関連性がみられ、PM2.5、NO2について調整した複数汚染物質モデルではより関連性が強

くなった（図 29）。 

未成年を対象とした Yamazaki et al. (2013)では 4～6 月、7～8 月、9～11 月における日

平均 O3 濃度と夜間受診との間には関連性はみられなかったが、12～3 月の O3 濃度につい

ては SPM、NO2との複数汚染物質モデルで夜間受診の減少と関連性がみられており、日平

均O3濃度の季節別平均値は 21.5～36.2 ppb（99パーセンタイル値（推定）：41.0～61.8 ppb）

であった（図 29）。また、Yamazaki et al. (2015)では、単一汚染物質モデル、PM2.5及び

NO2 との複数汚染物質モデルいずれにおいても、4～6 月における前日の日平均 O3 濃度と

喘息発作による夜間救急受診の増加に関連性がみられており、日平均 O3濃度の季節別平均

値は 22.2～36.0 ppb（99 パーセンタイル値（推定）：40.8～59.3 ppb）であった（図 30）。 

高齢者を対象とした Yorifuji et al. (2014)では、通年での解析により救急通報前 48～72

時間又は 72～96 時間の平均 O3 曝露濃度と呼吸器疾患による救急受診の増加に関連性がみ

られており、日平均 O3濃度の平均値は 25.9 ppb（99 パーセンタイル値（推定）：75.3 ppb）

であった（図 31）。 

 

(2) 海外において 1時間曝露（1時間値）と健康影響との関連性について報告した知見 

入院及び受診に関する大規模複数都市を対象とした研究である Katsouyanni et al. 

(2009)では実施した夏季（4～9 月）の解析結果（PM10は調整されていない）は、カナダ

において日最高 1 時間 O3濃度と呼吸器疾患による入院の増加に関連性がみられており、

その濃度範囲は 6.6～8.2 ppb であった。一方で、欧州、米国における日最高 1 時間 O3濃

度の範囲はそれぞれ 10.8～37.4 ppb、34.3～58.9 ppb とカナダと比較して高かったが、呼

吸器疾患による入院の増加との関連性はみられていない（図 32）。なお、いずれの地域に

おいても単一汚染物質モデルにおいてラグと季節調整モデルの組合せにより入院の増加と

の関連性がみられる場合があったが、地域やモデルによる変動があり、一貫した傾向はみ

られていない。 
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また、メタ解析研究について、Li et al. (2019)では、日最高 1 時間 O3濃度と全年齢、未

成年、高齢者の喘息による入院又は救急受診の増加に関連性がみられており、日最高 1 時

間 O3濃度の範囲は 14.3～60.4 ppb であった。一方で、季節別の解析では温暖期では入院

又は救急受診の増加との関連性がみられたが、寒冷期には関連性はみられなかった（図 

33）。 

 

(3) 海外において 8時間曝露（8時間値）と健康影響との関連性について報告した知見 

数十都市以上を対象とした大規模な解析について、全年齢を対象とした Strosnider et 

al. (2019)では、米国における通年での解析により、成人、未成年、高齢者いずれにおいて

も日最高 8 時間 O3濃度と、呼吸器感染症、喘息、COPD、又は肺炎による救急受診の増

加に関連性がみられており、その平均値は 16.5 ppb であった（図 34）。また、高齢者を

対象とした Medina-Ramon et al. (2006)では、米国において通年又は 5～9 月での解析に

より 8 時間平均 O3濃度と COPD 又は肺炎による入院の増加に関連性がみられており、そ

の平均値は温暖期で 45.8 ppb、寒冷期で 27.6 ppb であった（図 35）。 

数報から数十報の研究を対象としたメタ解析研究について、Li et al. (2019)では、日最

高 8 時間 O3濃度と成人、未成年、高齢者の喘息による入院又は救急受診の増加に関連性

がみられており、日最高 8 時間 O3濃度の範囲は 11.9～58.9 ppb であった。一方で、季節

別の解析では温暖期では入院又は救急受診の増加との関連性がみられたが、寒冷期には関

連性はみられなかった（図 33）。 

Zheng et al. (2015)では、日最高 8 時間 O3濃度と喘息関連の救急外来受診及び入院の増

加に関連性がみられており、その濃度範囲は 12.1～88.0 ppb であった（図 36）。 

未成年を対象とした Nhung et al. (2017)では、日最高 8 時間 O3濃度と肺炎による入

院・救急受診の増加に関連性がみられており、その平均値は 35.2 ppb（濃度範囲：13.8～

62.9 ppb）であった（図 37）。 
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図 28 喘息発作による夜間救急受診に関する国内研究の結果（OR） 

 

図 29 喘息発作による夜間救急受診に関する国内研究の結果（OR）  
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図 30 喘息発作による夜間救急受診に関する国内研究の結果（OR） 

 

 

図 31 呼吸器疾患による救急受診等に関する国内研究の結果（OR）  
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図 32 大規模複数都市を対象とする高齢者の呼吸器疾患入院の変化率に関する解析結果（入院変化率(%)） 

 

 

図 33 喘息による入院又は救急受診に関するメタ解析結果（相対リスク）  
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図 34 呼吸器疾患による救急受診に関する解析結果（Rate Ratio） 
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※　単位変化量を10 ppbに換算、17州において一次診断がICD-9に基づき呼吸器疾患に認定された救急受診者（869郡の3,840万人）
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図 35 高齢者の入院変化率に関する解析結果（入院変化率(%)） 
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図 36 喘息入院・救急受診等に関するメタ解析結果（相対リスク） 
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図 37 肺炎による入院・救急受診等に関するメタ解析結果（過剰リスク） 
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3.3.2.4 呼吸器疾患死亡に関する知見 

呼吸器疾患死亡に関しては、システマティックレビューにより収集した知見の解析結果

をメタ解析により統合した研究が報告されている。本項ではこれらの研究のうち、平均値／

中央値又は濃度範囲が得られる知見を対象に整理を行った。 

Stieb et al. (2002)は、北米、西欧、メキシコ、アジア、オーストラリアにおいて報告され

た O3 について解析した時系列解析研究 23 報についてメタ解析を行った結果、日最高 1 時

間 O3 濃度と全年齢の呼吸器疾患死亡に関連性はみられなかった。地域別平均値の範囲は

23.7～95.1 ppb であった（図 38）。 

Smith et al. (2009)では、米国、メキシコ、欧州、韓国、中国、オーストラリアにおける

単一都市時系列研究(呼吸器疾患死亡 19 値)を対象としてメタ解析を行った結果、8 時間平

均 O3濃度と全年齢の呼吸器疾患死亡の増加に関連性がみられており、都市別平均値又は中

央値は 7.7～47.1 ppb であった（図 39）。 

Shang et al. (2013)では、中国の中～大規模都市を対象とした 33 報において、呼吸器疾

患死亡については 8 報から得られた影響推定値 9 値をメタ解析により統合した結果、8 時

間平均 O3濃度と全年齢の呼吸器疾患死亡の増加に関連性がみられており、研究毎の平均値

の範囲は 28～43 ppb であった（図 40）。 

Yan et al. (2013)では、中国 7 都市を対象とした O3短期曝露と呼吸器疾患死亡について

検討を行った 5 報についてメタ解析を行った結果、通年の日最高 8 時間 O3濃度と全年齢の

呼吸器疾患死亡の増加に関連性がみられており、都市ごとの 8 時間値平均値の範囲は 31.7

～42.9 ppb であった（図 41）。 
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図 38 全年齢及び高齢者を対象に解析したメタ解析による統合結果（過剰死亡率(%)） 

 

 

図 39 全年齢を対象に解析したメタ解析による統合結果（死亡率変化(%)） 

 

  

図 40 全年齢を対象に解析したメタ解析による統合結果（過剰死亡リスク） 

 

 

図 41 全年齢を対象に解析したメタ解析による統合結果（死亡率変化(%)） 
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3.3.3 短期曝露影響に係る環境目標値に関する考察 

3.3.3.1 平均化時間 

現行の我が国の光化学オキシダントの環境基準は平均化時間を 1 時間とした基準となっ

ている。諸外国においては、米国で 1997 年の環境基準改定において平均化時間を 1 時間

から 8 時間値に変更して以降、現在では 8 時間値を採用している国が多く、1 時間値を採

用している国は少数であり、1 時間値と 8 時間値を併用している国もある。WHO の大気

質ガイドライン（2021）においても、平均化時間として 8 時間を採用したガイドライン値

が示されている。 

3.3.1 項で示した通り、人志願者曝露実験では 1～2 時間曝露とともに 6.6 時間曝露によ

る複数の知見が得られており、それぞれの平均化時間に相当する曝露時間といくつかの曝

露濃度レベルでの肺機能の低下等の健康影響指標との関係を示す知見を提供している。一

方、疫学研究ではさまざまな平均化時間が使用されており、その中では 1 時間値、8 時間

値、24 時間値が一般的である。それぞれの平均化時間と健康影響指標との関連性が報告さ

れているが、どの平均化時間が最も健康影響指標と大きい関連性を示すかという点では一

貫した違いは示されていない。大気モニタリングデータに基づく解析では、1 時間値、8

時間値、24 時間値は相互に高い相関関係があり、疫学知見において平均化時間による健康

影響の違いを明確に区別することは困難であると考えられる。 

したがって、短期曝露影響に係る環境目標値に関する検討においては、まず、1 時間値

と 8 時間値のそれぞれについて、健康影響が現れることが確からしい濃度範囲を検討・整

理した上で、1 時間程度の短時間のピーク濃度の曝露による健康影響とそれよりもやや長

い 6～8 時間の曝露による健康影響について、環境基準に求められる国民の健康保護の観

点からの検討と大気モニタリングデータの解析から得られる 1 時間値と 8 時間値との時間

変動の関係性やそれらの地域的な特徴などの検討を踏まえて、どちらの平均化時間が適切

か、もしくは両者の環境目標値ともに設定することが適切であるかなどについて検討を進

めることが考えられる。 

 

3.3.3.2 環境基準の達成評価方法に関する考え方 

人の健康を保護し、生活環境を保全するという環境基準の性格からみると、環境基準値

をどのレベルに設定するかという点と環境基準の達成評価をどのように行うかという点は

一体として検討する必要がある。 

現行の光化学オキシダントの環境基準は 1 時間値が 0.06ppm 以下とされており、これ

を超えた場合に環境基準は未達成と評価されている。一方、光化学オキシダント以外の二

酸化窒素や微小粒子状物質、二酸化硫黄、一酸化炭素、浮遊粒子状物質の 1 日平均値の環

境基準の長期的評価では年間 98 パーセンタイル値（もしくは上位 2 パーセント除外値）

と環境基準値を比較することにより達成評価を行うこととされている。 

米国では、1971 年に光化学オキシダントの環境基準が初めて設定された際には、我が国

と同様の達成評価方法であったが、1979 年の基準改定の際に年間 1 回超えることを許容
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する評価方法に変更し、さらに 1997 年には平均化時間を 8 時間に変更するとともに日最

高 8 時間値の年間上位第 4 位値（年間 365 日測定の場合は概ね 99 パーセンタイル値に相

当）の 3 年平均値による達成評価方法に変更を行っている。WHO ガイドラインや EU の

目標値においても、濃度分布の上位パーセンタイル値と指針値・目標値と比較することに

よって達成評価を行うこととされている。 

O3の短期曝露影響に係る環境基準の達成評価について、我が国でも他の大気汚染物質で

採用されているように、特異な気象条件による O3濃度の短期的変動があることを踏まえ

統計学的安定性を考慮して、濃度分布の上位パーセンタイル値が環境基準値を超えた場合

に非達成とするという考え方を導入することが適切と考えられる。なお、その場合にも、

O3の短期的な変動の特性を考慮して、高濃度ピークの出現頻度や高濃度時の健康リスクへ

の対応についても検討が必要である。 

1990～2011 年度までの全国の大気モニタリングデータを用いた O3濃度の短期的変動の

統計的安定性と高濃度ピークを除外することによる健康リスクの潜在的な増加のバランス

を考慮した検討結果によると、光化学オキシダント濃度の改善傾向など光化学オキシダン

トの長期的トレンドを把握するためには、日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル値の 3

年間の移動平均を用いることが適切であるとされている（光化学オキシダント調査検討会

報告書、平成 26 年 3 月）。ここで示されている方法に準じて、2011～2022 年度の大気モ

ニタリングデータについて解析を行ったところ、近年の O3濃度変動についても同様の結

果を得た（参考資料 3 モニタリング結果の詳細 2.5. 特異的な高濃度の影響参照）。すな

わち、高濃度ピークの出現頻度をみると、98 パーセンタイル値（上位 2 パーセント除外

値）を用いた場合は、高濃度ピークを除外しすぎると考えられ、99 パーセンタイル値が適

切であると考えられた。また、平均化時間 8 時間の指標として、1 日の中で 8 時間値が最

も高濃度となる時間帯について解析を行ったところ、昼間の時間帯が多い傾向がある一

方、夕方から夜間に最も高い濃度が出現するケースが相当程度あったため、特定の時間帯

の 8 時間値ではなく日最高 8 時間値を選択することが適切であると考えられた（参考資料

3 モニタリング結果の詳細 2.3. 1 日の中で 8 時間値が最も高濃度となる時間帯について

の解析参照）。 

なお、O3濃度は他の大気汚染物質に比べてやや年々変動が大きいと考えられる（参考資

料 3 モニタリング結果の詳細 6.4. 他の大気汚染物質との分布比較参照）が、環境基準の

達成評価としては年度ごとに行うことが望ましい。さらに、測定局ごとに高濃度ピークの

出現日数などをきめ細やかに評価する方法について検討することが期待される。 

 

3.3.3.3 環境目標値の導出 

先に述べた通り、まず、人志願者実験の結果から健康影響指標の変化がみとめられる濃

度範囲を整理した上で、疫学知見において O3濃度との関連性がみられる健康影響指標そ

れぞれについて、それら濃度範囲と疫学研究対象地域の O3濃度分布を比較する。 
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3.3.1 項で整理した人志願者実験知見に基づくと、健康な成人を対象とした安静条件下 2

時間の O3曝露では 0.1～0.3ppm の範囲では FEV1の低下はみられず、0.5ppm を超える濃

度で FEV1の低下がみられ、低下率は約 3～20%であった。激しい運動条件下の 1 時間曝

露では 0.2ppm を超える濃度で FEV1が低下し、10%を超える低下率を示していた。ま

た、激しい間欠運動条件下の 2 時間曝露では 0.12ppm を超える濃度で FEV1の低下ととも

に呼吸器症状がみられ、0.2ppm を超える濃度の曝露では低下率は約 10～20%を超える場

合も示していた。 

健康な成人を対象として、同一の実験プロトコルを採用した激しい間欠運動条件下での

6.6 時間曝露実験の結果から肺機能の平均低下率と O3濃度との関係をみると、0.06ppm の

O3曝露で FEV1の低下がみられたとする報告があり、データ処理方法の違いによって平均

低下率は異なっていることも示されているが、FEV1低下率は約 1.8～3.6%の範囲で平均

は約 2.7%と推定されている。平均濃度 0.072ppm の 6.6 時間 O3曝露実験の結果では、

FEV1の低下率は約 5%であり、また、0.08ppm、0.1ppm、0.12ppm の 6.6 時間 O3曝露実

験の結果では、FEV1の平均低下率はそれぞれ 6～8%、8～14%、13～16%であり、濃度の

上昇とともに FEV1低下率の増加が見られていた。 

また、曝露実験中の O3濃度を上昇から低下へ変化させた（三角波）曝露実験も行われ

ている。三角波曝露と平均曝露濃度は同レベルとして、曝露実験中の O3濃度を一定に保

った場合（定常曝露）を比較すると、三角波曝露の方が低下率は大きかったという報告も

あるが、その差は明確ではなかった。 

喘息患者を対象としたいくつかの人志願者実験の知見もあるが、喘息患者群は健常者群

と比べると FEV1が低下するとした報告と喘息患者群と健常者群で FEV1の低下について

差はないとする報告があり、喘息患者では健常者よりもより低い曝露濃度で FEV1の低下

がみられるという明確な知見は得られていない。 

肺機能以外の健康影響については、肺機能に比べて報告例は少ないが、呼吸器症状や気

道反応性、炎症反応等に関する報告があった。呼吸器症状については、激しい運動条件下

の 1 時間曝露実験では 0.12ppm を超える濃度で呼吸器症状が出現しており、さらに

0.2ppm を超える濃度では併せて FEV1の低下もみられていた。激しい間欠運動条件下の

6.6 時間曝露実験では、0.04 ppm 及び 0.06ppm 定常濃度曝露で呼吸器症状に影響はみら

れず、0.08ppm を超える濃度で増加がみられるという報告があった。三角波曝露では平均

濃度 0.063ppm 曝露では呼吸器症状には変化がなく、平均濃度 0.072ppm を超える濃度で

呼吸器症状の増加がみられたとする報告があった。 

気道反応性については、6.6 時間曝露実験で、0.08 ppm 以上の曝露濃度で気道反応性の

亢進がみられたとの報告がある。我が国における曝露実験の報告もあり、0.12～0.3 ppm 

で 1～2 時間曝露した場合に気道反応性が亢進したとされている。 

炎症反応については O3曝露が FeNO に及ぼす影響について、健常者や喘息患者を対象

とした研究があり、O3曝露後の FeNO は変化がしなかったとする報告や低下したとの報

告があり、O3曝露濃度との関係は明確ではなかった。0.06ppm の O3曝露で FEV1の低下
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がみられたとする報告では、炎症反応マーカーのひとつである喀痰中の好中球の割合が増

加していたことも報告されている。 

 

人志願者による激しい運動条件下の 2 時間以下の O3曝露の結果からは、0.12～

0.15ppm を超える範囲で FEV1の低下と呼吸器症状の発現がみられており、安静条件下で

はさらに高い 0.5ppm を超える濃度範囲の O3曝露で FEV1の低下がみられていた（呼吸器

症状については報告なし）。人志願者実験による 1～2 時間の O3曝露についての知見は、

典型的な 6.6 時間曝露プロトコルの知見に比べると限定的であり、0.12ppm より低い濃度

で悪影響が現れるという明確な知見はなかった。 

 

6.6 時間の 0.06ppm の O3曝露実験における FEV1の低下については統計解析手法の違

いによって、統計的有意性の判断が異なることが示されているが、図 3-4 に示されるよう

に、O3濃度が 0.06～0.12ppm の範囲で濃度に依存した低下傾向がみられている。一方、

0.06ppm 曝露における呼吸器症状スコアは一部の被験者でやや大きな変化がみられていた

ものの平均スコアに上昇はみられておらず、スコアの範囲も全体的には低レベルであっ

た。0.06ppm 曝露によって喀痰中の多核好中球分画の増加がみられたとする報告もある

が、0.06ppm 曝露における呼吸器系の変化を悪影響であると判断するための十分なデータ

は得られなかった。一方、0.07ppm を超える濃度範囲では FEV1の低下はより明確で、呼

吸器症状スコアの増加もみられていた。0.06ppm 曝露実験において、一部の被験者で

FEV1の低下や呼吸器症状が強く出現したことについても議論がされているが、O3曝露に

対する反応の個人差はかなり大きいことが知られており、被験者のうち反応した割合を評

価する必要があると考えられている。6.6 時間の 0.06ppm の O3曝露実験の結果を示して

いる 4 つの研究では FEV1が 10%以上低下した割合は 3～20%であり、その割合は小さい

と考えられた。 

人志願者曝露実験は倫理上の制約から高感受性者を対象とした報告は限られているが、

喘息患者を対象とした結果では、健常者よりも FEV1の低下が見られたという報告もある

が、多くの曝露実験では喘息患者群と健常者群とを比較した場合に FEV1の低下に差は無

かったと報告されている。また、人志願者実験では比較的若い成人層を対象とした研究が

主であるが、比較的年齢が高い年齢層を対象とした実験もあり、それによると年齢が O3

曝露に対する反応性に影響を及ぼし、被験者の年齢が若いほど O3曝露に対する FEV1や呼

吸器症状の反応性が高いと報告されている。また、喫煙者を対象とした曝露実験では非喫

煙者と比較して、FEV1の低下等の肺機能への影響や呼吸器症状には差はみられなかった

と報告されている。GSTM1 遺伝子多型との関係を検討した報告もあるが、関連性はみら

れなかったと報告されている。 

さらに、健常者を対象として、1～2 時間程度の O3曝露を数日間反復して肺機能への影

響を調査した研究がいくつかあるが、曝露を反復した場合に肺機能への影響がより強くな

るという結果ではなく、逆に反応が減弱したと報告されている。また、O3と NO2との複
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合曝露については O3単独曝露の場合よりも影響が増強されたという報告もあるが、多く

の報告では、相加的又は相乗的な影響をみとめなかった。 

 

以上の検討から人志願者実験による知見に基づいて、1 時間値においては 0.12ppm、並

びに 8 時間値においては 0.07ppm を影響がみられることが確からしい濃度レベルの目安

とした。 

以下の疫学知見に基づく検討では、1 時間値においては 0.12ppm、並びに 8 時間値にお

いては 0.07ppm を目安として、O3濃度と種々の健康影響指標との関連性に関する解析結

果が示されている疫学研究の各対象地域の O3濃度分布を検討した。 

人の健康を保護する上で維持されることが望ましい大気環境濃度として示すという大気

環境基準に求められる要件を考えれば、環境基準が達成されるであろう濃度レベルの地域

の疫学研究で O3濃度指標と健康影響との関連性がみとめられるか否かを検討することが

考えられる。同様な考え方として、米国を中心とした疫学知見においても研究実施時点で

の環境基準に言及して、環境基準が達成されている地域においても O3濃度と健康影響指

標との関連性がみられた、もしくは関連性がみられなかったと結論づけられている例があ

る。 

「3.1.全体的な考え方」および前述（「3.3.3.2.環境基準の達成評価方法に関する考え

方」）の考え方に従って、人志願者実験の知見に基づく健康影響がみとめられる目安の濃

度レベルと疫学研究の対象地域の O3濃度分布の 99 パーセンタイル値を比較することによ

って、疫学知見における O3濃度と各種健康影響指標との関連性との比較検討を行った。

以下、各疫学知見の原典資料において O3濃度分布の 99 パーセンタイル値が示されていな

い場合には、O3のモニタリングデータが正規分布に従うと仮定し、平均値及び最小値、最

大値から推定して検討に用いた。 

 

疫学知見のうち健康な未成年を対象としたパネル研究では FEV1低下との関連性がみら

れたとの報告があり、その場合の肺機能検査前 1 時間の O3濃度の 99 パーセンタイル値は

0.12ppm と同程度か超えていたとみられる地域と 0.12ppm 以下の地域があった。また、

検査前 8 時間平均 O3濃度の FEV1変化量との関連性はみられなかったとする報告が多か

った。肺機能検査前 1 時間の O3濃度の 99 パーセンタイル値が 0.12ppm 以下の地域で喘

息患児を対象とした報告では、関連性はみられなかったとされている。 

健康な成人を対象としたパネル研究では日最高 1 時間 O3濃度の 99 パーセンタイル値が

0.12ppm 以下の地域で FEV1変化量との関連性がみとめられたとする報告があった。一

方、喘息及び COPD 患者を対象とした研究では 99 パーセンタイル値 0.12ppm 以下の地

域で、関連性はみとめられなかった。日最高 8 時間値との関連性をみた報告では、

0.07ppm 以下の地域で関連性がみとめられたとする報告とみとめられなかったとする報告

があった。 
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我が国の研究では、喘息の既往歴がある高校生を対象とした研究で検査前 24 時間平均

O3濃度の 99 パーセンタイル値が 0.07ppm 以下の地域で FEV1の低下との関連性が示され

ていた。 

未成年の喘息患者を対象としたパネル研究では喘息治療薬の使用との関連性が検討され

ている。日最高 1 時間値の 99 パーセンタイル値が 0.12ppm を超える地域において両者の

関連性がみとめられたという報告があり、8 つのパネル研究のメタ解析では、99 パーセン

タイル値が 0.12ppm 以下の地域で喘息治療薬の使用との関連性はみられなかったと報告さ

れている。8 時間値との関連性について報告では、O3濃度の 99 パーセンタイル値が

0.07ppm 以下の地域において喘息治療薬の使用との関連性がみられたとする報告とみられ

なかったとする報告があった。 

O3濃度と呼吸器疾患による入院・受診や死亡との関連性に関する大規模複数都市研究や

メタ解析の知見では、日最高 1 時間値又は日最高 8 時間値との関連性が示されているが、

O3の濃度分布の情報は限られており、99 パーセンタイル値についての検討はできなかっ

た。また、国内研究においても喘息による夜間救急受診との関連性が報告されているが、

日最高 1 時間値及び日最高 8 時間値の 99 パーセンタイル値についての検討はできなかっ

た。 

 

疫学知見においては、我が国での知見も含めて O3の日最高 1 時間値と日最高 8 時間値

の濃度分布の 99 パーセンタイル値がそれぞれ 0.12ppm、0.07ppm 以下の地域で、O3濃度

と肺機能、呼吸器症状、呼吸器疾患による医療機関への入院・受診、及び死亡を健康影響

指標との関連性がみとめられる報告があったが、関連性がみとめられない報告もあり、必

ずしも一貫した結果ではなかった。 

疫学研究では、人志願者実験で示された O3曝露による肺機能や呼吸器症状に対する影

響だけではなく、呼吸器疾患による入院・受診や死亡との関連性を示す知見も示されてい

たが、人志願者実験の知見に基づいて健康影響がみとめられる目安とした濃度レベルであ

る１時間値 0.12ppm、及び 8 時間値 0.07ppm よりもさらに低い濃度で健康影響がみとめ

られることが確からしいと判断するに十分な知見は得られなかった。 

以上より、人志願者実験と疫学研究による知見を総合的に検討した結果、1 時間値につ

いては 0.12ppm を、8 時間値については 0.07ppm を環境目標値の候補とすることが適切

であると判断した。 

 

環境目標値の平均化時間及び達成評価方法に関する考え方は「3.3.3.1.平均化時間」及び

「3.3.3.2.環境基準の達成評価方法に関する考え方」に示したとおりである。すなわち、平

均化時間の検討に当たっては大気モニタリングデータの解析から得られる 1 時間値と 8 時

間値との関係性を考慮し、また、達成評価においては特定の時間帯ではなく日最高値を指

標として選択することとした。 

この考え方に従って、大気モニタリングデータの解析（全測定局、2011～2022 年度）を

行った結果によれば、日最高 1 時間値と日最高 8 時間値との比は 1～1.2 の範囲が全体の約
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3/4 を占めており、比が 1.5 超えるのは 2%以下であった（参考資料 3 モニタリング結果の

詳細 2.4. 測定地点別の解析参照）。比を 1.5 とした場合には日最高 8 時間値 0.07ppm に

対応する日最高 1 時間値は 0.105ppm となり、日最高 8 時間値が 0.07ppm 以下とした時

に、これが達成される場合には日最高 1 時間値 0.12ppm 以下も達成できる可能性は高いと

考えられる。また、人志願者実験によれば 1 時間を超える O3 曝露では時間経過とともに、

1 時間曝露よりも低濃度で肺機能や呼吸器症状に関わる影響がより強く表れることが観察

される。 

以上から、O3の短期曝露に係る環境目標値における平均化時間としては 8 時間値のみと

することが適切であると判断された。一方、日最高 1 時間値と日最高 8 時間値との比が

1.5 を超える場合もあり、両者の散布図をみると、日最高 1 時間値が上振れする短時間高

濃度が出現する場合が稀に存在することも示されている。このような状況においては環境

基準の設定とは別に、現在も運用されている光化学オキシダント注意報・警報の発令と同

様の措置を検討することが期待される。 
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3.4 長期曝露による呼吸器影響の定量評価について 

3.4.1 肺機能に関する知見 

数か月単位の解析を行ったコホート研究・長期追跡研究のうち、未成年を対象とした研

究について、小学 1、2 年生を対象とした Frischer et al. (1999)では、夏季の O3濃度（30

分平均値ベース）と FEV1変化率及び冬季の O3濃度（30 分平均値ベース）と FEV1の変

化率の間に負の関連性がみられており、その平均値は 34.8 ppb（夏季）、23.1 ppb（冬

季）であった。また、8 歳児を対象とした Rojas-Martinez et al. (2007)では、8 時間平均

O3濃度（10～18 時）の肺機能検査前 6 カ月間平均 O3濃度と FEV1の年変化率に負の関連

性がみられており、その平均値は 69.8 ppb（濃度範囲：59.7～90.0 ppb）であった。高齢

者を対象とした研究では、65 歳以上のメディケア加入者を対象とした Eckel et al. (2012)

において、日最高 8 時間 O3濃度の月平均 O3濃度と FEV1の変化に負の関連性はみられて

おらず、その平均値は 23.9 ppb（検査実施前月平均値）（濃度範囲：4.2～54.8ppb）、39.7 

ppb（検査実施月平均値）（濃度範囲：8.3～79.6 ppb）であった。肺気腫患者を対象とし

た Kariisa et al. (2015)では、6～60 カ月の追跡期間中平均 O3累積濃度と気管支拡張薬投

与後％FVC に負の関連性がみられており、日平均値 O3濃度の調査期間平均値の範囲は

38.4～42.9 ppb であった。 

年単位の解析を行った研究のうち、南カリフォルニア大学小児健康調査(The Children's 

Health Study、CHS 研究)では 12 地域の調査開始年度と追跡期間の異なる 3 コホートに

ついて O3の健康影響に関する複数の知見が示されている。10～18 歳まで追跡した

Gauderman et al. (2004)では 8 時間平均 O3濃度(10~18 時)の 7 年間平均値(1994~2000

年)や日最高 1 時間 O3濃度の 7 年間平均値(1994~2000 年)と成長による FEV1増加の変化

量の間に負の関連性はみられていない。本研究期間中の対象地域である 12 地域の 8 時間

平均 O3濃度(10~18 時)は約 27～約 65 ppb であった。また、Gauderman et al. (2015)で

は PM2.5や NO2などの大気汚染物質濃度の低下がみられた期間、11 歳から 15 歳までの間

の肺機能測定値が得られた 5 地域において FEV1増加との関連性を検討したところ、O3濃

度の 8 時間平均 O3濃度(10～18 時)の年平均値や 8 時間平均 O3濃度(10～18 時)の 4 年間

平均値と負の関連性はみられておらず、5 地域の 8 時間平均 O3濃度(10～18 時)の 4 年間

平均値は 28.6～61.9 ppb(1994～1997 年)、28.8～54.1(1997～2000 年）、31.4～54.5 

ppb(2007～2010 年)であった。 

CHS 研究以外の未成年を対象とした研究として、12 歳児を対象とした Hwang et al. 

(2015)では、8 時間平均 O3濃度（時間帯不明）の追跡調査前 2 年間の平均 O3濃度と 2 年

間の調査期間中の FEV1の年変化率に負の関連性がみられており、その平均値は 38.93 

ppb（濃度範囲：24.87～57.96 ppb）であった。 
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図 42 長期による健康影響を報告した疫学知見（FEV1変化量（mL）又は（年）変化率(%, mL/日, mL/年)） 

出典 対象者 影響評価指標 季節 曝露濃度の表し方

調整

汚染

物質

調整因子 その他解析条件
平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

健康影響（悪

影響）への関

連性

夏季 1994~1996年夏季平均値（30

分平均値ベース）
●

冬季 1994~1996年冬季平均値（30

分平均値ベース）
●

- ●

PM10 ●

NO2 ●

PM10, NO2 ●

- ●

PM10 ●

NO2 ●

PM10, NO2

65歳以上男性※2

65歳以上女性※2

65歳以上男性※2

65歳以上女性※2

Kariisa et al . (2015) 成人・高齢者(39

歳～84 歳, 重症肺

気腫患者)（1,212

人）

％FEV1(気管支拡

張剤使用後)の変

化(%)

通年 受診間隔の間(6～60カ月)での

累積曝露レベル

- 季節, 年齢, 性別, 人種, 身長, BMI, 地

域, 教育, 無作為化群, 診療所, ベース

ラインの呼吸機能, 測定年

38.4～42.9（日平均

値ベースの調査期間

平均値、地域別）
●

8時間平均値(10~18時)の7年間

平均値(1994~2000年)

日最高1時間値の7年間平均値

(1994~2000年)

FEV1(11歳時)

(mL)

FEV1(15歳時)

(mL)

FEV1(11歳～15歳)

の変化量(mL/4年)

8時間平均値(10～18時)の4年

間平均値

12歳全体(調査開始時)
●

12歳非喘息(調査開始

時) ●

※１：8歳児3,170人(研究開始時点1819人、研究開期間中に1351人追加)

※2：男女計3,382人

※3：単位変化量を10 ppbに換算

Gauderman et al .

(2015)

未成年(調査開始

時11歳)(

(2,120人)

未成年(調査開始

時10歳)(1,759人)

母親の妊娠中喫煙, BMI, 親の教育, 家庭の

収入, 屋外での運動, 気管支炎, 受動喫煙,

家の湿気やカビ, 漢方薬, 親のアトピー

身長, BMI, 人種/民族, 喘息の診断, 前年度

のタバコ喫煙, 受動喫煙, 検査日の運動や呼

吸器疾患有無, 呼吸機能検査担当技術者, 使

用スパイロメーター

性別, 人種/民族, 身長, BMI, 呼吸機

能検査時の呼吸器感染症有無

-

未成年(調査開始

時8歳, 男児, 非喘

息)※1

24.87～57.96（地域

別）

Hwang et al . (2015) 12歳(2,914人) FEV1年平均率変

化率(mL/年)

通年 -各日8時間平均値(時間帯記載

なし)の肺機能測定前2年間の

平均

 約27～約65 ppb（12

地域）（8時間平均

値の7年間平均値）

28.6～61.9 (1994～

1997年)、28.8～

54.1(1997～2000

年）、31.4～54.5

(2007～2010年)

研究期間中(8年

間)のFEV1の変化

量(mL)

通年

通年 8時間平均値(10～18時)の年平

均値

-

5~10月 日最高8時間値の評価当月平

均値

日最高8時間値の評価前月平

均値

Eckel et al . (2012) FEV1変化量(mL) - 身長, 体重, 腹囲, 人種, 喫煙箱・年,

禁煙年数, 喫煙状況, 教育, 郡, 年齢,

人種と年齢及び喫煙状況の相互作

用, β遮断薬の使用, 肺炎の診断歴, 労

作時の呼吸困難の症状, 喘息の診断

歴, 収縮期血圧

39.7（検査実施月平

均値平均）、23.9

（検査実施前月平均

値平均）

Gauderman et al .

(2004)

8.3~79.6（検査実施

月平均値平均）、

4.2~54.8（検査実施

前月平均値平均）

59.7 ～90.0（測定局

別期間中平均値）

FEV1変化率(mL/

日)

FEV1年変化率

(mL/年)

Rojas-Martinez et al .

(2007)

通年 8時間平均値(10~18時)の6カ月

平均

年齢, BMI, 身長, 年齢別身長, 平日の

屋外活動時間, 受動喫煙, 前日平均大

気汚染物質濃度, 最初の測定からの

時間

場所, 性別, アトピー, 受動喫煙, 初回

調査時のFEV1・FVC・MEF50, 調査

間の身長の差

- 34.8（夏季）、23.1

（冬季）（9地域）

69.8（検査前6カ月間

平均値の検査回平均

値）

Frischer et al . (1999) 小学1, 2年生

（1,150人）

未成年(調査開始

時8歳, 女児, 非喘

息)※1

38.93（研究期間中平

均の年平均）

0
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3.4.2 呼吸器症状に関する知見 

国内研究として、未成年を対象とし年単位の解析を行った環境省(2024)の大気汚染に係

る環境保健サーベイランス調査（2022 年度調査）では、Ox濃度の年平均値の 3 年平均値

（2019～2021 年度、濃度範囲：約 22～37 ppb（3 歳）、約 22～37 ppb（6 歳））、日最高

8 時間 Ox濃度の年平均値の 3 年平均値（2019～2021 年度、濃度範囲：約 32～49 ppb（3

歳）、約 32～49 ppb（6 歳））と喘息有病率との関連性について調査された。その結果、6

歳児を対象とした調査では、Ox濃度の年平均値の 3 年平均値と喘息有病率に正の関連性が

みられたが、日最高 8 時間 Ox濃度の年平均値の 3 年平均値と喘息有病率には正の関連性

はみられなかった。また、3 歳児を対象とした調査では、Ox曝露と喘息有病率に正の関連

性はみられなかった。なお、Ox曝露と喘息有病率の関連性については 2017 年度より調査

対象となっており、2017 年度以降の Ox濃度は概ね横ばいと報告されたが、2017～2021

年度の調査においては Ox曝露と喘息有病率と正の関連性はみられなかった（図 43）。 

CHS 研究では小学 4 年生時点の毎月の喘鳴症状と喘息治療薬使用と O3 濃度との関連性

を検討した結果、夏季、冬季いずれにおいても 8 時間平均 O3 濃度（10～18 時）の月平均

O3濃度（濃度範囲：10～40 ppb（地区別最低値）、40～110 ppb（地区別最高値））と喘息治

療薬の使用、及び喘鳴の有病率との関連性はみられなかったが、通年では喘息治療薬の使用

の増加と関連性がみられ、屋外滞在時間が中央値以上の場合はより強い関連性がみられて

いると報告している（Millstein et al. (2004)、図 44）。一方で、McConnell et al. (1999)で

は、4、7、10 学年の子供を対象として質問票を用いた呼吸器症状調査を行った結果、気管

支炎や痰などの呼吸器症状と日最高 1 時間 O3濃度の 1994 年平均値（平均値：65.6 ppb、

濃度範囲：35.5～97.5 ppb）との関連性はみられなかったと報告しており、また、Peters et 

al.(1999)では、喘息、気管支炎、咳、喘鳴症状と日最高 1 時間 O3濃度の 1986～1990 年平

均（濃度範囲：30.2～109.2 ppb）及び 1994 年平均（平均値：64.5 ppb、濃度範囲：35.5～

97.5 ppb）との関連性はみられなかったと報告している。 
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図 43 未成年を対象とした喘息有病率についての解析結果（OR） 

 

 

図 44 未成年を対象として喘息治療薬の使用についての解析結果（CHS 研究）（OR） 

 

出典 対象者 影響評価指標 季節 曝露濃度の表し方

調整

汚染

物質

調整因子 その他解析条件
平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

健康影響

（悪影響）

への関連性

年平均値の3年平均値 約22～37

日最高8時間値の年平均値の3

年平均値

約32～49

年平均値の3年平均値 約22～37 ●

日最高8時間値の年平均値の3

年平均値

約32～49

※　単位変化量を10 ppbに換算

環境省環境保健部
(2024)

3歳（59,030人） 喘息有症率

（OR）

通年 ロジスティック回帰：性別, 家庭内

喫煙, 家屋構造, 暖房方法, 居住年数,

ペット, 昼間の保育者, 生後3カ月ま

での栄養方法, アレルギー疾患の既

往(本人, 親)
6歳（62,915人）

0
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2

3

4

0 0.5 1 1.5 2

出典 対象者
影響評価
指標

季節
曝露濃度の表

し方

調整
汚染
物質

調整因子 その他解析条件
平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

健康影響
（悪影響）
への関連性

3～8月

9～2月

●

屋外滞在時間が長い
(中央値以上) ●

屋外滞在時間が短い
(中央値未満)

※　単位変化量を10 ppbに換算

Millstein et al .

(2004)

小学校4年生(9

歳) 2,034人
1カ月間の
喘息治療

薬使用有

無（OR）

年齢, 性別, 人種/民
族, アレルギー, 猫の

飼育, カーペット使

用, 受動喫煙, 暖房シ

ステム, 回答者教育

レベル, 呼吸器感染

症, 花粉

- 10～40（地区別
最低値）、40～

110（地区別最

高値）

通年

月平均値(8時間
平均値(10～18

時)ベース)

-

0

1

2

3

4

5

0.00 1.00 2.00 3.00
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3.4.3 喘息新規発症に関する知見 

国内研究として、未成年を対象とし年単位の解析を行った環境省(2024)の大気汚染に係

る環境保健サーベイランス調査では、国内 34 地域の 3 歳児を 6 歳まで追跡したところ、3

歳時点での Ox濃度の年平均の 3 年平均値（濃度範囲：約 20～38 ppb）及び日最高 8 時間

Ox濃度の年平均値の 3 年平均値（濃度範囲：約 31～52 ppb）と喘息発症率の増加に正の

関連性はみられなかった。前年度の環境省(2023)の調査においても同様の解析がなされた

が、Ox曝露と喘息発症率の増加に関連性はみられなかった（図 45）。 

海外研究として、McDonnell et al. (1999)では、セブンスデー・アドベンチスト教会信者

(非喫煙者)コホート研究で、15 年以上の間の男性の喘息新規発症の増加と 8 時間平均 O3濃

度（9～17 時）の 20 年間平均値及び日平均 O3濃度の 20 年間平均値に関連性がみられてお

り、平均値はそれぞれ 46.5 ppb（濃度範囲：0～74.9 ppb）、25.7 ppb（濃度範囲：0～40.7 

ppb）であった（図 46）。また、O3曝露と男性の喘息発症との関連性については他の大気汚

染物質を補正しても減少しなかった。 

CHS 研究において 4 から 12 学年まで 8 年間の毎年、質問票調査を行い、喘息の発症を

把握した Garcia et al. (2019)では、1993 年から 2006 年の間の 8 時間平均 O3濃度（10～

18 時）の年平均 O3 濃度の低下と 100 人・年あたりの喘息新規発症率の低下との関連性が

みられており、その濃度範囲は 26～76 ppb であった。この関連性は道路近傍の自動車排ガ

ス汚染を調整したモデルにおいても維持されていた（図 47 及び図 48）。また、登録時点で

喘息歴のない対象者を追跡した McConnell et al. (2002)では、8 時間平均 O3濃度（10～18

時）の 4 年間平均 O3濃度が高い地域（平均値：59.6 ppb、濃度範囲：55.8～69.0 ppb）に

おいて屋外滞在時間や実施スポーツ数と喘息の発症に正の関連性がみられている。本研究

では O3濃度が高く他の大気汚染物質の濃度が低い地域における喘息リスクについて、実施

スポーツ数が多い未成年の方がスポーツを実施しない未成年よりも喘息リスクが高いこと

を報告している。 

CHS 研究以外の疫学研究では、Tetreault et al. (2016a)はカナダ・ケベックの大規模出生

コホートの対象者について医療記録に基づいて喘息発症と判断したケースについて解析を

行い、小児の喘息発症の増加と O3濃度（出生地および居住地によるモデル推計）との関連

性をみとめており、夏季 O3濃度の平均値は 32ppb（濃度範囲：12～43ppb）（8 時間平均 O3

濃度（9～17 時）ベース）であった（図 49）。また、Kim et al. (2013)では、5 年間平均 O3

濃度と小学生の喘息新規発症に関連性はみられておらず、その平均値は 10.3 ppb（濃度範

囲：3.7～29.7 ppb）であった（図 50）。 

 

未成年を対象とした O3への長期曝露と喘息新規発症との関連性については抗酸化関連酵

素の遺伝子（HMOX-1、GSTP1 など）との相互作用についても報告がなされている。 

CHS 研究である Islam et al. (2008)では、未成年（ヒスパニック系、非ヒスパニック系の

白人）を対象に米国カリフォルニア州南部 12 地域において 1994 年から 2003 年にかけて

喘息新規発症について調査を行った。8 時間平均 O3濃度（10～18 時）の 1994～2003 年の

各コミュニティ測定局平均値は濃度上位 1～6 位の高濃度コミュニティでは 55.2 ppb、7 位
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以下の低濃度コミュニティでは 38.4 ppb であった。非ヒスパニック系白人で炎症関連分子

HMOX-1 の短アリル（＜23 反復）保有者は、非保有者と比較して喘息発症のリスクが低か

った(HR=0.64, 95%CI: 0.41, 0.99)。また、低濃度 O3曝露地域の短アリル保有者において遺

伝子型による保護効果が最大（HR=0.44, 95%CI: 0.23, 0.83)）となったことから、HMOX-

1 の変異体が、低濃度 O3 曝露地域の小児における喘息の新規発症リスクの低下と関連して

いることが示唆されている。Islam et al. (2009)では、喘息・喘鳴の既往が無く、GST 遺伝

子多型データのある未成年を追跡し、O3 曝露と喘息発症との関連についてコホート調査を

行った。8 時間平均 O3濃度(10～18 時)の追跡期間中の年間平均値は 6 つの高濃度コミュニ

ティでは 46.5～64.9 ppb、6 つの低濃度コミュニティでは 28.6～45.5 ppb であった。高濃

度コミュニティの Ile105 ホモ接合体保有者では、3 つ以上のチームスポーツに参加した場

合に喘息発症リスクが最も高かった（HR=6.15, 95%CI：2.2, 7.4)）。この結果は遺伝的変異、

O3曝露及び屋外活動の組合せが喘息発症リスクに及ぼす潜在的な重要性を示している。 

 



 

68 

 

 

図 45 未成年を対象とした喘息発症率についての解析結果（OR） 

 

 
※：単位変化量を 10 ppb に換算、27～87 歳のセブンスデー・アドベンチスト教会信者の非喫煙者 3,091 人 

図 46 全年齢を対象とした喘息発症についての解析結果（相対リスク） 

  

出典 対象者 影響評価指標 季節 曝露濃度の表し方
調整
汚染
物質

調整因子 その他解析条件
平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

健康影響
（悪影響）
への関連性

年平均値の3年平均値 約20～38

日最高8時間値の年平均値の3

年平均値

約31～52

※　単位変化量を10 ppbに換算

環境省環境保健部
(2024)

6歳（43,957人） 喘息発症（OR） 通年 ロジスティック回帰：性別, 家庭内
喫煙, 家屋構造, 暖房方法, 居住年数,

ペット, 昼間の保育者, 生後3カ月ま
での栄養方法, アレルギー疾患の既
往(本人, 親) 0

1

2

0 0.5 1 1.5 2

出典 対象者 影響評価指標 季節 曝露濃度の表し方
調整
汚染
物質

調整因子 その他解析条件
平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

健康影響（悪
影響）への関

連性
-

年齢 , 教育年数 , 16歳以前の肺炎又は気管支

炎歴 , 喫煙歴
●

年齢 , 教育年数 , 16歳以前の肺炎又は気管支

炎歴 , 喫煙歴 , 喫煙者との同居年数 , 喫煙者と

の仕事 , 他の人と比べた子供時代の風邪の

回数 , 煙又は塵への曝露

●

27～87歳, 非喫煙

者, 女性

年齢 , 教育年数 , 16歳以前の肺炎又は気管支

炎歴 , 喫煙者との仕事

27～87歳, 非喫煙

者, 男性

日平均値の20年間平均値

（1973～1992年）

年齢 , 教育年数 , 16歳以前の肺炎又は気管支

炎歴 , 喫煙歴

25.7 0.0～40.7
●

McDonnell et al.

(1999)

27～87歳, 非喫煙

者, 男性

喘息新規発症（相

対リスク）

通年 8時間平均値（9～17時）の20

年間平均値（1973～1992年）

- 46.5 0.0～74.9
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図 47 未成年を対象とした喘息発症についての解析結果（CHS 研究）（発症率比） 

 

 

図 48 未成年を対象とした喘息発症についての解析結果（CHS 研究）（発症率差） 
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図 49 未成年を対象とした喘息発症についての解析結果（CHS 以外）（HR） 

 

 

図 50 未成年を対象とした喘息発症についての解析結果（CHS 以外）（OR） 
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3.4.4 呼吸器疾患による入院・受診に関する知見 

未成年を対象として数カ月単位の解析を行った Lin et al. (2008)、Tetreault et al. (2016b)

では、各地域の出生児を追跡し、追跡期間中の夏季平均 O3濃度と追跡期間中の喘息による

入院又は受診の増加に関連性がみられており、その平均値はそれぞれ 50.62 ppb（8 時間平

均 O3濃度(10～18 時)ベース）、30.57 ppb（濃度範囲 16.19～38.92 ppb）（8 時間平均 O3濃

度（9～17 時）ベース）であった（図 51 及び図 52）。 

Lin et al. (2008)では、未成年を対象として年単位での解析も行われており、1996 年から

2000 年にかけての 8 時間平均 O3 濃度(10～18 時)の全追跡期間平均 O3 濃度と喘息による

生後初回の入院の増加に関連性がみられており、平均値は 41.06 ppb であった（図 53）。 

成人を対象として年単位で解析を行った Atkinson et al. (2015)は、COPD 診断歴のない

40～89 歳の対象者を 2003～2007 年にかけて追跡し、COPD の新規診断又は COPD によ

る初回入院の減少と年(2002 年)平均 O3 濃度に関連性がみられており、その平均値は 25.9 

ppb であった（図 54）。また、To et al. (2016)は、18 歳以上の喘息患者の対象者において、

1996～2014 年の診断記録（追跡期間最短 5 年、最長 18 年）に基づく COPD の発症の増加

と喘息発症から COPD 発症までの日最高 1 時間 O3濃度の O3濃度の期間平均値に関連性が

みられたが、PM2.5について調整すると関連性はみられなくなっており、その平均値は 39.3 

ppb であった（図 54）。 
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図 51 未成年を対象とした呼吸器疾患による入院についての解析結果（OR） 

 

 

図 52 未成年を対象とした呼吸器疾患受診及び入院についての解析結果（HR） 
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図 53 未成年を対象とした呼吸器疾患による入院についての解析結果（OR） 

 

 

図 54 成人及び高齢者を対象とした呼吸器疾患受診及び入院についての解析結果（HR） 
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3.4.5 呼吸器疾患死亡に関する知見 

コホート研究によって呼吸器疾患死亡との関連性を検討した知見がいくつか報告されて

いる。本項ではこれらの研究のうち、平均値／中央値又は濃度範囲が得られる知見を対象に

整理を行った。 

Turner et al. (2016)は、ACS-CPS II コホート参加者を 1982 年から 2004 年まで追跡し、

単一汚染物質モデル及び PM2.5 と NO2 について調整した複数汚染物質モデルにおいて日最

高 8 時間 O3 濃度の 2002～2004 年平均値と呼吸器疾患死亡の増加に関連性がみられてお

り、通年平均の平均値は 38.2 ppb（濃度範囲：26.7～59.3 ppb）、温暖期（4～9 月）の平均

値は 47.1 ppb（濃度範囲：29.1～77.2 ppb）であった（図 55 及び図 56）。 

Lipsett et al. (2011)は、米国カリフォルニア州における現職又は元教師の女性を対象と

して 1997 年 6 月から 2005 年 12 月まで追跡し、月平均 O3濃度の 1996 年 6 月から死亡ま

での平均値と呼吸器疾患死亡に関連性はみられておらず、その平均値は 46.11 ppb であっ

た（図 57）。 

カナダにおける全国コホートである CanCHEC について、Crouse et al. (2015)は、PM2.5

による健康影響について解析した Crouse et al. (2012)の追跡期間を延長し、1991 年 6 月時

点で25歳以上の移民ではない住民を2006年まで追跡した。複数汚染物質モデルにおいて、

温暖期（5～10 月）の日最高 8 時間 O3濃度のラグ 1 年での年平均値の 7 年間移動平均値と

呼吸器疾患死亡(単一汚染物質モデルのみ)については負の関連性がみられた。本研究におけ

るベースライン日最高 8 時間 O3濃度は 39.6 ppb（濃度範囲：10.7～60.0 ppb）であった（図 

58）。 

Weichenthal et al. (2017)は、2001 年 5 月～2011 年 12 月の死亡について解析し、単一

汚染物質モデルでは日最高 8 時間 O3 濃度の 5～10 月平均値のラグ 1 年での 3 年間移動平

均値と呼吸器疾患死亡の増加に関連性がみられ、O3濃度及び NO2濃度から求めたオキシダ

ント指数についても同様の結果がみられた。PM2.5との二汚染物質モデルでも Ox 濃度と呼

吸器疾患死亡との関連性は維持された。本研究における平均値は 38.29 ppb（濃度範囲：1

～60.46 ppb）であった（図 59）。 
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図 55 Turner et al. (2016)において成人及び高齢者を対象に死亡について解析した結果（HR） 

 

 

図 56 Turner et al. (2016)において成人及び高齢者を対象に死亡について解析した結果（HR） 

 

 

図 57 Lipsett et al. (2011)において成人女性を対象に死亡について解析した結果（HR） 
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図 58 Crouse et al. (2015)において成人及び高齢者を対象に死亡について解析した結果（HR） 

 

 

図 59 Weichenthal et al. (2017)において成人及び高齢者を対象に死亡について解析した結果（HR） 

 

出典 対象者
曝露濃度の表し

方
調整汚染物質 調整因子 その他解析条件

平均値／

中央値(ppb)

濃度範囲

(ppb)

健康影響

（悪影響）

への関連性

※単位変化量は10ppb

死亡1年前まで7

年間の日最高8時

間値の平均値
PM2.5, NO2

- 年齢, 性別による層別化, 個人レベル因子（先

住民家系, 可視的マイノリティ, 最高学歴, 雇
用状況, 職種, 移民, 婚姻状況, 所得(五分位)）,

地域レベル因子（直近国勢調査での移民者

率, 高卒資格非保有成人率, 最低所得五分位の

住民率）の調整

39.6（ベー

スライン日

最高8時間

値平均値）

10.7～60.0Crouse et al . (2015) 25～89歳

0

5

10

0.90 0.95 1.00 1.05

出典 対象者
曝露濃度の表し

方
調整汚染物質 調整因子 その他解析条件

平均値／
中央値(ppb)

濃度範囲
(ppb)

健康影響
（悪影響）
への関連性

●

●

●

※単位変化量は10ppb

O3: 日最高8時間
値の温暖期(5～
10月)3年間移動
平均(ラグ1年)

-Weichenthal et al .

(2017)

成人・高齢者(25

～89歳)

オキシダント指

数 : 日最高8時間

値の温暖期(5～

10月)3年間移動

平均(ラグ1

年)(Ox: O3とNO2

の酸化還元加重

平均)

年齢, 性別, 大気分水界, 人口規模で層別化, 個
人因子(可視的マイノリティ, 先住民, 婚姻, 学
歴, 収入, 職種), 地域因子(失業率, 高卒未満率,

低収入率, 人口密度)

38.29 1～60.46

PM2.5

0

1

2

3

4

5

0.90 1.00 1.10 1.20



 

77 

3.4.6 長期曝露影響に係る環境目標値に関する考察 

3.4.6.1 長期曝露影響に係る環境目標値の必要性 

多くの諸外国等で、数カ月から 1 年以上の期間（平均化時間）に関する O3の環境基準は

設定されていない。米国においても、O3への長期曝露と呼吸系影響との関連性については、

「Likely to be causal relationship」と評価している一方で、8 時間値に関わる短期基準に

よって、より長期の曝露による健康影響も防止することができると考えられることから、長

期基準を設定しないとしている。WHO では、日最高 8 時間値の 6 か月移動平均値に関する

O3 の指針値を示しており、この長期曝露に係る指針値をベースとして、短期曝露に係る指

針値（日最高 8 時間値）を提示している。このように、O3 の長期曝露に係る環境目標値の

設定についてはいくつかの考え方があるが、我が国では現行、短期曝露に係る環境基準が設

定されていることから、まず、短期曝露に係る環境目標値の設定を前提とした上で、長期曝

露に係る環境目標値の必要性を検討することが適切であると考えられる。 

長期曝露影響に係る環境目標値の必要性を検討するにあたっては、まず、定量評価に資す

る科学的知見に基づいて、環境目標値の導出が妥当と判断された場合には、それを行った上

で、別途設定される短期基準の平均化時間と長期基準で採用されうる平均化時間に基づく

モニタリングデータの解析結果を踏まえて、導出された長期基準に係る環境目標値が短期

基準に係る環境目標値とどのような関係にあるかを十分に吟味した上で判断する必要があ

る。すなわち、短期基準に係る環境目標値が達成される状況で期待される長期の O3濃度レ

ベルが、導出された長期基準に係る環境目標値を十分に下回っていると考えられる場合に

は、長期曝露に係る環境目標値設定の必要性は小さいと判断できる。一方で、短期基準に係

る環境目標値が達成される状況で期待される長期の O3濃度レベルが、導出された長期基準

に係る環境目標値よりも高いと想定される場合には、短期基準に係る環境目標値と併せて

長期基準に係る環境目標値を設定する必要性が大きくなる。 

 

3.4.6.2 平均化時間 

平均化時間については、これまで他の大気汚染物質の平均化時間として採用されてきた

年平均が候補となり得る。上述したとおり、短期曝露影響に係る環境目標値における平均化

時間として何を採用するかという点にも関わることであるので、その上で、WHO のガイド

ラインで採用されている日最高 8 時間値の 6 か月移動平均値（以下、WHO 長期基準平均化

時間）も含めて、短期曝露影響と長期曝露影響に係る環境目標値の平均化時間として何が適

切であるかを総合的に判断する必要がある。 

大気モニタリングデータの解析結果をみると、WHO 長期基準平均化時間と日最高 1 時間

値の年平均値及び日最高 8 時間値の年平均値との相関は非常に高いことから、長期曝露影

響に係る環境目標値の平均化時間としては同等の意義を持つものと判断される。したがっ

て、これまでの我が国のその他の大気汚染物質の長期曝露影響に係る環境目標値の平均化

時間として、年平均が多く使われてきたことを考慮すると、O3 についても年単位のものと

することが適切であると考えられる。その上で、短期曝露影響に関わる環境目標値の平均化
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時間として日最高 8 時間値を採用する場合には、日最高 8 時間値の年平均を長期曝露影響

に係る環境目標値の平均化時間とすることが妥当である。 

 

3.4.6.3 環境基準の達成評価方法に関する考え方 

長期基準に係る環境基準の達成評価については、平均化時間を年単位とした場合には、O3

濃度は他の大気汚染物質に比べて年々変動が大きくなく、短期曝露に係る環境目標値の達

成評価方法と同様に、年度ごとに測定結果の年平均値を長期基準と比較することにより行

うことが適切と考えられる。 

なお、長期基準を設定しない場合においても、短期基準値から統計的に推定される長期平

均の期待値の推移についての情報を整理する必要があると考えられる。 

 

3.4.6.4 環境目標値の導出 

O3の長期曝露影響に係る定量評価については、すでに述べたように信頼できる疫学知見、

すなわち適切にデザインされたコホート研究及び長期繰り返し研究による知見に基づいて

行うことが適切である。健康影響指標としては肺機能、呼吸器症状、喘息新規発症、呼吸器

疾患による医療機関への入院・受診、及び死亡に関する知見がある。 

数か月単位の解析を行ったコホート研究・長期追跡研究のうち、未成年を対象とした研

究では、夏季及び冬季の O3濃度と FEV1の変化率の間に負の関連性がみられており、その

平均値は 34.8 ppb（夏季）、23.1 ppb（冬季）であった。また、8 歳児を対象とした研究で

は、8 時間平均 O3濃度（10～18 時）の肺機能検査前 6 カ月間平均 O3濃度と FEV1の年変

化率に負の関連性がみられており、その平均値は 69.8 ppb（濃度範囲：59.7～90.0 ppb）

であった。高齢者を対象とした研究では、日最高 8 時間 O3濃度の月平均 O3濃度と FEV1

の変化に負の関連性はみられておらず、その平均値は 23.9 ppb（検査実施前月平均値）

（濃度範囲：4.2～54.8ppb）、39.7 ppb（検査実施月平均値）（濃度範囲：8.3～79.6 ppb）

であった。 

子供の成長過程での肺機能等への影響に関する疫学研究として重要な知見を提供してい

る南カリフォルニア大学小児健康調査（CHS 研究）では 12 地域の調査開始年度と追跡期

間の異なる 3 コホートについて O3の健康影響について複数の知見が示されている。本研究

の対象地域における追跡期間中（1994～2001 年）の 8 時間平均 O3濃度（10～18 時）の各

地域の平均値は約 27～65 ppb であった。11 歳～15 歳まで同一年齢範囲で肺機能測定が行

われた 5 地域の調査では 8 時間平均 O3濃度(10～18 時)の年平均値や 8 時間平均 O3濃度(10

～18 時)の 4 年間平均値と負の関連性はみられておらず、8 時間平均 O3 濃度(10～18 時)の

4 年間平均値は 28.6～61.9 ppb(1994～1997 年)、28.8～54.1(1997～2000 年）、31.4～54.5 

ppb(2007～2010 年)であった。また、10 歳～18 歳までを追跡調査した結果では 8 時間平均

O3 濃度(10~18 時)の 7 年間平均値(1994~2000 年)や日最高 1 時間 O3 濃度の 7 年間平均値

(1994~2000 年)と FEV1の変化量に負の関連性はみられなかった。また、健康な未成年を対

象とし数カ月単位の解析を行った調査では、夏季、冬季いずれにおいても 8 時間平均 O3濃

度（10～18 時）の月平均 O3濃度（濃度範囲：10～40 ppb（地区別最低値）、40～110 ppb
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（地区別最高値））と喘息治療薬の使用、及び喘鳴の有病率との関連性はみられなかったが、

通年では喘息治療薬の使用の増加との関連性がみられ、屋外滞在時間が中央値以上の場合

はより強い関連性がみられていた。一方で、日最高 1 時間 O3 濃度の 1994 年平均値（平均

値：65.6 ppb、濃度範囲：35.5～97.5 ppb）と気管支炎や痰などの呼吸器症状については関

連性がみられず、日最高 1 時間 O3濃度の 1986～1990 年平均（濃度範囲：30.2～109.2 ppb）

及び 1994 年平均（平均値：64.5 ppb、濃度範囲：35.5～97.5 ppb）と呼吸器症状について

も関連性はみられなかった。1993 年から 2006 年の間の 8 時間平均 O3 濃度（10～18 時）

の年平均 O3濃度の低下と喘息新規発症率の低下との関連性がみられており、その濃度範囲

は 26～76 ppb であった。また、8 時間 O3 濃度（10～18 時）の 4 年間平均 O3 濃度が高い

地域（平均値：59.6 ppb、濃度範囲：55.8～69.0 ppb）における屋外滞在時間や団体スポー

ツ実施数と喘息の発症に正の関連性がみられたこと、さらに本 O3濃度が高く他の大気汚染

物質の濃度が低い地域において、実施している団体スポーツ数が多い未成年の方がスポー

ツを実施しない未成年よりも喘息リスクが高いことを報告している。さらに、CHS 研究で

は抗酸化関連酵素の関連遺伝子との相互作用についても報告がなされており、O3 曝露と喘

息発症の関連性に関する生物学的妥当性を支持する結果と解釈されている。 

CHS 研究以外では、12 歳児を対象とした研究では 8 時間平均 O3濃度（時間帯不明）の

追跡調査前 2 年間の平均 O3濃度と 2 年間の調査期間中の FEV1の年変化率に負の関連性

がみられており、その平均値は 38.93 ppb（濃度範囲：24.87～57.96 ppb）であった。 

また、小学生を対象とした 5 年間の調査では 5 年平均 O3濃度と喘息新規発症に関連性

はみられておらず、その平均値は 10.3 ppb（濃度範囲：3.7～29.7 ppb）であった。カナ

ダの大規模出生コホート調査では、医療記録に基づいて喘息発症と判断したケースについ

て解析を行い、小児の喘息発症の増加と O3濃度（出生地および居住地によるモデル推

計）との関連性をみとめており、夏季 O3濃度の平均値は 32ppb（濃度範囲：12～

43ppb）（8 時間平均 O3濃度（9～17 時）の平均）であった。この研究では、喘息発症ケ

ースに喘息増悪ケースが含まれる可能性等の不確実性が指摘されている。 

国内知見として、未成年を対象として年単位の解析を行った環境省環境保健部(2024)の大

気汚染に係る環境保健サーベイランス調査では、6 歳児を対象とした調査では、Ox 濃度の

年平均値の 3 年平均値（濃度範囲：約 22～37 ppb）と喘息有病率の増加に関連性がみられ

たが、日最高 8 時間 Ox 濃度の年平均値の 3 年平均値（濃度範囲：約 32～49 ppb）と喘息

有病率の増加に関連性はみられなかった。また、3 歳児を対象とした調査では、Ox曝露と喘

息有病率の増加に関連性はみられなかった（年平均値の 3 年平均値の濃度範囲：約 22～37 

ppb、日最高 8 時間 Ox濃度の年平均値の 3 年平均値の濃度範囲：約 32～49 ppb）。 

また、国内 34 地域の 3 歳児を 6 歳まで追跡したところ、3 歳時点での Ox 濃度の年平均

の 3 年平均値（濃度範囲：約 20～38 ppb）及び日最高 8 時間値の年平均値の 3 年平均値

（濃度範囲：約 31～52 ppb）と喘息発症率に増加の関連性はみられなかった。 

海外研究として、全年齢を対象とした研究では、8 時間平均 O3濃度（9～17 時）の 20 年

間平均値及び日平均 O3 濃度の 20 年間平均値と男性の喘息新規発症の増加に関連性がみら

れており、平均値はそれぞれ 46.5 ppb（濃度範囲：0～74.9 ppb）、25.7 ppb（濃度範囲：0

～40.7 ppb）であった。 
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コホート研究の対象者について喘息による入院・受診との関連性を検討した報告がいく

つかある。米国及びカナダにおいて出生児を追跡し、追跡期間中の夏季平均 O3濃度と追跡

期間中の喘息による入院又は受診の増加に関連性がみられており、その平均値はそれぞれ

50.62 ppb（8 時間平均 O3濃度(10～18 時)の平均）、30.57 ppb（8 時間平均 O3濃度（9～17

時）の平均）（濃度範囲 16.19～38.92 ppb）であった。また、米国の調査で 1996 年から 2000

年にかけての 8 時間平均 O3 濃度(10～18 時)の全追跡期間平均 O3 濃度と喘息による生後初

回の入院の増加に関連性がみられており、平均値は 41.06 ppb であった。 

成人を対象とした研究では、COPD 診断歴のない 40～89 歳の対象者を 2003～2007 年に

かけて追跡し、COPD の新規診断又は COPD による入院と年(2002 年)平均 O3 濃度に負の

関連性がみられており、その平均値は 25.9 ppb であった。また、18 歳以上の喘息患者の対

象者において、1996～2014 年の診断記録（追跡期間最短 5 年、最長 18 年）に基づく COPD

の発症と喘息発症から COPD 発症までの日最高 1 時間 O3 濃度の期間平均値に正の関連性

がみられたが、PM2.5 について調整すると関連性はみられなくなっており、その平均値は

39.3 ppb であった。 

コホート研究によって呼吸器疾患死亡との関連性を検討した知見がいくつか報告されて

いる。ACS-CPS II コホート参加者を 1982 年から 2004 年まで追跡し、単一汚染物質モデ

ル及び PM2.5 と NO2 について調整した複数汚染物質モデルにおいて日最高 8 時間 O3 濃度

の 2002～2004 年平均値と呼吸器疾患死亡の増加に関連性がみられており、通年平均の平

均値は 38.2 ppb（濃度範囲：26.7～59.3 ppb）、温暖期（4～9 月）の平均値は 47.1 ppb（濃

度範囲：29.1～77.2 ppb）であった。米国カリフォルニア州の女性を 1997 年から 2005 年

まで追跡し、調査開始から死亡までの O3濃度平均値と呼吸器疾患死亡に関連性はみられて

おらず、その平均値は 46.11 ppb であったと報告されている。 

カナダの全国コホート CanCHEC では、温暖期（5～10 月）の日最高 8 時間 O3濃度のラ

グ 1 年での年平均値の 7 年間移動平均値と呼吸器疾患死亡、COPD とその関連疾患による

死亡については負の関連性がみられたとしている。本研究におけるベースライン日最高 8 時

間 O3濃度は 39.6 ppb（濃度範囲：10.7～60.0 ppb）であった。また、2001 年 5 月～2011

年 12 月の死亡について解析した研究では、単一汚染物質モデルでは日最高 8 時間 O3 濃度

の 5～10 月平均値のラグ 1 年での 3 年間移動平均値と呼吸器疾患死亡に増加の関連性がみ

られた。平均値は 38.29 ppb（濃度範囲：1～60.46 ppb）であった。 

 

O3 への長期曝露による肺機能、呼吸器症状、喘息新規発症、呼吸器疾患による医療機関

への入院・受診、及び呼吸器疾患死亡に関するコホート研究及び長期繰り返し研究の知見で

は、O3 濃度と各健康影響指標との関連性を示す結果が示されている。疫学研究で示されて

いる知見についてはいくつかの不確実性が存在する。共存汚染物質による交絡については、

統計解析の際に共変量としてその影響が調整されている知見もあるが、解析モデルに大気

汚染物質として O3 のみを加えている場合でも、NO2 や PM2.5 等の他の大気汚染物質と O3

との相関はそれほど大きくはなく、結果を歪めるほどではないと考えられる（参考資料 3 モ

ニタリング結果の詳細 6.4. 他の大気汚染物質との分布比較 参照）。また、呼吸器疾患に

よる入院・受診、死亡との関連性では、温暖期における O3曝露に注目した検討が行われて
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いる。O3 の短期曝露による影響については温暖期でより明確な関連性がみられるという知

見が多いが、長期曝露による影響については短期曝露による影響の繰り返しの結果を除い

てもその影響が残るのかについては明確ではない。 

 

O3 への長期曝露による呼吸器への悪影響に関してコホート研究に基づく喘息新規発症に

関する知見及びコホート研究対象者における喘息による入院・受診は重要な証拠を示して

いると考えられる。米国の子供を対象としたコホート研究では平均濃度約 0.03～0.08ppm

の地域で 8 時間平均 O3 濃度(10～18 時)の年平均 O3 濃度（日最高 8 時間 O3 濃度の年平均

値（推定）3：約 0.03～0.08ppm）の低下と喘息新規発症率の低下との関連性がみられたが、

小学生を対象とした 5 年間の調査では平均濃度約 0.01 ppm の地域（濃度範囲：0.004～

0.03ppm）（日最高 8 時間 O3濃度の年平均値（推定）3：約 0.005～0.04ppm）において 5 年

平均 O3 濃度と喘息新規発症に関連性はみられなかった。また、我が国の調査では日最高 8

時間値の 3 年平均値が約 0.03～0.05ppm の地域で 3 歳から 6 歳までの喘息発症との関連性

がみられなかった。コホート研究対象者における喘息による入院又は受診に関しては米国

での未成年者を対象とした調査において 8 時間平均 O3 濃度(10～18 時)の平均濃度約

0.04ppm（日最高 8 時間 O3 濃度の年平均値（推定）3：約 0.04ppm）の地域で追跡期間中

の喘息による入院又は受診に正の関連性がみられていた。 

以上より、疫学研究による知見を検討した結果、日最高 8 時間値の年平均値 0.04ppm を

環境目標値の候補とすることが適切であると判断した。 

大気モニタリングデータの解析結果によると、日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル

値と日最高 8 時間値の年平均値との間には一定の相関関係がみられている。O3 の短期曝露

に係る環境目標値を日最高 8 時間値 0.07ppm と考えた場合、日最高 8 時間値の年間 99 パ

ーセンタイル値が 0.07ppm に対応する日最高 8 時間値の年平均値は 0.03～0.04ppm 又は

それ以上と考えられる（参考資料 3 モニタリング結果の詳細 4. 短期曝露指標と長期曝露

指標の関連性の解析 参照）。 

O3の短期曝露に係る環境目標値の候補である日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル

値 0.07ppm を達成した場合に、長期曝露に係る環境目標値の候補としての日最高 8 時間

値の年平均値 0.04ppm を達成できる可能性については、両者の相関関係の地域差等の要因

を考慮すると十分に高いとは言えない。したがって、O3の短期曝露に係る環境目標値の設

定とともに長期曝露に係る環境目標値設定の必要性はあると考えられる。 

 

  

 
3 大気モニタリングデータの解析（全測定局、2011～2022 年度）を行った結果によれば、昼間 8 時間値

の年平均値と日最高 8 時間値の年平均値の比の平均値は年度によって 1.39～1.48、年平均値と日最高 8

時間値の年平均値の比の平均値は年度によって 1.06～1.07 の範囲となった（「参考資料 3 モニタリング結

果の詳細 3. 長期曝露に係るモニタリングデータの解析」参照）。 
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第4章 光化学オキシダントの植物影響 

4.1 全体的な考え方 

本章では、光化学オキシダントの曝露と植物影響の定量評価の結果を踏まえ、植物保護の

観点から光化学オキシダントの環境基準として検討すべき目安となる指標物質、平均化時

間、濃度水準の検討・整理を行うものである。光化学オキシダントの植物影響は植物種や品

種によって異なり、植物の生育環境によっても異なることが知られている。このため、国内

に生息する植物種を対象とし、日本の野外環境下で光化学オキシダントの植物影響を調査

した研究に基づいて定量評価を行うことが妥当であると考えられる。光化学オキシダント

の植物影響は様々な農作物や樹木で調査研究が行われているが、植物影響の定量評価を行

うためには、データが充実しており、複数の研究で得られた結果の統合が可能な植物種、エ

ンドポイント、光化学オキシダントの曝露指標を対象とすることが適切であると考えられ

る。したがって、日本の植物種を対象とし、同一の植物種で、同一のエンドポイントを、同

一の光化学オキシダントの曝露指標で評価した複数の研究で得られた結果を統合すること

で、曝露とそのエンドポイントとの曝露-応答関係を複数の植物種で導出する。そして、導

出した曝露-応答関係から、ある一定の影響がみられる曝露水準を複数の植物種で求め、そ

の曝露水準を目安とし、植物保護の観点から光化学オキシダントの環境目標値に関する考

察を行った。 
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4.2 光化学オキシダントの植物影響に関するまとめを踏まえた定量評価の進め方 

4.2.1 指標物質 

環境基準を設定する物質においては、植物影響を及ぼすことを示す信頼性の高い科学的

知見が得られていることが必要である。さらに、環境目標値設定のためには、定量評価が可

能な知見が存在することが必要である。 

光化学オキシダントの植物影響に関する知見の大半は、その主成分であるオゾン（O3）に

関するものである。O3 は、植物の葉の気孔を介して葉内に取り込まれ、葉の可視障害の発

現、光合成能力の低下、農作物の成長や収量の低下、樹木の成長低下等を引き起こしている

と考えられている。「光化学オキシダントの植物影響に関するまとめ」（参考資料２）のとお

り、日本の農作物に対する O3の影響に関する研究に基づくと、O3は様々な農作物の成長や

収量等に対して悪影響を及ぼすことは明らかである。樹木に対する O3の影響に関する研究

では、日本の現状濃度レベルの O3によっていくつかの樹種で成長が低下することが報告さ

れており、野外で生育する樹木の成長に対して O3 が悪影響を及ぼす可能性がある。また、

後述の 4.2.2 の考え方に基づいて検討した結果、農作物の成長・収量と樹木の成長に対する

O3 の影響に関するデータは比較的充実しており、複数の研究で得られた結果の統合が可能

であることから、定量評価の検討（曝露-応答関係の解析）が可能である。 

O3 以外の光化学オキシダント成分であるパーオキシアセチルナイトレート（PAN）の植

物影響に関する研究は極めて限られている。大気中の PAN は葉に存在する気孔を介して葉

内に吸収され、感受性が高い植物種においては葉に可視障害が発現し、成長や光合成等の生

理機能の低下が引き起こされることが示されている。しかしながら、これまでに日本国内で

実施された PAN の植物影響に関する研究の多くは葉面可視障害の発現に関する研究であ

り、成長や収量に対する影響を定量評価ができる十分な知見は得られていない。 

以上から、光化学オキシダントの環境基準再評価にあたっては、O3 を指標物質として環

境基準を示すことが適切であると判断した。 

 

4.2.2 O3の植物影響について考慮すべきと判断されたエンドポイント 

O3 の植物影響に関する研究は、日本のみならず、欧米等の諸外国においても行われてお

り、O3による悪影響の発現程度（O3感受性）は植物種や品種によって異なり、植物の生育

環境によって変化することが知られている。例えば、植物は乾燥条件下では蒸散による水分

損失を防ぐために気孔を閉じるため、気象条件、特に大気湿度や土壌水分含量等が著しく異

なる環境では、同じ大気 O3 濃度でも気孔を介した葉の O3 吸収量が異なることが考えられ

る。したがって、生息する植物種や栽培されている作物種、品種、さらにはそれらの生育環

境も異なる日本と諸外国の植物では、O3 の植物影響やその程度等が異なることが考えられ

る。既に O3の植物影響に係る環境基準等を設定している米国や欧州では、基本的にはその

国や地域に生息する植物種を対象とした知見に基づき、環境基準等を検討している。以上か

ら、植物保護のための日本の光化学オキシダントの環境基準の検討は、国内に生息する植物

種を対象として国内で行われた研究結果を用いることが望ましいと考えられた。 

O3 の曝露とその植物影響との関係を定量的に評価する際には、両者の定量的なデータが
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必要である。O3 の植物影響評価には様々な曝露指標（平均濃度、積算曝露量等）が使われ

ており、適切な曝露指標の検討のためにも、曝露指標の種類にかかわらず、各曝露指標に関

する情報が文献に記載されている必要がある。また、O3 の植物影響は、様々な農作物や樹

木で調査研究が行われているが、その影響の定量評価を行うためには、データが充実してお

り、複数の研究で得られた結果の統合が可能な植物種やエンドポイントを対象とすること

が適切である。これらの状況を踏まえて、収集した文献における O3の植物影響に関するデ

ータの充実度、曝露情報の記載、エンドポイントの定量性等から、植物の成長の指標である

個体乾重量と農作物の収量を考慮すべきエンドポイントとした。 

植物の成長や農作物の収量は、植物に対する O3の総体的な影響を表す指標である。例え

ば、O3 は個葉の光合成能力の低下を引き起こすが、個葉の光合成速度が低下しても、成長

や収量が低下するとは限らない。一般に、植物の成長や農作物の収量には光合成能力以外に

も葉面積等の様々な植物要因が影響し、それらに対する O3の総合的な影響によってその成

長や収量が変化する。このため、植物の成長や農作物の収量は、植物に対する O3の総体的

な影響を表す指標とみなすことができる。また、欧米においても、植物保護を目的とした O3

の環境基準等は、植物の個体乾重量や農作物の収量を中心に検討がなされていることから

も、個体乾重量や収量を考慮すべきエンドポイントとすることは妥当であると考えられる。 

一般に、植物の個体乾物成長は、主に個体乾重量で示される。個体乾重量とは、植物を乾

燥させて測定した個体あたりの乾燥重量である。多くの場合、葉、茎（幹）、根等の植物器

官ごとにサンプリングし、器官別乾重量を足し合わせて個体乾重量としている。農作物の収

量は可食部の新鮮重量もしくは乾燥重量として測定されており、イネの収量は総もみ重も

しくは総精もみ重（総精玄米重）等がある。以下では、複数の研究で得られた結果の統合が

可能な日本の植物種を対象として、それらの個体乾重量や収量に対する O3の影響に関する

定量評価を進める。 

なお、植物の成長や農作物の収量は数日から数か月、数年にわたる長期間の O3曝露によ

る影響だが、数時間から数日程度のより短時間の O3曝露による影響の例としては葉の可視

障害があげられる。いくつかの農作物で O3暴露による葉の可視障害に関する調査研究が行

われているが、O3 曝露や可視障害の評価方法は研究毎に異なっており、複数の研究で得ら

れた結果を統合することは困難であった。また、日本国内の樹木を対象とした O3曝露によ

る葉の可視障害に関する調査研究は行われていないため、O3 の短期曝露による葉の可視障

害は定量評価で考慮すべきエンドポイントから除外した。 

 

4.2.3 O3の短期曝露に係る定量評価の実施方法 

O3の短期曝露に係る植物影響の例として葉の可視障害があげられるが、4.2.2 項での検討

結果を踏まえて定量評価は実施しないこととした。 

 

4.2.4 O3の長期曝露に係る定量評価の実施方法 

O3 の長期曝露に係る植物影響の定量評価は、同一の植物種（品種）を対象として、同一

のエンドポイント（個体乾重量又は収量）、同一の O3 曝露指標を報告している複数の研究



 

101 

で得られた結果を統合し、曝露-応答関係を解析する。この解析では、データの数や分布、

回帰式の決定係数（R2）等の統計学的指標を用いて、適切な O3曝露指標や環境目標値の導

出に適した曝露-応答関係の回帰式を検討する。また、導出した O3 曝露-応答関係に含まれ

る不確実性やその関係の代表性（O3 感受性の種間差異や品種間差異、植物生息地域と実験

が行われた地域の関係等）を考察する（別添１、別添２参照）。そして、導出した O3 曝露-

応答関係の回帰式から、欧米の解析等を参考にし、5%又は 10%の個体乾重量や収量の低下

を引き起こす O3 曝露水準を複数の植物種で求め、その O3 曝露水準を目安とし、植物保護

のための光化学オキシダントの環境目標値に関する考察を行う。 

  



 

102 

4.3 O3の植物影響に関する曝露-応答関係の解析 

「光化学オキシダントの植物影響に関するまとめ」（参考資料２）のとおり、日本の農作

物に対する O3の影響に関する研究に基づくと、O3は様々な農作物の成長や収量等に対して

悪影響を及ぼすことは明らかである。樹木に対する O3の影響に関する研究では、日本の現

状濃度レベルの O3によっていくつかの樹種の成長が低下することが報告されており、野外

で生育する樹木の成長に対して O3が悪影響を及ぼす可能性がある。農作物の成長や収量に

おける O3 感受性は、種間差異だけでなく、品種間差異も認められており、樹木の O3 感受

性に樹種間差異があることや生育環境によって O3感受性が変化すること等が報告されてい

る。 

4.2 に示した考えに沿って知見を整理した結果、農作物ではイネの収量とハツカダイコン

の成長（個体乾重量）に対する O3の影響、樹木ではスギ、アカマツ、カラマツ、ブナの成

長（個体乾重量）に対する O3の影響に関するデータは比較的充実しており、複数の研究で

得られた結果の統合が可能であった。 

O3 の植物影響を評価した研究では、日中平均 O3 濃度、SUM04、AOT405等の様々な O3

曝露指標が報告されている。そのため、定量評価が可能と見込まれた植物種や品種のエンド

ポイントと O3曝露指標を用いて O3曝露-応答関係を解析した。 

  

 
4 SUMX：閾値である X ppm を超過した O3濃度（1 時間値）を、指定された期間（一日の中

の時間帯及び季節等）にわたって積算した値。SUM0 は、指定された期間の O3 濃度（1 時

間値）の積算値。 
5 AOTX：閾値 X ppb を超過した O3濃度（1 時間値）の閾値超過分を、指定された期間（一日

の中の時間帯及び季節等）にわたって積算した値。最も広く用いられている指標は閾値を 40 

ppb に設定した AOT40 である。 
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表 5  曝露-応答関係の解析を検討した各植物のエンドポイント、O3曝露指標、文献数等. 

植物種 (学名) [品種] エンド 

ポイント 

O3曝露指標 a 文献数 デ ー タ

数 

イネ 

(Oryza sativa) 

[コシヒカリ] 

収量 日中 7 時間又は 8 時間平均

濃度 

日中 7 時間又は 8 時間

SUM0 

日中 8 時間又は日照時

AOT40 

4 

4 

4 

22 

22 

15 

ハツカダイコン 

(Raphanus sativus var. 

sativus) 

[コメット] 

個体乾重

量 

日中 8 時間平均濃度 

日中 8 時間 SUM0 

日中 8 時間又は日照時

AOT40 

8 

8 

4 

92 

92 

32 

スギ 

(Cryptomeria japonica) 

 

個体乾重

量 

日中 12 時間平均濃度 

日中 12 時間 SUM0 

日照時 AOT40 

6 

6 

2 

53 

53 

32 

アカマツ 

(Pinus densiflora) 

 

個体乾重

量 

日中 12 時間平均濃度 

日中 12 時間 SUM0 

日中 12 時間又は日照時

AOT40 

5 

5 

4 

47 

47 

44 

カラマツ 

(Larix kaempferi) 

 

個体乾重

量 

日中 12 時間平均濃度 

日中 12 時間 SUM0 

日中 12 時間又は日照時

AOT40 

5 

5 

3 

30 

30 

22 

ブナ 

(Fagus crenata) 

 

個体乾重

量 

日中 12 時間平均濃度 

日中 12 時間 SUM0 

日中 12 時間又は日照時

AOT40 

8 

8 

7 

67 

67 

64 

a イネの場合、日中 7 時間又は 8 時間は 9:00〜16:00、10:00〜17:00 又は 9:00〜17:00 を指す。 

  ハツカダイコンの場合、日中 8 時間は 8:00〜16:00、8:30〜16:30 又は 9:00〜17:00 を指す。 

  スギ、アカマツ、カラマツ、ブナの場合、日中 12 時間は 6:00〜18:00 を指す。 

日照時 AOT40 は>50 Wm-2の時間帯を指す。 

 

4.3.1 O3曝露-応答関係の導出 

植物の O3曝露-応答関係は、エンドポイントである収量もしくは個体乾重量の O3による

変化率と O3曝露指標の関係である。農作物はイネ（品種：コシヒカリ）の収量とハツカダ

イコン（品種：コメット）の個体乾重量、樹木はスギ、アカマツ、カラマツ、ブナの個体乾

重量に対する O3 の影響を調査した研究を対象として、各研究が報告している O3 曝露指標

を整理し、データ数が多い O3曝露指標を用いて関係を解析した（表 5）。 

樹木は多年生の植物であり、1 年間のみならず、最大 3 年間の O3曝露実験が行われてき

た。これらを直接比較することは適切ではないため、複数年にわたる曝露実験における樹木

の個体乾重量の変化率や O3曝露指標は 1 年あたりに換算する必要がある。1 年あたりの個

体乾重量の O3による変化率は、複数年にわたる O3曝露による変化率を O3曝露年数で除す
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ことで求めた。また、O3曝露指標は、各年の O3曝露日数で重み付けをした平均濃度又は全

期間の O3曝露量の合計を O3曝露年数で除した O3曝露量を算出した。なお、複数年にわた

る O3 曝露実験において、各年の樹木の個体乾重量や O3 曝露指標が報告されている場合は

それらすべてを解析対象とした。 

前述のように、大気中の O3は、植物の葉の表面に存在する気孔を介して葉内に吸収され

る。気孔は、光合成に必要な二酸化炭素（CO2）を取り込むために日中は開くが、光合成が

行われない夜間は水分蒸発を防ぐために閉じている。このため、O3 の植物影響を評価する

際には、気孔が開いている日中の時間帯の O3濃度を考慮した曝露指標を選択することが妥

当である。したがって、本評価では、O3の日中平均濃度、日中 SUM0 及び日照時又は日中

の AOT40 を解析に用いる O3曝露指標の候補とした。 

表 5 に、O3 曝露指標とエンドポイントを報告している文献数及びデータ数を整理した。

元の文献では、必ずしも表に記載されている時間の O3曝露指標が算出されていなかったた

め（詳細は表 6、表 8、表 10〜表 13 を参照）、O3曝露指標の数値を 8 時間値（農作物）

又は 12 時間値（樹木）に可能な限り換算して解析に用いた。イネでは日中 7 時間平均濃度

又は日中 8 時間平均濃度を示している文献があるが、国内モニタリングデータを解析した

結果、それらに著しい差はみられなかったため、両者を同等とみなして解析に用いた。スギ、

アカマツ、カラマツ、ブナでは日照時（> 50 W m-2）の O3の平均濃度又は SUM0 を示して

いる文献があったが、それらも 12 時間値と著しい差はないとみなし、両数値を解析に用い

た。O3曝露指標として日中平均濃度又は SUM0 のどちらか一方が示されている文献につい

ては、O3曝露日数を用いて相互に換算することで解析に用いた。表 5 に、換算等を踏まえ

て解析に使用可能であった文献数とデータ数を示す。 

O3の AOT40 については、日照時（> 50 W m-2）又は日中の AOT40 や積算時間帯が明記

されていない AOT40 を報告した文献があった。日照時又は日中の AOT40 は同等とみなす

一方、積算時間帯が明記されていない AOT40 については対象から除外した。また、日中の

決められた時間帯に一定濃度で O3曝露を行った研究については、O3曝露時間と曝露日数を

用いて日中の AOT40 に換算した（ハツカダイコン、アカマツ、カラマツ、ブナの一部）。

しかし、知見を整理した結果、他の O3 曝露指標と比べて AOT40 のデータ数は少なく、特

にスギは文献数がきわめて限られていた。そのため、日中平均濃度や日中 SUM0 を用いた

O3曝露-応答関係を解析することが妥当であると考えられた。 

 

(1) O3曝露-応答関係の導出方法 

収量あるいは個体乾重量（以下、収量等という）の O3による変化率は、浄化空気区等の

最も大気 O3濃度が低い処理区（対照区）における収量等を基準として、野外 O3濃度の 1.0

倍 O3 区6や 1.5 倍 O3 区といった大気 O3 濃度が比較的高い処理区における収量等の相対値

を算出することによって示すことができる。個々の O3曝露実験において対照区が設けられ

ていることから、研究毎にこの収量の相対値を算出することはできるが、その算出基準とし

 
6 試験地の野外 O3濃度に合わせて O3濃度を比例追随させた処理区。例えば 1.0 倍 O3区は野外

O3濃度と同じ O3濃度（野外×1.0）となるよう調整した処理区。 
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た処理区（対照区、相対値は 1）における大気 O3 濃度は研究間で異なっている。したがっ

て、研究毎に収量等の相対値を算出し、それらをそのまま統合して O3曝露-応答関係を解析

すると、収量等の相対値が 1 となる O3濃度が複数存在することになる。そこで、収量等の

相対値が 1 となる大気 O3濃度を定め（参照 O3濃度）、その濃度における収量等を研究毎に

推定して相対値の算出基準とした。各研究における収量等の推定は、対照区とその次に O3

濃度が低い処理区における収量等と O3濃度を用い、その 2 点を結んだ直線を用いて行った。

適切な参照 O3濃度を検討するために、参照 O3濃度を 0〜50 ppb の範囲で 5 ppb 刻みで設

定して収量等を推定し、それぞれで得られた相対値を用いて O3 曝露-応答関数を導出した。

この導出においては一次関数への回帰を行ったが、用いる関数の妥当性は別添 1 に示した。

参照 O3濃度における収量等の推定は 2 点を結んだ直線から行なっているため、設定した参

照 O3濃度と対照区もしくはその次に O3濃度が低い処理区における O3濃度との関係次第で

外挿によって収量等を推定することになる。そこで、参照 O3濃度における収量等の推定で

生じる不確実性の指標として、外挿で収量等を推定した実験のデータ数の全データ数に占

める割合（外挿割合）を求めた。その結果、参照 O3濃度の増加に対して外挿割合は下に凸

の二次的応答を示し、これに反比例するように決定係数（R2）は上に凸の二次的応答を示し

た（図 60）。したがって、外挿割合が低くなる参照 O3 濃度であれば、その O3 濃度におけ

る収量等の推定時の不確実性を抑え、統合後の O3曝露-応答関数の一次式への当てはまりも

向上させることができると考えられた。外挿割合が最も低くなる参照 O3濃度は植物種によ

って異なっていたが、最も多くの種で外挿割合が低くなった 20 ppb が参照 O3 濃度として

適切であると判断した。 

4.3.1 項で述べたように、O3 の日中平均濃度だけでなく、日中 SUM0 を用いた O3 曝露-

応答関係も同様に解析した。この場合の参照 SUM0 も、上記の考え方で検討を行った。た

だし、SUM0 は O3曝露期間も含まれた指標であるため、栽培期間が著しく異なるイネ、ハ

ツカダイコン又は樹木でそれぞれ検討した。その結果、参照 SUM0 は、イネでは 25 ppm h、

ハツカダイコンでは 1.5 ppm h、樹木では 40 ppm h が適切であると判断された。 
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図 60 参照 O3濃度と統合後の O3曝露-応答関数（一次式）の決定係数（R2）及び 

参照 O3濃度における収量等推定時の外挿割合. 

注：括弧内の数値は外挿割合が最も低くなる参照 O3 濃度を示す。 

*: 二者のうち R2が高いことを示す。 

 

(2) 環境目標値の目安となる O3曝露水準の導出 

欧米では、収量等のある一定の低下率（5%もしくは 10%）を引き起こす O3 曝露水準や

統計的に有意な収量等の低下を引き起こす O3曝露水準を目安として、各種基準やクリティ

カルレベル等が検討されている（Pleijel, 1996; Mills et al., 2007; US EPA, 2020）。ある一

定の収量等の低下率を引き起こす O3 曝露水準の算出は、O3 曝露-応答関数にその低下率が

引き起こされた収量等の相対値を代入して得られる。一方、統計的に有意な収量等の低下を

引き起こす O3 曝露水準は、回帰直線の 99%信頼区間の上限が O3 の影響を受けていない収

量等となる O3曝露水準である。信頼区間の幅はデータの数やばらつきによって変化し、そ

れに伴ってこの手法で算出される O3曝露水準の値も変化するため、この値を環境目標値の

目安となる曝露水準とすることは適切ではないと考えられる。したがって、環境目標値の目

安となる O3 曝露水準は一定の収量等の低下率を引き起こす O3 曝露水準とすることとし、

欧米等を参考に 5%もしくは 10%の収量等の低下を引き起こす値で算出することとした。そ

して、この値の信頼性を示す指標として、回帰直線の 99%信頼区間の上限と下限が、5%も

しくは 10%低下時の収量等の相対値と一致する O3曝露水準も示すこととした。 

5%もしくは 10%低下時の収量等の相対値を算出するためには比較対象が必要である。

4.1.1 項においては個々の研究において参照 O3 濃度における収量等を相対値算出のための

比較対象とした。統合後のデータにおいても同様に比較対象を定める必要があるため、改め

て統合後のデータに対する相対値算出のための基準となる O3 濃度（統合参照 O3 濃度）を



 

107 

設ける必要がある。その値は、O3 処理区（例えば、NF 区 7や 1.0 倍 O3 区）の濃度よりも

低く、かつ、実測データのない濃度範囲を避けるために対照区の濃度よりも高く設定する必

要がある。これは、(1)において参照 O3濃度を定める際に外挿割合の少ない濃度とした手続

きと同様である。したがって、5%もしくは 10%低下時の収量等の相対値を算出する際に比

較対象となる収量等を推定する共通の統合参照 O3濃度は参照 O3濃度と同様の値とした。 

 

4.3.2 農作物の O3曝露-応答関係の解析 

表 6 に、イネ（Oryza sativa）の収量8における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の

概要をまとめた。イネの品種は最も研究例が多いコシヒカリとした。なお、これらの研究は

いずれも関東地方で実施されたものである。ビニールハウス型もしくはガラス温室型の O3

曝露チャンバーを用い、浄化空気区と O3曝露区（一定 O3濃度あるいは野外 O3濃度比例追

随）を設け、収量に対する O3の影響を報告している。Kobayashi et al.（1995）の実験は

水田圃場でイネを直植して実施されたが、その他の実験ではイネはポット（コンテナ）で栽

培された。O3曝露期間は移植 1〜2 週間後から収穫までの期間であるが（O3曝露日数は 100

〜114 日）、Kobayashi et al.（1995）の 1989 年の実験では田植え直後から O3曝露を開始

している（O3曝露日数は 148 日）。報告されている O3曝露指標のうち、日中 7 時間と 8 時

間の平均 O3濃度を同等とみなして日中平均 O3濃度とした。また、O3の SUM0 においても

同様に積算時間が日中 7 時間と 8 時間を同等とみなして日中 SUM0 とした。 

表 7 に、イネの収量における O3 曝露-応答関係の解析結果をまとめた。日中 7 時間もし

くは 8 時間の平均 O3濃度とイネの収量の相対値との間に有意な直線回帰式が得られ、その

傾きは−0.0033 であり、R2は 0.664 であった（図 61）。また、統合参照 O3濃度における収

量に対して 5%もしくは 10%の収量低下が見込まれる O3濃度は、それぞれ 34.8 ppb（99%

信頼区間：17.7 – 46.8 ppb）及び 49.6 ppb（同: 37.1 – 64.6 ppb）であった。日中 7 時間も

しくは 8 時間の O3 の SUM0 とイネの収量の相対値との間に有意な直線回帰式が得られた

が、その R2は日中平均 O3濃度の場合よりも低く、0.613 であった。 

 

 
7 非浄化空気区 
8 総もみ重もしくは総精もみ重（総精玄米重） 
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表 6 イネ（品種：コシヒカリ）の収量における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要. 

文献 試験地 処理区 a 各処理区の収量データの

株数等 

曝露 

日数 

曝露期間 O3曝露指標とその平均化又は積算時間 

日中平均濃度 

(平均化時間) 

日中 SUM0 

(積算時間) 

Kobayashi et al. 

(1995)  

(矢島, 1993) 

茨城県 

つくば市 

0.5×O3 

1.0×O3 

1.5×O3b 

2.0×O3 

2.75×O3 

40 株 (1987 年) 

48 株 (1989 年) 

105 日 

148 日 c 

1987 年 6〜9 月 

1989 年 4〜9 月 

7 時間 

(9:00〜16:00) 

― 

Yonekura et al. 

(2005a) 

埼玉県 

加須市 

CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

4 株/区画×3 区画 100 日 2003 年 6〜10 月 8 時間 

(9:00〜17:00) 

8 時間 

(9:00〜17:00) 

Yamaguchi et al. 

(2008) 

東京都 

八王子市 

CF 

60 ppb 

100 ppb 

6 株/コンテナ×2 コンテ

ナ/チャンバー×3 チャン

バー 

114 日 2007 年 5〜9 月 7 時間  

(10:00〜17:00) 

― 

Yamaguchi et al. 

(2014) 

東京都 

八王子市 

CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

6 株/コンテナ×2 コンテ

ナ/チャンバー×3 チャン

バー 

100 日 

111 日 d 

2009 年 6〜9 月 7 時間  

(10:00〜17:00) 

― 

a CF と 0.5×O3はいずれも浄化空気。 

b 1989 年のみ 1.4×O3。 

c 曝露日数 148 日の実験は田植え直後から曝露を開始。 

d 田植えの時期が 2 種（遅植は 100 日、早植は 111 日）。 

―：日中 7 時間の平均濃度と曝露日数から計算。 
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図 61 イネ（品種：コシヒカリ）の収量の O3曝露-応答関係.  

日中平均 O3濃度又は日中 SUM0 の算出時間は 7 時間もしくは 8 時間（9:00〜16:00、10:00〜

17:00、9:00〜17:00）。実線（黒）は回帰直線、破線（赤）は 99%信頼区間。収量の相対値

は、各実験で求めた参照 O3濃度又は曝露量（それぞれ 20 ppb 及び 25 ppm h）における収量

に対する相対値。曝露-応答関係の導出方法は 4.3.1(1)及び 4.3.1(2)参照。 

 

 

表 7 イネ（品種：コシヒカリ）の収量における O3曝露-応答関係の解析結果. 

曝露指標 (x) 日中平均 O3濃度 

(9:00〜16:00、10:00〜17:00、

9:00〜17:00) 

日中 SUM0 

(9:00〜16:00、10:00〜17:00、

9:00〜17:00) 

エンドポイント (y) 収量 収量 

O3曝露-応答関数 y = −0.0033x + 1.05 y = −0.0038x + 1.09 

R2 0.664 0.613 

プロット数 22 22 

p 値 <0.001 <0.001 

5%の収量低下 a を引き起こ

す曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

34.8 ppb 

(17.7 – 46.8 ppb) 

38.1 ppm h 

(24.1 – 52.6 ppm h) 

10%の収量低下 a を引き起

こす曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

49.6 ppb 

(37.1 – 64.6 ppb) 

51.2 ppm h 

(38.9 – 73.0 ppm h) 

a 統合参照 O3濃度（20 ppb もしくは 25 ppm h）における収量に対する低下率。 
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表 8 に、ハツカダイコン（Raphanus sativus var. sativus）の成長（個体乾重量）におけ

る O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要をまとめた。ハツカダイコンの品種は、最も

研究例が多いコメットを対象とした。これらの研究は主に関東地方で実施されたが、中島ら

（2018）の研究は長崎県で実施された。オープントップチャンバー又は自然光型ファイト

トロンを用い、浄化空気区と非浄化空気区又は一定濃度の O3曝露区を設け、ハツカダイコ

ンの個体乾重量に対する O3の影響を報告している。大気環境を評価するための指標植物と

してハツカダイコンを用いた研究が主であり、それらの研究の O3曝露日数は播種数日後か

ら 7 日間の研究がほとんどである。また、伊豆田ら（1988b）の O3 曝露日数は 18 日間、

Yonekura et al.（2005b）の O3曝露日数は 30 日間である。報告されている O3曝露指標は

日中 8 時間の積算 O3曝露量の曝露期間中の平均値を報告している研究が主であったが、前

述のイネとの比較を容易にするため、日中 8 時間の平均 O3 濃度に換算し、O3 曝露-応答関

係の曝露指標とした。一定濃度の O3を曝露した研究においても、4 時間の O3曝露濃度を日

中 8 時間の平均 O3濃度に換算した。 

表 9 に、ハツカダイコンの成長（個体乾重量）における O3 曝露-応答関係の解析結果を

まとめた。日中 8 時間平均 O3濃度とハツカダイコンの個体乾重量の相対値との間に有意な

直線回帰式が得られ、その傾きは−0.0025 であり、R2 は 0.457 であった（図 62）。また、

統合参照 O3 濃度における個体乾重量に対して 5%又は 10%の成長低下が見込まれる O3 濃

度は、それぞれ 40.0 ppb（99%信頼区間：33.0 – 48.5 ppb）及び 60.0 ppb（同：51.0 – 74.5 

ppb）であった。O3の日中 8 時間 SUM0 とハツカダイコンの個体乾重量の相対値との間に

有意な直線回帰式が得られ、その R2 は日中平均 O3 濃度の場合よりも高く、0.508 であっ

た。 
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表 8 ハツカダイコン（品種：コメット）の成長（個体乾重量）における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要. 

文献 試験地 処理区 各処理区の成長デー

タの個体数等 

曝露 

日数 

曝露期間 O3 曝露指標(日中 8 時間

の平均 O3 濃度の換算に

用いた元の曝露指標) 

O3以外の処理と本解析に 

用いた処理区 

伊豆田ら 

(1988a) 

東京都 

府中市 

CF 

NF 

16 個体 7 日 1987 年 5〜10 月 8 時間積算濃度の平均値 

(8:00〜16:00) 

 

伊豆田ら 

(1988b) 

東京都 

府中市 

CF 

NF 

12 個体 18 日 1986 年 7〜11 月 8 時間積算濃度の平均値 

(8:00〜16:00) 

 

伊豆田ら 

(1988c) 

東京都 

江東区 

対照区 a 

0.10 ppm 

10〜15 個体 7 日 1986 年 6〜10 月 4 時間の平均曝露濃度 

(10:00〜14:00) 

[気温] 

20/13℃, 25/18℃, 30/23℃  

(6:00〜18:00/ 18:00〜6:00) 

Izuta et al. 

(1991) 

東京都 

江東区 

対照区 a 

0.05 ppm 

もしくは 

0.10 ppm 

10〜15 個体 7 日 1987 年 4〜8 月 4 時間の平均曝露濃度 

(10:00〜14:00) 

[光強度] 

High (遮光なし) 

伊豆田ら 

(1992) 

東京都 

西多摩郡 

奥多摩町 

CF 

NF 

12〜14 個体 7 日 1989, 1990 年 

6〜10 月 

8 時間積算濃度の平均値 

(8:00〜16:00) 

 

Izuta et al. 

(1993) 

東京都 

府中市 

CF 

NF 

14〜16 個体 7 日 1987〜1989 年 

4〜10 月 

8 時間積算濃度の平均値 

(8:00〜16:00) 

 

Yonekura et 

al. (2005b) 

記載なし 

(人工気象室) 

<5 ppb b 

60 ppb 

90 ppb 

120 ppb 

6 個体 30 日 記載なし ―c [CO2曝露] 

Ambient 

中島ら 

(2018) 

長崎県 

長崎市 

CF 

NF 

8個体/チャンバー×4

チャンバー 

7 日 2015 年 3〜10 月 8 時間平均値 

(9:00〜17:00) 

 

CF：浄化空気、NF：非浄化空気。 

a 自然光型ファイトトロンを用いた実験であり、その内部の O3濃度は同型のファイトトロンを用いた研究である Watanabe et al.（2022）に報告されている

数値（3.8 ppb や 4.3 ppb）を参考に 4 ppb とみなした。 

b 他の対照区においてみなした濃度と同様に 4 ppb とした。 

c 設定された曝露濃度及び曝露時刻から計算。（8:30〜10:00 にかけて<5 ppb から設定濃度まで上昇、10:00〜15:00 は設定濃度を維持、15:00〜16:30 にかけ

て<5 ppb まで低下） 
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図 62 ハツカダイコン（品種：コメット）の個体乾重量の O3曝露-応答関係.  

日中平均 O3濃度又は日中 SUM0 の算出時間は 8 時間（8:00〜16:00、8:30〜16:30、9:00〜

17:00）。 

実線（黒）は回帰直線、破線（赤）は 99%信頼区間。個体乾重量の相対値は、各実験で求めた

参照 O3濃度又は曝露量（それぞれ 20 ppb 及び 1.5 ppm h）における個体乾重量に対する相対

値。曝露-応答関係の導出方法は 4.3.1(1)及び 4.3.1(2)参照。 

 

 

表 9  ハツカダイコン（品種：コメット）の成長（個体乾重量）における 

O3曝露-応答関係の解析結果. 

曝露指標 (x) 日中 8 時間平均 O3濃度 

(8:00〜16:00、8:30〜

16:30、9:00〜17:00) 

日中 8 時間 SUM0 

(8:00〜16:00、8:30〜

16:30、9:00〜17:00) 

エンドポイント (y) 個体乾重量 個体乾重量 

O3曝露-応答関数 y = −0.0025x + 1.05 y = −0.020x + 1.02 

R2 0.457 0.508 

プロット数 92 92 

p 値 <0.001 <0.001 

5%の成長低下 a を引き起

こす曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

40.0 ppb 

(33.0 – 48.5 ppb) 

4.0 ppm h 

(3.1 – 5.2 ppm h) 

10%の成長低下 a を引き起

こす曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

60.0 ppb 

(51.0 –74.5 ppb) 

6.6 ppm h 

(5.4 – 8.4 ppm h) 

a 統合参照 O3濃度（20 ppb もしくは 1.5 ppm h）における個体乾重量に対する低下率。 
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4.3.3 樹木の O3曝露-応答関係の解析 

表 10〜表 13 に、スギ（Cryptomeria japonica）、アカマツ（Pinus densiflora）、カラマ

ツ（Larix kaempferi）及びブナ（Fagus crenata）の成長（個体乾重量）の O3曝露-応答関

係の解析に用いた研究の概要をまとめた。スギ、アカマツ及びブナを対象とした研究は関東

地方で、カラマツを対象とした研究は関東地方と北海道で行われた。これらの研究では主に

1〜2 年生の苗木を用い、樹木の成長期9である春から秋の期間（3〜6 月頃に開始し 9〜11

月頃に終了する）に実施された。処理区は、浄化空気区、非浄化空気区又は O3曝露区（一

定 O3濃度、野外濃度に一定濃度 O3添加、あるいは、野外 O3濃度比例追随）である。3 成

長期にわたる O3 曝露を実施した研究や成長期以外の期間も O3 曝露を続ける（年間を通じ

て O3曝露を行う）研究もあった。植物を育成し、O3曝露を行った装置はオープントップチ

ャンバー又は自然光型ファイトトロンであるが、Hiraoka et al.（2017）は開放系大気 CO2

増加（FACE）実験の曝露装置を応用した O3曝露システムを採用した。表 10〜表 13 に示

した研究においては、O3 と土壌への窒素負荷、土壌への養分添加、高濃度 CO2、水ストレ

ス、酸性雨等の他の環境要因との複合的な植物影響を調査した研究もあったが、本解析では

高濃度 CO2 処理区、水ストレス処理区、酸性雨処理区は解析対象から除外した。一方、土

壌への窒素負荷や養分添加と O3の複合処理実験は、通常の生育環境に近い処理区のみなら

ず、すべての処理区のデータを解析対象とした。 

スギ、アカマツ、カラマツ及びブナの成長（個体乾重量）の O3曝露-応答関係の解析結果

をそれぞれ表 14〜表 17 及び図 63～図 66 にまとめた。いずれの樹種においても、日中

12 時間の平均 O3 濃度と各樹種の個体乾重量の相対値との間に有意な直線回帰式が得られ、

その傾きの絶対値（O3感受性の指標）はブナ＞カラマツ＞アカマツ＞スギの順に高かった。

また、統合参照 O3 濃度における個体乾重量に対して 5%の成長低下が見込まれる O3 濃度

は、スギ、アカマツ、カラマツ及びブナの順にそれぞれ 65.2 ppb（99%信頼区間：48.5 – 

99.2 ppb）、56.7 ppb（同：44.6 – 80.3 ppb）、42.0 ppb（同：25.5 – 59.9 ppb）及び 38.2 ppb

（同：33.8 – 42.7 ppb）であり、10%の成長低下が見込まれる O3濃度はそれぞれ 110.3 ppb

（同：83.3 ppb – NA）、93.3 ppb（同：72.6 ppb – NA）、63.9 ppb（同：48.8 ppb – NA）

及び 56.5 ppb（同：51.5 – 62.6 ppb）であった。なお、スギ、アカマツ、カラマツでは、解

析に用いた O3 曝露濃度又は曝露量の範囲で回帰直線の 99%信頼区間の上限が 10%低下の

際の個体乾重量の相対値と一致する O3曝露指標が存在しなかった（NA）。 

日中 12 時間 SUM0 においても、4 樹種の個体乾重量の相対値との間に有意な直線回帰式

が得られたが、各樹種の R2は日中 12 時間の平均 O3濃度の R2に比べて低かった。 

 

 
9 植物が活発に光合成を行って成長する期間を指す。落葉樹の場合の成長期とは一般に着葉期

間を意味する。 
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表 10 スギの成長（個体乾重量）における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要. 

文献 試験地 樹齢 処理区 各処理区の成長デー

タの個体数等 

曝露期間 O3曝露指標の算出時刻と期間 O3 以外の処

理と本解析に

用いた処理区 

時刻 期間 

平均濃度 SUM0 

松村ら 

(1996) 

千葉県 

我孫子市 

2 年生 0.4×O3 

1.0×O3 

2.0×O3 

3.0×O3 

12 個体 (1993 年) 

12 個体 (1994 年) 

12 個体 (1995 年) 

1993年 4〜10月 

1994 年 4〜9 月 

1995年 5〜10月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

12 時間  

(6:00〜18:00) 

168 日(1993 年

4〜10 月) 

168 日(1994 年

4〜9 月) 

168 日(1995 年

5〜10 月) 

 

松村ら 

(1998) 

千葉県 

我孫子市 

1 年生 0.4×O3 

1.0×O3 

2.0×O3 

3.0×O3 

12 個体 1995 年 5〜9 月 12 時間  

(6:00〜18:00) 

12 時間  

(6:00〜18:00) 

140 日(1995 年

5〜9 月) 

[酸性雨] 

pH5.6  

松村 (2000) 

Matsumura 

(2001) 

千葉県 

我孫子市 

群馬県 

前橋市 

1〜2年生 CF 

NF 

14 個体 (1993 年) 

14 個体 (1994 年) 

24 個体 (1995 年) 

1993 年 6 月〜 

1995 年 11 月 

1994 年 5 月〜 

1995 年 11 月 

12 時間  

(6:00〜18:00) 

12 時間  

(6:00〜18:00) 

183 日(1993 年

6〜11 月) 

244 日(1994 年

4〜11 月) 

244 日(1995 年

4〜11 月) 

[酸性ミスト] 

pH5.0 

Matsumura 

et al. (2005) 

群馬県 

前橋市 

2 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

8 個体/チャンバー×

2 チャンバー (2003

年) 

2002年 7〜10月 

2003年 3〜10月 

12 時間  

(6:00〜18:00) 

― 112 日(2002 年

7〜10 月) 

220 日(2003 年

3〜10 月) 

[CO2曝露] 

Ambient 

Watanabe et 

al. (2006) 

群馬県 

前橋市 

2 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

2.0×O3 

4 個体/チャンバー×

3 チャンバー (2005

年) 

2004 年 4 月〜 

2005 年 11 月 

― 日照時 

(>50 W m-2の

時間) 

168 日(2004 年

4〜9 月) 

183 日(2005 年

4〜9 月) 

[窒素] 

N0, N20, 

N50 

Hiraoka et 

al. (2017) 

茨城県 

つくば市 

1 年生 NF 

2.0×O3 

1 個体/品種/フレーム

×12 品種×3 フレー

ム (2012 年) 

2011年 5〜11月 

2012年 4〜11月 

10 時間 a 

(7:00〜17:00) 

― 195 日(2011 年

5〜11 月) 

210 日(2012 年

4〜11 月) 

[CO2曝露] 

Ambient 

CF：浄化空気、NF：非浄化空気。 

―：日中 12 時間の平均濃度又は SUM0 のどちらか一方が示されている場合、曝露日数を用いて相互に換算した。 

N0、N20、N50：それぞれ 0、20、50 kg ha-1 yr-1 の窒素を土壌に添加した処理区。 
a日中 12 時間の平均濃度や SUM0 に換算できなかったため、曝露-応答関係の解析にそのまま用いた。 
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表 11 アカマツの成長（個体乾重量）における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要. 

文献 試験地 樹齢 処理区 各処理区の成長データ

の個体数等 

曝露期間 O3曝露指標の算出時刻と期間 O3 以外の処理

と本解析に用

いた処理区 

時刻 期間 

平均濃度 SUM0 

松村 (2000) 

Matsumura 

(2001) 

千葉県 

我孫子市 

群馬県 

前橋市 

1〜2年生 CF 

NF 

14 個体 (1993 年) 

14 個体 (1994 年) 

24 個体 (1995 年) 

1993 年 6 月〜 

1995 年 11 月 

1994 年 5 月〜 

1995 年 11 月 

 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

183 日 (1993

年 6〜11 月) 

244 日 (1994

年 4〜11 月) 

244 日 (1995

年 4〜11 月) 

[酸性ミスト] 

pH5.0 

Nakaji and 

Izuta (2001) 

東京都 

府中市 

1 年生 CF 

60 ppb 

8 個体/チャンバー×2

チャンバー 

1997年 5〜11月 8 時間 a 

(9:00〜17:00) 

― 174 日 (1997

年 5〜11 月) 

[窒素] 

N0, N100, 

N300 

Nakaji et al. 

(2004) 

東京都 

府中市 

1 年生 CF 

60 ppb 

4 個体/チャンバー×2

チャンバー (2001 年) 

2000年 5〜11月 

2001年 5〜11月 

7 時間 a 

(11:00〜18:00) 

― 197 日 (2000

年 5〜11 月) 

176 日 (2001

年 5〜11 月) 

[窒素] 

N0, N50, 

N100 

Matsumura 

et al. (2005) 

群馬県 

前橋市 

2 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

8 個体/チャンバー×2

チャンバー (2003 年) 

2002年 7〜10月 

2003年 3〜10月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

― 112 日 (2002

年 7〜10 月) 

220 日 (2003

年 3〜10 月) 

[CO2曝露] 

Ambient 

Watanabe et 

al. (2006) 

群馬県 

前橋市 

2 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

2.0×O3 

4 個体/チャンバー×3

チャンバー (2005 年) 

2004 年 4 月〜 

2005 年 11 月 

― 日照時 

(>50 W m-2の

時間) 

168 日 (2004

年 4〜9 月) 

183 日 (2005

年 4〜9 月) 

[窒素] 

N0, N20, N50 

CF：浄化空気、NF：非浄化空気。 

―：日中 12 時間の平均濃度又は SUM0 のどちらか一方が示されている場合、曝露日数を用いて相互に換算した。 

N0、N20、N50、N100、N300：それぞれ 0、20、50、100、300 kg ha-1 yr-1の窒素を土壌に添加した処理区。 

a 表記の時刻以外は曝露を行っていないため CF 区と同じ濃度と仮定し、日中 12 時間の平均濃度又は SUM0 に換算した。なお、CF 区の濃度が報告されておらず、かつ、空

気循環型のファイトトロン等を用いた実験の場合は、Watanabe et al.（2022）に報告されている数値（3.8 ppb や 4.3 ppb）を参考に 4 ppb とみなした。 
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表 12 カラマツの成長（個体乾重量）における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要. 

文献 試験地 樹齢 処理区 各処理区の成長デ

ータの個体数等 

曝露期間 O3曝露指標の算出時刻と期間 O3 以外の処

理と本解析に

用いた処理区 

時刻 期間 

平均濃度 SUM0 

松村 (2000) 

Matsumura 

(2001) 

千葉県 

我孫子市 

群馬県 

前橋市 

2 年生 CF 

NF 

14 個体 (1994 年) 

24 個体 (1995 年) 

1994 年 5 月〜 

1995 年 11 月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

244 日(1994 年

4〜11 月) 

244 日(1995 年

4〜11 月) 

[酸性ミスト] 

pH5.0 

Watanabe et 

al. (2006) 

群馬県 

前橋市 

3 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

2.0×O3 

4 個体/チャンバー

× 3 チ ャ ン バ ー 

(2005 年) 

2004 年 4 月〜 

2005 年 10 月 

― 日照時 

(>50 W m-2の

時間) 

168 日(2004 年

4〜9 月) 

183 日(2005 年

4〜9 月) 

[窒素] 

N0, N20, 

N50 

Koike et al. 

(2012) 

 

北海道 

札幌市 

2 年生 CF 

60 ppb 

2 個体/チャンバー

×4 チャンバー 

2010 年 7〜10 月 7 時間 a 

(10:00〜17:00) 

― 123 日(2010 年

7〜10 月) 

[CO2曝露] 

Ambient 

Sugai et al. 

(2018) 

北海道 

札幌市 

2 年生 CF 

NF 

NF+40 ppb 

NF+60 ppb 

4 個体/チャンバー

× 4 チ ャ ン バ ー 

(2014 年) 

2013 年 6〜10 月 

2014 年 6〜9 月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

― 135 日(2013 年

6〜10 月) 

90日(2014年 6

〜9 月) 

 

Sugai et al. 

(2019) 

北海道 

札幌市 

1 年生 NF 

NF+60 ppb 

4 個体/チャンバー

× 4 チ ャ ン バ ー 

(2016 年) 

2015 年 6〜9 月 

2016 年 5〜8 月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

― 92日(2015年 6

〜9 月) 

104 日(2016 年

5〜8 月) 

[窒素] 

なし, あり 

CF：浄化空気、NF：非浄化空気。 

―：日中 12 時間もしくは日照時の平均濃度又は SUM0 のどちらか一方が示されている場合、曝露日数を用いて相互に換算した。 

N0、N20、N50：それぞれ 0、20、50 kg ha-1 yr-1 の窒素を土壌に添加した処理区。 
a表記の時刻以外の O3曝露を行っていない時間帯は CF 区と同じ濃度と仮定し、日中 12 時間の平均濃度又は SUM0 に換算した。O3濃度は Hoshika et al. (2012)も参照した。 
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表 13 ブナの成長（個体乾重量）における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要. 

文献 試験地 樹齢 処理区 a 各処理区の成長デ
ータの個体数等 

曝露期間 O3曝露指標の算出時刻と期間 O3 以外の処
理と本解析に
用いた処理区 

時刻 期間 

平均濃度 SUM0 

松村 (2000) 

Matsumura 

(2001) 

千葉県 

我孫子市 

群馬県 

前橋市 

1 年生 CF 

NF 
14 個体 (1994 年) 

24 個体 (1995 年) 

1994 年 5 月〜 

1995 年 11 月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

244 日(1994 年
4〜11 月) 

244 日(1995 年
4〜11 月) 

[酸性ミスト] 

pH5.0 

Yonekura et 
al. (2001) 

東京都 

府中市 

4 年生 CF 

60 ppb 

15個体/チャンバー
×2 チャンバー 

1999 年 5〜10 月 7 時間 a 

(11:00〜18:00) 

― 156 日(1999 年
5〜10 月) 

[潅水]  

WW 

Matsumura 
et al. (2005) 

群馬県 

前橋市 

4 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

8 個体/チャンバー
× 2 チャ ン バー 

(2003 年) 

2002 年 7〜10 月 

2003 年 3〜10 月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

― 112 日(2002 年
7〜10 月) 

220 日(2003 年
3〜10 月) 

[CO2曝露] 

Ambient 

Yamaguchi 
et al. (2007a, 

b) 

群馬県 

前橋市 

2 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

2.0×O3 

4 個体/チャンバー
× 3 チャ ン バー 

(2004 年) 

4 個体/チャンバー
× 3 チャ ン バー 

(2005 年) 

2004 年 4 月〜 

2005 年 10 月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

日照時 

(>50 W m-2 の
時間) 

168 日(2004 年
4〜9 月) 

183 日(2005 年
4〜9 月) 

[窒素] 

N0, N20, 

N50 

武田と相原 

(2007)  

神奈川県 

山北町 

2 年生 CF 

NF 

6 個体/チャンバー
× 2 チャ ン バー 

(2004 年) 

2002 年 4〜11 月 

2003 年 4〜11 月 

2004 年 4〜11 月 

12 時間 

(6:00〜18:00)b 

12 時間 

(6:00〜18:00)b 

183 日(2002 年
4〜11 月)b 

183 日(2003 年
4〜11 月)b 

183 日(2004 年
4〜11 月)b 

 

Kinose et al. 
(2017) 

Watanabe et 
al. (2019) 

東京都 

八王子市 

2 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

5 個体/チャンバー
× 3 チャ ン バー 

(2014 年) 

5 個体/チャンバー
× 3 チャ ン バー 

(2015 年) 

2014 年 5〜11 月 

2015 年 4〜10 月 

12 時間 

(6:00〜18:00)  

日照時 

(>50 W m-2 の
時間) 

200 日(2014 年
5〜11 月) 

189 日(2015 年
4〜10 月) 

[養分] 

NF, LF, HF 

Yamaguchi 
et al. (2019) 

群馬県 

前橋市 

3 年生 CF 

1.0×O3 

1.5×O3 

2.0×O3 

8 個体/チャンバー
× 3 チャ ン バー 

(2013 年) 

2012 年 4〜11 月 

2013 年 3〜11 月 

12 時間 

(6:00〜18:00) 

― 211 日(2012 年
4〜11 月) 

231 日(2013 年
3〜11 月) 
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表 13 ブナの成長（個体乾重量）における O3曝露-応答関係の解析に用いた研究の概要（つづき）. 

文献 試験地 樹齢 処理区 a 各処理区の成長デ
ータの個体数等 

曝露期間 O3曝露指標の算出時刻と期間 O3 以外の処
理と本解析に
用いた処理区 

時刻 期間 

平均濃度 SUM0 

Watanabe et 
al. (2022) 

東京都 

府中市 

2 年生 low O3 

2.0×O3 

5 個体/チャンバー
× 3 チャ ン バー 

(2019 年) 

2018 年 6〜10 月 

2019 年 4〜9 月 

日照時 ― 134 日(2018 年
6〜10 月) 

176 日(2019 年
4〜9 月) 

[窒素] 

N0, N50, 

N100 

[CO2曝露] 

Ambient 

CF：浄化空気、NF：非浄化空気、low O3：フィルターによる O3の除去は行っていないが、チャンバー内で空気が循環しており濃度が低い空気。 

―：日中 12 時間もしくは日照時の平均濃度又は SUM0 のどちらか一方が示されている場合、曝露日数を用いて相互に換算した。 

WW：充分に潅水した処理区。 

N0、N20、N50、N100：それぞれ 0、20、50、100 kg ha-1 yr-1の窒素を土壌に添加した処理区。 

NF：肥料なし、LF：低濃度肥料添加区（液体肥料を 2 週間に 1 回、2000 倍希釈で添加）、HF：高濃度肥料添加（液体肥料を 2 週間に 1 回 1000 倍希釈で添加）。 
a表記の時刻以外の曝露を行っていない時間帯は CF 区と同じ濃度と仮定して日中 12 時間の平均濃度又は SUM0 に換算した。なお、CF 区の濃度が報告されておらず、かつ、

空気循環型のファイトトロン等を用いた実験の場合は、Watanabe et al.（2022）に報告されている数値（3.8 ppb や 4.3 ppb）を参考に 4 ppb とみなした。 
b神奈川県大気汚染常時監視測定結果（https://www.pref.kanagawa.jp/sys/taikikanshi/kanshi/realtime/index.html）をもとに 4〜11 月の日中 12 時間の平均濃度又は SUM0

を算出した。 



 

119 

 

図 63 スギの個体乾重量の O3曝露-応答関係.  

日中平均 O3濃度又は日中 SUM0 の算出時間は 12 時間（6:00〜18:00）。実線（黒）は回帰直

線、破線（赤）は 99%信頼区間。個体乾重量の相対値は、各実験で求めた参照 O3濃度又は曝

露量（それぞれ 20 ppb 及び 40 ppm h）における個体乾重量に対する相対値。曝露-応答関係の

導出方法は 4.3.1(1)及び 4.3.1(2)参照。 

 

 

表 14 スギの成長における O3曝露-応答関係の解析結果. 

O3曝露指標 (x) 日中 12 時間平均濃度 

(6:00〜18:00) 

日中 12 時間 SUM0 

(6:00〜18:00) 

エンドポイント (y) 個体乾重量 個体乾重量 

O3曝露-応答関数 y = −0.0011x + 1.02 y = −0.00055x + 1.02 

R2 0.341 0.315 

プロット数 53 53 

p 値 < 0.001 < 0.001 

5%の成長低下 a を引き起こ

す曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

65.2 ppb 

(48.5 – 99.2 ppb) 

131.1 ppm h 

(97.1 – 206.8 ppm h) 

10%の成長低下 a を引き起

こす曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

110.3 ppb 

(83.3 ppb – NA) 

222.3 ppm h 

(166.0 ppm h – NA) 

a 統合参照 O3濃度（20 ppb もしくは 40 ppm h）における個体乾重量に対する低下率。 

NA：解析に用いた O3曝露濃度又は曝露量の範囲では、回帰直線の 99%信頼区間の上限が 10%

低下の際の個体乾重量の相対値と一致する O3曝露指標が存在しない。 
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図 64 アカマツの個体乾重量の O3曝露-応答関係.  

日中平均 O3濃度又は日中 SUM0 の算出時間は 12 時間（6:00〜18:00）。実線（黒）は回帰直

線、破線（赤）は 99%信頼区間。個体乾重量の相対値は、各実験で求めた参照 O3濃度又は曝

露量（それぞれ 20 ppb 及び 40 ppm h）における個体乾重量に対する相対値。曝露-応答関係の

導出方法は 4.3.1(1)及び 4.3.1(2)参照。 

 

 

表 15 アカマツの成長における O3曝露-応答関係の解析結果. 

O3曝露指標 (x) 日中 12 時間平均濃度 

(6:00〜18:00) 

日中 12 時間 SUM0 

(6:00〜18:00) 

エンドポイント (y) 個体乾重量 個体乾重量 

O3曝露-応答関数 y = −0.0014x + 1.03 y = −0.00070x + 1.03 

R2 0.473 0.468 

プロット数 47 47 

p 値 < 0.001 < 0.001 

5%の成長低下 a を引き起こ

す曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

56.7 ppb 

(44.6 – 80.3 ppb) 

112.1 ppm h 

(88.9 – 157.3 ppm h) 

10%の成長低下 a を引き起

こす曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

93.3 ppb 

(72.6 ppb – NA) 

184.2 ppm h 

(144.0 ppm h – NA) 

a 統合参照 O3濃度（20 ppb もしくは 40 ppm h）における個体乾重量に対する低下率。 

NA：解析に用いた O3 曝露濃度又は曝露量の範囲では、回帰直線の 99%信頼区間の上限が 10%

低下の際の個体乾重量の相対値と一致する O3曝露指標が存在しない。 
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図 65 カラマツの個体乾重量の O3曝露-応答関係.  

日中平均 O3濃度又は日中 SUM0 の算出時間は 12 時間（6:00〜18:00）。実線（黒）は回帰直

線、破線（赤）は 99%信頼区間。個体乾重量の相対値は、各実験で求めた参照 O3濃度又は曝

露量（それぞれ 20 ppb 及び 40 ppm h）における個体乾重量に対する相対値。曝露-応答関係の

導出方法は 4.3.1(1)及び 4.3.1(2)参照。 

 

 

表 16 カラマツの成長における O3曝露-応答関係の解析結果. 

O3曝露指標 (x) 日中 12 時間平均濃度 

(6:00〜18:00) 

日中 12 時間 SUM0 

(6:00〜18:00) 

エンドポイント (y) 個体乾重量 個体乾重量 

O3曝露-応答関数 y = −0.0023x + 1.04 y = −0.00092x + 1.01 

R2 0.477 0.297 

プロット数 30 30 

p 値 < 0.001 < 0.01 

5%の成長低下 a を引き起こ

す曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

42.0 ppb 

(25.5 – 59.9 ppb) 

92.9 ppm h 

(49.4 ppm h – NA) 

10%の成長低下 a を引き起

こす曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

63.9 ppb 

(48.8 ppb – NA) 

145.8 ppm h 

(100.2 ppm h – NA) 

a 統合参照 O3濃度（20 ppb もしくは 40 ppm h）における個体乾重量に対する低下率。 

NA：解析に用いた O3 曝露濃度又は曝露量の範囲では、回帰直線の 99%信頼区間の上限が 5%

又は 10%低下の際の個体乾重量の相対値と一致する O3曝露指標が存在しない。 
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図 66 ブナの個体乾重量の O3曝露-応答関係.  

日中平均 O3濃度又は日中 SUM0 の算出時間は 12 時間（6:00〜18:00）。実線（黒）は回帰直

線、破線（赤）は 99%信頼区間。個体乾重量の相対値は、各実験で求めた参照 O3濃度又は曝

露量（それぞれ 20 ppb 及び 40 ppm h）における個体乾重量に対する相対値。曝露-応答関係の

導出方法は 4.3.1(1)及び 4.3.1(2)参照。 

 

 

表 17 ブナの成長における O3曝露-応答関係の解析結果. 

O3曝露指標 (x) 日中 12 時間平均濃度 

(6:00〜18:00) 

日中 12 時間 SUM0 

(6:00〜18:00) 

エンドポイント (y) 個体乾重量 個体乾重量 

O3曝露-応答関数 y = −0.0028x + 1.06 y = −0.00146x + 1.07 

R2 0.803 0.709 

プロット数 67 67 

p 値 < 0.001 < 0.001 

5%の成長低下 a を引き起こ

す曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

38.2 ppb 

(33.8 – 42.7 ppb) 

74.7 ppm h 

(63.3 – 86.3 ppm h) 

10%の成長低下 a を引き起

こす曝露濃度又は曝露量 

(99%信頼区間) 

56.5 ppb 

(51.5 – 62.6 ppb) 

109.3 ppm h 

(96.9 – 125.3 ppm h) 

a 統合参照 O3濃度（20 ppb もしくは 40 ppm h）における個体乾重量に対する低下率。 
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4.3.4 O3曝露指標の比較 

4.3.1 項で述べたように、O3曝露-応答関係の解析に用いる O3曝露指標として、日中平均

O3濃度と日中 SUM0 を用いた解析を行った（表 7、表 9、表 14〜表 17）。4.3.1(1)に示し

たように、日中平均 O3 濃度を用いた解析では参照 O3 濃度を 20 ppb とし、日中 SUM0 を

用いた解析では参照 SUM0 をイネは 25 ppm h、ハツカダイコンは 1.5 ppm h、樹木は 40 

ppm h とした。得られた O3 曝露-応答関数の決定係数（R2）は、ハツカダイコン以外の植

物種において、O3曝露指標として日中平均 O3濃度を用いた際に高かった。この傾向は特に

樹木で顕著であり、その原因として研究ごとに O3曝露期間が異なることが挙げられる。す

なわち、植物の成長や農作物の収量に対する O3の影響は植物の成長段階によって異なるに

もかかわらず、長期にわたって植物に O3を曝露した研究ではその成長低下に大きく寄与し

ないと考えられる時期の O3 濃度も SUM0 に含まれるため、O3 曝露-応答関数の R2 が低く

なったと考えられる。これに対して、日中平均 O3 濃度を用いた場合は研究間の O3 曝露期

間の違いの影響を受けずに O3 曝露-応答関数を導出できるため、得られた直線回帰式の R2

も高いことが考えられる。したがって、O3曝露指標として日中平均 O3濃度を用いる方が適

切であると判断した。 
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4.4 光化学オキシダントの植物影響に係る環境目標値に関する考察 

「光化学オキシダントの植物影響に関するまとめ」（参考資料２）を元に、光化学オキシ

ダントの植物影響の定量評価を行った。 

光化学オキシダントの植物影響に関する知見の大半は、その主成分である O3に関するも

のである。「光化学オキシダントの植物影響に関するまとめ」（参考資料２）のとおり、日本

の農作物に対する O3の影響に関する研究に基づくと、O3は様々な農作物の成長や収量等に

対して悪影響を及ぼすことは明らかである。樹木に対する O3の影響に関する研究では、日

本の現状濃度レベルの O3によっていくつかの樹種で成長が低下することが報告されており、

野外で生育する樹木の成長に対して O3が悪影響を及ぼす可能性がある。また、農作物の成

長や収量における O3 感受性や樹木の成長における O3 感受性には種間差異や品種間差異が

あることが報告されている。一方、O3以外の光化学オキシダントの成分である PAN は、日

本の植物に対する影響に関する研究が極めて限られている。以上から、植物保護のための光

化学オキシダントの環境基準の評価にあたっては、O3 を指標物質として環境目標値を示す

ことが適切であると判断された。 

O3の植物影響を定量的に評価するために、植物への総体的な O3の影響を表す指標である

成長（個体乾重量）や収量の変化率と O3曝露指標の関係（O3曝露-応答関係）を解析した。

日本国内における研究データが比較的充実していた植物種を解析対象とし、農作物ではイ

ネとハツカダイコン、樹木ではスギ、アカマツ、カラマツ及びブナとした。イネでは収量を、

それ以外の植物種では個体乾重量に対する影響を報告した複数の研究で得られた結果を統

合し、O3 曝露-応答関係を解析した（図 67）。この解析に用いた O3 曝露指標は、農作物で

は日中 7 時間もしくは 8 時間平均 O3 濃度であり、樹木では日中 12 時間平均 O3 濃度であ

る。これらの O3 曝露指標は、解析の元となった研究で用いられていた O3 曝露指標から最

適なものを選択した。O3曝露-応答関係を解析して得られた直線回帰式はいずれも有意であ

り、O3 濃度の上昇に伴う収量もしくは個体乾重量（以下、収量等とする）の低下が認めら

れた。 

4.3.1(2)で述べたとおり、環境目標値の目安となる O3曝露水準は、収量等の一定の低下率

を引き起こす O3濃度とし、直線回帰式から算出した。本評価では、欧米の評価等を参考に

5%又は 10%の収量等の低下を引き起こす値とした。なお、低下率を算出するための比較対

象となる収量等を推定するための統合参照 O3 濃度は 20 ppb とした。また、環境目標値の

目安となる O3 曝露水準の平均化時間と対象期間については、O3 曝露-応答関数の導出に用

いた研究で示されていた曝露指標の時間帯や期間と植物の成長期間等を元に検討した。そ

の結果、環境目標値の目安となる 5%又は 10%の収量等の低下を引き起こす O3 濃度とその

平均化時間や対象期間は、植物種によって異なっていた（表 18）。 

農作物を対象とした環境目標値の目安として、イネにおいて 5%又は 10%の収量等の低下

を引き起こす O3濃度はそれぞれ 34.8 ppb 及び 49.6 ppb であった。その平均化時間は、O3

曝露-応答関数の導出に用いた研究で示されている曝露指標の時間帯や期間、イネの栽培期

間等を総合的に勘案し、日中 7 時間平均値（9:00〜16:00）の 4 か月平均値（6〜9 月）が適

切であると考えられた。ハツカダイコンにおいて 5%又は 10%の個体乾重量等の低下を引き

起こす O3濃度はそれぞれ 38.1 ppb 及び 51.2 ppb であり、その平均化時間は O3曝露-応答
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関数の導出に用いた研究で示されている曝露指標の時間帯から日中 8 時間平均値（8:00〜

16:00）とした。イネとは異なり、ハツカダイコンは通年栽培される農作物であることから、

対象期間（時期）を定めることは困難であった。ここで、ハツカダイコンの O3曝露-応答関

数の導出に用いた研究は、大気環境を評価するための指標植物としてハツカダイコンを用

いた 7 日間の曝露実験が主体であるため、農作物としての栽培期間から考えると、O3 曝露

期間が非常に短い研究がほとんどである。そのため、環境目標値の目安の評価対象とする農

作物としてはイネが適切であると考えられた。 

樹木を対象とした環境目標値の目安としては、O3 感受性の樹種間差異（別添 2 参照）で

示したように、個体乾重量の 5%又は 10%の低下がみられる O3 濃度はブナで最も低く、そ

れぞれ 38.2 ppb 及び 56.5 ppb であった。スギ、カラマツ、アカマツ、ブナの平均化時間は、

O3曝露-応答関数の導出に用いた研究で示されている曝露指標の時間帯や期間、樹木の成長

期間等を総合的に勘案し、いずれも日中 12 時間平均値（6:00〜18:00）の 6 か月平均値（4

〜9 月）が適切であると考えられた。 

農作物と樹木で環境目標値の目安となる 5%又は 10%の収量等の低下を引き起こす O3濃

度を比較すると（表 18）、最も低かったのはイネであり、環境目標値の検討においてはイネ

の解析結果を重要視することが適切であると考えられた。一方、樹木における 5%又は 10%

の収量等の低下を引き起こす O3濃度はイネよりも高いが、その平均化時間や対象期間は異

なる。樹木は成長期間が農作物よりも長く、スギ、アカマツ、カラマツ及びブナはいずれも

日本の代表的な樹種であることから、樹木を対象とした解析で得られた環境目標値の目安

は、日本の樹木に対する O3の影響を考慮する際の重要な情報となると考えられた。 

環境目標値の検討にあたっては、今回 O3曝露-応答関係の導出が可能であった農作物等で

あり、国内において重要な農作物であるイネの収量の 5〜10 %の低下に対応する日中 7 時

間平均値（9:00〜16:00）の 4 か月平均値（6〜9 月）34.8〜49.6 ppb と、樹木で最も感受性

が高いブナの成長（個体乾重量）の 5〜 10 %の低下に対応する日中 12 時間平均値（6:00〜

18:00）の 6 か月平均値（4〜9 月）38.2〜56.5 ppb を目安とすることが適切であると考えら

れた。 

日本の農作物に対する O3の影響に関する研究に基づくと、O3は様々な農作物の成長や収

量等に対して悪影響を及ぼすことは明らかである。また、樹木に対する O3の影響に関する

研究では、日本の現状濃度レベルの O3によっていくつかの樹種で成長が低下することが報

告されており、野外で生育する樹木の成長に対して O3が悪影響を及ぼす可能性がある。今

回複数の日本の植物種に関して O3 曝露-応答関係の導出とそれに基づく環境目標値の目安

の導出が可能であった。したがって、O3 の環境目標値の設定に当たっては、人健康への影

響の回避の観点のみならず、日本の植物への影響も考慮することが適当である。 

なお、日最高 8 時間値の年平均値と、上述の日中 7 時間平均値（9:00〜16:00）の 4 か月

平均値（6〜9 月）及び日中 12 時間平均値（6:00〜18:00）の 6 か月平均値（4〜9 月）につ

いて大気モニタリングデータの解析を行ったところ（「参考資料 3 モニタリング結果の詳細 

5. 植物影響評価の曝露指標と健康影響評価の曝露指標の関連性の解析」参照）、これら指標

間の回帰式から日中 7 時間平均値（9:00〜16:00）の 4 か月平均値（6〜9 月）34.8〜49.6 

ppb、日中 12 時間平均値（6:00〜18:00）の 6 か月平均値（4〜9 月）38.2〜56.5 ppb に相
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当する日最高 8 時間値の年平均値はそれぞれ約 37～54 ppb、約 41～64 ppb と推定され、

その下限値は健康影響に関する長期曝露に係る環境目標値 40 ppb(0.04 ppm)と概ね同程度

である。 

 

 

図 67 イネ（品種：コシヒカリ）の収量とハツカダイコン（品種：コメット）、 

スギ、アカマツ、カラマツ及びブナの個体乾重量の O3曝露-応答関係.  

平均 O3濃度の算出時間は、イネでは 7 時間もしくは 8 時間、ハツカダイコンでは 8 時間、樹

木では 12 時間。実線（黒）は回帰直線、破線（赤）は 99%信頼区間。収量又は個体乾重量の

相対値は、各実験で求めた参照 O3濃度（20 ppb）における収量又は個体乾重量に対する相対

値。曝露-応答関係の導出方法は 4.3.1(1)及び 4.3.1(2)参照。 

 



 

127 

表 18  O3曝露-応答関係の解析に用いたエンドポイント及び曝露指標と導出された環境目標値の目安となる O3曝露水準. 

植物種 農作物 樹木 

イネ 

(品種：コシヒカリ) 

ハツカダイコン 

(品種：コメット) 

スギ アカマツ カラマツ ブナ 

エンドポイント 収量 個体乾重量 個体乾重量 個体乾重量 個体乾重量 個体乾重量 

O3曝露指標 日中 7 時間 

平均濃度 

日中 8 時間 

平均濃度 

日中 12 時間 

平均濃度 

日中 12 時間 

平均濃度 

日中 12 時間 

平均濃度 

日中 12 時間 

平均濃度 

対象時刻 9:00〜16:00 8:00〜16:00 6:00〜18:00 6:00〜18:00 6:00〜18:00 6:00〜18:00 

対象期間 6〜9 月 ―b 4〜9 月 4〜9 月 4〜9 月 4〜9 月 

5%の収量又は成

長低下 aを引き起

こす曝露濃度 

(99%信頼区間) 

34.8 ppb 

(17.7 – 46.8 ppb) 

40.0 ppb 

(33.0 – 48.5 ppb) 

65.2 ppb 

(48.5 – 99.2 ppb) 

56.7 ppb 

(44.6 – 80.3 ppb) 

42.0 ppb 

(25.5 – 59.9 ppb) 

38.2 ppb 

(33.8 – 42.7 ppb) 

10%の収量又は

成長低下 a引き起

こす曝露濃度 

(99%信頼区間) 

49.6 ppb 

(37.1 – 64.6 ppb) 

60.0 ppb 

(51.0 – 74.5 ppb) 

110.3 ppb 

(83.3 ppb – NA) 

93.3 ppb 

(72.6 ppb – NA) 

63.9 ppb 

(48.8 ppb – NA) 

56.5 ppb 

(51.5 – 62.6 ppb) 

a 統合参照 O3濃度（20 ppb）における収量もしくは個体乾重量に対する低下率。 

b 通年栽培のため期間は記載せず。 

NA：解析に用いた O3 曝露濃度又は曝露量の範囲では、回帰直線の 99%信頼区間の上限が 5%又は 10%低下の際の個体乾重量の相対値と一致する

O3 曝露指標が存在しない。 
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別添１ O3曝露-応答関係の評価における不確実性 

O3 曝露に対するイネの収量とハツカダイコン、スギ、アカマツ、カラマツ、ブナの成長

（個体乾重量）の O3曝露-応答関係式に含まれうる不確実性を検討し、整理する。 

 

（１）生育環境による O3影響の違い 

植物に対する O3の影響は、その生育環境によって変化する。例えば、光強度、気温、土

壌水分、土壌への窒素負荷量、施肥量、大気 CO2 濃度、酸性降下物等の環境要因は、農作

物や樹木に対する O3の影響やその程度を変化させることが報告されている。生育環境の違

いは気孔を介した葉の O3吸収量や葉内における O3の解毒量の変化等を通して O3の影響の

程度を変化させる可能性があり、実験で得られた O3濃度もしくは積算曝露量と成長や収量

との関係を実験範囲外の環境に適用する際に不確実性が生じる。そこで、以下の（１-１）

〜（１-３）では、こうした生育環境の違いをもたらす実験上の問題点や注意点を述べる。 

 

（１-１）実験環境と野外の実環境との違い 

O3 曝露-応答関係の導出に用いた研究では、オープントップチャンバー（OTC）（イネ、

ハツカダイコン、スギ、アカマツ、カラマツ、ブナ）、自然光型ファイトトロン（ハツカダ

イコン、スギ、アカマツ、カラマツ、ブナ）、開放系大気 CO2増加実験（FACE）の曝露装

置を応用した O3曝露システム（スギ）を用いている。 

自然光型ファイトトロンは、あらかじめ設定した気温や相対湿度に制御されており、一般

に野外の環境を模しておらず、植物の生育環境としては人工的な環境である。 

OTC は、自然光型ファイトトロンに比べて野外環境により近い植物生育環境であるが、

O3を含む外気の導入がチャンバー下部からなされる OTC の場合、鉛直方向の O3濃度勾配

が野外のそれと逆になる。また、OTC 内では、囲いとなるガラスやフィルムによる遮光、

降水の遮蔽に伴う土壌含水率の低下、変動のない一定の風速、結露の減少、気温の上昇とそ

れに伴う大気飽差の低下等のチャンバー効果と呼ばれる野外環境との微気象の違いが生じ

る（Fuhrer, 1994）。 

FACE 型の O3曝露システムではチャンバー効果がなく、その生育環境は野外環境に限り

なく近いが、濃度上昇のために添加した O3の均一化は自然状態で生じる乱流と拡散に依存

するため、特に風速が弱い時等は放出口周辺等で高濃度 O3の空間が形成される。 

 

（１-２）ポット栽培と地植え 

ハツカダイコンはすべての実験で、イネと樹木では大半の実験がポットに植えた植物を

用いた研究である。一般に、ポット植えをした植物の生育環境は野外で地面に直接植えた場

合（直植え）とは外界からの養分供給等が異なることに留意が必要である。 

 

（１-３）研究が行われた地域の偏り（地域性） 

解析に用いた研究は、ハツカダイコンとカラマツの一部研究を除き、ほぼすべてが関東地

方で行われた。実験場所が偏ると、気温や日照時間等の生育環境が一様になることが懸念さ

れる。 
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（２）遺伝的多様性 

森林樹木の遺伝子型は生息地域によって異なり、遺伝的多様性は O3感受性の違いを生じ

させることが海外の研究で明らかにされている。現在のところ、日本の樹木の遺伝的な違い

による O3感受性の差異に関する知見はないが、遺伝的多様性は日本の樹木においても認め

られるため、実験で得られた O3曝露-応答の関係には不確実性がある。 

 

（３）実験の O3曝露期間 

O3 曝露-応答関係の導出に用いた研究のうち、特にハツカダイコンと樹木の O3 曝露期間

に大きなばらつきがあった。 

ハツカダイコンへの O3曝露期間は、最も短い研究では 7 日間であり、最も長い研究では

30 日間であった。ハツカダイコンの O3 曝露-応答関係の導出に用いた研究では、ハツカダ

イコンを大気汚染の程度を調査するための指標植物として用いた研究が主体であるため 7

日間の O3 曝露が多かった。O3 の曝露日数によってその影響の程度が異なる可能性があり、

平均濃度では曝露日数の違いを考慮できない点で曝露-応答関係に不確実性がある。農作物

としての栽培期間から考えると、O3 曝露期間が短い研究が大半であったため、その結果の

解釈に注意が必要である。 

樹木の研究における O3曝露期間に大きなばらつきがあり、短い研究では 100 日前後であ

るが、最も長い研究では O3曝露が 2.5 年に及んでいた。複数年の実験の場合は、単年度あ

たりの相対成長に換算し、曝露-応答関係の解析に用いているが、単年度あたりの曝露日数

には違いがあるため、ハツカダイコンと同様の不確実性が生じる。また、O3 は翌年の出葉

数、葉面積、光合成等に影響を及ぼして成長を低下させる持ち越し効果をもたらすことが知

られており（Yonekura et al., 2004）、複数年の曝露実験の場合は曝露-応答関係の解析に用

いる単年度あたりの相対成長が小さくなる可能性がある。 

 

（４）苗木と成木 

海外では苗木のほか、森林にて成木に O3を曝露する大規模な実験が行われ、苗木と成木

では O3感受性が異なる可能性が指摘されている。日本の樹木の O3曝露-応答関係の元とな

った実験的研究はすべて 1 年生から 4 年生の苗木を対象とした研究であり、成木で同じ O3

曝露-応答関係がみられない可能性がある。また、樹木の O3 曝露-応答関係の元となった実

験的研究は、いずれも数ヶ月〜3 年程度10の O3 曝露による結果である。樹木の生物寿命を

考慮すると、苗木に対する数ヶ月〜数年程度の短期間曝露の結果が、より長期間の曝露によ

る累積的な影響や成木・森林への影響をどの程度表しているかは不明である。一方、より長

期間の O3 曝露による累積的な植物影響は、O3 曝露期間が長くなれば、O3 濃度をはじめと

した樹木を取り囲む環境そのものが変化していくため、実験的研究で累積的な影響を正確

にとらえることは難しいと思われる。 

 

 
10 通年で O3曝露を行った研究もあるが、樹木の成長期にあたる 4〜11 月頃の数ヶ月間のみの

O3曝露を複数年行った研究もある。 
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（５）O3曝露-応答関係における低濃度領域の応答 

一般に、植物の成長や農作物の収量に対する O3の影響は O3濃度が高い方が顕著であり、

低濃度 O3 域においては O3 濃度の上昇に伴う低下が生じにくく、高濃度 O3 域では O3 濃度

の上昇に伴う低下が顕著に現れるという非線形の応答が知られている。そこで、本評価では、

このような応答を表現できる Weibull 関数を用いた O3 曝露-応答関係の解析を行った。そ

の結果、低濃度 O3域での応答が適切に表現された植物種（スギ等）があった一方で、低濃

度 O3域での O3による収量低下の方が高濃度 O3域でのそれよりも顕著になるという植物の

O3曝露-応答関係としては考えにくい回帰式が得られた植物種（イネ）もあった。スギの場

合は低濃度 O3 域において O3 による成長低下が認められず、Weibull 関数による回帰の場

合と直線回帰の場合で 5%の成長低下を引き起こす O3濃度が異なっていた（日中 12 時間平

均濃度でそれぞれ 82.0 ppb と 65.2 ppb）。また、前述した 5%のイネの収量もしくは植物の

個体乾重量の低下を引き起こす O3濃度を導出した結果、イネとスギを除いたすべての植物

種において直線回帰した場合と同程度であった。したがって、Weibull 関数を用いてもイネ

では O3 曝露-応答関係が適切に表現されなかったこと、O3 感受性が比較的低いスギを除け

ば O3曝露-応答関係は直線的であると見受けられること、最終的に導出される 5%の収量等

の低下を引き起こす O3 濃度はほぼ同様であることから、O3 曝露-応答関係の解析には直線

回帰を用いた。 

 

（６）O3曝露指標 

植物に対する O3の影響は、大気 O3濃度が高く、植物への O3曝露期間が長いほど、より

顕著になることが知られている。そのため、平均 O3 濃度よりも、AOT40 などの高濃度の

O3 に重み付けをした積算曝露量の方が O3 による収量や個体乾重量の低下をより良く説明

できる可能性がある。そこで、本評価では AOT40 を O3 曝露指標とした O3 曝露-応答関係

の解析も検討した。その結果、AOT40 そのものを報告もしくはそれが算出可能な形で O3濃

度を報告している文献数やそこから得られる利用可能なデータ数は、平均濃度や SUM0 の

それらよりも少なく、限られていた（表 5）。そのため、本評価では AOT40 は O3曝露-応

答関係の解析から除外したが、限られた文献に基づく予備解析は行った。その結果、ハツカ

ダイコンとカラマツを除いて、AOT40 の O3曝露-応答関係の決定係数（R2）は日中平均 O3

濃度のそれより低かった（データは示さず）。この理由として、4.3.4 に示した SUM0 の場

合と同様に、長期にわたって植物に O3を曝露した研究では、その成長低下に大きく寄与し

ないと考えられる時期の O3 濃度も AOT40 に含まれていることが考えられる。また、例え

ば、文献数の少ないスギに関しては、R2 は 0.119 となり、有意な相関が認められなかった。

これは、スギの成長低下が認められた高濃度の O3 曝露実験では AOT40 が報告されておら

ず、O3曝露-応答関係の解析に含まれなかったことに起因していた。こうしたデータ不足等

も踏まえて、AOT40 は本評価での O3 曝露-応答関係の解析における O3 曝露指標としては

適切ではないと考え、今回の解析から除外した。しかしながら、前述の通り、AOT40 は平

均濃度よりも O3による収量や個体乾重量の低下をより良く説明できる可能性がある。また、

O3は気孔を介して葉内に侵入して害作用を引き起こすため、欧州では AOT40 を O3曝露指

標とした環境基準やクリティカルレベルのほか、生物学的に考えてより適切に植物影響を
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説明できる気孔を介した葉の O3吸収量に基づくクリティカルレベルも設定している。日本

では O3 曝露指標として気孔を介した葉の O3 吸収量を報告している研究は限られており、

それに基づいた環境目標値の導出は困難である。気孔を介した葉の O3吸収量は、O3と他の

環境要因との複合影響を説明できる可能性も指摘されていることから、今後、より適切な環

境目標値を導出するためには、葉の O3吸収量を用いた O3曝露-応答関係の解析を行う必要

がある。 
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別添２ O3曝露-応答関係を導出した植物の栽培・生息地域と O3感受性 

農作物の成長や収量における O3感受性には、種間差異や品種間差異がある（別紙参照）。

また、樹木の成長における O3 感受性には樹種間差異があり、生育環境によって O3 感受性

が変化することも報告されている（別紙参照）。そこで、O3曝露-応答関係を導出したイネ、

ハツカダイコン、スギ、アカマツ、カラマツ、ブナの日本における栽培地域あるいは生息地

域と O3感受性の種間差異や品種間差異を調査した研究等を整理した。 

 

（１）イネ 

イネは全国的に生産されている作物であり、新潟県、北海道、秋田県等が主要な生産地で

ある。表 19 に、令和 5 年のイネ（水稲）の作付面積と収穫量の上位 10 道県を整理した。

国内で最も作付割合が高い品種はコシヒカリであり、令和 4 年の作付割合は 33.4%11（主要

産地は新潟県、茨城県、栃木県）であった。 

 

表 19 水稲の作付面積・収穫量の上位 10 道県（令和 5 年） 

都道府県 作付面積（子実用） 収穫量（子実用） 主食用作付面積 収穫量（主食用） 

順位 ha 順位 t 順位 ha 順位 t 

新潟県 1 115,800 1 591,700 1 100,600 1 514,100 

北海道 2 93,300 2 540,200 2 82,200 2 475,900 

秋田県 3 83,000 3 458,200 3 69,900 3 385,800 

山形県 4 61,000 4 359,300 7 52,400 5 308,600 

宮城県 5 60,900 5 344,700 5 57,200 4 323,800 

茨城県 6 59,700 7 316,400 4 57,800 6 306,300 

福島県 7 58,400 6 327,600 6 53,100 7 297,900 

栃木県 8 51,400 8 284,200 8 47,200 8 261,000 

千葉県 9 47,700 9 265,700 9 45,800 9 255,100 

岩手県 10 45,200 10 249,100 10 42,800 10 235,800 

農林水産省「令和 5 年産作物統計（普通作物・飼料作物・工芸農作物）」12の「水稲（全

国農業地域別・都道府県別）」13より、作成 

注 1：作付面積（子実用）とは、青刈り面積（飼料用米等を含む。）を除いた面積である。  

注 2：主食用作付面積とは、水稲作付面積（青刈り面積を含む。）から、備蓄米、加工用米、新規需要米

等の作付面積を 

除いた面積である。 

 

下記のようなイネの収量における O3感受性の品種間差異や種間差異を調査した研究があ

 
11 公益社団法人 米穀安定供給確保支援機構「令和４年産 水稲の品種別作付動向について」 

https://www.komenet.jp/pdf/R04sakutuke.pdf 
12 http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sakumotu/index.html 
13 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?stat_infid=000040128871 
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る。 

⚫ 日本のイネ 9 品種を対象とした 3 段階の O3濃度による OTC 試験（浄化空気区、

野外空気区、1.5 倍 O3区）で相対収量と O3の AOT40 の関係を調査した研究では、

コシヒカリの収量に対する O3 感受性は調査した 9 品種の中では中庸であった

（Yonekura et al., 2005a）。 

⚫ 日本とアジアのイネ 21 品種を対象としたガラス温室型 OTC を用いた O3 曝露試

験では、外気の 2 倍の O3濃度（24 時間平均値で 57 ppb）で有意な収量低下が生

じた品種はすべてインディカ型品種であり、きらら 397 を除いたほとんどのジャ

ポニカ型品種（コシヒカリを含む）は O3 による有意な収量低下を示さなかった

（Sawada and Kohno, 2009）。 

⚫ 欧米の品目との比較ではあるが、イネ（コシヒカリ）の収量における O3感受性は、

ワタ、春コムギ、ダイズのそれより低いことが報告されている（小林, 1999）。 

 

 

（２）ハツカダイコン 

ハツカダイコン（ラディッシュ）の主な生産地は、愛知県等である。表 20 に、令和 4 年

のハツカダイコンの出荷量の上位 10 道県を整理した。 

 

表 20 ハツカダイコン（ラディッシュ）の収穫量、作付面積、収穫量、出荷量の上位 10

道県（令和 4 年） 

都道府県 作付面積 収穫量 出荷量 

順位 ha 順位 t 順位 t 

愛知県 1 7 1 510 1 510 

福岡県 3 2 2 54 2 54 

北海道 2 6 3 53 3 53 

鹿児島県 3 2 4 25 4 23 

群馬県 7 1 5 23 4 23 

静岡県 3 2 6 19 6 19 

長野県 7 1 7 14 7 14 

大阪県 7 1 8 10 8 9 

神奈川県 12 0 10 9 9 8 

兵庫県 12 0 8 10 10 7 

農林水産省「令和 4 年産地域特産野菜生産状況調査」14の「令和 4 年産都道府県別の作付

面積、収穫量及び出荷量」の「（１）根菜類 イ ラディッシュ」より作成。 

 

下記のようなハツカダイコンの成長や収量における O3感受性の品種間差異や種間差異を

調査した研究がある。 

 
14 https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/tokusan_yasai/ 
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⚫ 都市近郊野菜 10 種を対象として、OTC を用いた３段階の O3曝露試験（浄化空気

区、野外 O3 区、1.5 倍野外 O3区）を複数回実施した研究では、ハツカダイコンの

収量における O3感受性は中庸（6 位）であった（米倉ら, 2007）。 

⚫ ハツカダイコン 3 品種を対象とした OTC 試験では、個体乾物成長に基づいた O3

感受性に品種間差異があり、ユキコマチ＞コメット＞ホワイトチェリッシュの順

に高かった（Izuta et al., 1994）。 

 

（３）スギ、アカマツ、カラマツ、ブナ 

スギ、アカマツ、カラマツ、ブナは日本を代表する森林樹木であり、スギとアカマツは常

緑針葉樹、カラマツは落葉針葉樹、ブナは落葉広葉樹である。図 68〜図 71 に、スギ、ア

カマツ、カラマツ、ブナの国内分布を示した（林野庁「森林生態系多様性基礎調査」15の第

４期（平成 26〜30 年度）の調査結果）。スギは日本の固有種であり、主に本州、四国、九州

に分布している。アカマツは、主に本州、四国、九州に分布している。カラマツは、主に北

海道、本州中央部、東北に分布している。ブナは、主に北海道南西部と本州に分布している。 

 

 

図 68 スギの国内分布 

（林野庁「森林生態系多様性基礎調査」第４期（平成 26〜30 年度）調査結果） 

 

 
15 https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/tayouseichousa/index.html 
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図 69 アカマツの国内分布 

（林野庁「森林生態系多様性基礎調査」第４期（平成 26〜30 年度）調査結果） 

 

 

図 70 カラマツの国内分布 

（林野庁「森林生態系多様性基礎調査」第４期（平成 26〜30 年度）調査結果） 
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図 71 ブナの国内分布 

（林野庁「森林生態系多様性基礎調査」第４期（平成 26〜30 年度）調査結果） 

 

日本の森林樹木の成長における O3感受性には樹種間差異があることが明らかになってい

る。スギ、アカマツ、カラマツ、ブナを含む樹木の個体乾物成長における O3感受性の樹種

間差異を調査した研究を示す。 

⚫ 現状濃度レベルの O3 によって有意に成長が低下する「高感受性種」、現状濃度レ

ベルの 1.5 倍又は 2.0 倍の濃度の O3を曝露したときに有意に成長が低下する「中

感受性種」、成長が低下しない「低感受性種」の 3 つに分類した Kohno et al. (2005) 

及び Yamaguchi et al. (2011)では、ブナ、アカマツ、カラマツを「高感受性種」、

スギを「低感受性種」と分類している。 

⚫ 16 樹種の苗木の個体乾重量と O3 の AOT40 の関係を解析した結果では、ブナは

O3 感受性が比較的高い樹種であることが報告されている（伊豆田と松村, 1997）。 

⚫ 苗木の個体乾物増加量と 4〜9 月の O3 の AOT40 との関係を解析した研究

（Watanabe et al., 2006, 2007, 2008; Yamaguchi et al., 2007a; 渡辺と山口, 2011）

では、ブナとカラマツの回帰直線の傾きの絶対値がアカマツとスギのそれと比べ

て高く、O3 感受性が高いことが報告されている。なお、伊豆田と松村 (1997)、

Kohno et al. (2005) 及び Yamaguchi et al. (2011) の調査結果では、アカマツは

O3感受性が比較的高い樹種に分類されており、前述の研究（Watanabe et al., 2006, 

2007, 2008; Yamaguchi et al., 2007a; 渡辺と山口, 2011）の調査結果とやや整合

しない点はあるが、これには気象条件や栄養条件等の O3感受性への影響等が考え

られる。 
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第5章  まとめと今後の課題 

5.1 まとめ 

本報告では光化学オキシダントの健康影響に関する定量評価を行い、環境基準設定に当

たっての環境目標値の候補及び達成評価方法を示した。また、植物影響についても定量評価

を行い環境目標値の候補に関する検討を行った結果をまとめた。 

短期曝露影響に係る環境目標値については、短期曝露影響に関する人志願者実験及び疫

学知見を総合的に検討することにより候補を示した。また、長期曝露影響に係る環境目標値

については、人健康影響に関しては疫学知見における対象地域の濃度とその地域の健康影

響指標との関係について検討した。 

これらの検討結果を踏まえて、健康影響の短期曝露影響に係る環境目標値及び長期曝露

影響に係る環境目標値としては以下が適当である。4.4 節で述べたとおり、以下の健康影響

の長期曝露影響に係る環境目標値によって、植物影響も考慮されたものとなると考えられ

る。 

 

⚫ 短期曝露影響に係る環境目標値 

➢ 8 時間値 0.07 ppm 以下 

⚫ 長期曝露影響に係る環境目標値 

➢ 日最高 8 時間値の年平均値 0.04 ppm 以下 

 

なお、環境基準の物質名としてはこれまでの取り組みの継続性を踏まえ光化学オキシダ

ントを維持するが、3.2.1 項、4.2.1 項で述べたとおり、環境上の条件としてはオゾンとし

て示すことが適当である。光化学オキシダントの健康影響及び植物影響に関して今般提示

した環境目標値等については、研究の進歩による新しい知見をこれに反映されるべく、一

定期間ごとに改めて評価、点検されるべきである。 

 

5.2 調査研究に関する今後の課題 

今回の環境目標値の提案に当たって、非常に数多くの信頼性の高い科学的知見を基に評

価を行ってきたが、一方で様々な不確実性が存在することも前提に評価を進めてきた。これ

らの不確実性を減するために今後取り組むべき調査研究に関する今後の課題を指摘する。 

光化学オキシダントの健康影響に関する数多くの知見が収集されているが、我が国の光

化学オキシダントの健康影響に関する知見は、米国を中心とした国外の知見と比較して少

ない状況にある。また、光化学オキシダントの植物影響に関しては、国内の野外環境下で

調査した研究結果から得られた O3曝露-応答関係に基づいて定量評価を行ったが、この評

価には、生育環境による O3影響やその程度の違い等、様々な不確実性が含まれている状

況である。 

そのため、光化学オキシダントの長期曝露による呼吸器影響等や生育環境による植物に

対する O3の影響の違い等の国内知見の充実を図り、我が国における光化学オキシダント
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の環境大気中濃度の測定及び曝露による健康影響及び植物影響の現状を把握する必要があ

る。 

具体的には、次に示される知見の蓄積が望まれる。 

 

(1) 健康影響に係る知見 

⚫ O3の長期曝露による呼吸器影響についての国内疫学研究 

⚫ O3の短期曝露による循環器系、代謝系、神経系などの影響や長期曝露による循環器

系、発がん、生殖・神経発達などの影響など、現時点では悪影響を及ぼし得ることは

確からしいと判断することは困難であった健康影響に着目した国内疫学研究 

⚫ 疫学研究における曝露評価への適用を目指した O3及び O3以外の光化学オキシダント

（PAN 等）をはじめとした大気汚染物質の環境大気中濃度推計モデルの高度化に関す

る研究 

 

(2) 植物影響に係る知見 

⚫ 生育環境の違いが植物の O3感受性に与える影響に関する国内研究 

⚫ 遺伝的多様性が O3感受性に与える影響に関する国内研究 

⚫ O3曝露期間の違いに伴う影響の程度の変化に関する国内研究 

⚫ 苗木と成木の O3感受性の違いに関する国内研究 

⚫ O3曝露-応答関係における低濃度領域の応答に関する国内研究 

⚫ 気孔を介した葉の O3吸収量など生物学的な作用メカニズムを踏まえた O3曝露-応答

関係の解析に関する国内研究 

⚫ O3以外の光化学オキシダント（PAN 等）の植物影響に関する国内研究 
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参考資料 

参考資料 1 光化学オキシダントの健康影響に関するまとめ 

光化学オキシダントの健康リスクに関する定量評価については、オゾンとオゾン以外の

光化学オキシダント成分の健康影響に関する科学的知見を別々に検討・評価することが適

切であると判断されたことから、まず、オゾンの健康影響に関する科学的知見のとりまとめ

を行うとともに、オゾン以外の光化学オキシダント成分としてその健康影響に関する科学

的知見が報告されているパーオキシアセチルナイトレート（以下、「PAN」という。）につい

てとりまとめた。 

「１．オゾンの短期曝露影響」、「２．オゾンの長期曝露影響」、及び「３．パーオキシア

セチルナイトレート（PAN）の健康影響」の各章では、疫学研究、人志願者実験、並びに動

物実験に関する文献の記載に基づく科学的知見の要約として整理し、「４．全体のまとめ」

においてはオゾン及びPANの曝露と各健康影響の関連性の確からしさに関わる判断を示し

た。 

なお、疫学研究に関する報告において光化学オキシダント濃度として記載されているも

のについては、原則として原典の記載のとおり Ox として示し、オゾン濃度として記載され

ているものについては O3として示した。 

また、国内の報告であるものにはその旨がわかるよう「国内では」等と示した。特段の断

わりがないものについては海外の報告を参照した。 

 

1. オゾンの短期曝露影響 

1.1. 呼吸器影響 

1.1.1. 疫学研究 

短期曝露影響に関する疫学研究では、年齢、職業等が同様の集団を対象として比較的短期

間に O3濃度変動（しばしば大きな濃度変動）と対象者それぞれの健康影響指標の変化との

関係を解析するいわゆるパネル研究や、地域における大気汚染物質濃度の短期的変動とそ

の地域集団における健康影響指標（医療機関への入院・受診、死亡等）との関連性を解析す

る時系列研究などがある。後者の解析手法としては一般化加法モデルやロジスティック回

帰分析などの統計モデルを用いて、気象因子などの交絡因子・修飾因子を考慮した解析が行

われている。 

 

肺機能についての短期曝露影響に関する疫学研究では国内外で複数の報告がある。 

国内では、健康な成人及び未成年を対象としたいくつかの研究が行われている。大学生を

対象とした研究では、O3 曝露(検査前 24 時間値濃度範囲約 5～60 ppb)と 1 秒量（Forced 

expiratory volume (1 second)）（以下、「FEV1」という。）との間に一貫した関連性はみら

れなかったと報告されている。一方で、未成年を対象とした研究では O3曝露との間に負の

関連性が報告されており、高校生を対象とした研究では、屋内 O3濃度(検査前 24 時間値濃

度範囲約 2～30 ppb)の上昇とピーク・フロー（Peak Expiratory Flow）（以下、「PEF」と
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いう。）の低下に関連性がみられ、さらに、喘息歴を有する対象者において、屋内 O3濃度の

上昇と FEV1の低下に関連性がみられたと報告されている。また、小学生を対象とした研究

では O3 濃度（日平均値範囲約 1～70 ppb）の上昇と PEF の低下に関連性がみられた報告

されている。また、未成年の重症喘息患者を対象とした研究では Ox 濃度（1 時間値の朝、

昼、夜の平均の範囲約 8～23 ppb）の上昇と朝及び晩の PEF の低下に関連性がみられたが、

他の大気汚染物質を考慮した解析では関連性はみられなかったと報告している。小学生又

は高校生を対象とした研究では、対象者の一部で O3 濃度（1 時間値の濃度範囲約 0～250 

ppb）の上昇と気道抵抗の増加に相関がみられたと報告されている。 

海外では、健康な成人、未成年、喘息患者、慢性閉塞性肺疾患（以下、「COPD」という。）

患者及び喘息患児を対象として、O3 曝露と肺機能の関連性を検討した研究が数多くある。

健康な成人を対象とした研究では、O3 濃度の上昇と FEV1 又は努力肺活量（Forced vital 

capacity）（以下、「FVC」という。）の低下に関連性がみられたとする報告が多くある。一

方で、O3濃度の上昇と FEV1や FVC の上昇に関連性がみられたとする報告、関連性はみら

れなかったとする報告もある。健康な未成年を対象とした研究についても、O3 濃度の上昇

と FEV1又は FVC の低下に関連性がみられたとする多くの報告がある。成人ないし高齢者

の喘息患者、COPD 患者、及び喘息患児を対象とした研究では、O3 濃度の上昇と FEV1 又

は FVC の低下に関連性がみられたとする報告もあるが、関連性がみられなかったとする報

告が多かった。 

 

呼吸器症状については、国内では日記や質問票への回答に基づく症状発生件数の変化と

O3 濃度との関連性を評価した研究がある。成人や高齢者までを対象としたいくつかの研究

では、昼間の 2 週間平均 Ox 濃度（月平均値範囲約 20～60 ppb）の上昇と咳や喘鳴などの

呼吸器症状の増加に関連性がみられたと報告されている。一方、小学生を対象とした研究で

は O3濃度（日平均値範囲約 1～70 ppb）と呼吸器症状に関連性はみられなかったと報告さ

れている。 

海外では、成人又は未成年の喘息患者を対象として、O3 濃度と喘息症状増悪の指標であ

る喘息治療薬の使用量や頻度、質問票等への回答内容との関連性を評価した研究がある。未

成年の喘息患者を対象として、喘息治療薬の使用量や頻度について評価した研究では、昼間

12 時間平均値、ないし日最高 1 時間値の O3濃度（研究報告毎に濃度範囲は異なる）の上昇

と喘息治療薬使用の増加に関連性がみられたと報告されている。成人及び未成年の喘息患

者、COPD 患者を対象とした研究では、日最高 8 時間 O3 濃度（8 時間値濃度範囲 9～78 

ppb）の上昇と気管支拡張薬の使用の増加に関連性がみられたとする報告があるが、関連性

がみられなかったとする報告もある。 

喘息治療薬の使用以外の呼吸器症状の発生や増悪については、健康な成人や健康な未成

年においては O3濃度上昇と咳や喘鳴の増加に関連性がみられたとする研究が多くみられた。

一方、成人の喘息患者や喘息患児を対象とした研究では一貫した関連性はみられなかった。 

 

呼吸器炎症の指標として呼気一酸化窒素（FeNO）、呼気凝縮液 pH、肺胞洗浄液や喀痰中

の好中球や総細胞数と O3濃度との関連性を検討した研究がある。国内では、大学生を対象
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とした研究で、O3濃度（検査前 24 時間値濃度範囲約 5～60 ppb）の上昇と、鼻炎を有する

対象者における呼気凝縮液 pH の低下、喘息患者における FeNO の増加に関連性がみられ

たと報告されている。 

海外研究においては、FeNO については成人、高齢者及び未成年を対象とした研究がいく

つか報告されているが、O3 濃度と FeNO との間に関連性についてさまざまな報告があり、

その関連性は明確ではなかった。 

 

呼吸器疾患による入院及び受診について、国内研究では、地域ないし医療機関における

日々の喘息患者の受診、喘息発作による夜間急病診療所受診、また呼吸器疾患による救急受

診と O3濃度との関連性を検討した研究がある。未成年を対象とした解析では、4～9 月の間

で O3濃度（日平均最大値約 224 ppb）の上昇と喘息発作による夜間救急受診の増加に関連

性がみられたとする報告がある。また、高齢者を対象とした研究では、通年での解析により

平均 O3曝露濃度（1 時間値平均値約 26 ppb）の上昇と呼吸器疾患による救急受診の増加に

関連性がみられたとする報告がある。 

海外研究では、数十都市以上を対象とした大規模な解析が報告されている。米国の通年で

の解析では、成人、未成年、高齢者いずれにおいても日最高 8 時間 O3濃度（都市別四分位

範囲の範囲約 8～34 ppb）の上昇と、呼吸器感染症、喘息、COPD、肺炎による救急受診の

増加に関連性がみられたと報告されている。高齢者を対象とした米国の研究では、通年又は

5～9 月の間の 8 時間平均 O3濃度（全都市平均値約 46 ppb）の上昇と COPD 又は肺炎によ

る入院の増加に関連性がみられていたと報告されており、カナダの研究では 4～9 月の間の

日最高 1 時間 O3濃度（都市別中央値範囲約 7～8 ppb）の上昇と呼吸器疾患による入院の増

加に関連性がみられたと報告されている。 

O3 曝露と呼吸器疾患による入院・受診に関するシステマティックレビューによるメタ解

析研究もいくつか報告されている。 

全年齢を対象とした研究では呼吸器疾患による入院又は受診に正の関連性がみられてい

るとする報告が多くあり、全年齢を対象とした研究における年齢層ごとの解析では、高齢者

では呼吸器疾患による一般入院、救急入院、未成年では呼吸器疾患による救急受診と日最高

8 時間及び日平均 O3 濃度に正の関連性がみられ、また未成年者、成人と比較して高齢者で

リスクが高い傾向がみられたとする報告がある。一方、心肺疾患入院（心血管疾患又は呼吸

器疾患入院）と日平均 O3 濃度との正の関連性がみられ、65 歳以上と比較して 5 歳未満で

より強い関連性がみられたとする報告もある。成人、未成年、高齢者において年齢層によっ

て異なる平均化時間の O3濃度と喘息による入院又は救急受診に正の関連性がみられるとと

もに、季節別の解析では温暖期で正の関連性がみられ、寒冷期には関連性はみられなかった

とする報告がある。 

未成年を対象とした研究では、日最高 8 時間 O3濃度と肺炎による入院・救急受診に正の

関連性がみられたと報告されている。 

 

1.1.2. 人志願者実験 

人志願者実験は、実験への協力に同意した志願者（被験者）に対して、曝露チャンバー等
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の装置により、制御された濃度にて調査対象物質を一定時間曝露し、調査対象物質の人への

直接的な影響を評価する研究である。O3吸入量は O3の曝露濃度、曝露時の分時換気量、及

び曝露時間で表される。曝露時の分時換気量については、被験者が安静条件下、あるいは運

動条件下で曝露されるのかにより規定される。運動のパターンについては、曝露中連続的に

運動を行う連続運動と、運動と休憩を繰り返す間欠運動がある。曝露時間については、1 日

の曝露時間が 1 時間未満の短時間のものから最長 10 時間までのものがある。また、このよ

うな O3曝露を 2 日から数日反復して実施して、影響の程度の変化を調べた実験や他の大気

汚染物質との複合曝露実験の結果も報告されている。 

 

人志願者実験においては、肺機能、呼吸器症状、気道反応性、炎症等の変化が調べられて

いる。肺機能の指標としては最もよく検討されているのは FEV1である。 

健康な被験者を安静条件下で 2 時間、O3 曝露を実施したいくつかの人志願者実験（濃度

範囲 0.1～0.75 ppm）において、ろ過空気曝露前後と O3曝露前後での FEV1の変化率又は

変化量が比較可能な研究においては、曝露濃度の増加に伴い O3曝露前後の FEV1の低下幅

が増加する傾向がみられた。健康な被験者を激しい運動条件下で 1～2 時間、O3曝露を実施

した複数の人志願者実験（濃度範囲 0.08～0.5 ppm）においては、ろ過空気曝露前後と O3

曝露前後での FEV1等の肺機能の変化率が比較されており、曝露濃度の増加に伴い O3曝露

前後の FEV1及び FVC の低下幅が増加する傾向がみられた。健康な成人を対象として、間

欠運動条件下で 1 日 6～8 時間、O3 曝露を行い、肺機能及び呼吸器症状への影響を調査し

た多数の人志願者実験（濃度範囲 0.04～0.5 ppm）があり、これらの曝露研究の多くは 6.6

時間曝露の同一の実験プロトコルを採用したものであり、曝露濃度の増加に伴い FEV1の低

下幅が増加する傾向がみられた。 

喘息患者を対象としたいくつかの人志願者実験（O3濃度範囲 0.1～0.4 ppm）も行われて

いる。その結果では、肺機能の低下がみられたとする報告と低下はみられなかったとする報

告がある。また、喘息患者群は健常者群と比べると FEV1が低下するとした報告と喘息患者

群と健常者群で FEV1 の低下について差はないとする報告がある。喘息以外にも、O3 曝露

による肺機能への影響に影響を与えうる因子について、様々な調査が行われているが、年齢

については、18～60 歳を対象とした複数の研究からは、年齢が O3 曝露に対する反応性に

影響を及ぼし、被験者の年齢が若いほど O3曝露に対する FEV1の反応性が高い傾向がみら

れると報告されている。また、喫煙については、喫煙者は非喫煙者よりも O3に対する反応

性が低い傾向があるとの報告が複数ある。 

 

健常者を対象に O3 を曝露し、気道反応性の亢進を調査した研究としては、0.08 ppm、

0.10 ppm、0.12 ppm の O3を 6.6 時間曝露した結果、0.08 ppm 以上の曝露濃度で気道反応

性の亢進がみられたとする報告や 0.12 ppm O3を 6.6 時間曝露した場合や、0.12～0.3 ppm 

O3を 1～2 時間曝露した場合に気道反応性が亢進したとする報告がある。 

 

O3 曝露が呼吸器の炎症や酸化ストレスを誘導する影響を調査した研究では、鼻腔洗浄液

や誘発喀痰、気管支肺胞洗浄液以下、「BALF」という。）、気管支生検試料の好中球等の炎
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症関連細胞数や炎症誘発性サイトカイン、炎症メディエーター等の調査が行われている。疫

学研究においても検討が行われている O3曝露が FeNO に及ぼす影響について、健常者や軽

症アトピー型喘息患者を対象とした研究では、O3 曝露による呼気又は鼻腔中の NO 濃度の

変化はみられなかったとの報告と、曝露前と比較して O3曝露直後に FeNO が低下したとの

報告がある。 

 

健常者を対象として、1～2 時間程度の O3 曝露を 2 日間から 5 日間行い、肺機能への影

響を調査した研究では、曝露 1 日目と比べ、曝露 2 日目にはより強い反応（FEV1等の肺機

能のより大きな低下）がみられたが、曝露 3 日目から 5 日目には肺機能の反応が減弱する

傾向（適応）がみられたとの報告がある。また、0.4 ppm の O3を 2 又は 3 時間、3 日間又

は 5 日間曝露した結果、O3 への曝露により気道反応性の亢進が生じたが、反復曝露により

適応が生じたと報告している。一方、0.12 ppm の O3を 6.6 時間/日で 5 日間の反復曝露を

実施した研究では、被験者の多くは全 5 日間とも O3曝露後に気道反応性が亢進したが、一

部の被験者では曝露 4 日目、5 日目にはろ過空気曝露後とほぼ変わらなくなったと報告され

ている。反復曝露による炎症反応への影響を調べた研究では、2 時間又は 4 時間の O3への

4～5 日間の反復曝露（O3濃度範囲 0.2～0.4 ppm）では、単回曝露と比べて BALF 中の好

中球数や IL-6 等の一部炎症反応については、肺機能や症状同様に減弱（適応）がみられる

ものの、適応がみられず残存した炎症反応もあったとの報告がある。 

 

喘息患者への反復曝露の研究も報告されている。0.4 ppm の O3を 3 時間/日で 5 日間、間

欠運動条件下で反復曝露した結果では、肺機能については、曝露 1 日目、2 日目までは FEV1

の変化が顕著にみられたが、その後徐々に改善し、5 日目にはろ過空気曝露と同じレベルま

でに落ち着いたと報告されている。気道反応性は O3曝露 1 日目に最高値を示し、その後も

ろ過空気曝露よりやや高値のまま推移したと報告している。また、ろ過空気、0.125 ppm O3

を 3 時間/日で 4 日間、間欠運動条件下で反復曝露した結果では、FEV1 に適応反応はみら

れず、各日の曝露終了 1 時間後にメサコリン吸入による FEV1 が 15%低下する濃度

（PC15FEV1）は影響がみられなかったとの報告がある。 

 

O3と他の大気汚染物質の複合曝露の影響については、O3以外の光化学オキシダントのひ

とつである PAN との複合曝露が O3 による呼吸器への影響を増強したとする報告がある一

方、O3単独曝露による影響との間に差はみられなかったとする報告もある。また、O3と NO2

との複合曝露による相加ないし相乗的な増強効果を報告するものや、NO2 に曝露した後、

O3に曝露した場合に肺機能の低下、気道反応性の亢進がみられたとする報告も一部あるが、

O3と NO2との複合曝露についてその多くは、複合曝露による肺機能や症状等への影響はほ

とんどみられなかった、又は O3の単独曝露と O3と NO2との複合曝露による影響を比較し

た場合に、肺機能や症状等について相加的又は相乗的な影響はみられなかったと報告され

ている。 
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1.1.3. 動物実験 

動物実験知見においては、O3 への数時間から 2 週間未満の曝露による呼吸器系への影響

について調べられており、肺機能の変化、気道反応性の亢進、上皮傷害、炎症及び酸化スト

レスの誘発、アレルギー反応の亢進についての報告がある。 

肺機能の変化については、呼吸数の増加や換気量の低下が報告されており、これらの変化

は自律神経反射を引き起こす呼吸器の感覚神経の活性化に起因しており、迷走神経 C 線維

が神経ペプチドであるサブスタンス P の放出を介して、上皮傷害、気管支収縮とそれによ

る気道反応性の亢進に関与していることが報告されている。また、気道反応性の亢進につい

ても、ムスカリン M2 受容体の阻害による副交感神経経路の活性化が関与していることが

報告されている。さらに、アレルゲン感作によるアレルギーモデルマウスにおいても、O3に

よる傷害、炎症、酸化ストレス、杯細胞化生、粘液産生が促進されることが報告されている。 

 

1.2. 循環器影響 

1.2.1. 疫学研究 

循環器系に対する短期曝露影響に関する疫学研究では、年齢、職業等が同様の集団を対象

として、血圧、心拍数、心拍変動、不整脈等への影響を調べたパネル研究や、地域において

医療機関への入院・受診、死亡等との関連性を解析する時系列研究などがある。 

国外の血圧について全年齢及び成人を対象とした研究では、数時間や数日間の O3濃度と

収縮期血圧や拡張期血圧に正の関連性がみられたとする研究があるが、一方、関連性がられ

なかったとする研究や負の関連性を報告した研究もある。また、小中学生を対象とした研究

では、血圧測定当日の昼間 8 時間平均 O3濃度（10～18 時、濃度範囲約 10～66 ppb）と血

圧の上昇に正の関連性がみられたと報告されている。循環器疾患患者を対象とした研究で

は、リハビリテーション前 120 時間平均 O3 濃度（濃度範囲約 15～36 ppb）と休息時拡張

期血圧に正の関連性がみられたとする報告がある。2 型糖尿病患者（日平均 O3 濃度四分位

範囲約 18～32 ppb）、冠動脈疾患患者（日平均 O3濃度範囲約 2～63 ppb）、COPD 患者（日

平均 O3濃度範囲約 1～85 ppb）を対象とした研究では、O3濃度と収縮期血圧及び拡張期血

圧との間に関連性はみられなかったと報告されている。 

 

全年齢及び成人を対象として、1 日～数日間の O3 濃度と心拍数との関連性を検討した研

究では関連性がみられなかったとする研究が多いが正の関連性を報告した研究もある。ま

た、2 型糖尿病及びグルコース不耐症患者では O3 濃度（1 時間値濃度範囲約 5～35 ppb）

と心拍数の間に健常者よりも強い正の関連性がみられたと報告されており、循環器疾患患

者を対象とした研究では O3 濃度(日最高 8 時間値濃度範囲約 9～98 ppb)と心拍数に正の関

連性がみられたと報告されている。 

 

心拍変動（Heart Rate Variability）について、全年齢及び成人、並びに高齢者を対象と

した研究では、1 時間未満～数日間の平均 O3 濃度とスペクトル解析における高周波成分

（High frequency、HF）、低周波成分（Low frequency、LF）、正常心拍間隔の標準偏差
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（Standard Deviation of the NN intervals）（以下、「SDNN」という。） 、root Mean Square 

Successive Differences（以下、「r-MSSD」という。）などとの間に負の関連性がみられたと

する報告と関連性がみられなかったとする報告がある。循環器疾患患者を対象とした研究

では、O3濃度と LF、HF、SDNN に負の関連性がみられたとする報告と関連性はみられな

かったとする報告がある。 

 

O3 の短期曝露と心電図波形の指標との関連性を検討したいくつかの疫学研究がある。全

年齢及び成人を対象とした研究では、心拍数で補正した QT 間隔との正の関連性がみられ

たとする報告と、関連性はみられなかったとする報告がある。循環器疾患患者を対象とした

研究では、研究や指標により測定前数時間又は当日の O3濃度との関連性の有無や方向性は

様々であった。 

O3 の短期曝露と除細動器の作動記録又は心電図に基づく不整脈発生との関連性について

検討した研究で、高齢者を対象とした研究では、不整脈発生について 1 時間～1 日の O3濃

度との正の関連性を報告する研究、測定前数日間の O3濃度上昇により不整脈発生リスクが

上昇する傾向がみられたとする研究がある。植込型除細動器使用患者を対象とした研究で

は、1 時間～1 日の O3 濃度と除細動器の記録に基づく不整脈発生に関連性はみられなかっ

たとする報告が多いが、正の関連性がみられたとする報告もあった。また、北米における研

究を対象としたシステマティックレビューによるメタ解析を行った研究においても短期 O3

曝露と心房細動発生との間に正の関連性がみられたと報告されている。 

 

国内研究としては、診療記録に基づくと急性心筋梗塞又は脳卒中の発症と発症当日の日

平均 Ox 濃度（四分位範囲約 19～37 ppb）に関連性はみられなかったとする報告がある。 

北米、欧州、アジアにおける研究を対象としたメタ解析では、日平均 O3濃度（期間中中

央値範囲各地域それぞれ約 3～36 ppb、約 11～65 ppb、約 20～24 ppb）と全脳卒中による

入院数に関連性はみられなかった。北米、中南米、欧州、アジア、オセアニア、アフリカに

おける研究を対象としたメタ解析では、O3 濃度（研究毎の中央値濃度範囲約 12～54 ppb）

と脳卒中による入院数に正の関連性がみられた。北米、南米、欧州、アジア、オセアニアに

おける研究を対象としたメタ解析では O3濃度と不整脈による入院数に関連性はみられなか

った。 

また、中国の複数都市を対象とした大規模研究では、日最高 8 時間 O3濃度と虚血性脳卒

中による入院数の間に関連性はみられなかったと報告されている。高齢者を対象とした米

国、カナダ、欧州の複数都市での大規模研究では、いずれの地域においても通年での日最高

1 時間 O3濃度と心血管疾患による入院数に正の関連性がみられたが、4～9 月では関連性は

みられなかったと報告されている。 

 

1.2.2. 人志願者実験 

人志願者を対象とした呼吸器影響に比べればその知見数は少ないものの、O3 曝露による

血圧や心拍変動、心電図波形等への影響、血液中の凝固線溶系マーカー等、主として循環器

系への影響を調査した研究がある。 



 

 

 

152 

 

 

血圧に及ぼす影響に関しては、成人の健常者をろ過空気、0.1 ppm 及び 0.2 ppm の O3に

3 時間、間欠運動条件下で曝露した結果、0.2 ppm O3 曝露では終了直前に行った運動によ

る終了直後の収縮期血圧の上昇が抑えられたとの報告もあるが、曝露時間 75 分～4 時間の

O3 曝露（濃度範囲 0.07～0.3 ppm）を間欠運動条件下又は安静条件下で行った結果、いず

れも O3曝露による収縮期血圧、拡張期血圧等への影響はみられなかった。 

心拍変動への影響に関しては、成人の健常者をろ過空気、0.3 ppm の O3に 2 時間、間欠

運動条件下で曝露した結果、曝露終了 1 時間後の HF の減少、QT 間隔の延長等がみられた

との報告や、成人の健常者又は軽症喘息患者をろ過空気、0.1 ppm、0.2 ppm の O3に 4 時

間、間欠運動条件下で曝露した結果、O3 曝露濃度の増加とともに HF が減少したとの報告

があった。一方、曝露時間 75 分～3 時間の O3曝露（濃度範囲 0.07～0.3 ppm）を間欠運動

条件下又は安静条件下で行った研究では、O3 曝露による心拍変動や再分極への影響はみら

れなかったと報告している研究も多い。 

不整脈への影響に関しては、健康な成人男性を 0.3 ppm の O3に 75 分間、また、健康な

高齢者（55～70 歳）を 0.070 ppm、0.120 ppm の O3に 3 時間、それぞれ間欠運動条件下

で曝露し調査しているが、いずれも影響はみられていない。 

冠動脈性心疾患患者を対象とした研究では、ろ過空気、0.20 ppm、0.30 ppm の O3を 40

分間、運動条件下で曝露した結果、心拍数、収縮期血圧、二重積（心拍数と収縮期血圧の積）、

狭心痛の出現や心電図に現れる虚血性変化に影響はみられなかった。本態性高血圧患者を

対象とした場合では、ろ過空気、0.30 ppm の O3 を 2 時間、間欠運動条件下で曝露した結

果、心拍数と二重積についてのみ O3曝露による影響がみられたが、健常者群と高血圧患者

群で差はみられなかったと報告されている。 

O3 への曝露が血液中の種々の凝固線溶系マーカーに及ぼす影響について調査した研究で

は、成人の健常者を清浄空気、0.3 ppm の O3 に 3 時間、間欠運動条件下で曝露した結果、

血中の PAI-1、プラスミノゲンの減少、組織プラスミノゲン活性化因子（tPA）の増加がみ

られたと報告している。一方、曝露濃度 0.07～0.3 ppm、曝露時間 75 分～4 時間の間欠運

動条件下で O3を曝露した複数の研究では、各種凝固線溶系マーカーへの影響はみられなか

ったと報告している。 

 

1.2.3. 動物実験 

O3 の数時間から 2 週間未満の曝露による循環器系への影響については、心機能障害、虚

血性心疾患、血管内皮機能障害、心臓の脱分極及び再分極、不整脈、血圧、心拍数、血液凝

固及び血栓症、血中の炎症マーカーの上昇及び酸化ストレス、体温、についての報告がある。 

心機能障害については、O3曝露により収縮末期及び拡張末期における左心室容積の減少、

左心室内径短縮率の増大がみられた。これらの心機能変化の一部については、心房性ナトリ

ウム利尿ペプチド (ANP) の関与が示唆されている。虚血性心疾患については、O3 曝露に

より虚血性心疾患の指標である ST (心電図の S 波の終りから T 波の始まりまで) の低下が

報告されている。血管内皮機能障害については、O3 曝露によってアセチルコリンによる血

管拡張の減弱が生じること、その影響に酸化ストレスや CD36 が関与していることが報告

されている。また、血管拡張作用を持つ NO の減少と血管収縮作用を持つエンドセリン 
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(ET)-1 の増加が報告されている。心臓の脱分極や再分極、不整脈については、自然発症高

血圧 (SH) ラットにおいて O3曝露が心房性期外収縮、心房ブロック、不整脈を誘発するこ

と、またアコニチンに対する不整脈反応の感受性を高めることが報告されている。一方で O3

曝露はこれらの影響を及ぼさなかったとする研究もある。血圧については、O3 曝露により

血圧が上昇したとする報告がある。心拍数については、O3 曝露により心拍数が上昇したと

する報告と、低下したとする報告がある。血液凝固については、O3 曝露により通常ラット

における血小板の増加、高血圧モデルラットにおけるフィブリノゲンの減少が報告されて

いる。血中の炎症マーカーの上昇及び酸化ストレスについては、O3 曝露により、高フルク

トース食を与えられたラットにおいて脂肪組織の炎症及び酸化ストレスの各種マーカーの

増加、血管組織のミトコンドリア DNA の損傷やミトコンドリア面積の減少が報告されてい

る。体温については、O3曝露による深部体温の低下が報告されている。 

O3 と他の大気汚染物質の数時間から 2 週間未満の複合曝露による循環器系への影響につ

いては、心機能障害、血管内皮機能障害、心拍数、心拍変動についての報告がある。Ultrafine 

concentrated air particles (UFCAPs) との複合曝露により左室弛緩期圧 (LVDP) 減少が

みられたとする報告、オタワ標準粉じん（以下、「EHC-93」という。）との複合曝露でアン

ギオテンシン変換酵素 (ACE) の活性低下がみられたとする報告、また、O3 とカーボンブ

ラック (CB) や Fine concentrated air particles (FCAPs)の複合曝露により心拍数が減少し

たとする報告がある。一方で、CB との複合曝露により SDNN、rMSDD の低下がみられた

とする報告と心拍変動が増大したとする報告がある。 

 

1.3. 代謝系・神経系・免疫系等への影響 

1.3.1. 疫学研究 

糖代謝、脂質代謝、アミノ酸代謝に関する血中成分濃度と O3濃度との関連性についての

研究では、日平均 O3濃度（濃度範囲約 2～62 ppb）とアポリポプロテイン、トリグリセリ

ド濃度、血糖値に正の関連性がみられたとする報告がある。また、日平均 O3濃度（検査前

24 時間平均値約 24 ppb）と糖代謝に関する血中成分のうち空腹時血糖値とは負の関連性が

みられたが、他の血中成分（インスリン濃度、アディポネクチン濃度、レジスチン濃度、レ

プチン濃度、インスリン抵抗性指数）との関連性はみられなかったとする報告もある。高齢

者を対象とした研究では日平均 O3濃度（10～95 パーセンタイル値範囲約 9~31 ppb）と血

中インスリン濃度、血糖値、インスリン抵抗性指数に正の関連性がみられたが、PM10や NO2

について調整しても血糖値については関連性が維持された。また、糖尿病歴のある対象者に

おいて日平均 O3濃度（10～95 パーセンタイル値範囲約 9~31 ppb）と血中インスリン濃度、

血糖値、インスリン抵抗性指数に正の関連性がみられたが、糖尿病歴のない対象者では血中

インスリン濃度及びインスリン抵抗性指数との関連性はみられなかったとする報告がある。

酸化ストレスに関連する解毒酵素の遺伝子多型における GSTM1-null 型、GSTP1 AG 型又

は GG 型の対象者においては、日平均 O3濃度と血中インスリン濃度、血糖値、インスリン

抵抗性指数に正の関連性がみられ、GSTT1-null 型においては、血糖値、インスリン抵抗性

指数に正の関連性がみられたと報告されている。心臓カテーテル検査を受けた患者を対象

としてアミノ代謝産物について解析した研究では、日最高 8 時間 O3濃度（濃度範囲約 4～
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100 ppb）と血中アスパラギン/アスパラギン酸濃度、オルニチン濃度とはラグ 0 日（時間の

ずれなし）で正の関連性がみられ、アルギニン濃度とはラグ 1 日で負の関連性がみられた

と報告があり、また、脂肪酸 β 酸化に関連するアシルカルニチン C10:1、C16:1、総ケトン

体と日平均 O3濃度との正の関連性がみられたとする報告がある。 

 

神経系及び行動への影響について検討したドイツでの研究では、日最高 8 時間 O3濃度と

15 歳時点での抑うつ症状の有無について、ドイツ・ヴェーゼル（濃度範囲約 2～67 ppb）

では負の関連性がみられたが、ミュンヘン（濃度範囲約 4～68 ppb）では関連性はみられな

かったと報告されている。また、高齢者を対象とした研究では、日最高１時間 O3濃度（濃

度範囲約 2～140 ppb）と抑うつ症状の有無に正の関連性がみられたと報告されている。 

 

院外心停止についての国内研究では、岡山市の救急車の出動記録を用いて解析を行った

研究で、全年齢及び 65 歳以上において日平均 O3濃度（平均値約 26 ppb）と院外心停止に

正の関連性がみられたが、65 歳未満では関連性はみられなかったと報告されている。また、

消防庁の全国救急蘇生統計データを用いて解析を行った研究では、日平均 Ox 濃度（濃度範

囲約 2～79 ppb）と全院外心停止に正の関連性がみられたが、院外心停止のうち心臓由来に

ついては Ox 曝露との関連性はみられなかったと報告されている。海外研究では北米・欧

州・オーストラリア・アジアを対象とした 11 報 についてメタ解析を行った研究では、日単

位の O3濃度と全年齢及び高齢者における院外心停止に正の関連性がみられたと報告されて

いる。 

 

1.3.2. 人志願者実験 

末梢血リンパ球の染色体異常を検討した研究では、0.5 ppm O3 曝露を 6 時間又は 10 時

間行い、末梢血リンパ球の一本鎖切断型の染色分体異常と染色分体欠失がみられたとする

報告があるが、0.21 ppm 又は 0.4 ppm O3曝露を 2 時間又は 4 時間、間欠運動条件下で行

った研究では、末梢血リンパ球の DNA 一本鎖切断を増加させなかったと報告されている。

また、末梢血リンパ球の小核、核質架橋の頻度を検討した研究では、4 時間の 0.1 ppm、0.2 

ppm の O3曝露により小核出現頻度が増加し、アポトーシス細胞数の増加がみられたと報告

されている。 

 

1.3.3. 動物実験 

O3 の数時間から 2 週間未満の曝露による影響のうち、内分泌・代謝への影響としては、

血糖値、中性脂肪、コレステロール、肥満、脂肪組織の炎症、肝臓バイオマーカー、副腎皮

質ホルモン、について評価した研究がある。糖代謝については、O3 曝露により、血中イン

スリンの減少、インスリン抵抗性と耐糖能低下の誘発、血糖値の上昇が報告されており、こ

のうちインスリン抵抗性の誘発については、リン酸化されたインスリン受容体基質 (IRS)-

1 の減少が報告されている。中性脂肪については、血中トリグリセリド濃度の上昇が報告さ

れている。コレステロールについては、高比重リポタンパク質-コレステロール (HDL-C)、



 

 

 

155 

 

 

低比重リポタンパク質コレステロール (LDL-C)、総コレステロールの増加が報告されてい

る。肥満については、レプチンやグレリンなど食欲を調節するホルモンの分泌に変化を生じ

させることが報告されている。副腎皮質ホルモンについては、エピネフリンの増加が報告さ

れている。その他、脂肪組織の炎症や、肝臓における各種代謝関連遺伝子の発現の変化が報

告されている。 

 

神経系への影響としては、中枢神経系における炎症や酸化、神経伝達の変化、形態学的な

変化、認知や行動の変化について評価した研究がある。中枢神経系における炎症・酸化につ

いては、中枢神経系の炎症に関与するミクログリアの活性化、炎症性メディエーターの増加、

前頭皮質と海馬における過酸化脂質量の増加が報告されている。神経伝達の変化について

は、カテコールアミン生合成に関与するチロシン水酸化酵素活性の増加、カテコールアミン

作動性ニューロンの活性化など、神経伝達の変化についても報告されている。組織形態学的

な変化としては、海馬 CA1 領域錐体細胞における樹状突起スパイン数の減少、海馬におけ

るニューロンの神経突起や髄鞘の変性とアストロサイトの突起の異常、孤束核におけるグ

ルタミン酸作動性シナプスのアストログリア被覆率上昇が報告されている。認知や行動の

変化については、短期及び長期記憶の低下が報告されており、記憶低下は若齢や高齢ラット

において影響が大きいことが報告されている。その他の症状としては、睡眠の質の変化につ

いても報告がなされている。 

 

変異原性・遺伝子傷害性について、in vitro 研究において、O3によるコメットアッセイに

おける tail moment の延長や 8-オキソグアニン(8-OxoG)の増加が報告されており、in vivo

研究においても肺における DNA の切断や損傷が報告されている。 

 

1.4. 死亡への影響 

O3 の短期曝露と死亡との関連性に関する疫学研究では、人口動態統計や医療機関記録等

に基づく全死亡（非事故死亡）、循環器疾患死亡（心血管疾患死亡、脳血管疾患死亡）、呼吸

器疾患死亡（肺炎死亡、COPD 死亡）、その他の疾患（がん、糖尿病、腎臓病）による死亡

が解析対象となっている。呼吸器疾患死亡や循環器死亡等の疾患別死亡については、前述の

器官別影響の項で説明すべきものもあるが、死亡に関する研究報告では全死亡と疾患別死

亡を一括して解析しているものが多いため、ここにまとめて記載した。 

 

国内研究及び日本を含む複数の研究が報告されており、全年齢又は成人を対象とした研

究では、日単位の O3濃度と全死亡に正の関連性がみられており、循環器疾患死亡、呼吸器

疾患死亡ついては解析条件によっては正の関連性がみられる研究もあったが、関連性がみ

られなかった研究もある。季節ごとの評価を行った研究では、春季や夏季において O3濃度

（都市別平均値の範囲：春季約 18～66 ppb、夏季約 13～59 ppb）との関連性が強まること

が報告されている。また、気温の影響について評価した研究では、気温の上昇によって O3

濃度（国別 1～99 パーセンタイル値約 4～81 ppb）と日死亡の関連性が強くなることが報

告されている。また、いくつかの研究では、濃度-反応関係の形状について線形モデル又は
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非線形モデルへの当てはまりを統計学的に評価するとともに、閾値についての検討が行わ

れている。高齢者を対象とした研究においても、研究数は少ないものの、日最高 8 時間 O3

濃度と全死亡、循環器疾患死亡、呼吸器疾患死亡に正の関連性がみられており、春季（3～

5 月）及び秋季（9～12 月）（春秋季の対象都市の中央値 10～90 パーセンタイル値約 23～

59 ppb）において、共存汚染物質の調整後も関連性が維持されたことが報告されている。一

方、虚血性脳卒中死亡については、温暖期 24 時間平均 O3濃度（都市別平均値の範囲約 13

～30 ppb）との間に負の関連性がみられたとする報告がある。閾値については、ありと推定

している報告もあるが、用いた統計モデルによりさまざまな報告がされている。 

海外研究では多くの研究報告があり、米国、欧州等の複数都市を対象とした大規模研究に

限定してもその報告は数多くある。これらの研究では、全死亡、心血管疾患死亡、呼吸器疾

患死亡及びその他疾患別死亡と O3濃度の間に正の関連性がみられており、季節を限定した

解析では夏季や温暖期に関連性がみられたとする報告が多く、また気温の上昇により関連

性が強まることを報告した研究もある。いくつかの研究では高齢であるほど全死亡とより

強い関連性がみられた。共存汚染物質の影響を考慮した場合に解析条件によって全死亡、呼

吸器疾患死亡、循環器疾患死亡との関連性が失われたとする研究がある一方、多くの研究で

は共存汚染物質について調整しても関連性が維持されたと報告されている。 

システマティックレビューによるメタ解析を行った研究も数多く報告されている。複数

国における研究を対象としたメタ解析研究では、全死亡、循環器疾患死亡については O3濃

度と正の関連性がみられた研究が多くあるが、呼吸器疾患死亡については正の関連性がみ

られたとする報告もある。一方、関連性がみられなかったことを報告した研究もある。疾患

別の解析では、脳卒中死亡について正の関連性がみられたことが報告されている。共存汚染

物質の影響については、調整により関連性が失われたとする報告がある一方、関連性が維持

されたとする報告もある。季節別の解析を行った研究では、夏季や温暖期に正の関連性がみ

られたことが報告されている。なお、一部の研究では出版バイアスの存在や統計学的異質性

が高いことが言及されている。 

中国国内の複数地域における研究を対象としたメタ解析研究では、いずれの研究におい

ても、O3 濃度と全死亡、心血管疾患死亡、呼吸器疾患死亡について正の関連性が報告され

ている。疾患別死亡では、脳血管疾患死亡について正の関連性がみられたことが報告されて

いる。 
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2. オゾンの長期曝露影響 

数カ月単位から年単位の長期曝露影響について、コホート研究・長期追跡研究に基づく疫

学研究による呼吸器系、循環器系等への影響に関する知見をまとめた。ここでは、妊娠中の

曝露による胎児、新生児、乳幼児への影響、死産及び流産に関する知見、早産、出生体重、

胎児発育不全、先天異常、神経発達等に関する知見も長期曝露影響に含めて取りまとめた。 

 

2.1.呼吸器影響 

2.1.1. 疫学研究 

O3 への長期曝露が肺機能に与える影響については、全年齢、未成年、高齢者、呼吸器疾

患患者を対象とした海外におけるコホート研究・長期追跡研究が報告されている。 

 

数カ月単位の解析を行った研究のうち、小学生、高齢者、喘息患児を対象とした複数の研

究で O3 濃度（地域別の年平均濃度範囲約 18～41 ppb、月ごとの日最高 1 時間値濃度範囲

約 80～160 ppb など）の増加と FEV1等の肺機能の低下との関連性が報告されている。 

年単位の解析を行った研究では、中濃度 Ox 地域（年平均値約 70 ppb）と比較して高濃

度 Ox 地域（年平均値約 110 ppb）で成人女性の FEV1に低下がみられたとする報告や、未

成年を対象とした南カリフォルニア大学小児健康調査(CHS 研究)に関する複数の報告があ

る。CHS 研究のうち、横断研究では肺機能検査前の 6 年間の昼間の 8 時間平均 O3濃度（10

～18 時、平均値約 23 ppb）と FEV1に負の関連性がみられたが、その他の報告では FEV1

及び FVC と O3濃度との関連性はみられなかったとされている。CHS 研究以外の小学生を

対象とした研究では、5 年間平均 O3曝露（平均値約 10 ppb、濃度範囲約 4～30 ppb）に対

して高 O3曝露群（平均値より高い集団）において、非高 O3曝露群（平均値より低い集団）

と比較して対標準 1 秒量（％FEV1）の低下がみられ、気管支炎既往歴のある高 O3 曝露群

では更に低下が大きかったとする報告や、追跡調査前 2 年間の 8 時間平均 O3濃度（時間帯

記載なし、地域別の年平均値の濃度範囲約 25～58 ppb）と 2 年間の調査期間中の FVC、

FEV1 の年変化率に負の関連性がみられたとする報告がある。 

 

呼吸器症状に与える影響については、成人や未成年、高齢者を対象とした疫学研究が報告

されている。全年齢を対象とした米国カルフォルニア州の研究では、ベースライン時と比較

した 5 年後の追跡調査時において、男性の喀痰を伴う咳の発生に O3濃度程度の異なる地域

間（日最高 1 時間値の年平均濃度約 70 ppb 及び約 110 ppb）で差がみられたと報告されて

いる。また、研究開始時に喘息と診断されていた男性において、20 年間の 8 時間平均値ベ

ースの年平均 O3濃度（9～17 時、濃度範囲約 0～75 ppb）と同期間中の喘息症状の発生に

正の関連性がみられたとするなど、いくつかの呼吸器症状の発生と地域の O3濃度レベルと

の関連性が報告がされている。未成年を対象とした CHS 研究では、4 年間の 8 時間平均値

ベースの地域内 O3濃度の年変動（10～18 時、地域別濃度範囲約 28～66 ppb）と気管支炎

症状との間に関連性がみられたが、共存大気汚染物質を考慮した場合には関連性が失われ

たと報告されている。さらに 9～10 年間の追跡期間の 8 時間平均値ベースの年平均 O3濃度
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（10～18 時、1992～2000 年平均約 48 ppb, 1995～2003 年平均約 45 ppb, 2002～2011 年

平均約 45 ppb）の減少と、ベースライン登録時と比較した 10 歳・15 歳時点の気管支炎症

状の有症率の低下に関連性がみられたが、非喘息患児では喘息患児より関連性が弱かった

と報告されている。また、O3高濃度地域において 8 時間平均値ベースの月平均 O3濃度（10

～18 時、濃度範囲約 10～110 ppb）と喘息薬使用回数に正の関連性がみられ、屋外滞在時

間が中央値以上の場合はより強い関連性がみられたと報告されている。 

O3 への長期曝露が喘息新規発症に与える影響については、成人、未成年を対象としてコ

ホート研究・長期追跡研究が海外において報告されている。 

全年齢を対象とした研究においては、非喫煙者を対象とし 5 年間の追跡調査を行い、日

最高 1 時間値ベースの 3 カ月又は 12 カ月平均 Ox 濃度の高濃度（年平均値約 110 ppb）・中

濃度 Ox（年平均値約 70 ppb）地域で比較した結果、喘息新規発症に地域差はみられなかっ

たとしている。また、男性において 10 年間の期間中の O3 の規定濃度を超過した年間時間

数（100 ppb 超過年間時間数の平均 337 時間、最大 966 時間）の増加又は調査期間中平均

O3 濃度の上昇により喘息新規発症の相対リスクが上昇したとする報告もある。同様に、男

性において 8 時間（9～17 時、濃度範囲約 0～75 ppb）及び 1 日平均 O3濃度（濃度範囲約

0～41 ppb）の 20 年間平均値と喘息新規発症に正の関連性がみられたと報告されている。 

未成年を対象とした CHS 研究においては、ベースライン時に喘息歴のない未成年を追跡

した結果では、日最高 8 時間値ベースの 4 年間平均 O3 濃度が高い地域（10～18 時、平均

濃度範囲約 56～69 ppb）において、屋外滞在時間と喘息の発症に関連性がみられ、またス

ポーツをしている対象者ではスポーツをしていない対象者と比較してリスクが増加する傾

向がみられたと報告されている。また、1993 年から 2006 年の間の昼間の 8 時間平均値ベ

ースの年平均 O3濃度（10～18 時、年平均濃度範囲約 25～75 ppb）の低下と、地域の喘息

新規発症率の低下に関連性がみられたと報告されている。CHS 研究以外の小学生を対象と

した研究では、5 年間平均 O3 濃度（濃度範囲約 4～30 ppb）と喘息新規発症に関連性はみ

られなかったとする報告がある。 

 

呼吸器の炎症に与える影響については、成人、未成年、喘息患者を対象としたいくつかの

研究が国内外において報告されている。成人を対象として数カ月単位の解析を行った国内

研究では血中の高感度 CRP と採血前 1 カ月間及び 1 年間の平均 O3濃度（10～90 パーセン

タイル値の範囲約 22～46 ppb）に正の関連性がみられたが、白血球数については採血前 3

カ月間及び 1 年間の平均 O3濃度との負の関連性がみられたと報告されている。海外では成

人、未成年、喘息患者を対象として、O3曝露と呼気中 FeNO 及び 8-iso-PGF 濃度、血中の

白血球数、IgE 濃度との関連性を検討した疫学研究が報告されている。 

 

O3 への長期曝露が呼吸器疾患による受診及び入院に与える影響については、ある特定の

地域における O3 濃度の月平均値や年平均値、研究期間中平均値と喘息や COPD による受

診数・入院数や、喘息による初回入院との関連性を解析した海外研究が報告されている。 

数カ月単位の解析を行った海外研究では、各地域の出生児を追跡し、出生年又は追跡期間

中の夏季平均 O3濃度と追跡期間中の喘息による入院又は受診に正の関連性がみられたと報
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告されている。 

成人、未成年、高齢者を対象として年単位で解析を行ったコホート研究・長期追跡研究で

は、COPD 診断歴のない成人対象者を 2003～2007 年にかけて追跡し、COPD の新規診断

又は入院と年平均 O3濃度（平均値約 26 ppb）との間には負の関連性がみられたと報告され

ている。18 歳以上の喘息患者を対象とし、1996～2014 年の診断記録（追跡期間最短 5 年、

最長 18 年）に基づく COPD の発症と、日最高値ベースの喘息発症から COPD 発症までの

平均 O3濃度（期間中四分位範囲約 38～40 ppb）に正の関連性がみられたが、PM2.5につい

て調整すると関連性はみられなくなったとする報告がある。 

出生児を追跡した研究では、1996 年から 2000 年にかけての日最高 8 時間値ベースの全

追跡期間平均 O3濃度（平均値約 41 ppb）と喘息による生後初回の入院に正の関連性がみら

れたと報告があるが、一方、日平均値ベースの全妊娠期間平均（四分位範囲約 13～17 ppb）

及び生後 1 年間平均 O3 濃度（四分位範囲約 12～16 ppb）と喘息診断に負の関連性がみら

れたとする報告もある。また、生後 36～60 カ月での O3 濃度が基準値を超えた日数の加重

平均と生後 60カ月時点までの喘息による入院又は救急受診に正の関連性がみられたとする

報告もある。 

 

2.1.2. 動物実験 

動物実験では、O3 への 2 週間から数カ月の曝露による呼吸器系への影響として、上皮傷

害、炎症及び酸化ストレスの誘発、気道発達の阻害及びリモデリング、気道反応性の亢進、

宿主防御障害及びアレルギー反応の亢進、についての報告がある。O3 の長期間にわたる曝

露は、成体動物において炎症、傷害、酸化ストレスを誘発し、上皮過形成や線維化などの形

態学的変化を引き起こす。また、生後間もないげっ歯類やサルを用いた研究においても、気

道の直径や長さの減少、気道ニューロンの減少、扁平上皮化生及び上皮肥大などの気道発達

を妨げる形態学的な変化が報告されている。特に、生後間もないアレルギー性気道疾患モデ

ルのサルを用いた研究において、気道発達の阻害とともに、気道反応性の亢進や血中の免疫

グロブリン (Ig)E 及びヒスタミン量の増加といった、アレルギー反応の亢進が報告されて

いる。 

 

2.2. 循環器影響 

2.2.1. 疫学研究 

O3 の長期曝露と血圧の関連性について検討したコホート研究及び長期追跡研究について

は、成人女性を対象とした研究があり日最高 8 時間 O3濃度の 2 年間平均値（年平均濃度範

囲約 25～56 ppb）と隔年での医師による診断又は抗高血圧薬使用として定義した高血圧罹

患に正の関連性がみられたが、NO2 や PM2.5 について調整した複数汚染物質モデルでは関

連性は失われたと報告されている。 

O3 の長期曝露と循環器疾患による入院及び受診の関連性について検討したコホート研究

及び長期追跡研究については、医療機関等の記録に基づいて、高血圧や不整脈の新規発症数

や循環器疾患による新規の入院数と O3 濃度の関連性を、数年から 10 年以上にわたる追跡
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中の月又は年単位で解析している。 

成人を対象としたコホート研究では、長期 O3濃度と循環器疾患による入院数又は受診数に

負の関連性がみられたとする報告（日平均値の期間中濃度範囲約 2～71 ppb）と、関連性は

みられなかったとする報告（日平均値の年平均値濃度範囲約 17～24 ppb）がある。高齢者

を対象としたコホート研究では日最高 8 時間値の年平均 O3濃度（濃度範囲約 35～45 ppb）

と脳卒中、心筋梗塞、心不全による入院数に正の関連性がみられたことが報告されている。 

 

血液中の成分濃度や、虚血性心疾患の関連指標との関連性について検討したコホート研

究及び長期追跡研究がある。全年齢及び成人を対象とした研究では血液中の炎症性マーカ

ー、血液の凝固・線溶系マーカー濃度との関連性について報告しており、いくつかの成分に

ついて正の関連性がみられたとしている。日最高 8 時間値の 1 年間平均 O3濃度と第 VII 因

子に正の関連性がみられたとする報告（濃度範囲約 17～55 ppb）や、フィブリノゲン及び

白血球数に正の関連性がみられたとする報告（濃度範囲約 21～44ppb）がある。 

 

2.2.2. 動物実験 

O3 の 2 週間から数カ月の曝露による循環器系への影響については、動脈硬化、心機能障

害及び心不全、血管機能、血圧、心拍数、血液凝固、血中の炎症マーカーの上昇と酸化スト

レスについての報告がある。 

動脈硬化については、カベオリン-1 や Lectin-like oxidized-low density lipoprotein 

receptor-1 (LOX-1) などの動脈硬化症マーカーについて解析されているが、一貫性のある

データは示されていない。心機能障害及び心不全の指標については、ラットから単離し灌流

した心臓において O3 曝露により LVDP の低下、左室圧変化率（+dP/dt、-dP/dt）の低下、

左室拡張末期圧 (LVEDP) の上昇が起こることが報告されている。血管機能については、

O3 曝露によりラット大動脈において血管の収縮や拡張に関与する ET-1、エンドセリン A 

(ETA) 受容体、内皮型一酸化窒素合成酵素 (eNOS) の mRNA の増加が報告されている。

一方で、いずれについても影響はみられなかったとするもある。血圧については、成体又は

老齢ラットの収縮期血圧又は拡張期血圧に影響はみられなかった。心拍数については、成体

又は老齢ラットにおいて心拍数に変化は生じなかったという報告と、心拍数が減少したと

する報告がある。血液凝固については、トランスフェリン(TF)、tPA、プラスミノゲン活性

化抑制因子(PAI)-1、フォン・ヴィレブランド因子(vWF)、トロンボモジュリン(Thbd) など

の血液凝固関連因子の発現変化を解析した研究があるが、一貫性のある結果は得られてい

ない。血中の炎症マーカーの上昇と酸化ストレスについては、心組織や血漿において、O3曝

露により TNF-α 濃度が上昇する一方で、抗炎症サイトカインである IL-10 が減少するとい

う報告がある。また、抗酸化ストレス酵素である SOD 活性の低下、酸化ストレスマーカー

である MDA 濃度の上昇がみられている。 

 



 

 

 

161 

 

 

2.3. 発がん影響 

2.3.1. 疫学研究 

肺がんを含む呼吸器系がん発症や乳がん発症と O3濃度との関連性について解析を行った

コホート研究及び長期追跡研究がある。O3 濃度（期間中平均値の濃度範囲約 10～40 ppb）

の 100 ppb 超過時間の年平均値の増加により呼吸器系がん発症のリスクが上昇する傾向が

みられたとする報告がある。一方、O3濃度の 100 ppb 超過時間の年平均値と男性の肺がん

発症の間に正の関連性がみられたが、8 時間値の年平均 O3 濃度（9～17 時、濃度範囲約 0

～42 ppb）と肺がん発症の関連性はみられなかったと報告されている。乳がん発症と O3濃

度（発症 4 年前までの日最高 8 時間値ベース 3 年間平均の温暖期平均濃度範囲約 24～58 

ppb）の関連性はみられなかったとする報告がある。 

 

2.3.2. 動物実験 

O3の 2 週間から数カ月の曝露による影響については、発がん性について、O3単独の曝露

により卵管がんの発生がみられたとする報告があるが、卵管がんの発生はみられなかった

とする別の研究もある。肺がんその他の癌については、O3 による発がん、他の物質による

発がんの促進のいずれもみられなかったことが報告されている。 

 

2.4. 生殖・神経発達影響 

2.4.1. 疫学研究 

ここでは、妊娠中の曝露による胎児・新生児・乳幼児への影響、出生後の曝露による新生

児・乳幼児・未成年への影響、妊娠中の曝露による母体への影響、生殖系への影響を取り上

げている。 

死産及び流産について評価した研究では、O3 曝露濃度上昇と死産及び流産の増加に関連

性がみられたとするいくつかの報告がある。O3 曝露としては全妊娠期間、妊娠第 1、第 2、

第 3 三半期など研究により異なっている。一方、関連性がみられなかった、あるいは死産、

流産の低減に関連性がみられたとする報告もあった。 

早産との関連性について検討した複数の知見があり、正の関連性がみられたとする研究

が多く、曝露期間により正と負の関連性がみられたとする研究や曝露期間によらず交絡因

子調整後に早産との関連性がみられないとする報告もあった。 

妊娠期間への影響を評価した研究としては日平均 O3濃度の妊娠第 1 三半期平均値（第 1

四分位平均値～第 4 四分位平均値約 7～38 ppb）の上昇と妊娠日数減少に関連性がみられ

たとする報告や日最高 8 時間 O3濃度の妊娠第 1 三半期平均値（妊娠第 1 三半期平均値濃度

記載なし、妊娠第 3 三半期平均値約 36 ppb）の上昇と妊娠期間延長に関連性がみられたと

する報告、妊娠第 1、2 三半期、妊娠最終週の日最高 8 時間平均 O3 濃度（第 1 三半期平均

値約 29 ppb、第 2 三半期平均値約 28 ppb、妊娠最終週平均値約 30 ppb）のいずれの上昇

についても妊娠期間の短縮との関連性がみられたとする報告、また、8 時間平均 O3濃度（時

間帯記載なし）の妊娠第 1 三半期平均値（四分位範囲約 27～54 ppb）の上昇と妊娠日数の

短縮に関連性がみられたとする報告がある。 
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妊娠中の O3曝露と出生体重との関連性について検討した知見としては、国内研究では妊

娠第 1 三半期平均 O3濃度（四分位範囲約 35～48 ppb）の上昇と出生体重が 2,500g 未満と

胎児発育不全を合わせた出生体重異常リスク上昇に関連性がみられたと報告されている。

海外研究では O3濃度と出生体重に負の関連性がみられたとする報告や関連性がみられない

とする報告が多かった。 

 

妊娠中の O3曝露と胎児の成長との関連性について検討した知見としては、国内研究では

日最高 8 時間 O3 濃度の妊娠第 1 三半期の平均値（四分位範囲約 35～48 ppb）の上昇と出

生体重から推定した胎児発育不全の増加に関連性がみられたと報告されている。海外研究

では妊娠中のいずれかの期間の O3曝露と胎児発育不全との間に正の関連性がみられたとす

る報告と負の関連性がみられたとする報告、曝露期間によらず O3曝露と胎児発育不全に関

連性がみられないとする報告もある。 

胎児の成長への影響を頭囲、腹囲などの指標を用いて評価した海外研究では、いずれも O3

濃度との関連性がみられないか、共存汚染物質について調整すると関連性が失われたと報

告されている。 

妊娠中の O3曝露と先天異常との関連性については、メタ解析研究では妊娠中の数カ月単

位の O3曝露と心房中隔欠損、心室中隔欠損、口唇裂との関連性について、いずれも関連性

はみられなかったと報告されている。コホート研究では、正の関連性がみられたとする報告、

負の関連性がみられたとする報告、関連性がみられなかった研究がある。 

妊娠中の O3 曝露と神経発達との関連性についてはいくつかの知見がある。妊娠第 1、2、

3 三半期の昼間平均 O3濃度（7～19 時、妊娠第 1、2、3 三半期の濃度範囲はそれぞれ約 30

～52 ppb、約 19～49 ppb、約 23～63 ppb）と出生後 6 か月での神経行動学的試験スコア

に関連性はみられなかったと報告されている。また、自閉スペクトラム症患児において日最

高 8 時間 O3 濃度の全妊娠期間平均値(濃度範囲約 18～67 ppb)、妊娠第 1、2、3 三半期平

均値(濃度範囲はそれぞれ約 12～77 ppb、約 11～80 ppb、約 11～75 ppb)と認知機能、適応

機能の発達に関連性はみられなかったとする報告や、日平均 O3濃度の妊娠第 2 三半期及び

全妊娠期間の平均値（濃度範囲はそれぞれ約 14～59 ppb、約 23～51 ppb）の上昇と発達遅

延全般のリスク上昇に関連性がみられたとする報告がある。 

妊娠中の O3 曝露と新生児の呼吸器症状との関連性については、日平均 O3 濃度の妊娠前

90 日間、妊娠第 1、2 三半期、全妊娠期間の平均値（濃度範囲はそれぞれ約 8～49 ppb、約

8～49 ppb、約 9～50 ppb、約 13～46 ppb）と、新生児の一過性多呼吸に関連性はみられな

かったが、出生時仮死、新生児呼吸窮迫症候群との間には正の関連性がみられたとする報告

がある。 

 

出生後の曝露による新生児・乳幼児・未成年への影響については、出生後の O3曝露と乳

幼児突然死症候群の関連について、日平均 O3濃度の生後 2 カ月間平均値（全死亡者の四分

位範囲約 20～32 ppb、生存者の四分位範囲約 20～32 ppb）の上昇と乳幼児突然死症候群の

リスク上昇に関連性がみられ、粒子状物質(PM2.5 又は PM10)、CO、SO2 について調整を行

っても関連性は維持されたとの報告がある。 
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出生後の O3 曝露と神経発達への影響については、昼間平均 O3 濃度の生後 1～6 カ月平

均値（7～19 時、濃度範囲約 28～49 ppb）と、生後 6 カ月時点の神経行動学的試験スコア、

昼間平均 O3 濃度の生後 1～12 カ月（7～12 時、濃度範囲約 22～49 ppb）、13～18 カ月（濃

度範囲約 26～41 ppb）平均値と、生後 18 カ月時点での神経行動学的試験スコアに関連性

はみられなかったとする報告がある。また、自閉スペクトラム症患児において日最高 8 時間

O3濃度の生後 1 年間の平均値（濃度範囲約 22～57 ppb）と認知機能、適応機能の発達に関

連性はみられなかったが、通常発達児においては生後 1 年間平均 O3濃度の上昇と適応機能

発達に関連性がみられたと報告されている。また、日平均 O3濃度の生後から調査までの平

均値（生後 1 年間平均値の濃度範囲約 30～43 ppb）と発達遅延に正の関連性がみられ、

PM2.5との 2 汚染物質モデルにおいても関連性は維持されたと報告されている。 

出生後の O3 曝露と呼吸器症状との関連性については、4 つの出生コホート研究を統合し

た解析で、出生年平均 O3 濃度（濃度範囲約 5～30 ppb）と 7～8 歳におけるアレルギー性

鼻炎、大気中アレルゲン感作のいずれとも関連性はみられなかったと報告されている。旧東

ドイツ地域の研究では、出生時住所における年平均 O3濃度（濃度範囲約 16～30 ppb）の上

昇と、10 歳までのアレルギー性鼻炎、目・鼻の症状の有病率の上昇に関連性がみられたが、

喘息、空中アレルゲン感作とは関連性はみられなかったと報告されている。また、調査前 1

年間（2～3 歳児平均値約 24 ppb）、3 年間（2～3 歳児平均値約 26 ppb）の平均 O3濃度上

昇と 2～3 歳児の気管支炎のリスク上昇、調査前 1 カ月間（2～3 歳児平均値約 26 ppb）、1

年間、3 年間（濃度前述）の平均 O3濃度上昇と 2～3 歳児の呼吸器疾患のリスク上昇との間

に関連性がみられたと報告されている。 

子供の入院及び受診との関連性について検討した知見としては、日最高 8 時間 O3濃度の

出生から入院までの追跡中平均値（平均値約 41 ppb）及び追跡中の 4～10 月平均値（平均

値約 51 ppb）の上昇と喘息による入院の増加に関連性がみられたと報告されている。受診

前 2 カ月間平均 O3濃度（月平均値の期間中濃度範囲 2～36 ppb）の上昇と中耳炎受診の低

減に関連性がみられたとする報告、出生地における夏季(6～8 月)平均 O3濃度（濃度範囲約

12～43 ppb）の上昇と 13 歳の誕生日までの喘息発症の増加に関連性がみられたとする報

告、出生地における夏季(6～8 月)平均 O3濃度（濃度範囲約 19～39 ppb）と喘息患児におけ

る 13 歳の誕生日までの喘息による入院又は受診に関連性はみられなかったが、経時変化を

考慮した夏季(6～8 月)平均 O3 濃度（濃度範囲約 16～39 ppb）では喘息による入院又は受

診との正の関連性がみられたとする報告がある。 

年平均 O3濃度（アトピー性皮膚炎新規診断患者の平均値約 30 ppb、非新規診断患者の平

均値約 30 ppb）の上昇と 0～1 歳のアトピー性皮膚炎発症率上昇に関連性がみられたとす

る報告や 1 歳未満及び 1 歳の男児、女児いずれにおいても年平均 O3濃度（乳児湿疹新規診

断患者の平均値約 31 ppb、非新規診断患者平均値約 30 ppb）の上昇と乳児湿疹の発症率上

昇に関連性がみられたとする報告がある。 

 

妊娠中の O3曝露による母体への影響との関連性について検討した知見としては、国内で

は出産 2 日前の日最高 8 時間 O3濃度（症例日 10～90 パーセンタイル値約 20～63 ppb、対

照日 10～90 パーセンタイル値約 18～64 ppb）と常位胎盤早期剥離に関連性はみられなか
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ったと報告されている。また、日最高 8 時間値ベースの妊娠第 1 三半期平均 O3濃度（四分

位範囲約 34～48 ppb）の上昇と妊娠高血圧症候群のリスク上昇に関連性がみられ、SPM、

NO2、SO2を考慮した場合でも同様の関連性がみられたと報告されている。 

海外におけるメタ解析では、O3 濃度と妊娠高血圧症候群、妊娠高血圧腎症に正の関連性

がみられたと報告されている。 

海外におけるコホート研究及び長期追跡研究では、日平均 O3濃度の妊娠第 1、2 三半期、

全妊娠期間平均値（平均値はそれぞれ約 40 ppb、約 41 ppb、約 40 ppb）と妊娠高血圧症候

群に関連性はみられなかったと報告や、日平均 O3 濃度の妊娠第 1、2、1～2 三半期平均値

（濃度範囲はそれぞれ約 21～57 ppb、約 21～57 ppb、約 23～53 ppb）の上昇と妊娠高血

圧症候群のリスク上昇に関連性がみられたとする報告がある。また、日平均 O3濃度の妊娠

第 1 三半期平均値（濃度範囲約 6～47 ppb）の上昇と妊娠高血圧のリスク上昇に関連性がみ

られたとする報告、妊娠前 3 カ月間、妊娠第 1、2 三半期、妊娠最初の 20 週間（受胎季節

別四分位範囲：冬季約 36～43 ppb、春季約 42～45 ppb、夏季約 34～42 ppb、秋季約 27～

40 ppb）、全妊娠期間（濃度範囲約 23～49 ppb）の O3濃度と妊娠高血圧に関連性はみられ

なかったが、未産婦に限定すると全妊娠期間の O3濃度上昇と妊娠高血圧リスク低減に関連

性がみられたとする報告がある。 

非喫煙者において日平均 O3濃度の妊娠第 1 三半期平均値（濃度範囲約 6～43 ppb）と妊

娠初期(妊娠第 20 週以前)から妊娠終期(妊娠第 21 週以降)の間の収縮期血圧上昇に関連性が

みられ、拡張期血圧上昇についても関連性がみられたと報告されている。 

米国・ロサンゼルス郡では 8 時間平均 O3濃度（10～18 時)の妊娠第 1、2 三半期、全妊娠

期間平均値（ロサンゼルス郡平均値約 30 ppb）と妊娠高血圧腎症に関連性はみられなかっ

たが、オレンジ郡では妊娠第 2 三半期 O3 濃度（妊娠第 2 三半期について濃度の記載なし、

全妊娠期間平均 O3 濃度は Orange 郡平均値約 41 ppb）と正の関連性がみられたとする報

告、妊娠第 1 三半期平均 O3濃度（濃度範囲約 6～47 ppb）と妊娠高血圧腎症に正の関連性

がみられたとする報告、日最高 8 時間 O3 濃度の出産前 1、3、6、12 カ月間平均値（平均

値はそれぞれ約 32 ppb、約 31 ppb、約 29 ppb、約 29 ppb）の上昇と硫酸 Mg 点滴を必要

とする妊娠高血圧腎症のリスク上昇に関連性がみられ、曝露期間が短いほど関連性が強か

ったとする報告がある。一方、日平均 O3濃度の受胎前 90 日間、妊娠第 1、2 三半期、全妊

娠期間のいずれの曝露期間平均値においても、O3（中央値はそれぞれ約 30 ppb、約 29 ppb、 

約 29 ppb、 約 29 ppb）と妊娠高血圧腎症との関連性はみられなかったとする報告、妊娠

前 3 カ月間、妊娠第 1、2 三半期、妊娠最初の 20 週間（受胎季節別四分位範囲は冬季約 36

～43 ppb、春季約 42～45 ppb、夏季約 34～42 ppb、秋季約 27～40 ppb）、全妊娠期間（濃

度範囲約 23～49 ppb）の平均 O3 濃度上昇と妊娠高血圧腎症のリスク低減に関連性がみら

れたとする報告がある。 

日平均 O3 濃度の妊娠第 1、2 三半期、全妊娠期間平均値（平均値はそれぞれ約 37 ppb、 

約 38 ppb、約 37 ppb）の上昇と妊娠糖尿病のリスク上昇に関連性がみられ、PM2.5との 2

汚染物質モデルでもほぼ同一の結果がみられたとする報告がある。また、日最高 8 時間 O3

濃度の妊娠前 12 週間（濃度範囲約 8～109 ppb）、妊娠第 1 三半期平均値の上昇と妊娠第 13

週以降の妊娠糖尿病診断低減に関連性がみられ、PM2.5、PM10、NO2との 2 汚染物質モデル



 

 

 

165 

 

 

でも同様の結果がみられたとする報告や、日平均 O3濃度の妊娠前(91 日前～最終月経)平均

値（四分位範囲約 23～36 ppb）と妊娠糖尿病に負の関連性がみられたとする報告がある。 

 

生殖系への影響については、ドナーバンクへの精子提供前 0~9 日、10~14 日、70~90 日

の平均 O3濃度（日平均値の期間中範囲約 2～48 ppb）の上昇と平均精子数の減少との間に

負の関連性がみられたが、総運動精子数とは関連性がみられなかったとの報告がある。全身

性エリテマトーデス男性患者において、日最高 1 時間 O3濃度（期間中範囲約 30～54 ppb）

と精子濃度（ラグ 80-88 日及び 0-90 日）、射精 1 回当たりの精子数（ラグ 80-88 日）、前進

運動性精子率（ラグ 31-38 日）に負の関連性がみられたとする報告がある。体外受精クリニ

ックにおける 8 時間移動平均 O3濃度（平均値約 38 ppb）の排卵誘発～胚移植の期間中平均

値については、妊娠との関連性はみられなかったと報告されている。また、体外受精のサイ

クル全体及びサイクル中の各期間における日平均 O3濃度の期間中平均値（期間平均濃度の

体外受精サイクル間範囲：排卵誘発～卵母細胞回収 約 0～200 ppb、卵母細胞回収～胚移植

約 0～200 ppb、胚移植～着床約 0～200 ppb、着床～出生約 0～200 ppb）と hCG トリガー

実施日の血清エストラジオール濃度、子宮内膜厚、卵母細胞収量、体外受精失敗との関連性

はみられなかったとする報告がある。  

 

2.4.2. 動物実験 

O3 曝露による生殖及び成長発達への影響については、妊娠期間中の曝露による影響、妊

娠期間中以外の曝露による影響が報告されている。 

O3 の妊娠期間中の曝露による仔動物への影響としては、胎児の肺におけるミトコンドリ

アの膨化と細胞質の空胞化、グリコーゲンの増加、上皮細胞とラメラ体の剥離、出生後の体

重増加遅延、卵白アルブミン (OVA) 感作した仔マウスにおける BALF 中乳酸脱水素酵素  

(LDH) 活性の増加と肺における炎症反応の低減が報告されている。また、神経系への影響

や行動影響として、小脳壊死、プルキンエ細胞の減少や核変性、小脳におけるドーパミンや

ノルエピネフリンなどの減少、孤束核におけるドーパミンやノルエピネフリンの合成酵素

の発現抑制、行動試験における学習能力の低下が報告されている。 

O3 の妊娠期間中の曝露による親動物への影響としては、妊娠率の低下、オキシトシンや

アセチルコリンに対する子宮収縮反応の増強、子宮動脈血管抵抗の低下、血糖値の低下、遊

離脂肪酸の増加、摂餌量の減少と体重の低下、気道抵抗の増加、インスリン抵抗性の上昇及

び耐糖能の低下、血中の炎症性サイトカインと HDL コレステロールの減少が報告されてい

る。 

妊娠期間中以外の曝露による影響としては、妊娠前の曝露による仔動物への影響として

海馬における NGF 濃度減少や線条体の脳由来神経栄養因子 (BDNF) 濃度増加が報告され

ており、親動物への影響としては生殖細胞数や精子濃度の減少などが報告されているが、そ

れに伴う交尾成功率及び新生児生存率には低下はみられなかった。 
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2.5. 代謝系・神経系・免疫系等への影響 

2.5.1. 疫学研究 

代謝系への影響については、海外における成人女性を対象とした研究があり、対象者全体

では日最高 8 時間値の 2 年平均 O3 濃度（平均値約 38 ppb）と体重変化量に関連性はみら

れなかったが、BMI が 25 未満の対象者では正の関連性がみられたと報告している。また、

日最高 8 時間値の 2 年平均 O3 濃度（濃度範囲約 25～56 ppb）と 2 型糖尿病発症に正の関

連性がみられ、PM2.5で調整しても関連性が維持されたが、NO2について調整すると関連性

がみられなくなったと報告している。 

 

神経系への影響については、認知症、アルツハイマー病、パーキンソン病、自閉スペクト

ラム症、うつ病の発症や認知機能の低下と O3濃度との関連性について解析したコホート研

究及び長期追跡研究がある。全年齢及び成人を対象とした研究については、O3 濃度と認知

症又はアルツハイマー病発症に負の関連性がみられたとする報告がある。また、パーキンソ

ン病については正の関連性がみられたとする報告があるが、解析条件によっては関連性が

みられないか、負の関連性がみられていた。未成年を対象とした研究では、日最高 1 時間値

の診断前 1 年間平均 O3濃度（中央値 106 ppb）と自閉スペクトラム症新規診断に正の関連

性がみられ、CO、NO2、SO2 について調整しても関連性は維持されたと報告されている。

高齢者を対象とした研究では、O3 濃度とアルツハイマー病の発症に正の関連性がみられた

とする報告がある。 

 

免疫系への影響について検討した知見としては、日最高値ベースの年平均 O3濃度及び発

症前 5 年間平均 O3 濃度（追跡期間中の年平均濃度範囲約 105～120 ppb）と関節性リウマ

チ発症に正の関連性がみられたとする報告がある。また、年平均 O3濃度（濃度範囲約 15～

66 ppb）と全身性エリテマトーデスの発症に負の関連性がみられたとする報告がある。数

カ月単位の研究としては、発症前 2 年前までの 5～10 月の日最高 8 時間値の 5 年間移動平

均 O3濃度（濃度範囲約 14～68 ppb）と多発性硬化症発症について、カナダ・オンタリオ州

全体では関連性はみられなかったが、地域別にみると都市圏では正の関連性がみられたと

報告している。 

 

2.5.2. 動物実験 

O3 の 2 週間から数カ月の曝露による内分泌系及び代謝系への影響としては、空腹時血糖

値の上昇、インスリン分泌の阻害、血中コレステロールの増加、血漿中のコルチコステロン

及び遊離トリヨードサイロニンの濃度上昇が報告されているが知見の数は少ない。 

神経系への影響としては、中枢神経における炎症と形態学的な変化、神経伝達の変化、認

知や行動の変化、神経発達への影響、について評価した研究がある。炎症については、中枢

神経系において炎症性メディエーターの増加、抗酸化酵素の発現や活性の増加が報告され

ている。組織形態学的な変化としては、脳の黒質におけるドーパミン作動性ニューロンの減

少、小胞体の超微細構造の変化が報告されている。神経伝達の変化については、電気生理学
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的な神経伝達の低下がみられた。認知や行動の変化については、短期及び長期記憶に低下が

みられ、抑うつ様行動の誘発についても報告がなされている。その他、海馬においてアポト

ーシス関連分子であるチトクローム c、カスパーゼ 3、BCL-2 の増加とともに、アポトーシ

スの増加がみられた。また、アルツハイマー病の関連分子について解析した研究では、主に

長期曝露によって海馬におけるアミロイド β1-42 (Aβ42) ペプチドの増加や沈着がみられて

いる。 

 

2.6. 死亡への影響 

長期曝露と死亡に関する研究においても、短期曝露と死亡との関連性に関する研究と同

様に、人口動態統計や医療機関記録等に基づく全死亡（非事故死亡）、循環器疾患死亡（心

血管疾患死亡、脳血管疾患死亡）、呼吸器疾患死亡（肺炎死亡、COPD 死亡）等による死亡

が解析対象となっている。 

 

数カ月単位での解析を行ったメタ解析では、米国、英国、フランス、台湾を対象としたコ

ホート研究についてシステマティックレビューを実施し、全死亡については温暖期平均 O3

濃度(4～9 月又は 7～9 月の平均値又は年間ピーク濃度)との関連性はみられなかったが、心

血管疾患死亡及び呼吸器疾患死亡については温暖期平均 O3濃度と正の関連性がみられたと

報告されている。 

コホート研究及び長期追跡研究として、米国における成人を対象とした ACS-CPSII 研究

のデータについて解析した研究やメディケア受給者を対象として解析した研究、カナダに

おける全国コホートのデータを解析した研究がある。これらの研究では、成人又は高齢者を

対象として、主に夏季ないし温暖期における数カ月間の O3濃度と死亡の関連性が評価され

ており、全死亡、循環器疾患死亡、呼吸器疾患死亡、その他疾患別死亡について O3濃度と

の正の関連性が報告されているが、いくつかの研究では共存汚染物質の調整によりそれら

の関連性が失われるか負の関連性がみられたことが報告されている。 

 

年単位での解析を行った複数国や複数地域における研究についてのメタ解析を行った報

告では、成人における全死亡及び肺がんによる死亡については年平均 O3濃度と負の関連性

がみられたが、心血管疾患死亡、脳卒中死亡、呼吸器疾患死亡については関連性がみられな

かったと報告されている。また、別のメタ解析では肺がんによる死亡又は罹患と O3濃度に

関連性はみられなかったと報告されている。 

米国におけるハーバード 6 都市研究及び ACS-CPSII 研究のデータを用いた複数の報告

がある。米国 6 都市における 1991 年までの期間追跡では 1977～1985 年平均 O3 濃度（都

市別平均値範囲約 20～28 ppb）が最も低い都市と比較した都市別の全死亡との間に関連性

はみられなかったと報告されているが、再解析では、6 都市の濃度範囲あたりの死亡相対リ

スクを求めた結果、1977～1985 年平均 O3濃度（都市別平均値範囲約 20～28 ppb）の上昇

と全死亡数、心肺疾患死亡数の低下に関連性がみられたと報告されている。ACS-CPS II 研

究では 1982～1998 年の追跡期間中の死亡について検討を行い、日最高 1 時間 O3 濃度の

1982～1998 年平均値（都市別平均値の平均値約 46 ppb）は全死亡、肺がん死亡、心肺疾患
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死亡いずれとも関連性はみられなかったと報告されているが、一部の対象者について追跡

期間を 1982～2000 年に延長し再解析を行った結果においても、全死亡、心肺疾患死亡、虚

血性心疾患死亡、肺がん死亡、その他死亡いずれについても年平均 O3 濃度（都市別 1980

年平均値範囲約 10～41 ppb）との関連性はみられなかったと報告されている。 

米国における高血圧と診断された男性退役軍人を対象としたコホート研究では、約 9 万

人の退役軍人を 21 年間追跡し、O3については 573 郡の 54,292 人を対象として大気汚染と

死亡との長期的な関連性における血圧の重要性について検討した結果、1976～1981 年、

1982～1988 年、1988 年以降の 3 期間における全死亡と、死亡と同期間の平均年間 95 パー

センタイル O3 濃度（郡別期間中平均値範囲：1960～74 年 約 56～431 ppb、1975～81 年 

約 48～472 ppb、1982～88 年 約 31～170 ppb、1989～96 年 約 40～138 ppb）に正の関

連性がみられたと報告された。 

このように年単位での解析を行ったコホート研究及び長期追跡研究やメタ解析では、主

に年平均 O3濃度の追跡期間中平均値と死亡との関連性について評価しており、O3濃度の上

昇と全死亡、循環器疾患死亡、呼吸器疾患死亡、その他の疾患別死亡の増加に関連性がみら

れたとする報告もある一方、関連性がみられなかったとする報告や死亡低減との関連性が

みられたとする報告も多い。 
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3. パーオキシアセチルナイトレート（PAN）の健康影響 

人志願者に PAN を曝露し、その健康影響を調査した人志願者実験研究がいくつか報告さ

れている。 

呼吸器系への影響を評価した研究では、0.13～0.30 ppmのPANを 17分～4時間曝露し、

酸素摂取量、最大有酸素運動能力、肺機能、症状等について調査されている。 

男子大学生を対象に 0.3 ppm PAN を 17 分間（途中に運動 5 分間）曝露した研究では、

運動中の酸素摂取量の増加、運動後の回復期間中の呼気最大速度の低下がみられた。一方、

健康な若年及び中年の非喫煙者及び喫煙者の男性を対象とし、0.27 ppm PAN を約 40 分

（安静 5 分、最大有酸素運動能力試験約 20 分、安静 15 分）、室温 25℃又は 35℃で曝露し

た研究では、PAN による最大有酸素運動能力（VO2max）や運動継続時間等への影響はみ

られなかった。 

0.24 ppm PAN を 4 時間、間欠運動条件下で曝露した研究では、健康な若年成人男性群で

は、FVC が曝露前後で 4%低下したと報告されているが、中年男性群では FVC への影響は

みられず、FEV1等のその他肺機能に関する影響もみられなかったと報告されている。成人

女性又は男性を対象とし、0.27 又は 0.30 ppm PAN を 2 時間、間欠運動条件下で曝露した

研究では、PAN 単独曝露では肺機能（FVC、FEV1、FEF25-75等）に影響はみられなかった

と報告されている。 

PAN と O3の複合曝露については、成人女性又は男性を対象とし、0.27～0.30 ppm PAN

と 0.45～0.48 ppm O3 を 2 時間、間欠運動条件下で曝露した結果、PAN と O3 の複合曝露

は O3単独曝露でみられた肺機能への影響を増強したと報告されている。一方、成人男女を

対象に 0.30 ppm 又は 0.13 ppm PAN と 0.45 ppm O3の複合曝露を 2 時間、間欠運動条件

下で実施した結果、O3 単独曝露による影響との間に差はみられなかったとの報告もある。

0.30 ppm PAN と 0.45 ppm O3の複合曝露を 1 日 2 時間、5 日間反復曝露した結果、肺機

能や呼吸器症状について適応は生じるが不完全であり、3～7 日間の間に消失したと報告さ

れている。 

成人男女を対象に 0.13 ppm PAN と 0.60 ppm NO2の複合曝露を 2 時間、間欠運動条件

下で実施した結果、肺機能や心拍数等に影響はみられなかったと報告されている。 

PAN による目の刺激性反応を報告した研究としては、曝露チャンバーでの曝露とゴーグ

ル等により目への曝露した研究がある。曝露チャンバーで 0.13～0.3 ppm PAN を単独又は

CO、NO2、O3と複合的に 2 時間又は 4 時間曝露した研究では、PAN が含まれる曝露では、

目の刺激等の目の症状を報告した被験者数が増加したと報告されている。また、0.05～0.5 

ppm の PAN を含む気体を被験者の目に曝露した結果、眼刺激の閾値は 300 秒の曝露で

0.05 ppm 以上、12 分の曝露で 0.5 ppm 付近であったと報告されている。 

動物実験において PAN による影響を報告した研究としては、数時間から 2 週間未満の曝

露による影響として、肺炎とそれによる死亡、自発的な活動の低下、肺細胞における DNA

の損傷、遺伝子変異が報告されており、2 週間から数カ月の曝露による影響として、体重の

減少、気管支肺炎とそれによる死亡、上皮過形成、行動異常、成長遅延、が報告されている

が、知見の数は少なく、いずれも数 ppm から 100 ppm を超える高濃度において影響がみ

られたことが報告されている。  
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4. 全体のまとめ 

上記 1～3 に記載した知見を踏まえ、O3及び PAN の曝露と各健康影響の関連性の確から

しさに関わる判断を以下に示す。 

 

１）O3への短期間の曝露による呼吸器系への健康影響 

疫学研究では、国内及び諸外国で実施されたパネル研究において、短期間の O3濃度上昇

と呼吸器症状との関連性や喘息患児における気道炎症指標の増加の変化がO3濃度に関連し

て観察されており、また、O3 濃度と呼吸器系の入院や救急外来受診との関連性や呼吸器系

死亡率の上昇との関連性が大規模な世界各国の複数都市での解析結果として示されている。

このことは、人志願者を対象とした O3曝露実験において、肺機能の低下が観察されており、

さらにこの肺機能の低下は O3曝露濃度に依存して大きくなっていたという結果や気道反応

性の亢進、呼吸器の炎症等に関する研究成果、動物実験による肺機能の変化、炎症、気道反

応性の増大、肺の宿主防御機能の低下などの研究成果からも支持される。多くの疫学研究、

人志願者実験及び動物実験から得られている現時点の科学的知見に基づくと、O3 への短期

間の曝露が呼吸器系に悪影響を及ぼし得ることは確かであると判断された。 

 

２）O3への短期間の曝露による循環器系、代謝系、神経系などその他の影響 

疫学研究から多くの科学的知見が得られており、人志願者実験についてもいくつかの研

究がある。これらの知見の中には O3への短期間の曝露によって悪影響が生じているという

ことを強く示唆するものもあるが、一方で、これらを否定する知見もあり、現時点では O3

の短期曝露が循環器系、代謝系、神経系に悪影響を及ぼし得ることは確からしいと判断する

ことは困難であった。 

 

３）O3への長期間の曝露による呼吸器への健康影響 

科学的知見は疫学研究とその生物学的な影響機構を裏付ける動物実験に関するものがあ

る。米国などで実施された小児を対象としたコホート研究や成人・高齢者を対象としたコホ

ート研究では O3曝露と喘息発症との関連性が観察され、さらに、呼吸器系疾患による入院・

受診数の増加との関連性が示されている。O3 への長期曝露による喘息発症等については、

動物実験による肺の形態学的な変化に関する研究成果からも支持される。これらの知見から

O3への長期曝露が呼吸器系に悪影響を及ぼし得ることは確からしいと判断された。しかし、

疫学研究において O3 曝露によるとされた影響が PM2.5 や NO2 などの他の共存大気汚染物

質による影響と独立した影響であると明確に判断することには困難があるなど、現時点で

はやや不確実性が残る点に留意が必要である。 

 

４）O3への長期間の曝露による循環器系、発がん、生殖・神経発達などその他の影響 

疫学研究から多くの科学的知見が得られている。これらの知見の中には O3への長期間の

曝露によって悪影響が生じているということを示唆するものもあるが、一方で、これらを否

定する知見もあり、一貫性にやや欠けていると考えられる。呼吸器系への影響の場合と同様

に共存大気汚染物質の影響と切り分けた判断が困難であることから、現時点では O3の長期
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曝露が循環器系、発がん、生殖・神経発達、代謝系、神経系、免疫系などに悪影響を及ぼし

得ることは確からしいと判断することは困難であった。 

 

５）O3以外の光化学オキシダントの主要成分と考えられる PAN の健康影響 

全体として知見が限られている。人志願者実験による知見では単独曝露や O3との複合曝

露の結果に一貫性が乏しく、知見の蓄積も不十分と考えられることから、PAN への曝露に

よる健康影響について判断することはできなかった。動物実験についても知見の数は少な

く、またいずれも数 ppm から 100 ppm を超える高濃度における報告であった。 
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価に資する信頼できる疫学研究知見のとりま

とめ結果 
 

2.1. 死亡に関する知見の整理結果 

2. オゾン 2.1. 呼吸器 2.1.1. 疫学研 光化学オキシダントの長期曝露による呼吸器 2.1. 呼吸機能に関する知見の整理結果 
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影響 究 影響に関する定量評価に資する信頼できる疫

学研究知見のとりまとめ結果 
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2.1.2. 動物実
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知見の整理結果 

2.2.2. 動物実

験 

光化学オキシダントの健康影響に関する動物

実験知見のとりまとめ結果 

2.2. 循環器系への影響に関する知見の整理結

果 

2.3. 発がん

影響 

2.3.1. 疫学研
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光化学オキシダントの短期及び長期曝露によ
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の影響、発がん影響、その他の影響に関する定

量評価に資する信頼できる疫学研究知見のと

りまとめ結果 

9. 長期曝露による発がん影響に関する知見の

整理結果 

2.3.2. 動物実

験 

光化学オキシダントの健康影響に関する動物

実験知見のとりまとめ結果 
 

2.5. 変異原性・遺伝子傷害性及び発がん性に関

する知見の整理結果 
 

2.4. 生殖・神

経発達影響 

2.4.1. 疫学研

究 

光化学オキシダントの生殖系への影響及び成

長発達への影響に関する定量評価に資する信

2. 妊娠中の曝露による胎児、新生児、乳幼児へ

の影響 
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参考資料１ 目次 資料名 章節 

頼できる疫学研究知見のとりまとめ結果 3. 出生後の曝露による新生児、乳幼児、未成年

への影響 

4. 妊娠中の曝露による母体への影響 

5. 生殖系への影響  

2.4.2. 動物実

験 

光化学オキシダントの健康影響に関する動物

実験知見のとりまとめ結果 

2.6. 生殖及び成長発達への影響に関する知見

の整理結果 

2.5. 代謝系・

神経系・免疫

系等への影

響 

2.5.1. 疫学研

究 

光化学オキシダントの短期及び長期曝露によ

る代謝系への影響、神経系への影響、免疫系へ

の影響、発がん影響、その他の影響に関する定

量評価に資する信頼できる疫学研究知見のと

りまとめ結果 

6. 長期曝露による代謝系への影響に関する知

見の整理結果 

7. 長期曝露による神経系への影響に関する知

見の整理結果 

8. 長期曝露による免疫系への影響に関する知

見の整理結果 

2.5.2. 動物実

験 

光化学オキシダントの健康影響に関する動物

実験知見のとりまとめ結果 

2.3. 内分泌系及び代謝系への影響に関する知

見の整理結果 

2.4. 神経系への影響に関する知見の整理結果 

2.6. 死亡への影響 光化学オキシダントの長期曝露による健康影

響のうち死亡をエンドポイントとした定量評

価に資する信頼できる疫学研究知見のとりま

とめ結果 

2.1. 死亡に関する知見の整理結果 

3. パーオキシアセチルナイトレート

（PAN）の健康影響 

パーオキシアセチルナイトレートの健康影響

に関する疫学研究知見及び人志願者実験知見

3. 人志願者実験分野 
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参考資料１ 目次 資料名 章節 

のとりまとめ結果 

光化学オキシダントの健康影響に関する動物

実験知見のとりまとめ結果 

3. PAN の影響に関する知見の整理結果 
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光化学オキシダント健康影響評価検討会 

 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第１回） 

https://www.env.go.jp/press/110657.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第２回） 

https://www.env.go.jp/press/111047.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第３回） 

https://www.env.go.jp/press/press_00422.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第４回） 

https://www.env.go.jp/press/press_00919.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第５回） 

https://www.env.go.jp/press/press_01230.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第６回） 

https://www.env.go.jp/press/press_01754.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第７回） 

https://www.env.go.jp/press/press_02331.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第８回） 

https://www.env.go.jp/press/press_02764.html 

光化学オキシダント健康影響評価検討会（第９回） 

https://www.env.go.jp/press/press_02821.html 
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参考資料 2 光化学オキシダントの植物影響のとりまとめ 

光化学オキシダントの植物影響に関する定量評価に関しては、オゾンとオゾン以外の光

化学オキシダント成分の植物影響に関する科学的知見を別々に検討・評価することが適切

と判断された。そこで、光化学オキシダントの主成分であるオゾンと、オゾン以外の光化

学オキシダント成分としてパーオキシアセチルナイトレート（PAN）の植物影響に関する

科学的知見をとりまとめた。 

光化学オキシダントの主成分であるオゾンは、植物の葉の表面にある気孔を介して葉内

に取り込まれ、褐色斑、黄変、白化などの葉の可視障害の発現、光合成能力の低下、農作

物の成長や収量の低下、樹木の成長低下などを引き起こしていると考えられている。ま

た、オゾンによる植物影響の程度は気孔を介した葉のオゾン吸収量と葉内に吸収されたオ

ゾンの解毒能力とのバランスによって決まるため、気孔開度や葉内の活性酸素消去系活性

を変化させる環境要因が変動すれば、大気オゾン濃度が同じでもオゾンの植物影響の程度

が変化することが示されている。また、PAN は、オゾンと同様に、気孔から吸収され、葉

の可視障害の発現や成長の低下を引き起こすことが知られているが、植物生理生化学的機

能への影響やそのメカニズムなどに関する知見は限られている。 

「1. オゾン等の農作物への影響」、「2. オゾン等の樹木への影響」、「3. オゾンと森林衰

退との関係」及び「4. パーオキシアセチルナイトレート（PAN）の植物影響」の各章で

は、植物の葉面に発現する可視障害、成長や収量に及ぼす影響やその程度を変化させる環

境要因などに関する文献の記載に基づいて科学的知見を整理し、「5. 全体のまとめ」にお

いて現時点におけるオゾン及び PAN の植物影響に関する知見をとりまとめた。なお、これ

らの科学的知見の詳細は、「参考資料」に示した。植物影響に関する報告において光化学オ

キシダント濃度として記載されているものは原則として Ox と示し、オゾン濃度として記

載されているものは O3と示した。 
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1. オゾン等の農作物への影響 

1.1 葉の可視障害 

農作物が比較的高濃度の O3に曝露されると、葉に可視障害が発現することがある。国内

で実施された 22 科 45 種の農作物及び園芸作物を対象とした空気浄化試験（FAC: Filtered 

Air Chamber）では、可視障害を発現させた Ox 濃度の最高値は作物種によって異なり

（0.1 ppm 以下、0.10～0.15 ppm、0.15 ppm 以上の 3 段階に分級）、ホウレンソウやハツ

カダイコン等の感受性は比較的高いことが報告されている。また、広範囲な農作物や園芸

作物を対象とした既存の O3曝露試験の結果に基づいて、農作物の葉の可視障害発現と O3

曝露との関連が検討された報告では、濃度（C）の 2 乗と曝露時間（t）の積であるドース

（C2×t）によって O3感受性を 4 段階（0.10 ppm2・h 以下、0.11～0.30 ppm2・h、0.31

～1.00 ppm2・h 及び 1.01 ppm2・h 以上）に分級された。その結果、作物種によって O3

感受性が異なり、前述の報告と同様にホウレンソウやハツカダイコン等の感受性が比較的

高いことが報告されている。なお、葉の可視障害の程度などに基づいた O3感受性は、作物

種だけでなく、品種間でも異なることが報告されている。 

 

1.2. 成長や収量に及ぼす影響 

O3等が農作物の成長や収量に及ぼす影響は様々な農作物で報告されている。本検討会で

は、イネ、ダイズ、オオムギ、ラッカセイ、バレイショ、トマト、キュウリ、コマツナ、

ホウレンソウ、ハツカダイコン、メロン及び果樹に関する代表的な報告をとりまとめた。

可視障害の発現に基づく O3感受性と同様に、成長や収量における O3感受性は、作物種間

だけでなく品種間でも異なる。なお、複数の研究において成長や収量に対する O3の影響が

比較可能であり、定量評価が可能と考えられた作物種としてイネ、コマツナ、ハツカダイ

コンがある。そこで、本資料においても、これら 3 種の成長や収量に対する O3等の影響に

関する報告を中心にとりまとめる。 

 

＜イネ＞ 

イネ 4 品種に対する Ox の影響を検討した FAC 試験では、品種によって程度は異なる

が、地上部重、穂数、総穎花数、登熟歩合、千粒重及びもみ重の低下が報告されている。 

“日本晴”を用いた FAC 試験では、浄化空気区と非浄化空気区で草丈に差はないが、非浄

化空気区では茎数や穂数が少なく、穂重の減少によって収量（玄米重）が減少したことが

報告されている。なお、非浄化空気区の Ox 濃度は、24 時間平均値で 0.030 ppm であっ

た。 

“コシヒカリ”を対象とした自然光型チャンバーを用いた O3曝露試験では、栄養成長期か

ら出穂初期 8 週間において 3 段階の濃度（浄化空気、0.05 ppm、0.10 ppm）の O3を曝露

した結果、0.10 ppm O3区で 5 週目と 6 週目に個体乾重量が 50%減少した。また、0.05 

ppm O3区と 0.10 ppm O3区において、地下部／地上部比が低下したことが報告されてい

る。 

“コシヒカリ”及び“日本晴”を供試した 5 段階の O3濃度によるオープントップチャンバ

ー（OTC）試験（野外の 0.5 倍、1 倍、1.5 倍、2 倍及び 2.75 倍 O3区）では、O3曝露量の
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増加に伴って収量が減少することが報告され、精玄米重の結果を基に O3曝露応答関係式が

導出されている。 

日本のイネ 9 品種を対象とした 3 段階の O3濃度による OTC 試験（浄化空気区、野外空

気区、1.5 倍 O3区）においても収量に対する O3の影響が検討され、相対収量と O3の

AOT40 の関係式が報告されている。なお、O3の AOT40（Accumulated Exposure Over 

Threshold of 40 ppb）とは、閾値 40 ppb を超過した O3濃度（1 時間値）の閾値超過分を

指定された期間（一日の中の時間帯及び季節等）にわたって積算した値である。 

“コシヒカリ”及び“キヌヒカリ”を対象とした 3 段階の O3曝露によるグリーンハウス型

O3曝露試験（浄化空気区、60 ppb、100 ppb, 10:00～17:00）では、O3曝露区で育成した

両品種の収量は浄化空気区におけるそれに比べて減少したことが報告されている。 

“コシヒカリ”を対象とした 3 段階の O3曝露によるグリーンハウス型 O3曝露試験（浄化

空気区、野外空気区、1.5 倍 O3区）では、O3の AOT40 や水蒸気気孔コンダクタンスなど

から算出した気孔を介した葉の積算 O3吸収量と相対収量との関係式が導出されている。 

日本とアジアのイネ 21 品種を対象としたガラス温室型 OTC を用いた O3曝露試験で

は、外気の 2 倍の O3濃度（24 時間平均値で 57 ppb）で有意な収量低下が生じた品種は、

すべてインディカ型品種であり、“きらら 397”を除いたほとんどのジャポニカ型品種は有

意な収量低下を示さなかった。 

イネ 2 品種（“ホウネンワセ”及び“中生新千本”）を用いた FAC 試験で、Ox 感受性の品

種間差異と Ox に曝露された生育時期による収量影響の違いを検討した。その結果、穂首

分化期（幼穂形成期）から出穂期までの期間の Ox による減収効果が最も大きく、特に穂

ばらみ期が重要であることが指摘されている。なお、このような成育時期による Ox の収

量影響の程度の違いは、“ホウネンワセ”で認められたが、“中生新千本”では明瞭でなかっ

た。 

異なる生育段階における O3曝露が“コシヒカリ”の収量に及ぼす影響を 3 か年の OTC 試

験で検討した結果、O3曝露による収量低下の程度は、全期間＞栄養成長期（出穂前まで）

＞移行期（穂ばらみ期～出穂後 10 日（登熟期前））＞生殖成長期（出穂以降）の順に大き

かった。一方、単位 AOT40 あたりの収量低下率は、栄養成長から生殖成長への移行期の

O3曝露が一番大きく、次に栄養成長期の O3曝露であった。出穂前後の移行期は約 20 日程

度と期間は短いものの、この時期の O3曝露の収量影響は大きいことが明らかになった。 

 

＜コマツナ＞ 

10 品種を対象とした人工光型 O3曝露チャンバーを用いた曝露試験（播種後 8、10 及び

12 日目に 130 ppb を 4 時間（10:00～14:00））を行った結果、個体乾重量が低下した。個

体乾重量における O3感受性の品種間差異は、O3曝露による可視障害の程度、個体あたり

の乾物成長速度、気孔密度の品種間差異では説明できなかったが、単位 O3吸収量あたりの

純光合成阻害率の品種間差異と一致したことが報告されている。 

“楽天”を対象とした 4 段階の O3曝露試験（浄化空気区、60 ppb、90ppb、120 ppb）を

人工気象室で実施した結果、O3濃度の上昇に伴って成長（個体乾重量）の低下が認めら

れ、個体乾重量の相対値（O3区における個体乾重量/浄化空気区における個体乾重量）と

O3の AOT40 の関係式が報告されている。 
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“楽天”を対象とした OTC 試験において、野外空気区（昼間 O3濃度：52 ppb、最大 O3

濃度：143 ppb）で 1 か月間にわたって育成した結果、個体乾重量が 42%低下した。 

 

＜ハツカダイコン＞ 

“コメット”に自然光型ファイトトロン内で 3 種類の温度条件下で育成しながら 0.10 ppm

の O3を 1 日 4 時間(10:00～14:00)、7 日間にわたって曝露した結果、25/18℃及び 30/23℃

（日中/夜間）の気温条件下で個体乾重量が 20%減少したことが報告されている。 

“コメット”を対象とした OTC 試験では、野外空気区における個体あたりの葉面積及び乾

重量が浄化空気区におけるそれらに比べて有意に低下し、大気 O3濃度の増加に伴って個体

乾重量が直線的に減少したことが報告されている。 

“コメット”を対象とした別の OTC 試験では、午前 9 時の平均気温が 20℃以上の場合、

O3による個体乾重量の低下が認められた。 

“コメット”を対象とした通年で計 9 回の OTC 試験では、地上部には O3の有意な影響が

認められなかった。また、5 月中旬、9 月及び 10 月に実施した試験では、O3による地下部

乾重量の有意な低下が認められたが、非浄化空気区における地下部乾重量の相対値(非浄化

空気区/浄化空気区×100, %)と日平均 O3濃度との関係に有意な相関は認められなかった。

この原因として、育成期間における気温や相対湿度が O3感受性に影響していると考察され

ている。 

ハツカダイコン 3 品種を対象とした OTC 試験では、個体乾物成長に基づいた O3感受性

に品種間差異があり、特に“ユキコマチ”の感受性が高いことが報告されている。 

“赤丸（コメット）”を対象とした 4 段階の O3曝露試験（浄化空気区、60、90、120 

ppb）を人工気象室で実施した結果、大気 O3濃度の上昇に伴って個体乾重量が低下したこ

とが報告されている。 

 

＜その他＞ 

夏蒔きダイズ 12 品種を用いた FAC 試験において Ox が収量に与える影響の程度が品種

によって異なることが報告され、2 品種を対象とした 5 段階の O3曝露によるフィールドチ

ャンバーを用いた試験では、O3濃度上昇に伴う収量の低下が認められ、乾物生産量の低下

が報告されている。また、“エンレイ”に自然光型ファイトトロン内で昼間（9:00-17:00）に

O3を曝露（60 ppb）した結果、子実数（粒数）の低下に伴う収量低下が認められ、浄化空

気区に比べて 10%程度低下したことが報告されている。 

オオムギ、ラッカセイ、バレイショに対する Ox の影響に関する研究報告数は限られて

いるが、FAC 試験において Ox の曝露による収量低下が報告されている。 

トマトの“栄寿”を対象とした低濃度ガス長期間接触装置を用いた O3曝露試験におい

て、3 段階の O3曝露を 8 時間/日で 28 日間にわたって実施した結果、O3による個体乾重量

や葉乾重量の低下が認められた。“ポンデローザ”を対象としたグロースキャビネットを用

いた O3曝露試験では、草丈や茎数などに影響は認められなかったが、地上部重量は減少し

た。 

キュウリの“ときわ光 3 号 P 型”を対象とした低濃度ガス長期間接触装置を用いた 3 段階

の O3曝露試験において、葉身と根の有意な成長抑制や収量低下が報告されている。また、
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“立秋”を対象としたグロースキャビネットを用いた O3曝露試験では、草丈や茎数に O3の

有意な影響は認められなかったが、地上部重は減少した。また、“霜知らず地這いキュウ

リ”を対象とした人工光型 O3曝露チャンバーを用いた 3 段階の O3曝露試験では、葉面積及

び乾物成長の低下が報告されている。 

ホウレンソウの“深緑”を対象としたグロースキャビネットを用いた O3曝露試験におい

て、乾重量の減少が報告されている。 

メロンの“パール”を対象としたグロースキャビネットを用いた O3曝露試験において

は、草丈や茎数などに有意な O3の影響は認められなかったが、地上部重は減少したことが

報告されている。 

果樹のウンシュウミカン、モモ及びナシに対する O3の影響が検討されている。ウンシュ

ウミカンの“林系”の落果率に O3の影響は認められず、モモの“大久保”の落果率は大気

O3濃度の増加に伴って高くなったが、落葉数や果実肥大率にはほとんど影響が認められな

かった。ナシの“長十郎”の花粉に O3を曝露した場合、その発芽率の低下が報告され、受

粉する際に O3が曝露された場合は結実率の低下傾向が認められたが、受精への影響は小さ

いことなどが報告されている。 

 

＜作物種間差＞ 

成長や収量における O3感受性には作物種間差があることが、これまでの様々な研究によ

って明らかになっている。 

9 作物種 12 品種の農作物を対象とした３段階の O3曝露試験（0.04 ppm、0.06 ppm、

0.10 ppm）の結果を取りまとめた研究では、オカボ、ダイズ、ラッカセイ、ソバでは 0.06 

ppm 以下で成長や収量が低下した一方、トウモロコシ、オオムギ、ビールムギでは 0.06 

ppm を超えた濃度で成長や収量の低下が認められたことが報告されている。 

近郊野菜 10 種を対象として、OTC を用いた３段階の O3曝露試験（浄化空気区、野外

O3区、1.5 倍野外 O3区）を複数回実施した研究では、収量における O3感受性は、サラダ

ナ>シュンギク≧ハネギ≧サントウサイ>タアサイ>ハツカダイコン≧コカブ>コマツナ>チ

ンゲンサイの順に高かったと報告している。 

欧米の品種との比較ではあるが、イネ（“コシヒカリ”）の収量における O3感受性は、ワ

タ、春コムギ、ダイズのそれよりも低いことが報告されている。 

 

1.3. 農作物影響を変化させる環境要因 

日本の農作物を対象として、環境要因が O3障害に及ぼす影響を報告した研究はいくつか

あり、具体的には光強度、気温、土壌乾燥ストレス、土壌への窒素負荷、施肥及び大気

CO2濃度の上昇が O3障害に及ぼす影響が報告されている。 

O3障害に対する光強度の影響に関しては、モデル植物（シロイヌナズナ）を用いた研究

において葉緑体内で光合成に伴って発生する ROS(Reactive oxygen species, 活性酸素種）

によって光照射下で O3障害が生じやすいことが示されている。また、異なる光条件下で栽

培したハツカダイコンに対する O3の影響を評価した研究では、弱光条件下で栽培した個体

の成長や光合成に O3の影響は認められなかったが、強光条件下で栽培した個体では O3に

よって乾物成長や純光合成速度が低下したことが報告されている。 
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温度の変化は化学反応速度を左右するため、光合成や呼吸などの代謝反応に強く影響を

及ぼす。したがって、気温の変化は気孔を介した葉の O3吸収量や葉内における O3の解毒

能力に変化をもたらすと考えられる。植物に対する O3の影響を変化させる要因として気温

を取り上げた実験的研究は、現在のところ世界的にも極めて限られている。例えば、ハツ

カダイコンを対象とした研究では、O3による成長低下が気温上昇によって著しくなること

が報告されている。一方、イネの成長や収量における O3障害に対する気温の影響は報告さ

れていない。なお、O3による玄米の外観品質低下が気温上昇によって著しくなることは報

告されているが、このような気温の作用は品種によって異なり、気温上昇によって O3の影

響が変化しない品種もある。 

一般に、乾燥条件下で生育している植物は、葉からの水分損失を防ぐために気孔を閉鎖

する。そのため、大気湿度の低下や降水量の減少などに伴う土壌乾燥によって、気孔を介

した葉の O3吸収量が低下することが考えられる。日本の農作物を対象として、その成長や

光合成における O3障害に及ぼす土壌乾燥ストレスの影響を評価した実験的研究はいくつか

ある。例えば、ダイズの収量に対する O3の影響は土壌乾燥ストレスによって緩和されるこ

とが報告されているが、別の研究では O3の影響は土壌乾燥ストレスによって変化しないこ

とが報告されている。そのため、O3障害に対する土壌乾燥ストレスの影響は、ストレスの

程度や栽培時の気象条件等によって異なる可能性がある。 

化石燃料や化学合成肥料の消費によって大気中に放出される反応性窒素（Nr）は、直接

的または雨などに溶け込んで間接的に森林や農地に沈着する。窒素は植物の多量必須元素

であることから、その土壌への沈着量の増加は光合成活性の上昇や気孔開度の上昇を引き

起こすほか、葉内の活性酸素消去系の活性を上昇させる可能性も考えられている。一方、

土壌への過剰な窒素沈着は植物の栄養バランスの悪化や土壌酸性化を引き起こして間接的

に影響を及ぼすことから、光合成や活性酸素消去系の活性を変化させることが考えられ

る。植物に対する O3と土壌への窒素負荷や施肥の複合影響に関する実験的研究が報告され

ている。例えば、イネを用いた実験的研究では、窒素施肥を行わなかった栽培条件下では

O3による成長や収量の低下が認められなかったが、窒素施肥を行った栽培条件下では O3

によるそれらの低下が認められており、施肥による O3の影響の助長作用が報告されてい

る。このように施肥によって O3の影響が顕著になる可能性はあるが、研究例は極めて限ら

れている。 

植物は気孔を介して CO2を葉内に吸収するが、光合成への CO2供給が十分になると、水

分損失を防ぐために気孔を閉じることが知られている。一方、異なる大気 CO2濃度条件下

で育成した日本の農作物の成長や光合成に対する O3の影響を評価した実験的研究は極めて

限られている。ハツカダイコンとコマツナを用いた実験的研究では、両作物種の成長に対

する O3の影響の程度は、高濃度 CO2によって変化しなかったことが報告されている。た

だし、O3による葉面積の低下は、高濃度 CO2によって緩和されることが両作物種で報告さ

れている。一方、海外の研究では、O3によるコムギの収量低下は高濃度 CO2によって緩和

されることが報告されている。そのため、高濃度 CO2によって O3の影響は緩和・相殺さ

れるが、その作用は植物種や気象条件によって異なると考えられる。 
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2. オゾン等の樹木への影響 

2.1. 成長に及ぼす影響 

樹木の成長は、環境との炭素交換（光合成、呼吸、枯死など）によって決まり、乾物成

長で表される。O3は樹木の乾物成長を低下させることが知られており、日本の森林樹木に

おけるその影響に関して温室、人工気象室または OTC などを用いた O3曝露試験が多く行

われている。 

スギ、ヒノキ、ケヤキの苗木を 4 段階の O3濃度（野外の 0.4、1.0、2.0 及び 3.0 倍 O3

区）で 24 週間にわたって育成した結果、個体乾重量が低下したことが報告されている。

O3による樹木の成長低下は、落葉広葉樹、落葉針葉樹、常緑広葉樹、常緑針葉樹などの多

くの樹種で報告されている。 

日本の森林樹木の成長における O3感受性には樹種間差異があることが明らかになってお

り、現状濃度レベルの O3によって有意に成長が低下する「高感受性種」、現状濃度レベル

の 1.5 倍または 2.0 倍の濃度の O3を曝露したときに有意に成長が低下する「中感受性種」

と成長が低下しない「低感受性種」の 3 つに分類されている。一般に、落葉樹は常緑樹よ

りも O3感受性が高く、この傾向は欧州や中国など世界中の樹木で確認されているが、日本

の温帯林の代表的な常緑広葉樹であるスダジイの O3感受性は落葉広葉樹のブナに匹敵する

などの例外も存在する。 

2000 年代以降、日本の樹木の成長や光合成などに対する O3の影響に関する多くの実験

的研究に基づいて、O3の曝露量または気孔を介した葉の O3吸収量と個体乾物成長や純光

合成速度の相対値(O3区の値/浄化空気区の値)との関係が得られている。この関係の回帰直

線の傾きの絶対値は、O3の曝露量あるいは吸収量あたりの成長や純光合成速度の低下率を

示し、O3感受性の指標となる。 

16 樹種の苗木の個体乾重量と O3の AOT40 の関係を解析した結果では、O3感受性に樹

種間差異があり、ドロノキ、トウカエデ、ストローブマツ、ブナなどは O3感受性が比較的

高い樹種であることが報告されている。また、苗木の個体乾物増加量と 4～9 月の O3の

AOT40 との関係を解析した研究では、ブナ、カラマツ、スダジイの回帰直線の傾きの絶対

値がコナラ、アカマツ、スギと比較して高く、O3感受性が高いことが報告されている。前

者の調査結果では、アカマツは O3感受性が比較的高い樹種に分類されており、後者の調査

結果とやや整合しない点はあるが、気象条件や栄養条件などによる O3感受性への影響など

も考えられる。 

欧州では、樹木の気孔を介した葉の O3吸収量を推定し、それと乾物成長との関係が解析

されてきた。現在は、日本でも気孔を介した葉の O3吸収量に基づく樹木に対する O3の影

響評価手法の開発が取り組まれており、日本の森林樹木の O3吸収速度の推定を目的とした

研究が行われてきた。気孔を介した葉の O3吸収速度の推定に必要な気孔コンダクタンスの

最大値や環境応答関数は種特異的であり、4 月から 5 月の春季の大気 O3濃度は比較的高い

が、ブナ苗、コナラ苗、ミズナラ苗の気孔を介した葉の O3吸収量は比較的少ないことが報

告されている。一方、シラカンバ苗は、主に葉の成熟が早いことに加え、気孔開孔の最適

温度が低く、春季における葉の O3吸収量が比較的多いことが報告されている。また、モデ

リング研究では、O3が気孔コンダクタンスに影響を与えることが報告されており、ブナの

10 年生幼木の葉の最大気孔コンダクタンスが低下したことが報告されている。近年は、光
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合成速度と気孔コンダクタンスの間に成り立つ経験モデルを適用し、葉の O3吸収量の推定

を行った研究事例もある。 

ブナ、コナラ、ミズナラ、シラカンバの苗木に O3を曝露し、1 成長期間の葉の O3吸収量

に対する純光合成量の応答を調べた結果、その応答は種特異的であり、樹種によって O3感

受性が異なることが明らかになった。 

日本の森林樹木に対する O3の影響に関する不確実性として、複数年にわたる累積的な O3

の影響の懸念や、O3による影響（例、バイオマスの減少や光合成低下など）の程度が種特

異的であることや生育環境の影響を受けることのほかに、遺伝子型特異的であること、ま

た、苗木と成木では O3感受性が異なる可能性が指摘されている。 

 

2.2. 樹木影響を変化させる環境要因 

日本の樹木を対象として、O3以外の環境要因が O3障害に及ぼす影響を報告した実験的

研究がいくつかあり、具体的には、土壌乾燥ストレス、大気から土壌への窒素沈着または

施肥、CO2濃度の上昇、酸性雨、酸性霧及び SO2の影響が報告されている。 

日本の樹木の成長や光合成速度に対する O3と土壌乾燥ストレスの複合影響を評価した実

験的研究はいくつかある。ブナ苗を対象とした研究では、O3による肥大成長の低下程度や

翌年の成長に及ぼす悪影響の程度は、土壌乾燥ストレスによって変化しないことが報告さ

れている。一方、別の研究では、O3によるブナ苗の純光合成速度の低下程度は土壌乾燥ス

トレスによって緩和されることが報告されている。そのため、樹木に対する O3と土壌乾燥

ストレスの複合影響は、土壌乾燥ストレスの程度や気象条件等によって異なる可能性があ

る。 

土壌への窒素負荷や施肥が樹木の成長や光合成速度における O3障害に及ぼす影響に関す

る実験的研究がいくつか報告されている。例えば、ブナ苗の乾物成長や純光合成速度の O3

による低下程度が土壌への窒素負荷によって著しくなるのに対し、カラマツ苗においては

O3による成長低下が土壌への窒素負荷によって緩和されることが報告されている。また、

コナラ、スダジイ、アカマツ及びスギ苗においては、O3による成長低下の程度が土壌への

窒素負荷によって変化しないことが報告されている。一方、ブナ苗を対象とした別の研究

では、土壌への窒素負荷によって O3による純光合成速度の低下程度は著しくなるが、成長

の低下程度は変化しないことや施肥によって O3による成長の低下程度が緩和されるという

報告があり、同じ樹種でも気象条件や窒素以外の栄養状態などによって土壌への窒素負荷

や施肥の作用は異なる可能性がある。 

異なる大気 CO2濃度条件下で育成した日本の樹木の成長や光合成速度に対する O3の影

響を評価した実験的研究はいくつかある。これらの研究結果に基づくと、O3の影響に対す

る高濃度 CO2の緩和・相殺作用には樹種間差異があると考えられるが、同じ樹種でもその

作用は気象条件によって異なる可能性がある。なお、高濃度 CO2条件下で育成したコナ

ラ、ミズナラ及びブナの成長が O3によって促進された報告もあり、これは O3による影響

への補償的応答として生じた葉への乾物分配の増加と高濃度 CO2による葉の光合成促進の

相乗的な作用によって引き起こされた可能性が指摘されている。 

酸性雨、酸性霧もしくは SO2が樹木に及ぼす影響を評価するための実験的研究におい

て、それらを樹木に対する O3の影響を変化させる要因として取り上げた実験的研究も報告
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されている。これらの研究報告では、O3以外のストレスによって、一部の樹種の苗木で O3

による根乾重量に対する地上部乾重量の比の増加程度や個体乾重量の低下程度が顕著にな

ることが報告されているが、そのような助長作用が認められない樹種も多く、樹種間差異

があるとされている。 

 

3. オゾンと森林衰退との関係 

一般に、森林衰退とは「何らかの原因によって森林を構成している樹木の衰退が進行し

ている過程と、その結果として多数の樹木が枯死し、森林としての構造や機能が保持でき

ない状態」と定義できる。現在までに、様々な森林衰退が日本各地において観察されてき

た。 

関東地方の南西に位置する丹沢山地におけるブナの枯死は 1970～1980 年頃にまとまっ

て発生しており、2000 年代以降も衰退が続いている。特に、蛭ヶ岳から丹沢山・竜ヶ馬場

にかけての主稜線と檜洞丸の南～西向き斜面を中心にブナ林の衰退が進行している。この

ような衰退状態やその原因などを調査したところ、南斜面におけるブナの衰退木は北斜面

の健全木に比べて葉の光合成速度、水利用効率、クロロフィル含量などが低いことが明ら

かになった。一方、衰退木における夜間の蒸散速度や気孔コンダクタンスは健全木のそれ

らに比べて高く、これに南斜面の大気の乾燥を合わせて考慮すると、衰退木は健全木に比

べて水分ストレスを受けやすいと考えられた。また、両斜面の土壌分析から土壌が酸性化

しているとは言えず、両斜面とも大気中の SO2や NO2の濃度は低かったが、南斜面では

O3濃度が高かったため、O3がブナに対して悪影響を及ぼしている可能性が指摘された。ま

た、犬越路において実施された OTC 試験、丹沢山地の大気に関する物質移流のモデルシミ

ュレーション及び丹沢山地を含む周辺地域の O3吸収量の数値モデルによる推定結果から、

丹沢山地におけるブナ林の衰退に O3が関与している可能性が指摘されている。また、気温

上昇、土壌乾燥ストレス、ブナハバチやシカによる食害などもブナ林の衰退に影響を与え

ていることが指摘されており、ブナ林の衰退に与える要因は複雑であると考えられてい

る。 

富山県と長野県を結ぶ山岳観光ルートである立山黒部アルペンルートでは、主に大型バ

スによって観光客の輸送がなされており、道路沿いのブナ林で樹木の枯死が目立つことか

ら排気ガスの悪影響が指摘されている。また、日本海に面しているため、大陸からの O3や

SO42-などの広域越境大気汚染の影響も懸念された。そこで、ブナ・スギ混交林におけるバ

ス通行量、大気汚染物質（NO2と O3）及び森林動態の関係を調査した結果、O3濃度は道

路からの距離にかかわらず高い値を示し、平均濃度が 60 ppb を超えることもあった。O3

曝露試験の結果から、ブナは O3感受性が高く、スギは O3感受性が低いことが知られてお

り、現地の O3濃度は感受性が高いブナの衰退を引き起こすレベルに上昇しており、ブナの

衰退で生じたギャップにおいて O3感受性が低いスギの成長が促進されたことが考えられ

た。また、2006 年以降は、中国の大気汚染対策による大気汚染物質の排出削減とラニーニ

ャ的な気候条件の影響によって O3感受性が高いブナと感受性が低いスギの種間関係が変化

し、ブナの競争力が高まる要因となっていた可能性が考えられた。 

関東平野における 1980 年代以降のスギの衰退を説明する仮説のひとつとして O3の影響

が考えられた。日本の主要な樹種と比較して、スギは水ストレスに弱く、乾燥化が主要因
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であると推論されたが、一方で O3曝露試験では O3による気孔調整機能の低下が認められ

ることから、調査は行われていないものの乾燥に伴う水分ストレスへの耐性を低下させて

いる可能性も考えられている。スギ林の衰退メカニズムは明らかになっていないが、都市

化や気候変動、そして大気汚染といった要因が複合的に関与して樹木の健全性の低下や枯

死につながったと考えられた。 

屋久島では 1990 年にヤクタネゴヨウの衰退が報告されており、それを説明する仮説のひ

とつとして中国からの越境大気汚染物質として運ばれてくる高濃度の O3と SO42-の沈着が

挙げられた。ヤクタネゴヨウの O3感受性は明らかになっておらず、どの程度の影響を引き

起こしているかは不明であるが、現地においては北西からの風が卓越した際に大気 O3濃度

が顕著に高くなり、100 ppb を超えるような高濃度も観測されている。そのため、O3がヤ

クタネゴヨウの生育に悪影響を引き起こしている可能性も指摘されている。 

北海道の摩周湖外輪山では、ダケカンバの衰退が観測されている。現地の土壌・植生調

査から、土壌の窒素や可給態リン酸含有量は一般的な火山灰地と比べて半分以下であり、

極めて貧栄養であることが報告されている。さらに、衰退木の多い場所では有効土壌深が

健全木の多い場所の半分程度であり、土壌の養分及び水分保持能力がダケカンバの衰退に

関与している可能性が指摘されている。一方、大気汚染物物質に関する調査では、現地に

おける春の O3濃度は月平均で 50～60 ppb と比較的高濃度であった。また、ダケカンバと

シラカンバの苗木を用いた OTC 試験の結果、O3が葉の光合成能力を低下させ、根へのバ

イオマス分配を低下させている可能性が示唆されている。摩周湖外輪山のダケカンバ衰退

は、特に水分に関して脆弱な土壌環境であることが主要因であるものの、O3等の人為起源

の大気汚染物質もその生育に悪影響を及ぼしてきた可能性がある。 

栃木県の奥日光の亜高山帯では、1980 年代からダケカンバ、シラビソ、オオシラビソ、

コメツガなどの衰退が観察されている。この樹木衰退は自然な樹木枯死であるとの指摘も

あるが、首都圏からの移流に由来する 100 ppb を超える高濃度の O3や O3に起因するヒド

ロキシルラジカル及び有機過酸化物の影響も指摘されている。首都圏からの大気汚染物質

の流入と沈着による土壌酸性化が森林衰退に寄与している可能性も指摘されたが、現地調

査ではその証拠は認められなかった。一方、奥日光のコメツガの針葉と土壌は Mg 含量と

Mg/Ca モル濃度比が低く、これが樹木の生理的ストレスの感受性を高めている可能性が指

摘されている。また、夏季の乾燥が衰退地に生育するダケカンバの成長低下に関与してい

る可能性も指摘されている。 

福岡県の宝満山では、モミの衰退が観測されている。1992 年の調査によると、衰退して

いるモミの個体数は全体の 28%であり、特に山頂付近で著しかったが、調査地点によって

枯損の程度に差が見られたことが報告されている。大径木のモミでは、衰退が特に著しい

傾向があった。林内の雨や霧の pH や土壌の酸性度を調査した結果、両者とも比較的低い

pH であったが、調査地点間の違いはなく、地点間の衰退程度の差異を説明することはでき

なかった。一方、宝満山では 100 ppb を超える高濃度の O3は観測されなかったが、三郡

山の山頂では 1987 年 5〜9 月に O3濃度の 1 時間値が 60 ppb を超える合計時間数が 661 時

間あり、O3がモミに対してストレスを与えた可能性は否定できなかった。 

東京都、埼玉県、山梨県及び長野県の境部に位置する奥秩父山地において、シラビソの枯

死が観察され、現地で立ち枯れの実態、降水の性状、土壌の pH、気象条件及び O3濃度の
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調査が行われた。シラビソの立ち枯れは保水力が乏しい尾根直下地域で断続的に発生して

いたが、降水の汚染や土壌酸性化は確認されず、O3濃度は平地部に比べて平均値としては

高かったが、日中のピーク濃度は平地部より低かった。これらの結果から、都市部からの

O3の移流がシラビソの立ち枯れを引き起こしている可能性は低いと考えられるが、長期的

な O3の影響に関しては今後の検討課題である。 

 

4. パーオキシアセチルナイトレート（PAN）の植物影響 

日本では、ペチュニアを対象とした PAN による葉の可視障害発現に関する研究が実施さ

れている。25,000 ルクスの光条件下で人工気象室内のペチュニア（品種：ホワイトエンサ

イン）に PAN を曝露した調査では、葉の可視障害発現閾値は 1 時間曝露で 0.032 ppm、3

時間曝露で 0.014 ppm、8 時間曝露で 0.007 ppm と報告されている。東京都立川市にお

ける大気 PAN 濃度とホワイトエンサインの葉の可視障害発現に関する研究では、大気

PAN 濃度が 3 ppb 前後が葉の可視障害発現の限界濃度であると推測されている。東京都千

代田区有楽町における野外調査では、PAN の日最高濃度や一日の曝露量の増加に伴って葉

の可視障害の発現率は高まるが、一日の曝露量と可視障害の程度に有意な相関は認められ

なかったことが報告されている。また、葉の可視障害が発現する可能性がある大気 PAN 濃

度は、日最高濃度で 4 ppb、一日の曝露量（8:00～18:00 の積算値）で 20 ppb・h 程度と報

告されている。 

ペチュニア（品種：ホワイトチャンピオン）、インゲンマメ（品種：ホンキントキ）及び

ハツカダイコン（品種：コメット）に自然光型ファイトトロン内で PAN（10、30 または

60 ppb）を曝露した研究では、ペチュニアやインゲンマメでは 30 ppb 以上の PAN で葉に

可視障害が発現したが、ハツカダイコンではいずれの PAN 曝露によっても葉に可視障害は

発現しなかったことが報告されている。 

気孔を介した葉の PAN 吸収速度と葉の可視障害の程度に基づく PAN 感受性を調べるた

めに、草本 9 種に対して人工光型グロースキャビネット内に設置した透明アクリル製チャ

ンバー内で 50 または 100 ppb の PAN を 5 時間曝露する試験を行った。明条件下では葉の

PAN 吸収速度はほぼ一定レベルに保たれたが、暗条件下では急激に低下し、30～45 分で

ほぼゼロになった。この結果は、PAN が主に開いた気孔から葉内に吸収されることを示唆

している。葉の PAN 吸収速度は植物種によって異なり、ヒマワリが最も高く、トウモロコ

シが最も低かった。可視障害に基づく PAN 感受性は、ペチュニアが最も高く、トウモロコ

シとラッカセイが最も低かった。一方、葉の PAN 吸収速度と可視障害の程度には相関は認

められず、植物種の PAN 感受性の違いには、葉の PAN 吸収速度ではなく、葉内の代謝プ

ロセスにおける感受性が関与していると考えられた。 

農作物や樹木に対する PAN の影響に関する知見は、世界的にも極めて限られている。ト

マトの 4 品種に PAN（0、50 または 100 ppb）と O3（0、102 または 204 ppb）を組み合

わせて 4 時間/日、3 回/週で 3 週間にわたって曝露し、その成長に対する影響を調査した結

果、PAN 単独処理区または PAN と O3の複合処理区では葉に可視障害が発現しなかった。

また、PAN の曝露によって成長は低下したが、統計的に有意ではなかった。成長に対する

O3と PAN の複合影響は相殺的であったが、地上部乾重量と根乾重量の比に対する複合影
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響は相乗的であった。これは、O3と PAN の複合曝露は、葉の成長と比較して、根の成長

をより著しく抑制したことに起因している。 

ペチュニア（品種：ホワイトチャンピオン）、インゲンマメ（品種：ホンキントキ）、ハ

ツカダイコン（品種：コメット）に PAN（10、30 または 60 ppb）を曝露した結果、30 ま

たは 60 ppb の PAN 曝露によってペチュニアとインゲンマメの乾物成長は低下したが、ハ

ツカダイコンのそれは有意な影響を受けなかった。ペチュニアとインゲンマメの個体乾重

量の低下率と純同化率の低下率との間に正の相関が認められ、葉における同化産物の生産

効率の低下が PAN による個体乾物成長の低下の原因であることが示唆された。 

植物の生理生化学的機能に対する PAN の影響やそのメカニズムに関する知見は限られて

いる。PAN と O3はどちらも Ox の一種であるが、光合成などの生理生化学的機能に対す

る両者の影響は異なる可能性がある。 
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5. 全体のまとめ 

農作物においては比較的高濃度の O3曝露によって葉に可視障害が発現し、可視障害発現

における O3感受性には、種間差異だけでなく、品種間差異もあることが報告されている。

なお、Ox や O3による葉の可視障害に関する研究は多数報告されているが、その評価方法

は様々で、共通した手法で定量評価されていない。 

日本の農作物に対する O3の影響に関する研究に基づくと、O3は様々な農作物の成長や

収量などに対して悪影響を及ぼすことは明らかである。さらに、農作物の成長や収量にお

ける O3感受性は、種間差異だけでなく、品種間差異も認められている。また、イネなどの

比較的長期にわたって O3が曝露される農作物においては、生育段階によって O3感受性が

変化することが考えられる。 

樹木に対する O3の影響に関する研究では、日本の現状濃度レベルの O3によっていくつ

かの樹種の成長が低下することが報告されており、樹木の成長に対して O3が悪影響を及ぼ

す可能性がある。一方、O3曝露試験から得られる O3の AOT40 と樹木の個体乾物成長との

関係や気孔を介した葉の O3吸収量に対する純光合成速度の応答に関する研究の結果に基づ

くと、O3感受性に樹種間差異があることや生育環境によって O3感受性が変化することも

報告されている。 

農作物や樹木に対する O3の影響やその程度を変化させる環境要因としては、光強度、気

温、土壌乾燥ストレス、土壌への窒素負荷量、施肥量、大気 CO2濃度、酸性降下物等があ

り、これらの環境要因が O3障害の程度などに及ぼす影響に関する実験的研究が報告されて

いる。O3の植物影響は、光強度の上昇、気温の上昇、酸性雨及び酸性霧によって顕著にな

るが、土壌乾燥ストレスや大気 CO2濃度の上昇によって緩和・相殺されることが報告され

ている。また、土壌への窒素負荷や施肥または SO2によって O3の影響が緩和される植物

種はあるが、著しくなる植物種もあることが報告されている。このように、農作物や樹木

に対する O3の影響は大気や土壌の環境要因によって変化し、その変化は環境要因によって

異なる。また、O3障害に対する各環境要因の影響やその程度は樹種によって異なる。 

O3に関連した調査が行われた日本の森林衰退地では、比較的高濃度の O3が観測されて

おり、森林衰退への O3の関与の可能性が指摘されている。一方、森林衰退には気象条件、

土壌条件、植物間競争、昆虫による食害などの様々な要因が複雑に関連していると考えら

れる。そのため、大気 O3濃度や気孔を介した葉の O3吸収量が高いことだけで、森林衰退

に O3が関与していると結論付けることはできない。 

日本の植物に対する PAN の影響に関する研究は極めて限られているが、大気中の PAN

は葉に存在する気孔を介して葉内に吸収され、感受性が高い植物種においては葉に可視障

害が発現し、成長や光合成などの生理機能の低下が引き起こされることが示されている。

また、これらの PAN による影響は、O3と比較して、低濃度で生じる可能性が示唆されて

いる。 
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参考資料 3 モニタリング結果の詳細 

1. モニタリングデータ解析の概要 

光化学オキシダント濃度の環境中濃度は毎年、大気汚染物質（有害大気汚染物質等を除く）

に係る常時監視測定結果として報告されている。 

本節では国内の光化学オキシダントの環境中濃度の全体的な傾向を整理するとともに、

「第 3 章 光化学オキシダントの健康影響」及び「第 4 章 光化学オキシダントの植物影

響」に係る環境基準の評価に資するモニタリングデータ解析結果の概要を示した。 

具体的には、日本の光化学オキシダントの環境基準として定められる平均化時間や達成に

関する評価方法（1 時間値、年最高値）のほかに、健康影響に係る環境基準等としては、米

国が環境基準として用いている日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル値16や WHO がガ

イドライン値として示している日最高 8 時間値の 6 か月移動平均値の年平均値がある。これ

らの日本や諸外国等で用いられている平均化時間や達成に関する評価方法も踏まえた。 

また、植物影響評価の曝露指標としては「第 4 章 光化学オキシダントの植物影響」で示

すとおり、日中 8 時間値(9:00-17:00)の 4 か月(6-9 月)平均値や日中 12 時間値(6:00-18:00)の

6 か月(4-9 月)平均値について環境目標値の候補が提案されている。そこで、当該指標の各種

統計量を示すとともに、前述の健康影響に係る曝露指標との関連性について解析を実施した。 

なお、モニタリングデータ解析には国立環境研究所17が公表しているデータを使用した。 

  

 
16 米国では「日最高 8 時間値の年間上位第 4 位値の 3 年間平均値」が達成に関する評価に用いられてお

り、年間上位 4 位値は、年間 365 日の有効データが得られている場合には、99 パーセンタイル値に相当す

る。 
17 国立環境研究所 環境展望台 大気汚染常時監視データファイル. https://tenbou.nies.go.jp/download/ 
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2. 短期曝露に係るモニタリングデータの解析 

2.1. 全測定局における日別・日最高 1 時間値、日最高 8 時間値及び日平均値の関連性 

日最高 1 時間値、日最高 8 時間値及び日平均値の関係性を解析するために、全測定局の

日別・日最高 1 時間値、日最高 8 時間値及び日平均値の関連性を図 72～図 95 に整理し

た。2011～2022 年度の全測定局における日最高 1 時間値、日最高 8 時間値及び日平均値

の相関係数はいずれも高く、日最高 1 時間値と日最高 8 時間値の相関係数は 0.9 以上、日

平均値と日最高 8 時間値の相関係数は 0.85 以上であった（図 72～図 95）。 

また、同様に全測定局における日別・日最高 1 時間値、日最高 8 時間値及び日平均値につ

いて最小値、中央値、平均値、98 パーセンタイル値、99 パーセンタイル値及び最大値等の

各種統計量及びその経年変化を整理した（表 21～表 23、図 96～図 98）。日別・日最高 1

時間値、日最高 8 時間値及び日平均値の 98 パーセンタイル値及び 99 パーセンタイル値の

年度間変動と比較して、最大値の年度間平均値は相対的に大きい。 
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【全測定局（2011～2022 年度）】日別・日最高 1 時間値及び日最高 8 時間値の関連性※ 

 
図 72 【2011 年度】（n=377057, 測定

局数=1055, 相関係数=0.953) 

 
図 73 【2012 年度】（n=379593, 測

定局数=1062, 相関係数=0.949) 

 
図 74 【2013 年度】（n=385968, 測

定局数=1085, 相関係数=0.954) 

 
図 75 【2014 年度】（n=393257, 測

定局数=1103, 相関係数=0.955) 

 
図 76 【2015 年度】（n=392269, 測

定局数=1094, 相関係数=0.955) 

 
図 77 【2016 年度】（n=386802, 測

定局数=1083, 相関係数=0.947) 

 
図 78 【2017 年度】（n=399310, 測

定局数=1119, 相関係数=0.954) 

 
図 79 【2018 年度】（n=402715, 測

定局数=1128, 相関係数=0.951) 

 
図 80 【2019 年度】（n=404285, 測

定局数=1131, 相関係数=0.953) 

 
図 81 【2020 年度】（n=401812, 測

定局数=1124, 相関係数=0.947) 

 
図 82 【2021 年度】（n=401433, 測

定局数=1122, 相関係数=0.946) 

 
図 83 【2022 年度】（n=398916, 測

定局数=1115, 相関係数=0.948) 

※：日最高 8 時間値と日最高 1 時間値の回帰式の傾きは年度によらず 1.1 程度である。表 29 のとおり、 

「日最高 1 時間値/日最高 8 時間値」の比が 1.1 を下回る割合は 50%程度である。 
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【全測定局（2011～2022 年度）】日別・日平均値及び日最高 8 時間値の関連性 

 
図 84 【2011 年度】（n=377057, 

測定局数=1055, 相関係数=0.881) 

 
図 85 【2012 年度】（n=379593, 

測定局数=1062, 相関係数=0.874) 

 
図 86 【2013 年度】（n=385968, 

測定局数=1085, 相関係数=0.875) 

 
図 87 【2014 年度】（n=393257, 

測定局数=1103, 相関係数=0.886) 

 
図 88 【2015 年度】（n=392269, 

測定局数=1094, 相関係数=0.883) 

 
図 89 【2016 年度】（n=386802, 

測定局数=1083, 相関係数=0.883) 

 
図 90 【2017 年度】（n=399310, 

測定局数=1119, 相関係数=0.885) 

 
図 91 【2018 年度】（n=402715, 

測定局数=1128, 相関係数=0.88) 

 
図 92 【2019 年度】（n=404285, 

測定局数=1131, 相関係数=0.889) 

 
図 93 【2020 年度】（n=401812, 

測定局数=1124, 相関係数=0.876) 

 
図 94 【2021 年度】（n=401433, 

測定局数=1122, 相関係数=0.862) 

 
図 95 【2022 年度】（n=398916, 

測定局数=1115, 相関係数=0.873) 
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【全測定局（2011～2022 年度）】 

日別・日最高 1 時間値及び日最高 8 時間値の各種統計量の経年変化 

 

表 21 全測定局の日別・日最高 1 時間値に係る各種統計量の経年変化(ppb)※ 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 3.0 2.0 

中央値 42.0 45.0 45.0 45.0 46.0 46.0 46.0 46.0 45.0 45.0 46.0 45.0 

平均値 44.8 47.5 47.9 48.4 48.8 48.0 49.1 47.9 47.3 46.5 47.5 46.9 

98%tile 値 87.0 88.0 92.0 91.0 93.0 88.0 92.0 90.0 91.0 84.0 82.0 84.0 

99%tile 値 96.0 96.0 102.0 100.0 103.0 96.0 100.0 99.0 101.0 91.0 89.0 91.0 

最大値 195.0 213.0 197.0 173.0 201.0 161.0 208.0 209.0 201.0 199.0 219.0 195.0 

分散 307.1 283.9 317.3 304.1 309.1 264.3 294.8 278.9 280.0 230.3 201.0 231.1 

標準偏差 17.5 16.9 17.8 17.4 17.6 16.3 17.2 16.7 16.7 15.2 14.2 15.2 

※：測定局・日別の全データ（約 40 万データ）に関する各種統計量を示したものであり、測定局別・日別データ

（365 日データ）に関する各種統計量の傾向を示しているものではないことに注意が必要（以降、同様）。 

 

表 22 全測定局の日別・日最高 8 時間値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 0.1 0.4 0.3 0.3 0.8 0.1 0.4 0.9 0.5 0.6 2.4 0.3 

中央値 37.3 40.9 40.4 41.1 41.4 41.6 42.0 41.4 40.8 40.6 42.0 40.8 

平均値 39.3 42.0 42.5 43.1 43.4 43.0 44.0 42.9 42.4 41.8 42.8 42.1 

98%tile 値 74.9 75.6 78.4 79.1 80.1 76.5 80.3 77.4 78.5 72.4 71.0 73.6 

99%tile 値 80.5 80.6 84.9 85.6 85.6 81.5 86.1 82.5 87.1 77.1 76.1 78.1 

最大値 124.6 145.3 158.8 137.6 141.9 135.5 132.9 152.6 134.5 123.0 132.1 133.3 

分散 239.8 220.8 239.0 238.8 233.1 211.1 231.6 216.0 220.5 179.5 154.8 178.3 

標準偏差 15.5 14.9 15.5 15.5 15.3 14.5 15.2 14.7 14.8 13.4 12.4 13.4 

 

表 23 全測定局の日別・日平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 0.0 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0 0.1 0.1 0.2 0.2 0.8 0.1 

中央値 25.7 28.6 28.7 29.5 29.6 29.9 30.6 29.8 29.7 29.5 30.9 29.5 

平均値 26.7 28.9 29.4 29.9 30.1 30.2 31.0 30.1 30.1 29.8 30.9 29.9 

98%tile 値 53.3 53.8 55.0 56.0 56.5 55.5 56.7 54.9 56.1 52.8 52.7 53.0 

99%tile 値 56.7 57.1 58.2 59.8 60.4 58.9 61.0 58.1 61.4 55.7 55.9 56.1 

最大値 85.5 97.0 90.1 88.3 94.1 86.7 103.5 91.7 119.8 87.6 77.9 96.3 

分散 149.0 142.6 140.7 144.7 138.9 142.9 140.6 136.1 144.1 121.9 111.2 112.7 

標準偏差 12.2 11.9 11.9 12.0 11.8 12.0 11.9 11.7 12.0 11.0 10.5 10.6 
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図 96 全測定局の日別・日最高 1 時間値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

 

 

図 97 全測定局の日別・日最高 8 時間値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

 

 

図 98 全測定局の日別・日平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 
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2.2. 地域別の日別・日最高 1 時間値、日最高 8 時間値及び日平均値の関連性 

全測定局の日別・日最高 1 時間値、日最高 8 時間値及び日平均値を地域別に整理し、地

域別の統計学的関連性を解析した。地域・都道府県の対応関係は表 24 のとおりである。

ここでは 2019 年度の測定データを例に整理しており、その結果を図 99～図 108、表 25

～表 27 に整理した。 

地域によらず相関係数は 0.9 以上と高いが、濃度範囲は地域によって大きく異なり、例

えば、北海道、東北では日最高 1 時間値及び日最高 8 時間値が 100 ppb を上回ることは稀

だが、関東、近畿では 150 ppb 又はそれを上回る地点・日が一定数存在する。 

 

【地域別(2019 年度)】日別・日最高 1 時間値及び日最高 8 時間値の関連性 

 
図 99 【北海道】（n=7135, 測定局数=20, 相関

係数=0.965) 

 
図 100 【東北】（n=29279, 測定局数=82, 相関

係数=0.958) 
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図 101 【関東】（n=115301, 測定局数=322, 相

関係数=0.95) 

 
図 102 【中部】（n=79496, 測定局数=223, 相

関係数=0.954) 

 
図 103 【近畿】（n=68053, 測定局数=190, 相

関係数=0.946) 

 
図 104 【中国】（n=35684, 測定局数=99, 相関

係数=0.964) 

 
図 105 【四国】（n=16390, 測定局数=46, 相関

係数=0.963) 

 
図 106 【九州】（n=52947, 測定局数=149, 相

関係数=0.964) 
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表 24 地域・都道府県の対応関係 

地域 都道府県 

コード 名称 コード 名称 

1 北海道 1 北海道 

2 東北 2 青森県 

2 東北 3 岩手県 

2 東北 4 宮城県 

2 東北 5 秋田県 

2 東北 6 山形県 

2 東北 7 福島県 

3 関東 8 茨城県 

3 関東 9 栃木県 

3 関東 10 群馬県 

3 関東 11 埼玉県 

3 関東 12 千葉県 

3 関東 13 東京都 

3 関東 14 神奈川県 

4 中部 15 新潟県 

4 中部 16 富山県 

4 中部 17 石川県 

4 中部 18 福井県 

4 中部 19 山梨県 

4 中部 20 長野県 

4 中部 21 岐阜県 

4 中部 22 静岡県 

4 中部 23 愛知県 

5 近畿 24 三重県 

5 近畿 25 滋賀県 

5 近畿 26 京都府 

5 近畿 27 大阪府 

5 近畿 28 兵庫県 

5 近畿 29 奈良県 

5 近畿 30 和歌山県 

6 中国 31 鳥取県 

6 中国 32 島根県 

6 中国 33 岡山県 

6 中国 34 広島県 

6 中国 35 山口県 

7 四国 36 徳島県 

7 四国 37 香川県 

7 四国 38 愛媛県 

7 四国 39 高知県 

8 九州 40 福岡県 

8 九州 41 佐賀県 

8 九州 42 長崎県 

8 九州 43 熊本県 

8 九州 44 大分県 

8 九州 45 宮崎県 

8 九州 46 鹿児島県 

8 九州 47 沖縄県 
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表 25 【2019 年度】全測定局の日別・日最高 1 時間値に係る各種統計量(ppb) 

統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最小 1.0 2.0 3.0 2.0 1.0 2.0 3.0 5.0 1.0 

中央値 45.0 38.0 42.0 44.0 45.0 45.0 45.0 47.0 46.0 

平均値 47.3 40.7 44.0 47.7 47.3 48.4 47.5 48.2 47.2 

98%tile 値 91.0 69.0 75.0 98.0 87.0 94.0 91.0 90.0 84.0 

99%tile 値 101.0 75.0 85.0 107.0 97.0 104.0 103.0 100.0 92.0 

最大値 201.0 112.0 121.0 201.0 144.0 157.0 148.0 138.0 152.0 

分散 280.0 125.7 150.7 328.1 239.8 309.1 297.6 283.9 263.8 

標準偏差 16.7 11.2 12.3 18.1 15.5 17.6 17.3 16.8 16.2 

 

表 26 【2019 年度】全測定局の日別・日最高 8 時間値に係る各種統計量(ppb) 

統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最小 0.5 1.9 2.4 2.0 0.5 0.8 3.4 4.1 0.5 

中央値 40.8 35.3 39.1 40.0 41.3 41.1 41.1 42.8 42.4 

平均値 42.4 37.2 40.5 42.2 42.9 42.9 42.8 43.6 42.8 

98%tile 値 78.5 63.6 69.8 81.0 76.2 79.9 81.3 80.9 76.4 

99%tile 値 87.1 70.7 78.3 89.0 85.5 88.0 91.0 90.1 82.9 

最大値 134.5 106.5 104.8 133.3 118.6 131.0 125.1 124.4 134.5 

分散 220.5 117.5 138.9 231.6 200.8 235.3 246.3 243.0 234.2 

標準偏差 14.8 10.8 11.8 15.2 14.2 15.3 15.7 15.6 15.3 

 

表 27 【2019 年度】全測定局の日別・日平均値に係る各種統計量(ppb) 

統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最小 0.2 0.5 0.8 0.3 0.2 0.2 0.5 2.1 0.2 

中央値 29.7 27.6 30.0 28.7 30.4 30.1 28.7 31.1 30.8 

平均値 30.1 28.9 30.5 29.3 30.8 30.2 29.1 30.9 30.8 

98%tile 値 56.1 52.5 54.0 54.9 56.3 56.7 56.5 57.3 58.1 

99%tile 値 61.4 57.7 58.9 59.2 62.4 62.3 63.0 63.4 63.1 

最大値 119.8 88.2 88.3 87.1 92.5 89.0 107.7 91.5 119.8 

分散 144.1 98.3 111.3 136.8 141.6 153.6 149.6 153.6 165.4 

標準偏差 12.0 9.9 10.5 11.7 11.9 12.4 12.2 12.4 12.9 
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図 107 【2019 年度】地域別全測定局の日別・日最高 1 時間値に係る各種統計量(ppb) 

 

 

図 108 【2019 年度】地域別全測定局の日別・日最高 8 時間値に係る各種統計量(ppb) 

 

 

図 109 【2019 年度】地域別全測定局の日別・日平均値に係る各種統計量(ppb) 
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2.3. 1 日の中で 8 時間値が最も高濃度となる時間帯についての解析 

1 日の中で、8 時間値は前日の 17 時から当日 1 時までの 8 時間値（1 時）から、当日 16

時から当日 24 時までの 8 時間値（24 時）までの計 24 データが得られる。日最高 8 時間値

は、この 24 データの中の最大値である。本節では、全国及び地域別に 8 時間値が最も高濃

度となる時間帯について解析を行い、8 時間値が高濃度となる時間帯の傾向について整理を

行った。その結果を表 28 に示した。 

全国、地域別いずれについても昼間の時間帯に最も高濃度となる時間帯の割合が高い傾向

（17 時（9 時～17 時の 8 時間値）～19 時（11 時～19 時の 8 時間値）など）がみられたが、

一方で夕方から夜間（24 時（16 時～24 時の 8 時間値）、1 時（前日 17 時から当日 1 時））

に最も高い濃度となる割合も一定程度みられることが確認された。 

 

表 28 全国及び地域別に 8 時間値が最も高濃度となる時間帯の割合（2019 年度） 

時間 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

1 時 14% 11% 12% 13% 14% 15% 14% 14% 15% 

2 時 1% 2% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 

3 時 1% 2% 1% 1% 1% 1% 0% 1% 1% 

4 時 1% 2% 1% 1% 1% 1% 0% 1% 1% 

5 時 1% 3% 1% 1% 1% 1% 0% 1% 1% 

6 時 1% 3% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 

7 時 1% 2% 1% 1% 1% 1% 0% 0% 1% 

8 時 0% 1% 1% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 

9 時 0% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

10 時 0% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

11 時 0% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

12 時 0% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

13 時 0% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

14 時 1% 1% 1% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 

15 時 1% 2% 2% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 

16 時 4% 8% 6% 6% 4% 3% 2% 2% 2% 

17 時 14% 17% 18% 18% 14% 13% 8% 11% 7% 

18 時 22% 17% 21% 24% 22% 23% 23% 22% 20% 

19 時 17% 10% 12% 15% 17% 18% 24% 21% 21% 

20 時 9% 5% 6% 6% 9% 9% 12% 11% 12% 

21 時 4% 2% 3% 3% 4% 3% 4% 5% 5% 

22 時 2% 2% 2% 1% 2% 2% 2% 2% 3% 

23 時 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 2% 

24 時 4% 7% 5% 4% 4% 5% 3% 4% 6% 

n 404,285 7,135 29,279 115,301 79,496 68,053 35,684 16,390 52,947 
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2.4. 測定地点別の解析 

1 時間値の高濃度が非常に短時間のみ出現したことにより、8 時間値の上昇が小さく日最

高 1 時間値と 8 時間日最高値に大きな乖離が生じるケースがあるかを確認した。具体的に

は、2011～2022 年度の測定局別・日別の日最高 1 時間値と日最高 8 時間値の比の分布を

表 29 のとおり整理した。日最高 1 時間値/日最高 8 時間値の比は 98～99%程度が 1.5 未満

であり、90%程度が 1.2 未満である。この傾向については年度による違いはみられなかっ

た。なお、日最高 1 時間値／日最高 8 時間値の比が 2 を超える例は表 30 に示したとおり

であり、数時間のみ急激濃度が上昇し、その前後は低濃度である場合に、比が 2 を超える

例がみられた。 

 

表 29 日最高 1 時間値と日最高 8 時間値の比の分布 

日最高 1 時間値/ 

日最高 8 時間値 
2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

1 未満 5.3% 5.7% 5.8% 6.1% 6.0% 6.9% 6.1% 6.6% 7.0% 7.0% 6.3% 6.5% 

1 以上 1.1 未満 36% 39% 40% 41% 40% 43% 44% 43% 44% 44% 48% 44% 

1.1 以上 1.2 未満 30% 31% 31% 31% 32% 28% 30% 31% 29% 30% 29% 30% 

1.2 以上 1.3 未満 14% 13% 13% 13% 13% 12% 11% 11% 11% 11% 10% 11% 

1.3 以上 1.4 未満 6.7% 5.7% 5.4% 5.0% 4.7% 5.0% 4.4% 4.6% 4.5% 4.3% 3.7% 4.2% 

1.4 以上 1.5 未満 3.3% 2.7% 2.3% 2.2% 2.0% 2.2% 1.9% 2.0% 2.1% 1.8% 1.5% 1.7% 

1.5 以上 1.6 未満 1.7% 1.3% 1.1% 1.0% 0.9% 1.1% 0.9% 1.0% 1.0% 0.8% 0.6% 0.7% 

1.6 以上 1.7 未満 1.0% 0.7% 0.6% 0.6% 0.5% 0.6% 0.5% 0.5% 0.6% 0.4% 0.3% 0.4% 

1.7 以上 1.8 未満 0.5% 0.4% 0.3% 0.3% 0.2% 0.3% 0.2% 0.3% 0.3% 0.2% 0.2% 0.2% 

1.8 以上 1.9 未満 0.3% 0.3% 0.2% 0.2% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 

1.9 以上 2 未満 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 

2 以上 0.5% 0.4% 0.4% 0.3% 0.2% 0.3% 0.2% 0.3% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 

 

表 30 日最高 1 時間値／日最高 8 時間値>2 の測定地点・日の経時変化 

No. 都道府県_地域_測定地点_日付_ 

日最高 1 時間値／日最高 8 時間値比 

1 時間値及び 8 時間値の経時変化 

1 
神奈川県_関東_川崎市第４庁舎_12月

28 日_3.1 

 

2 
神奈川県_関東_国設川崎_12 月 28 日

_2.7 
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2.5. 特異的な高濃度の影響 

（１）概要 

日最高 8 時間値の年最高値は 2.1 のとおり特異的な高濃度による影響を受けるため年変

動が大きい。そのため、統計的に安定的な指標の検討方法として年間上位数%を除外する

ことが考えられる。本検討に当たっては、「光化学オキシダント調査検討会 報告書 ～光

化学オキシダントの解析と対策へ向けた指標の提言～（平成 26 年 3 月）」の検討方法が参

考となる。 

光化学オキシダントの統計的に安定的な指標の採用においては除外を大きく設定すると

重要な高濃度イベントを排除しすぎるおそれがある一方で、除外が小さすぎると特異な高

濃度が年間の代表値となるおそれがあり、除外するデータ数を適切に設定する必要があ

る。特異的な高濃度は統計的に他の値から大きく外れた値であり、異常値や特異な現象に

よる大きな値などが含まれるが、解析に用いた測定値は地方自治体や国で既にスクリーニ

ングがなされ、機器異常等の異常値は除外されたデータであるため、本検討における特異

的な高濃度は「何らかの要因で引き起こされた特異的な高濃度」であるとした。この要因

の例としては、気象要因があり、異常な猛暑による高濃度などが該当する。 

また、特異的な高濃度には、時間的な観点から見た特異的な高濃度と空間的な観点から

みた特異的な高濃度がある。前者の例としては、数年に 1 回しか出現しないような高濃度

日があり、後者の例としては、地域の中で他の測定局と比べ特異的に高い濃度を示す測定

局の濃度が該当する。 

本解析では、測定局別の日最高 8 時間値のデータについて、時間的な観点からみた特異

的な高濃度の状況と、空間的な観点からみた特異的な高濃度それぞれについて検討を行っ

た。 

 

（２）特異的な高濃度の評価方法 

「光化学オキシダント調査検討会 報告書 ～光化学オキシダントの解析と対策へ向けた

指標の提言～（平成 26 年 3 月）」の検討方法を参考として、以下の条件を満たす値を特異

的な高濃度と判定した。本手法は大泉ら(2013)18の解析手法を参照しており、測定局別の日

最高 8 時間値のデータから 25 パーセンタイル値(Q1)と 75 パーセンタイル値(Q3)を求め、

この差の 1.5 倍を Q3 に加えた値を閾値とし、この値を超えるデータを特異的な高濃度とし

たものである。 

 

特異的な高濃度 ＞ Q3+(Q3－Q1)×1.5 

 

  

 
18 大泉 毅, 秋元 肇, 金谷 有剛 , 永島 達也 , 桜井 達也 , 大原 利眞 , 佐藤 啓市 : 我が国の光化学オ

ゾン汚染の 8 時間平均値による評価 , 大気環境学会誌 ,Vol. 48 48, No. 4 p. 181 181-187(2013) 
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（３）特異的な高濃度を検討する上での注意点 

＜特異的な高濃度の除外と高濃度イベントの関係＞ 

濃度上位の高濃度イベントを除外することにより安定的な指標とすることができる一方

で、除外するデータ数を多く設定すると重要な高濃度イベントを除外してしまう恐れがあ

る。そこで、測定局別に上位 2%又は上位 1%の日最高 8 時間値のデータを除外した場合

に、除外されるイベントの程度を把握した。2011～2022 年度の全測定局についてデータ数

を整理した結果を表 31 及び表 32 に示す。有効測定日が 365 日の場合は、上位 2%の場合

は 6 データ、上位 1%の場合は 3-データが除外されていることを踏まえると、年度によら

ず年間上位 2%又は 1%のデータの除外されたデータは概ね 4～9 月に含まれることが分か

る。 

 

表 31 年間上位 2%のデータのうち 4～9 月中に含まれるデータ数及び該当測定局数 

除外日数 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

0 6 1 8 5 0 1 3 1 1 0 1 0 

1 4 0 6 5 2 0 2 1 0 1 0 1 

2 4 1 7 7 1 4 2 3 2 4 4 3 

3 5 12 24 11 5 13 21 19 3 8 10 21 

4 46 62 65 54 28 70 109 73 11 36 80 89 

5 171 216 189 172 125 310 230 145 122 277 229 221 

6 819 770 786 849 933 686 752 886 1026 798 798 780 

（測定局数） 1055 1062 1085 1103 1094 1084 1119 1128 1165 1124 1122 1115 

 

表 32 年間上位 1%のデータのうち 4～9 月中に含まれるデータ数及び該当測定局数 

除外日数 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

0 10 5 20 15 0 1 8 2 2 1 3 1 

1 15 31 33 30 14 19 26 11 5 9 24 18 

2 177 207 209 230 121 253 218 186 153 191 198 220 

3 853 819 823 828 959 811 867 929 1005 923 897 876 

（測定局数） 1055 1062 1085 1103 1094 1084 1119 1128 1165 1124 1122 1115 

 

＜特異的な高濃度を判定する濃度の算出期間＞ 

光化学オキシダントの場合、高濃度が出現しやすい期間は概ね 4～9 月頃となる。このた

め、年間データで Q1、Q2 及び 3 を求めた場合と、4～9 月頃の暖候期で Q1、Q3 を求め

た場合では、特異的な高濃度を判定する閾値は後者の方が濃度は高くなる。このように、

特異的な高濃度の閾値を決める期間によっても特異的な高濃度の評価結果は大きく異な

る。光化学オキシダントの場合、高濃度が出現しやすい時期は 4～9 月で、光化学反応の条

件は 10～3 月と大きく異なる。そこで、光化学オキシダントが高濃度となりやすい暖候期

（4～9 月）の日最高 8 時間値のデータを用いて評価を行った。 

 

（４）時間的な特異的な高濃度 

特異的な高濃度の判定は測定局ごとに行い、その判定のためのデータ期間は暖候期とし

た。また、具体的には以下の手順で特異的な高濃度の判定を行った。 

 

➢ 暖候期の日最高 8 時間値から Q1,Q3 を算定 

➢ Q1 と Q3 より特異的な高濃度の閾値を計算 
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➢ 暖候期の日最高 8 時間値から暖候期 98 パーセンタイル値、99 パーセンタイル値を計

算 

➢ 特異的な高濃度の閾値を上述の算定指標が超過するかを判定 

 

2011～2022 年度の暖候期 98 パーセンタイル値を特異的な高濃度として判定した測定局

の割合は全体の 0.5～33%、99 パーセンタイル値では全体の 3.2～67%が特異的な高濃度と

判定されており、その割合は年度によって大幅に異なる（表 33）。 

次に、暖候期 98 パーセンタイル及び 99 パーセンタイル値が特異的な高濃度と判定され

た地域別の地域分布を表 34 及び表 35 に示した。2019 年度は九州を除き、暖候期 98 パ

ーセンタイル値が特異的な高濃度と判定された割合が顕著に高く、その他、2013 年度は関

東、2017 年度は東北や中部でも割合が高くなっている。 

 

表 33 暖候期 98 パーセンタイル値又は 99 パーセンタイル値が 

特異的な高濃度と判定される測定局割合 

指標 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

98%tile 値 1.1% 3.5% 14% 4.5% 4.7% 0.5% 16% 1.2% 33% 1.2% 1.0% 1.8% 

99%tile 値 6.3% 10% 33% 22% 22% 3.2% 43% 5.7% 67% 6.2% 13% 15% 

 

表 34 暖候期 98 パーセンタイル値が特異的な高濃度判定された測定局割合の地域分布 

指標 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

北海道 0% 0% 0% 27% 9% 0% 15% 11% 25% 0% 5% 0% 

東北 1% 0% 1% 15% 9% 0% 52% 4% 26% 0% 0% 6% 

関東 2% 8% 44% 9% 3% 0% 18% 0% 36% 2% 2% 2% 

中部 2% 2% 3% 1% 6% 0% 27% 0% 49% 0% 0% 3% 

近畿 0% 0% 3% 0% 3% 0% 4% 1% 35% 3% 1% 1% 

中国 0% 4% 0% 0% 2% 0% 1% 5% 33% 1% 1% 0% 

四国 0% 0% 3% 3% 2% 0% 0% 2% 36% 0% 0% 0% 

九州 1% 2% 2% 1% 9% 4% 0% 1% 0% 1% 0% 1% 

 

表 35 暖候期 99 パーセンタイル値が特異的な高濃度判定された測定局割合の地域分布 

指標 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

北海道 0% 0% 8% 53% 64% 8% 75% 53% 95% 10% 5% 10% 

東北 3% 1% 4% 49% 21% 0% 84% 10% 68% 2% 2% 42% 

関東 11% 22% 74% 42% 27% 1% 51% 2% 72% 5% 27% 25% 

中部 12% 5% 21% 11% 20% 0% 54% 0% 73% 2% 13% 14% 

近畿 0% 4% 26% 13% 17% 5% 46% 7% 81% 12% 7% 6% 

中国 1% 4% 10% 4% 13% 0% 20% 13% 80% 9% 9% 1% 

四国 0% 0% 6% 3% 10% 0% 14% 2% 62% 2% 2% 0% 

九州 1% 5% 2% 4% 26% 17% 2% 7% 15% 8% 7% 3% 

 

「光化学オキシダント調査検討会 報告書 ～光化学オキシダントの解析と対策へ向けた

指標の提言～（平成 26 年 3 月）」を参考に、3 年間移動平均値を用いることにより、特異

的な高濃度と判定される局数がどの程度変化するかの把握を行った。具体的には、以下の

手順で特異的な高濃度の判定を行った。 

 

➢ 3 年間の暖候期の日最高 8 時間値から Q1,Q3 を算定 

➢ Q1 と Q3 より特異的な高濃度の閾値を計算 
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➢ 3 年間の暖候期の日最高 8 時間値から各年度の暖候期 98 パーセンタイル値、99 パー

センタイル値を計算し、その後、3 年間平均値を算出 

➢ 特異的な高濃度の閾値を上述の算定指標が超過するかを判定 

 

3 年移動平均値を用いた場合に暖候期 98 パーセンタイル値又は 99 パーセンタイル値が

特異的な高濃度判定される測定局割合を表 36 に整理した。表 36 のとおり暖候期 98 パー

センタイル値が特異的な高濃度と判定された測定局の割合が特徴的に高い年度がみられた

「北海道」、「東北」及び「関東」いずれについて特異的な高濃度と判定された測定局割合

は表 34 と比較して大幅に低下した。例えば、表 34 における 2013 年度の関東では 44%の

測定局が特異的な高濃度と判定されたが、2013 年度を含む、2011-2013～2013-2015 年度

の 3 年間移動平均値では関東で 4～11%の測定局が特異的な高濃度と判定されている。 

一方で、暖候期 99 パーセンタイル値が特異的な高濃度と判定された測定局の割合は

2017-2019 年度など年度によっては依然として高い。 

 

表 36 暖候期 98 パーセンタイル値又は 99 パーセンタイル値のうち 

特異的な高濃度判定される測定局割合 

指標 地域 2011 

- 

2013 

2012 

- 

2014 

2013 

- 

2015 

2014 

- 

2016 

2015 

- 

2017 

2016 

- 

2018 

2017 

- 

2019 

2018 

- 

2020 

2019 

- 

2021 

2020 

- 

2022 

98%tile 値 北海道 0% 0% 0% 0% 0% 0% 11% 6% 5% 0% 

東北 0% 0% 3% 0% 0% 0% 15% 1% 0% 0% 

関東 4% 11% 10% 0% 0% 0% 3% 0% 1% 0% 

中部 0% 0% 0% 0% 0% 0% 12% 0% 1% 0% 

近畿 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 0% 

中国 0% 0% 0% 0% 0% 0% 3% 4% 0% 0% 

四国 0% 0% 3% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

九州 0% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 0% 

99%tile 値 北海道 0% 0% 33% 27% 36% 45% 89% 94% 79% 5% 

東北 0% 1% 13% 6% 10% 3% 65% 23% 10% 0% 

関東 32% 49% 53% 11% 11% 2% 26% 8% 22% 10% 

中部 4% 3% 6% 0% 9% 1% 43% 17% 29% 0% 

近畿 1% 5% 9% 8% 15% 2% 39% 20% 27% 2% 

中国 1% 0% 1% 0% 2% 1% 21% 24% 29% 0% 

四国 0% 0% 3% 0% 0% 0% 26% 9% 26% 0% 

九州 0% 0% 5% 3% 1% 0% 0% 1% 1% 1% 

 

上述は暖候期を対象として解析を行ったが、高濃度域の光化学オキシダントが出現する

期間は表 31 及び表 32 のとおり暖候期（4～9 月）が大半であるので、概ね年間 99 パーセ

ンタイル値も暖候期に出現すると考えられる。年間 99 パーセンタイル値は年間第 4 位値で

あるとすると、暖候期の 98 パーセンタイル値は年間 99 パーセンタイル値に相当すると考

えられる。 

この関係を確認するために、2011-2013～2020-2022 の年間 99 パーセンタイル値の 3 年

移動平均値と暖候期 98 パーセンタイル値の 3 年移動平均値の比較を行った（図 110）。暖

候期 98 パーセンタイル値と年間 99 パーセンタイル値は概ね一致しており、暖候期 98 パ

ーセンタイル値は年間 99 パーセンタイル値に相当することが確認された。 
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図 110 年間 99 パーセンタイル値と暖候期 98 パーセンタイル値の関係性 

 

（５）空間的な特異的な高濃度 

特定の測定局が周辺の局に比べて特異的に高濃度であれば、その局は空間的に特異的な

局として除外して評価することが必要となる。そこで、測定局別の光化学オキシダントの

日最高 8 時間値の 98 パーセンタイル値、99 パーセンタイル値に空間的に特異的な高濃度

を示す測定局が存在するかどうかを地域内の測定局別の日最高 8 時間値の 25 パーセンタイ

ル値、75 パーセンタイル値から特異的な高濃度の閾値を求め、各測定局濃度がそれより大

きな濃度になるかを調査した。 

その結果、98 パーセンタイル値、99 パーセンタイル値いずれについても特異的な高濃度

として判定した測定局数は全体の概ね 1%未満であり、時間的な特異的な高濃度と比較して

割合は低い（表 37）。 

 

表 37 98 パーセンタイル値又は 99 パーセンタイル値のうち 

特異的な高濃度判定される測定局割合 

指標 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

98%tile 値 0.8% 0.3% 0.4% 0.2% 0.3% 0.9% 1.4% 1.1% 0.5% 0.1% 0.2% 0.3% 

99%tile 値 0.7% 0.4% 0.6% 0.1% 0.6% 0.8% 0.5% 1.0% 0.3% 0.4% 0.4% 0.4% 

（測定局数） 1055 1062 1085 1103 1094 1084 1119 1128 1165 1124 1122 1115 
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3. 長期曝露に係るモニタリングデータの解析 

3.1. 全測定局を対象とした解析 

様々な長期曝露に係る指標間の関連性を解析するために、全測定局を対象として年平均

値、日最高 1 時間値の年平均値、日最高 8 時間値の年平均値と日最高 8 時間値の 6 か月移

動平均の年最高値（以降、「6 か月移動平均の年最高値」）との統計学的関連性を図 111～

図 120 に整理した。 

1 時間値最高値の年平均値、日最高 8 時間値の年平均値と 6 か月移動平均の年最高値の

相関係数は約 0.9 と高く、年平均値と 6 か月移動平均の年最高値の相関係数は約 0.6 と相

対的には低い。また、同指標の統計量及びその経年変化を整理した（表 38～表 40、図 

123～図 126）。 

 

【全測定局（2011～2022 年度）】 

年平均値、日最高 1 時間値の年平均値、日最高 8 時間値の年平均値と 6 か月移動平均の年最高値の関連性 

 

図 111 【2011 年度】（n（測定局数）=1055、相関係数（左図から）=0.356、0.701、0.653） 

 

図 112 【2012 年度】（n（測定局数）=1062、相関係数（左図から）=0.605、0.896、0.896） 

 

図 113 【2013 年度】（n（測定局数）=1085、相関係数（左図から）=0.535、0.92、0.889） 
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図 114 【2014 年度】（n（測定局数）=1103、相関係数（左図から）=0.517、0.91、0.864） 

 

図 115 【2015 年度】（n（測定局数）=1094、相関係数（左図から）=0.57、0.888、0.868） 

 

図 116 【2016 年度】（n（測定局数）=1083、相関係数（左図から）=0.652、0.917、0.914） 

 

図 117 【2017 年度】（n（測定局数）=1119、相関係数（左図から）=0.619、0.909、0.918） 

 

図 118 【2018 年度】（n（測定局数）=1128、相関係数（左図から）=0.549、0.865、0.86） 
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図 119 【2019 年度】（n（測定局数）=1131、相関係数（左図から）=0.583、0.88、0.905） 

 

図 120 【2020 年度】（n（測定局数）=1124、相関係数（左図から）=0.58、0.892、0.89） 

 

図 121 【2021 年度】（n（測定局数）=1122、相関係数（左図から）=0.583、0.876、0.903） 

 

図 122 【2022 年度】（n（測定局数）=1115、相関係数（左図から）=0.546、0.872、0.879） 
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【全測定局（2011～2022 年度）】年平均値、日最高 1 時間値の年平均値、日最

高 8 時間値の年平均値及び 6 か月移動平均の年最高値の各種統計量の経年変化 

 

表 38 全測定局の年平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 16.7 17.0 19.0 17.3 19.8 13.7 17.2 18.7 20.2 19.1 22.2 21.3 

中央値 26.2 28.5 29.2 29.8 29.9 29.9 30.7 29.9 30.0 29.7 30.8 29.7 

平均値 26.6 28.9 29.4 29.9 30.1 30.2 31.0 30.1 30.1 29.8 30.8 29.9 

98%tile 値 34.7 37.0 36.8 37.4 38.1 37.8 38.5 36.7 36.4 36.1 37.0 35.9 

99%tile 値 35.8 39.1 38.7 39.4 40.0 38.8 40.0 37.8 37.7 36.8 37.6 36.7 

最大値 43.2 43.2 42.5 43.9 43.6 47.3 47.7 45.7 45.8 41.1 42.6 42.1 

分散 11.7 12.4 10.8 11.2 12.0 12.5 11.3 9.3 8.3 8.1 7.9 7.7 

標準偏差 3.4 3.5 3.3 3.3 3.5 3.5 3.4 3.1 2.9 2.8 2.8 2.8 

 

表 39 全測定局の日最高 1 時間値の年平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 26.0 27.5 28.5 32.9 32.9 24.6 28.6 31.7 35.1 30.5 32.2 33.6 

中央値 45.0 47.8 48.4 48.6 49.0 48.4 49.4 48.1 47.5 46.9 47.8 47.0 

平均値 44.7 47.4 47.8 48.3 48.7 47.9 49.1 47.8 47.2 46.4 47.4 46.8 

98%tile 値 51.5 54.8 54.8 54.8 54.9 55.1 55.8 54.0 52.9 52.0 52.6 52.0 

99%tile 値 52.4 55.3 55.7 55.3 56.0 56.1 56.5 54.7 53.6 52.6 53.1 52.8 

最大値 59.5 57.3 58.1 57.7 57.7 58.6 61.4 57.6 55.6 55.3 55.0 54.8 

分散 14.1 15.4 18.2 12.5 11.7 15.2 12.6 10.7 9.6 10.5 8.8 8.8 

標準偏差 3.8 3.9 4.3 3.5 3.4 3.9 3.6 3.3 3.1 3.2 3.0 3.0 

 

表 40 全測定局の日最高 8 時間値の年平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 23.3 24.1 25.7 29.0 29.2 21.2 25.3 28.0 30.8 28.2 29.6 32.0 

中央値 39.5 42.1 42.8 43.3 43.5 43.2 44.1 43.0 42.6 42.0 43.1 42.2 

平均値 39.3 42.0 42.5 43.0 43.4 43.0 44.0 42.9 42.4 41.8 42.8 42.1 

98%tile 値 45.9 48.7 49.0 49.2 50.1 50.2 50.7 48.9 47.7 47.4 47.6 47.0 

99%tile 値 46.3 49.8 49.7 50.6 50.9 51.2 51.7 49.6 48.8 48.3 48.3 47.8 

最大値 52.5 51.8 51.7 52.8 53.2 53.4 57.4 52.5 51.0 49.7 50.9 50.4 

分散 12.0 13.5 14.0 11.0 10.5 13.4 11.2 9.1 7.9 8.7 7.2 7.2 

標準偏差 3.5 3.7 3.7 3.3 3.2 3.7 3.3 3.0 2.8 2.9 2.7 2.7 

 

表 41 全測定局の 6 カ月移動平均の年最高値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 32.6 25.9 28.0 29.6 33.8 27.2 27.2 34.8 31.8 32.2 35.2 37.9 

中央値 47.4 48.0 51.0 51.2 50.4 50.3 52.0 49.3 50.7 47.6 48.3 48.2 

平均値 47.3 47.8 50.5 50.8 50.2 50.0 51.8 49.2 50.4 47.3 48.0 48.1 

98%tile 値 55.8 56.3 58.9 58.9 57.3 57.4 59.9 56.5 56.9 53.3 52.9 53.8 

99%tile 値 56.7 57.8 59.7 59.9 58.6 58.6 60.7 58.4 57.9 53.9 53.5 54.5 

最大値 63.1 62.0 61.7 63.1 61.3 62.5 62.5 61.8 59.9 55.6 54.7 61.4 

分散 20.7 17.6 23.0 18.2 14.6 17.6 15.1 12.7 11.8 10.1 7.8 8.7 

標準偏差 4.6 4.2 4.8 4.3 3.8 4.2 3.9 3.6 3.4 3.2 2.8 3.0 
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図 123 全測定局の年平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

 

 

図 124 全測定局の日最高 1 時間値の年平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

 

 

図 125 全測定局の日最高 8 時間値の年平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

 

 

図 126 全測定局の 6 カ月移動平均の年最高値 ppb に係る各種統計量の経年変化(ppb) 
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長期曝露による呼吸器影響に関して重要な証拠を示していると考えられた疫学研究にお

いて用いられた指標として、年平均値、昼間 8 時間値（10:00-18:00）の年平均値と日最高

8 時間値の年平均値との統計学的関係性を整理した（図 127）。相関係数及び回帰式の経年

変化は表 42 及び表 43 のとおりである。年平均値、昼間 8 時間値（10:00-18:00）の年平

均値と日最高 8 時間値の年平均値との相関係数は年度によらずそれぞれ 0.7～0.8、0.97～

0.98 である。回帰式の傾きについても年度変動は大きくなかった。この関係性は各指標の

比の分布においても同様であった（表 44 及び表 45）。 

 

 

図 127 年平均値又は昼間 8 時間値の年平均値と日最高 8 時間値の年平均値との関係性

（n（測定局数）=1131、相関係数（左図から）=（n（測定局数）=1131、相関係数（左図

から）=0.753、0.971）） 

 

表 42 日最高 8 時間値の年平均値と各種指標の相関係数の経年変化 

指標 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

年平均値 日最高 

8 時間値 

年平均値 

0.771 0.785 0.749 0.774 0.786 0.807 0.780 0.750 0.753 0.748 0.716 0.735 

昼間 8 時間値 

（10:00-18:00） 

の年平均値 

日最高 

8 時間値 

年平均値 

0.981 0.979 0.981 0.974 0.971 0.976 0.974 0.971 0.971 0.972 0.972 0.970 

 

表 43 日最高 8 時間値の年平均値と各種指標の回帰式の経年変化 

（切片=0 とした時の回帰式の傾き） 

比較指標 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

年平均値 日最高 

8 時間値 

年平均値 

1.46 1.44 1.44 1.43 1.43 1.42 1.41 1.42 1.40 1.40 1.38 1.40 

昼間 8 時間

値（10:00-

18:00）の

年平均値 

日最高 

8 時間値 

年平均値 
1.07 1.07 1.07 1.06 1.07 1.07 1.06 1.07 1.06 1.06 1.05 1.06 
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表 44 日最高 8 時間値の年平均値と年平均値の比の分布 
 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

1 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1 以上 1.1 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.1 以上 1.2 未満 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 

1.2 以上 1.3 未満 6% 7% 8% 7% 7% 9% 9% 8% 9% 10% 13% 9% 

1.3 以上 1.4 未満 18% 20% 24% 25% 23% 27% 27% 27% 30% 35% 41% 35% 

1.4 以上 1.5 未満 30% 35% 36% 38% 40% 41% 42% 42% 44% 39% 34% 40% 

1.5 以上 1.6 未満 31% 28% 26% 23% 24% 19% 17% 18% 13% 13% 9% 13% 

1.6 以上 1.7 未満 13% 7% 5% 5% 5% 3% 3% 4% 2% 2% 2% 2% 

1.7 以上 1.8 未満 2% 1% 1% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.8 以上 1.9 未満 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.9 以上 2 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

2 以上 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

 

表 45 日最高 8 時間値の年平均値と昼間 8 時間値（10:00-18:00）の年平均値の比の分布 
 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

1 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1 以上 1.05 未満 14% 20% 17% 23% 22% 17% 35% 18% 23% 29% 50% 39% 

1.05 以上 1.1 未満 75% 70% 75% 69% 69% 73% 59% 73% 70% 66% 47% 57% 

1.1 以上 1.15 未満 9% 8% 7% 7% 8% 9% 5% 8% 6% 5% 3% 4% 

1.15 以上 1.2 未満 2% 2% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 0% 0% 0% 

1.2 以上 1.25 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.25 以上 1.3 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.3 以上 1.35 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.35 以上 1.4 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.4 以上 1.45 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.45 以上 1.5 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

2 以上 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
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3.2. 地域別の長期指標の解析 

2019 年度について地域別の傾向を、図 128～図 135、表 46～表 49 に整理した。地域

によらず、年平均値と比較して、日最高 1 時間値の年平均値や日最高 8 時間値の年平均値

の方が 6 か月移動平均の最高値との相関係数は高い。 

98 パーセンタイル値、99 パーセンタイル値の濃度レベルは、年平均値では地域による差

異はほとんどみられないが、日最高 1 時間値の年平均値、日最高 8 時間値の年平均値及び

6 か月移動平均の最高値では北海道、東北が相対的に低い。 

 

【地域別（2019 年度）】 

年平均値、日最高 1 時間値の年平均値、日最高 8 時間値の年平均値と 6 か月移動平均の年最高値の関連性 

 

図 128 【北海道】（n(測定局数)=20、相関係数（左図から）=0.729、0.763、0.789) 

 

図 129 【東北】（n(測定局数)=82、相関係数（左図から）=0.654、0.863、0.859) 

 

図 130 【関東】（n(測定局数)=322、相関係数（左図から）=0.594、0.948、0.943) 
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図 131 【中部】（n(測定局数)=223、相関係数（左図から）=0.691、0.918、0.919) 

 
図 132 【近畿】（n(測定局数)=190、相関係数（左図から）=0.648、0.795、0.849) 

 
図 133 【中国】（n(測定局数)=99、相関係数（左図から）=0.681、0.904、0.924) 

 
図 134 【四国】（n(測定局数)=46、相関係数（左図から）=0.789、0.865、0.906) 

 
図 135 【九州】（n(測定局数)=149、相関係数（左図から）=0.591、0.839、0.86) 
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表 46 【2019 年度】全測定局の年平均値に係る各種統計量(ppb) 

統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最小 20.2 23.6 22.0 20.6 20.2 22.9 22.4 23.8 22.7 

中央値 30.0 28.9 30.6 29.4 30.8 30.2 28.7 30.8 30.5 

平均値 30.1 28.9 30.5 29.3 30.8 30.2 29.1 30.8 30.8 

98%tile 値 36.4 32.7 35.5 33.9 36.9 34.9 37.3 37.3 38.9 

99%tile 値 37.7 33.1 36.1 34.5 37.4 35.5 37.3 38.2 39.7 

最大値 45.8 33.5 37.7 38.0 45.8 36.2 38.4 39.1 40.9 

分散 8.3 4.4 5.8 4.5 11.4 5.8 10.5 10.8 11.3 

標準偏差 2.9 2.1 2.4 2.1 3.4 2.4 3.2 3.3 3.4 

 

表 47 【2019 年度】全測定局の日最高 1 時間値の年平均値に係る各種統計量(ppb) 

統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最小 35.1 35.7 37.6 35.1 35.6 38.3 39.0 40.6 36.8 

中央値 47.5 40.9 44.1 47.7 47.6 48.5 47.6 48.2 47.3 

平均値 47.2 40.7 43.9 47.6 47.2 48.4 47.5 48.1 47.1 

98%tile 値 52.9 43.4 47.6 52.7 51.8 53.5 52.1 53.6 53.5 

99%tile 値 53.6 43.7 48.0 53.1 52.1 53.9 52.4 53.8 54.5 

最大値 55.6 44.0 48.6 54.5 53.8 54.8 53.7 54.0 55.6 

分散 9.6 3.5 3.9 8.4 6.9 6.3 7.5 10.4 11.4 

標準偏差 3.1 1.9 2.0 2.9 2.6 2.5 2.7 3.2 3.4 

 

表 48 【2019 年度】全測定局の日最高 8 時間値の年平均値に係る各種統計量(ppb) 

統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最小 30.8 31.9 32.8 30.8 30.9 33.1 34.9 36.2 34.9 

中央値 42.6 37.3 40.7 42.3 43.4 43.2 42.7 43.8 42.9 

平均値 42.4 37.2 40.5 42.2 42.9 42.9 42.8 43.5 42.8 

98%tile 値 47.7 40.5 44.3 46.9 47.0 47.1 47.7 48.9 49.2 

99%tile 値 48.8 40.8 45.0 47.0 47.6 47.4 48.9 49.6 50.1 

最大値 51.0 41.1 45.9 48.9 51.0 48.3 49.0 50.3 50.9 

分散 7.9 4.1 4.3 6.9 7.1 5.7 7.6 10.7 9.1 

標準偏差 2.8 2.0 2.1 2.6 2.7 2.4 2.8 3.3 3.0 

 

表 49 【2019 年度】全測定局の 6 か月移動平均の最高値に係る各種統計量(ppb) 

統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最小 31.8 39.9 36.9 31.8 38.9 40.2 42.6 44.8 40.6 

中央値 50.7 43.7 48.3 49.9 51.1 51.5 51.5 52.2 51.6 

平均値 50.4 43.4 47.9 50.0 50.5 51.0 51.3 51.9 51.5 

98%tile 値 56.9 45.7 51.3 56.6 54.6 55.8 56.8 57.5 58.5 

99%tile 値 57.9 45.7 52.9 57.3 55.4 56.5 56.8 57.7 59.2 

最大値 59.9 45.8 53.1 59.7 58.8 57.8 57.5 57.9 59.9 

分散 11.8 2.4 6.1 13.3 7.8 8.0 9.3 10.2 12.3 

標準偏差 3.4 1.6 2.5 3.6 2.8 2.8 3.0 3.2 3.5 
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図 136 【2019 年度】地域別全測定局の年平均値に係る各種統計量(ppb) 
 

 

図 137 【2019 年度】地域別全測定局の日最高 1 時間値の年平均値に係る各種統計量

(ppb) 
 

 

図 138 【2019 年度】地域別全測定局の日最高 8 時間値の年平均値に係る各種統計量

(ppb) 
 

 

図 139 【2019 年度】地域別全測定局の 6 か月移動平均の年最高値に係る各種統計量

(ppb)  
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4. 短期曝露指標と長期曝露指標の関連性の解析 

2.で整理した短期曝露指標と 3.で整理した長期曝露指標との関係性（2019 年度）を整理

した。ここでは、全測定局及び地域別に日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル値と日最

高 8 時間値の年平均値の関連性を整理した（図 140～図 148）。 

【全国又は地域別(2019 年度)】 

日最高 8 時間値の 99 パーセンタイル値及び日最高 8 時間値の年平均値の関連性 

 
図 140 【全国】(測定局数=1131, 相関係数=0.659 

 
図 141 【北海道】(測定局数=20, 相関係数=0.667 

 
図 142 【東北】(測定局数=82, 相関係数=0.708 

 
図 143 【関東】(測定局数=322, 相関係数

=0.658 

 
図 144 【中部】(測定局数=223, 相関係数

=0.636 
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図 145 【近畿】(測定局数=190, 相関係数=0.644 

 
図 146 【中国】(測定局数=99, 相関係数=0.645 

 
図 147 【四国】(測定局数=46, 相関係数=0.764 

 
図 148 【九州】(測定局数=149, 相関係数=0.702 

 

なお、短期曝露指標及び長期曝露指標の相関係数及び回帰式の経年変化は表 50 及び表 

51 のとおりである。 

 

表 50 日最高 8 時間値の 99 パーセンタイル値及び 

日最高 8 時間値の年平均値の相関係数の経年変化 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

相関係数 0.690 0.615 0.633 0.634 0.559 0.706 0.674 0.561 0.659 0.654 0.646 0.629 

 

表 51 日最高 8 時間値の 99 パーセンタイル値及び 

日最高 8 時間値の年平均値の回帰式※の経年変化 

回帰式 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

傾き a 0.303 0.301 0.220 0.250 0.227 0.344 0.321 0.251 0.252 0.294 0.269 0.296 

切片 b 16 19 25 22 25 16 17 23 21 20 23 19 

※説明変数を「日最高 8 時間値の 99 パーセンタイル値」とし、従属変数を「日最高 8 時間値の年平均値」とし

た回帰式 
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5. 植物影響評価の曝露指標と健康影響評価の曝露指標の関連性の解析 

植物影響評価の指標として検討している日中 7 時間値(9:00-16:00)の 4 か月(6-9 月)又は日

中 12 時間値(6:00-18:00)の 6 か月(4-9 月)平均値と人健康影響に関する長期曝露指標である

日最高 8 時間値年平均値との関連性（相関係数、回帰式及び比）について整理した（表 52

～表 56 及び図 149）。また、これらの指標の統計量及びその経年変化を整理した（表 57～

表 58、図 150～図 151）。 

 

表 52 日最高 8 時間値年平均値と各種指標の相関関係の経年変化 

指標 年度／相関係数 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

日中 7 時間値の

4 か月平均値 
0.744 0.719 0.745 0.662 0.712 0.795 0.734 0.727 0.660 0.690 0.651 0.670 

日中 12 時間値の

6 か月平均値 
0.895 0.868 0.886 0.842 0.851 0.895 0.892 0.813 0.824 0.851 0.783 0.812 

 

表 53 日最高 8 時間値の年平均値及び日中 7 時間値の 4 か月平均値の回帰式 

回帰式 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

傾き a 1.27 1.15 1.35 1.12 1.04 1.10 1.05 1.12 1.16 1.04 1.04 1.06 

切片 b -14.24 -9.99 -15.45 -7.12 -4.25 -7.99 -4.24 -10.32 -10.70 -6.54 -6.42 -7.72 

※説明変数を「日最高 8 時間値の年平均値」とし、従属変数を「日中 7 時間値の 4 か月平均値」とした回帰式 

 

表 54 日最高 8 時間値の年平均値及び日中 12 時間値の 6 か月平均値の回帰式 

回帰式 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

傾き a 1.11 0.99 1.08 1.09 1.02 0.99 1.00 0.96 1.03 0.90 0.89 0.97 

切片 b -7.90 -3.74 -5.91 -6.35 -4.38 -3.64 -2.69 -3.26 -4.49 -0.68 -0.65 -3.39 

※説明変数を「日最高 8 時間値の年平均値」とし、従属変数を「日中 12 時間値の 6 か月平均値」とした回帰式 
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表 55 日最高 8 時間値の年平均値及び日中 7 時間値の 4 か月平均値の比の分布 
 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

0.5 未満 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 0% 0% 

0.5 以上 0.6 未満 1% 0% 0% 0% 1% 0% 0% 1% 1% 0% 1% 0% 

0.6 以上 0.7 未満 2% 2% 1% 1% 0% 1% 0% 1% 1% 1% 1% 1% 

0.7 以上 0.8 未満 11% 10% 5% 5% 3% 5% 1% 13% 9% 10% 10% 12% 

0.8 以上 0.9 未満 30% 29% 16% 20% 24% 34% 22% 47% 31% 42% 36% 45% 

0.9 以上 1 未満 39% 44% 26% 46% 51% 51% 46% 34% 42% 43% 45% 35% 

1 以上 1.1 未満 11% 11% 38% 20% 20% 8% 30% 4% 16% 3% 7% 6% 

1.1 以上 1.2 未満 5% 3% 14% 7% 1% 0% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.2 以上 1.3 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.3 以上 1.4 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.4 以上 1.5 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.5 以上 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

平均値 0.91 0.91 0.98 0.95 0.94 0.91 0.96 0.87 0.91 0.88 0.89 0.88 

 

表 56 日最高 8 時間値の年平均値及び日中 12 時間値の 6 か月平均値の比の分布 
 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

0.5 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

0.5 以上 0.6 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

0.6 以上 0.7 未満 0% 0% 0% 1% 0% 1% 0% 1% 0% 0% 1% 1% 

0.7 以上 0.8 未満 3% 3% 1% 2% 2% 2% 1% 6% 1% 3% 6% 4% 

0.8 以上 0.9 未満 38% 39% 18% 18% 28% 39% 12% 55% 21% 53% 60% 54% 

0.9 以上 1 未満 58% 56% 72% 70% 69% 58% 84% 38% 76% 43% 34% 42% 

1 以上 1.1 未満 1% 2% 8% 9% 1% 0% 2% 0% 2% 0% 0% 0% 

1.1 以上 1.2 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.2 以上 1.3 未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

1.3 以上 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

平均値 0.91 0.90 0.94 0.94 0.92 0.90 0.94 0.88 0.93 0.89 0.88 0.88 

 

【全測定局（2019 年度）】 

植物影響評価の指標と日最高 8 時間値の年平均値の関係性 

 

図 149 【植物影響評価の指標と日最高 8 時間値年平均値】 

（n（測定局数）=1131、相関係数（左図から）=0.66、0.824） 
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【全測定局（2011～2022 年度）】各種統計量の経年変化 

表 57 全測定局の日中 7 時間値の 4 か月平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 10 9 13 13 16 17 17 18 17 14 16 16 

中央値 36 38 43 41 41 40 43 38 39 38 39 37 

平均値 36 38 42 41 41 39 42 38 39 37 38 37 

98%tile 値 49 51 54 53 50 48 51 47 48 45 46 45 

99%tile 値 51 53 55 54 51 50 52 48 49 45 47 46 

最大値 61 58 57 57 56 53 56 51 54 51 49 50 

標準偏差 6 6 7 6 5 5 5 5 5 5 4 4 

 

表 58 全測定局の日中 12 時間値の 6 か月平均値に係る各種統計量の経年変化(ppb) 

年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

最小 14 18 17 13 20 21 21 21 22 23 18 19 

中央値 36 38 41 41 40 39 42 38 40 37 38 38 

平均値 36 38 40 40 40 39 41 38 39 37 38 37 

98%tile 値 43 46 47 48 47 46 48 44 45 42 43 43 

99%tile 値 44 46 48 48 48 47 49 45 46 43 43 43 

最大値 51 50 51 53 52 50 51 49 49 46 44 46 

標準偏差 19 18 21 18 15 16 14 13 13 10 9 10 

 

 

図 150 全測定局の日中 7 時間値の 4 か月平均値に係る各種統計量の経年変化 

 

 

図 151 全測定局の日中 12 時間値の 6 か月平均値に係る各種統計量の経年変化 
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また、イネの収量に対するオゾンの影響を報告している文献を用いた解析では日中 7 時

間値(9:00-16:00 又は 10:00-17:00)又は日中 8 時間値(9:00-17:00)の数か月平均値（主に 6-9

月の 4 か月平均値）が用いられている。そこで、算定対象時間が異なる 3 つの指標の関連

性を整理した（図 152、表 59）。これらの指標については年度によらず概ね一致すること

が確認された。 

 

 

図 152 日中平均濃度の算定対象時間等による変動（2019 年度） 

 

表 59 日中 7 時間値(9:00-16:00)と日中 7 時間値(10:00-17:00)及び 

日中 8 時間値(9:00-17:00)の年度別の相関関係 

比較指標 
年度／相関係数 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

日中 7 時間

値(9:00-

16:00) 

日中 7 時間

値(10:00-

17:00) 

0.995 0.995 0.996 0.994 0.992 0.994 0.994 0.995 0.995 0.995 0.992 0.993 

日中 8 時間

値(9:00-

17:00) 

0.998 0.998 0.999 0.998 0.997 0.998 0.998 0.998 0.998 0.998 0.997 0.998 
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6. 参考資料 

6.1. 短期曝露指標に係る年度別・地域別・各種統計量 

表 60 全測定局の日別・日最高 1 時間値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 1.0 7.0 1.0 1.0 1.0 2.0 4.0 1.0 1.0 

中央値 42.0 36.0 40.0 41.0 43.0 42.0 42.0 41.0 41.0 

平均値 44.8 37.6 42.9 45.3 45.9 44.9 44.8 43.9 42.8 

98%tile 値 87.0 61.0 77.0 99.0 85.0 85.0 82.8 81.0 81.0 

99%tile 値 96.0 67.0 82.0 111.0 91.0 91.4 88.0 86.0 86.0 

最大値 195.0 96.0 110.0 165.0 195.0 159.0 142.0 108.0 133.0 

標準偏差 17.5 10.6 13.6 19.9 16.6 17.3 15.8 16.4 16.6 

2012 最小 1.0 8.0 2.0 1.0 1.0 1.0 2.0 6.0 2.0 

中央値 45.0 37.0 43.0 44.0 47.0 46.0 46.0 45.0 45.0 

平均値 47.5 37.5 44.3 47.3 48.5 48.6 48.6 47.1 46.3 

98%tile 値 88.0 59.0 70.0 96.0 84.0 91.0 86.0 84.0 83.0 

99%tile 値 96.0 61.0 74.0 106.0 89.0 98.0 91.0 88.0 89.0 

最大値 213.0 75.0 189.0 213.0 141.0 141.0 200.0 107.0 182.0 

標準偏差 16.9 9.7 11.2 19.1 15.3 17.4 15.9 16.0 16.2 

2013 最小 1.0 5.0 1.0 1.0 1.0 3.0 2.0 6.0 2.0 

中央値 45.0 36.0 41.0 44.0 46.0 47.0 46.0 45.0 44.0 

平均値 47.9 36.9 42.3 48.6 48.3 50.1 49.5 47.9 45.7 

98%tile 値 92.0 59.0 70.0 104.0 87.0 96.0 91.0 87.0 82.0 

99%tile 値 102.0 64.0 75.0 119.0 93.0 103.0 97.0 93.0 87.0 

最大値 197.0 78.0 125.0 197.0 149.0 149.0 141.0 119.0 120.0 

標準偏差 17.8 9.4 12.1 20.2 16.1 18.7 17.1 16.5 16.1 

2014 最小 1.0 4.0 6.0 1.0 1.0 2.0 3.0 5.0 2.0 

中央値 45.0 39.0 43.0 45.0 46.0 46.0 46.0 46.0 46.0 

平均値 48.4 40.6 45.7 49.3 48.7 48.7 48.7 48.3 47.2 

98%tile 値 91.0 70.0 80.0 104.0 88.0 90.0 88.0 86.0 84.0 

99%tile 値 100.0 78.0 85.0 115.0 93.0 98.0 93.0 92.0 90.0 

最大値 173.0 97.0 112.0 173.0 156.0 154.0 127.0 119.0 119.0 

標準偏差 17.4 11.1 12.9 20.2 16.0 17.5 16.3 16.1 16.0 

2015 最小 1.0 7.0 7.0 2.0 2.0 3.0 2.0 3.0 1.0 

中央値 46.0 38.0 43.0 44.0 46.0 46.0 46.0 48.0 46.0 

平均値 48.8 39.0 46.0 49.0 48.9 50.2 49.5 50.0 47.7 

98%tile 値 93.0 64.5 81.0 106.0 87.0 97.0 91.0 90.0 83.0 

99%tile 値 103.0 70.0 86.0 117.0 93.0 105.0 98.0 96.0 88.0 

最大値 201.0 87.0 136.0 201.0 144.0 154.0 170.0 126.0 133.0 

標準偏差 17.6 10.0 13.4 20.3 15.8 18.3 17.0 16.4 15.4 

2016 最小 1.0 6.0 2.0 1.0 2.0 1.0 2.0 4.0 3.0 

中央値 46.0 38.0 43.0 44.0 46.0 46.0 47.0 49.0 47.0 

平均値 48.0 38.7 44.3 47.0 48.8 49.6 49.6 50.6 48.2 

98%tile 値 88.0 63.0 70.0 91.0 86.0 92.0 93.0 88.0 85.0 

99%tile 値 96.0 67.0 74.0 100.0 91.0 99.0 100.0 95.0 90.0 

最大値 161.0 79.0 120.0 161.0 132.0 146.0 154.0 125.0 125.0 

標準偏差 16.3 10.2 11.6 17.2 15.0 17.3 17.1 15.8 15.9 

2017 最小 1.0 8.0 8.0 3.0 1.0 1.0 1.0 7.0 1.0 

中央値 46.0 39.0 44.0 45.0 46.0 47.0 47.0 48.0 47.0 

平均値 49.1 40.9 45.9 49.3 48.9 50.1 50.3 51.5 49.4 

98%tile 値 92.0 70.0 81.0 101.0 87.0 92.0 92.0 91.0 87.0 

99%tile 値 100.0 75.0 88.0 113.0 94.0 98.0 97.0 96.0 93.0 

最大値 208.0 90.0 127.0 208.0 139.0 148.0 139.0 126.0 124.0 

標準偏差 17.2 10.7 13.2 19.3 15.6 17.4 17.2 16.3 16.5 

2018 最小 1.0 1.0 5.0 2.0 3.0 1.0 2.0 6.0 3.0 

中央値 46.0 38.0 43.0 45.0 46.0 46.0 46.0 48.0 48.0 

平均値 47.9 40.6 45.2 48.4 47.8 48.4 48.2 49.3 48.3 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

98%tile 値 90.0 73.0 78.0 99.0 85.0 92.0 88.7 84.0 81.0 

99%tile 値 99.0 78.0 84.0 108.0 91.0 100.0 96.0 91.0 88.0 

最大値 209.0 91.0 107.0 209.0 159.0 169.0 171.0 119.0 120.0 

標準偏差 16.7 11.8 12.7 19.1 15.3 17.1 16.3 15.2 15.2 

2019 最小 1.0 2.0 3.0 2.0 1.0 2.0 3.0 5.0 1.0 

中央値 45.0 38.0 42.0 44.0 45.0 45.0 45.0 47.0 46.0 

平均値 47.3 40.7 44.0 47.7 47.3 48.4 47.5 48.2 47.2 

98%tile 値 91.0 69.0 75.0 98.0 87.0 94.0 91.0 90.0 84.0 

99%tile 値 101.0 75.0 85.0 107.0 97.0 104.0 103.0 100.0 92.0 

最大値 201.0 112.0 121.0 201.0 144.0 157.0 148.0 138.0 152.0 

標準偏差 16.7 11.2 12.3 18.1 15.5 17.6 17.3 16.8 16.2 

2020 最小 1.0 12.0 5.0 1.0 2.0 1.0 2.0 5.0 1.0 

中央値 45.0 38.0 41.0 44.0 45.0 46.0 45.0 47.0 46.0 

平均値 46.5 39.1 42.5 46.2 46.3 48.1 47.5 48.6 47.3 

98%tile 値 84.0 60.0 69.1 90.0 80.0 87.0 83.0 81.0 80.0 

99%tile 値 91.0 65.0 74.0 100.0 85.0 93.0 88.0 86.0 86.0 

最大値 199.0 79.0 99.0 199.0 131.0 143.0 132.0 117.0 126.0 

標準偏差 15.2 9.1 11.2 16.9 14.0 15.8 14.5 14.0 14.7 

2021 最小 3.0 6.0 5.0 4.0 6.0 3.0 4.0 4.0 3.0 

中央値 46.0 39.0 43.0 45.0 46.0 46.0 46.0 47.0 47.0 

平均値 47.5 40.3 44.0 47.7 47.4 48.5 48.2 48.3 47.8 

98%tile 値 82.0 61.0 66.0 87.0 78.0 85.0 81.0 80.0 80.0 

99%tile 値 89.0 65.0 70.0 98.0 84.0 91.0 87.0 85.0 85.0 

最大値 219.0 74.0 92.0 168.0 219.0 144.0 130.0 108.0 127.0 

標準偏差 14.2 9.2 10.0 15.6 13.0 14.7 13.8 13.4 14.5 

2022 最小 2.0 10.0 7.0 2.0 2.0 6.0 4.0 3.0 4.0 

中央値 45.0 39.0 42.0 44.0 45.0 45.0 46.0 46.0 46.0 

平均値 46.9 40.7 43.8 47.0 46.8 48.1 47.9 47.4 46.8 

98%tile 値 84.0 66.0 74.0 92.0 81.0 85.0 82.0 81.0 79.0 

99%tile 値 91.0 70.0 79.0 104.0 86.0 91.0 87.0 85.0 83.0 

最大値 195.0 84.0 106.0 195.0 129.0 137.0 148.0 118.0 117.0 

標準偏差 15.2 10.4 11.5 17.3 14.0 15.4 14.4 14.6 14.5 

 

表 61 全測定局の日別・日最高 8 時間値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 0.1 2.8 0.6 0.1 0.4 1.3 2.5 0.6 1.0 

中央値 37.3 32.9 37.0 36.5 38.8 37.1 37.9 37.3 36.9 

平均値 39.3 33.7 38.8 39.0 40.8 39.1 39.6 38.9 38.3 

98%tile 値 74.9 56.5 68.5 78.9 75.3 72.5 72.6 71.4 74.4 

99%tile 値 80.5 61.5 74.0 86.3 80.0 76.5 77.7 76.8 79.8 

最大値 124.6 84.0 101.0 124.6 115.9 123.5 118.0 97.5 109.0 

標準偏差 15.5 10.6 12.9 16.7 15.3 15.0 14.4 14.8 15.7 

2012 最小 0.4 5.8 3.3 0.4 1.0 0.6 1.6 5.3 1.1 

中央値 40.9 33.3 39.5 39.8 42.6 41.5 41.9 40.4 41.1 

平均値 42.0 33.9 40.2 41.0 43.5 42.5 43.2 41.8 41.6 

98%tile 値 75.6 53.1 63.4 78.1 74.1 76.9 76.1 75.3 75.0 

99%tile 値 80.6 55.7 66.4 84.0 77.6 82.4 80.4 78.6 80.5 

最大値 145.3 70.4 89.8 145.3 109.3 112.1 122.8 93.3 112.1 

標準偏差 14.9 9.4 10.7 16.0 14.0 15.2 14.5 14.7 15.2 

2013 最小 0.3 3.3 0.6 0.3 0.4 1.8 1.9 3.8 1.5 

中央値 40.4 32.8 37.4 39.9 41.9 42.0 41.9 39.8 39.9 

平均値 42.5 33.4 38.5 42.3 43.3 44.0 44.1 42.6 41.3 

98%tile 値 78.4 55.0 64.9 83.0 75.3 81.0 80.5 77.1 75.8 

99%tile 値 84.9 59.0 68.4 93.4 80.0 86.5 85.0 81.4 80.8 

最大値 158.8 76.0 90.0 158.8 125.5 117.3 113.8 98.3 104.9 

標準偏差 15.5 9.2 11.7 16.6 14.5 16.0 15.4 14.7 15.1 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2014 最小 0.3 3.4 4.6 0.3 0.5 2.1 3.5 2.9 2.0 

中央値 41.1 35.6 40.0 40.4 42.0 41.5 41.8 41.8 41.9 

平均値 43.1 37.0 41.7 43.0 43.8 43.3 43.5 43.3 42.6 

98%tile 値 79.1 66.2 72.6 84.3 78.0 78.4 78.1 76.6 76.8 

99%tile 値 85.6 71.9 77.7 93.4 83.5 84.3 83.1 81.5 82.1 

最大値 137.6 86.3 97.1 137.6 130.5 131.6 105.8 101.9 107.5 

標準偏差 15.5 10.8 12.3 16.8 14.9 15.6 14.9 14.8 15.1 

2015 最小 0.8 4.5 3.8 1.9 1.3 2.3 0.8 1.0 1.0 

中央値 41.4 34.5 40.5 39.9 42.5 42.3 42.1 43.1 42.3 

平均値 43.4 35.4 42.2 42.6 44.1 44.5 44.1 44.6 43.0 

98%tile 値 80.1 58.8 74.5 83.5 78.4 82.1 80.5 79.5 75.9 

99%tile 値 85.6 63.4 79.3 90.6 82.6 88.7 85.5 83.5 80.1 

最大値 141.9 80.5 104.3 141.9 117.3 121.0 116.8 106.6 106.8 

標準偏差 15.3 9.7 12.5 16.4 14.5 15.9 15.2 14.8 14.5 

2016 最小 0.1 4.3 1.9 0.3 1.0 0.1 2.0 2.3 1.8 

中央値 41.6 34.6 40.1 40.1 42.6 42.1 42.6 44.5 43.3 

平均値 43.0 35.2 40.7 41.5 44.3 43.9 44.4 45.6 43.6 

98%tile 値 76.5 58.1 64.8 75.6 75.8 78.8 80.9 78.6 77.3 

99%tile 値 81.5 61.6 68.1 80.5 79.8 83.5 85.9 83.6 82.6 

最大値 135.5 70.5 97.0 135.5 114.6 110.8 111.3 103.8 109.5 

標準偏差 14.5 10.0 11.3 14.8 13.8 15.0 15.3 14.6 15.0 

2017 最小 0.4 6.9 5.3 3.1 0.4 0.4 1.0 5.6 3.6 

中央値 42.0 36.3 40.8 41.1 42.5 42.3 42.9 44.0 43.3 

平均値 44.0 37.2 42.1 43.3 44.2 44.6 45.1 46.5 44.9 

98%tile 値 80.3 63.8 74.3 82.1 78.5 80.0 82.0 81.4 80.5 

99%tile 値 86.1 69.5 81.0 89.0 84.9 84.9 87.4 86.6 85.3 

最大値 132.9 87.5 106.4 132.9 110.3 118.5 116.8 116.6 115.1 

標準偏差 15.2 10.5 12.6 16.1 14.4 15.4 15.6 15.1 15.6 

2018 最小 0.9 1.0 3.4 1.6 1.8 0.9 3.1 4.3 2.1 

中央値 41.4 35.0 40.0 40.4 41.6 41.3 41.6 43.9 44.0 

平均値 42.9 37.0 41.5 42.7 43.1 42.9 43.1 44.3 43.8 

98%tile 値 77.4 67.6 72.5 81.1 75.1 78.4 77.5 74.8 74.0 

99%tile 値 82.5 74.1 77.3 86.6 79.3 83.6 82.4 78.9 78.5 

最大値 152.6 87.9 92.8 152.6 125.9 130.6 122.8 109.0 106.9 

標準偏差 14.7 11.6 12.2 16.1 14.0 14.9 14.4 13.8 14.1 

2019 最小 0.5 1.9 2.4 2.0 0.5 0.8 3.4 4.1 0.5 

中央値 40.8 35.3 39.1 40.0 41.3 41.1 41.1 42.8 42.4 

平均値 42.4 37.2 40.5 42.2 42.9 42.9 42.8 43.6 42.8 

98%tile 値 78.5 63.6 69.8 81.0 76.2 79.9 81.3 80.9 76.4 

99%tile 値 87.1 70.7 78.3 89.0 85.5 88.0 91.0 90.1 82.9 

最大値 134.5 106.5 104.8 133.3 118.6 131.0 125.1 124.4 134.5 

標準偏差 14.8 10.8 11.8 15.2 14.2 15.3 15.7 15.6 15.3 

2020 最小 0.6 5.8 3.5 0.9 0.9 0.6 2.3 3.7 1.0 

中央値 40.6 34.9 38.3 39.3 40.9 41.5 41.4 42.9 42.8 

平均値 41.8 35.9 39.3 40.8 42.0 43.0 42.9 43.9 43.2 

98%tile 値 72.4 56.9 64.3 73.6 70.4 74.5 73.3 73.0 73.4 

99%tile 値 77.1 60.5 68.0 79.6 74.0 79.3 77.3 77.3 77.9 

最大値 123.0 77.0 84.1 123.0 96.4 116.3 110.0 94.1 117.8 

標準偏差 13.4 8.9 10.9 14.2 12.7 13.6 13.1 13.0 13.8 

2021 最小 2.4 4.3 3.0 4.3 3.3 3.3 2.4 3.6 2.9 

中央値 42.0 36.3 40.5 41.1 42.5 42.4 42.4 42.9 43.6 

平均値 42.8 37.0 40.6 42.4 43.2 43.4 43.4 43.6 43.7 

98%tile 値 71.0 56.9 62.1 71.8 68.6 72.8 72.1 71.3 73.1 

99%tile 値 76.1 59.5 65.8 77.8 74.0 78.0 77.1 75.1 77.1 

最大値 132.1 71.3 81.6 132.1 112.5 107.5 100.5 96.0 102.5 

標準偏差 12.4 9.2 9.9 13.0 11.7 12.5 12.4 12.2 13.5 

2022 最小 0.3 6.0 5.5 1.8 0.3 2.9 2.3 2.3 3.8 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

中央値 40.8 35.5 38.9 40.0 40.9 41.0 41.4 41.6 42.6 

平均値 42.1 37.4 40.3 41.5 42.4 42.8 43.1 42.7 42.9 

98%tile 値 73.6 61.4 69.0 75.5 72.3 75.4 74.3 74.1 72.3 

99%tile 値 78.1 65.9 73.4 81.9 75.9 79.6 78.1 78.3 76.5 

最大値 133.3 80.5 94.1 133.3 104.3 108.4 105.5 102.8 100.1 

標準偏差 13.4 10.1 11.1 14.3 12.7 13.6 13.1 13.4 13.6 

 

表 62 全測定局の日別・日平均値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 0.0 2.4 0.2 0.0 0.1 0.5 0.8 0.3 0.3 

中央値 25.7 24.6 27.0 24.3 27.5 25.7 24.7 26.4 25.9 

平均値 26.7 25.4 28.1 25.5 28.2 26.2 25.7 27.0 27.2 

98%tile 値 53.3 47.2 53.2 52.4 54.6 50.8 51.6 53.6 57.1 

99%tile 値 56.7 51.0 56.1 55.3 58.0 53.5 55.4 56.8 61.3 

最大値 85.5 71.1 75.0 79.9 79.3 71.7 78.3 71.6 85.5 

標準偏差 12.2 101.6 128.8 154.2 154.1 132.8 128.2 137.8 173.1 

2012 最小 0.0 3.1 1.5 0.0 0.4 0.3 0.6 2.7 0.1 

中央値 28.6 25.5 29.4 26.9 30.3 28.8 28.0 28.8 29.3 

平均値 28.9 25.9 29.7 27.4 30.6 29.0 28.5 29.1 29.6 

98%tile 値 53.8 45.1 49.8 52.9 54.6 53.7 53.5 55.0 57.2 

99%tile 値 57.1 47.4 52.2 55.7 57.9 56.6 56.9 59.2 62.1 

最大値 97.0 55.6 65.5 81.9 81.5 74.3 82.6 70.0 97.0 

標準偏差 11.9 84.2 104.0 151.4 134.1 144.5 131.3 132.5 158.8 

2013 最小 0.1 1.9 0.2 0.1 0.1 0.7 0.3 1.8 0.7 

中央値 28.7 24.6 27.8 27.6 30.3 29.8 28.0 28.7 28.6 

平均値 29.4 25.4 28.7 28.5 30.6 30.2 29.0 29.7 29.4 

98%tile 値 55.0 46.1 52.5 54.6 54.8 55.1 55.0 55.0 57.3 

99%tile 値 58.2 49.2 54.9 58.3 57.5 57.7 58.5 57.9 61.5 

最大値 90.1 67.7 69.8 90.1 76.8 75.5 84.4 70.9 87.5 

標準偏差 11.9 80.5 117.9 150.1 134.6 141.3 134.2 116.8 150.4 

2014 最小 0.0 2.2 2.0 0.0 0.2 0.8 1.0 1.0 0.8 

中央値 29.5 27.4 30.3 28.6 30.6 29.8 28.3 30.0 30.1 

平均値 29.9 28.3 31.0 29.1 31.0 30.0 28.9 30.1 30.4 

98%tile 値 56.0 51.2 55.8 55.2 57.4 55.8 55.2 55.2 57.2 

99%tile 値 59.8 57.9 60.0 58.4 61.4 59.3 59.2 58.6 61.3 

最大値 88.3 74.1 80.4 86.3 82.8 83.2 81.3 77.0 88.3 

標準偏差 12.0 99.5 118.4 149.7 148.0 145.1 135.3 132.9 152.0 

2015 最小 0.2 3.1 1.3 0.5 0.2 0.8 0.3 0.5 0.3 

中央値 29.6 26.2 30.9 27.9 30.6 30.3 28.5 31.2 30.3 

平均値 30.1 27.0 31.4 28.8 31.2 30.6 29.2 31.4 30.6 

98%tile 値 56.5 47.8 56.2 55.5 58.6 56.8 54.6 56.6 56.6 

99%tile 値 60.4 52.0 60.8 58.9 62.4 60.2 58.6 59.5 61.6 

最大値 94.1 72.3 88.0 94.1 89.5 80.1 77.1 73.6 87.4 

標準偏差 11.8 87.4 116.0 142.0 141.9 143.0 127.4 129.6 140.2 

2016 最小 0.0 3.0 0.6 0.1 0.3 0.0 0.1 1.3 0.6 

中央値 29.9 26.7 30.7 28.0 31.4 30.3 29.1 32.5 30.6 

平均値 30.2 27.2 30.8 28.5 31.8 30.5 29.8 32.4 31.1 

98%tile 値 55.5 47.5 52.2 53.6 56.5 56.5 55.5 56.9 58.3 

99%tile 値 58.9 50.5 54.5 56.9 59.3 59.9 59.2 60.9 62.1 

最大値 86.7 61.6 71.4 86.7 80.2 77.5 74.3 75.3 82.2 

標準偏差 12.0 93.1 118.1 144.1 140.1 143.0 138.0 136.0 155.4 

2017 最小 0.1 3.6 2.0 0.4 0.1 0.1 0.4 2.3 0.1 

中央値 30.6 27.8 31.3 29.4 31.4 30.8 29.9 32.5 31.5 

平均値 31.0 28.8 31.6 29.7 31.8 31.1 30.5 33.0 32.3 

98%tile 値 56.7 50.4 56.6 54.3 57.4 55.7 57.7 58.6 60.4 

99%tile 値 61.0 54.5 61.0 57.8 62.9 59.2 62.3 62.7 65.0 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最大値 103.5 76.3 81.4 103.5 91.2 78.1 95.0 80.2 98.3 

標準偏差 11.9 91.8 118.3 143.4 135.1 136.5 142.0 133.2 160.2 

2018 最小 0.1 0.6 1.7 0.9 0.5 0.1 0.3 2.1 1.7 

中央値 29.8 27.4 30.6 28.7 30.6 29.6 28.1 31.7 31.0 

平均値 30.1 28.6 31.1 29.5 30.8 29.7 28.8 31.2 31.1 

98%tile 値 54.9 52.7 55.8 55.4 55.1 53.9 52.9 53.2 56.0 

99%tile 値 58.1 59.0 59.5 58.3 58.7 56.5 55.8 56.2 60.0 

最大値 91.7 82.0 82.8 90.0 81.9 72.0 87.5 68.8 91.7 

標準偏差 11.7 110.9 123.5 148.6 132.4 133.8 121.2 117.1 138.0 

2019 最小 0.2 0.5 0.8 0.3 0.2 0.2 0.5 2.1 0.2 

中央値 29.7 27.6 30.0 28.7 30.4 30.1 28.7 31.1 30.8 

平均値 30.1 28.9 30.5 29.3 30.8 30.2 29.1 30.9 30.8 

98%tile 値 56.1 52.5 54.0 54.9 56.3 56.7 56.5 57.3 58.1 

99%tile 値 61.4 57.7 58.9 59.2 62.4 62.3 63.0 63.4 63.1 

最大値 119.8 88.2 88.3 87.1 92.5 89.0 107.7 91.5 119.8 

標準偏差 12.0 98.3 111.3 136.8 141.6 153.6 149.6 153.6 165.4 

2020 最小 0.2 2.8 1.7 0.5 0.3 0.2 0.4 2.0 1.0 

中央値 29.5 27.8 29.2 27.4 30.2 30.5 29.2 31.6 31.6 

平均値 29.8 28.4 29.6 28.4 30.4 30.5 29.5 31.3 31.5 

98%tile 値 52.8 47.3 50.3 52.2 52.7 52.5 51.6 53.8 56.3 

99%tile 値 55.7 49.9 52.7 55.2 55.0 54.9 54.6 56.4 60.1 

最大値 87.6 66.9 66.6 76.1 72.9 75.1 81.2 80.2 87.6 

標準偏差 11.0 73.9 102.1 128.5 116.1 121.3 108.9 115.8 136.4 

2021 最小 0.8 2.4 1.1 1.4 0.9 0.9 0.9 1.8 0.8 

中央値 30.9 28.3 31.3 29.8 31.7 31.4 29.8 31.5 32.3 

平均値 30.9 28.9 31.2 30.1 31.6 31.0 29.9 31.1 31.9 

98%tile 値 52.7 48.0 51.4 52.3 52.7 52.7 51.3 51.7 55.5 

99%tile 値 55.9 50.5 53.9 55.7 55.5 55.9 54.9 54.5 59.2 

最大値 77.9 61.0 66.2 76.9 74.0 77.3 72.5 70.6 77.9 

標準偏差 10.5 83.7 97.8 115.6 106.8 110.0 99.9 102.1 127.2 

2022 最小 0.1 2.4 3.4 0.9 0.1 1.2 1.0 0.8 2.4 

中央値 29.5 31.3 29.5 28.3 30.0 29.9 28.8 29.9 31.3 

平均値 29.9 31.0 30.1 28.9 30.4 30.2 29.5 30.0 31.0 

98%tile 値 53.0 54.1 51.5 51.3 54.0 53.8 53.2 53.3 54.1 

99%tile 値 56.1 57.7 55.5 54.1 57.0 56.5 56.5 57.0 57.7 

最大値 96.3 96.3 79.6 81.8 77.2 76.0 75.5 77.4 96.3 

標準偏差 10.6 122.0 94.8 114.3 109.8 116.4 105.8 113.4 122.0 

 

6.2. 長期曝露指標に係る年度別・地域別・各種統計量 

表 63 年平均値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 16.7 21.9 21.3 18.3 17.7 19.2 19.2 20.9 16.7 

中央値 26.2 25.0 27.8 25.3 27.8 26.1 24.6 27.5 26.7 

平均値 26.6 25.4 28.1 25.5 28.2 26.2 25.7 27.0 27.1 

98%tile 値 34.7 30.0 34.4 31.1 35.8 32.1 35.5 31.3 36.4 

99%tile 値 35.8 30.1 34.8 32.8 38.1 32.7 36.4 31.4 37.5 

最大値 43.2 30.2 35.3 37.5 43.2 33.8 37.1 31.6 38.2 

標準偏差 3.4 2.9 3.1 2.7 3.9 2.6 3.9 2.8 3.7 

2012 最小 17.0 21.4 24.6 17.0 20.3 19.2 19.8 21.4 21.2 

中央値 28.5 26.8 29.4 27.2 30.1 29.0 27.8 29.3 29.3 

平均値 28.9 25.9 29.7 27.4 30.6 29.0 28.5 29.1 29.5 

98%tile 値 37.0 30.2 36.2 33.3 39.3 34.8 38.2 33.5 39.2 

99%tile 値 39.1 30.3 37.0 34.2 40.4 35.2 38.3 33.6 40.3 

最大値 43.2 30.3 38.3 41.1 42.5 36.3 39.5 33.8 43.2 

標準偏差 3.5 3.3 2.6 2.7 3.9 3.0 4.0 2.9 3.8 



 

241 

 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2013 最小 19.0 21.8 20.6 19.2 21.9 20.0 21.9 23.9 19.0 

中央値 29.2 25.9 28.5 28.5 30.2 30.2 28.4 29.9 29.4 

平均値 29.4 25.4 28.7 28.5 30.6 30.2 29.0 29.7 29.4 

98%tile 値 36.8 29.0 34.6 34.2 38.4 35.9 38.4 33.5 39.2 

99%tile 値 38.7 29.1 35.0 34.5 40.2 36.3 38.8 33.9 40.5 

最大値 42.5 29.2 35.2 40.0 41.1 38.1 40.6 34.2 42.5 

標準偏差 3.3 2.4 2.8 2.6 3.5 3.0 3.8 2.5 3.9 

2014 最小 17.3 22.8 24.8 17.3 21.4 19.0 21.7 25.0 20.1 

中央値 29.8 28.5 31.0 28.9 30.9 30.0 28.1 30.3 30.1 

平均値 29.9 28.3 30.9 29.1 31.0 29.9 29.0 30.0 30.4 

98%tile 値 37.4 32.3 37.0 35.2 38.6 35.6 38.7 35.3 41.2 

99%tile 値 39.4 32.4 38.1 36.0 39.3 35.7 41.1 35.5 42.6 

最大値 43.9 32.4 38.1 41.1 40.9 38.6 41.6 35.7 43.9 

標準偏差 3.3 2.5 2.7 2.7 3.4 2.9 4.0 3.1 4.1 

2015 最小 19.8 22.8 25.6 22.2 21.9 23.5 22.8 23.5 19.8 

中央値 29.9 27.1 31.4 28.6 30.7 30.6 28.4 30.8 30.3 

平均値 30.1 27.0 31.4 28.7 31.2 30.6 29.2 31.3 30.5 

98%tile 値 38.1 29.8 36.6 34.5 39.9 36.1 37.3 38.8 41.0 

99%tile 値 40.0 30.0 37.9 35.7 41.7 38.0 37.6 39.5 42.2 

最大値 43.6 30.1 39.9 40.6 43.6 39.8 38.8 40.3 43.6 

標準偏差 3.5 2.2 2.4 2.5 4.0 2.7 3.7 3.9 4.2 

2016 最小 13.7 24.0 25.4 20.3 22.0 13.7 22.5 23.0 15.8 

中央値 29.9 27.2 30.7 28.4 31.6 30.6 29.2 32.0 30.8 

平均値 30.2 27.2 30.7 28.4 31.8 30.5 29.8 32.4 31.0 

98%tile 値 37.8 30.3 36.2 34.3 38.8 36.0 37.4 38.6 40.8 

99%tile 値 38.8 30.4 36.8 34.8 39.7 36.1 37.6 39.1 42.6 

最大値 47.3 30.4 37.8 37.9 47.3 37.1 38.7 39.6 43.5 

標準偏差 3.5 2.0 2.4 2.5 3.6 3.0 3.6 3.9 4.6 

2017 最小 17.2 25.9 25.7 23.7 19.8 19.9 23.0 24.5 17.2 

中央値 30.7 28.7 31.2 29.7 31.7 31.0 29.6 32.6 32.0 

平均値 31.0 28.8 31.6 29.7 31.7 31.1 30.5 33.0 32.3 

98%tile 値 38.5 32.0 37.8 35.5 38.5 36.0 38.6 38.5 41.1 

99%tile 値 40.0 32.1 38.1 36.4 39.9 36.5 40.6 39.0 42.9 

最大値 47.7 32.2 38.3 40.5 47.7 38.6 41.5 39.4 43.9 

標準偏差 3.4 1.7 2.6 2.5 3.7 2.6 3.7 3.1 4.2 

2018 最小 18.7 25.0 23.9 18.7 19.3 18.9 22.0 25.5 22.8 

中央値 29.9 28.6 31.0 29.5 30.4 29.5 28.6 30.6 31.0 

平均値 30.1 28.6 31.1 29.5 30.7 29.7 28.8 31.1 31.1 

98%tile 値 36.7 31.6 36.2 34.4 37.5 35.5 37.3 37.9 39.2 

99%tile 値 37.8 31.8 36.7 35.3 37.7 36.2 37.5 38.2 39.8 

最大値 45.7 31.9 37.6 39.0 45.7 36.7 38.7 38.4 41.4 

標準偏差 3.1 1.8 2.3 2.3 3.6 2.7 3.4 3.2 3.4 

2019 最小 20.2 23.6 22.0 20.6 20.2 22.9 22.4 23.8 22.7 

中央値 30.0 28.9 30.6 29.4 30.8 30.2 28.7 30.8 30.5 

平均値 30.1 28.9 30.5 29.3 30.8 30.2 29.1 30.8 30.8 

98%tile 値 36.4 32.7 35.5 33.9 36.9 34.9 37.3 37.3 38.9 

99%tile 値 37.7 33.1 36.1 34.5 37.4 35.5 37.3 38.2 39.7 

最大値 45.8 33.5 37.7 38.0 45.8 36.2 38.4 39.1 40.9 

標準偏差 2.9 2.1 2.4 2.1 3.4 2.4 3.2 3.3 3.4 

2020 最小 19.1 23.5 24.1 21.0 20.8 19.1 22.4 22.5 23.6 

中央値 29.7 28.2 29.7 28.4 30.5 30.8 29.0 31.8 31.4 

平均値 29.8 28.4 29.6 28.4 30.4 30.5 29.4 31.3 31.5 

98%tile 値 36.1 32.4 34.6 32.4 35.4 34.9 37.0 36.7 38.9 

99%tile 値 36.8 32.5 34.9 33.1 35.7 35.7 37.4 37.0 40.0 

最大値 41.1 32.5 36.5 36.5 36.2 36.8 37.7 37.4 41.1 

標準偏差 2.8 2.1 2.3 2.0 2.9 2.5 3.1 3.3 3.2 

2021 最小 22.2 24.0 26.1 22.4 22.2 24.2 22.7 23.4 22.5 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

中央値 30.8 28.5 31.1 30.1 31.4 31.0 29.5 31.7 31.7 

平均値 30.8 28.9 31.2 30.1 31.6 31.0 29.9 31.1 31.9 

98%tile 値 37.0 33.3 36.0 34.6 37.5 36.0 37.4 35.2 40.0 

99%tile 値 37.6 33.6 36.8 34.8 37.7 36.5 37.7 35.2 40.6 

最大値 42.6 33.9 37.6 38.5 38.8 36.7 38.7 35.2 42.6 

標準偏差 2.8 2.2 2.2 2.1 3.0 2.5 3.3 3.0 3.3 

2022 最小 21.3 24.3 25.3 22.5 21.3 23.1 22.2 22.7 22.5 

中央値 29.7 28.9 30.0 28.9 30.2 30.6 29.1 30.2 30.7 

平均値 29.9 29.2 30.1 28.9 30.4 30.1 29.5 30.0 30.9 

98%tile 値 35.9 33.9 34.4 33.6 36.3 34.5 36.5 35.0 39.2 

99%tile 値 36.7 34.0 34.9 34.5 36.8 34.8 36.6 35.1 39.6 

最大値 42.1 34.1 35.9 38.1 38.5 35.9 36.8 35.1 42.1 

標準偏差 2.8 2.2 2.2 2.0 3.1 2.5 3.1 3.1 3.3 

 

表 64 日最高 1 時間値の年平均値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 26.0 33.0 35.7 29.5 30.3 33.0 39.0 36.9 26.0 

中央値 45.0 37.7 43.4 45.3 46.3 45.2 45.0 43.6 43.5 

平均値 44.7 37.5 42.9 45.2 45.8 44.8 44.9 43.8 42.8 

98%tile 値 51.5 41.4 47.5 53.3 50.9 50.1 50.1 50.1 50.2 

99%tile 値 52.4 41.4 47.9 53.5 51.5 50.5 50.2 50.7 50.8 

最大値 59.5 41.4 48.7 59.5 52.1 51.4 50.7 51.2 51.1 

標準偏差 3.8 2.9 2.9 4.1 3.0 2.9 2.7 3.0 4.8 

2012 最小 27.5 30.7 39.0 27.5 36.4 35.2 37.1 42.0 28.0 

中央値 47.8 39.4 44.3 47.1 48.8 49.0 48.9 47.2 46.8 

平均値 47.4 37.5 44.3 47.2 48.4 48.5 48.6 47.0 46.2 

98%tile 値 54.8 41.7 49.1 55.3 54.0 55.2 53.1 52.8 53.2 

99%tile 値 55.3 41.7 50.0 55.9 54.5 55.5 53.4 53.1 53.8 

最大値 57.3 41.8 50.2 57.3 55.1 57.3 54.5 53.5 54.9 

標準偏差 3.9 3.8 2.3 4.1 3.0 3.3 3.2 2.7 4.7 

2013 最小 28.5 33.1 28.5 30.9 37.3 33.3 42.3 43.0 29.6 

中央値 48.4 37.2 42.8 48.5 48.6 50.3 49.8 46.6 46.3 

平均値 47.8 36.8 42.2 48.5 48.2 50.0 49.5 47.8 45.7 

98%tile 値 54.8 39.8 46.8 55.6 53.7 55.6 54.0 55.7 52.7 

99%tile 値 55.7 39.8 47.4 55.9 54.1 56.0 54.3 55.8 53.1 

最大値 58.1 39.8 47.9 57.2 55.3 58.1 54.6 56.0 53.4 

標準偏差 4.3 2.1 3.1 3.7 3.3 3.4 2.7 3.4 4.8 

2014 最小 32.9 35.4 34.5 34.3 40.0 32.9 40.3 42.2 32.9 

中央値 48.6 40.9 45.8 49.1 49.0 49.4 48.9 48.7 47.8 

平均値 48.3 40.5 45.6 49.2 48.7 48.7 48.7 48.2 47.1 

98%tile 値 54.8 44.3 49.4 55.3 52.9 53.5 53.6 55.1 54.9 

99%tile 値 55.3 44.4 49.6 56.0 53.3 54.0 54.1 56.2 55.2 

最大値 57.7 44.5 50.0 57.7 54.6 56.0 55.6 57.4 55.4 

標準偏差 3.5 2.5 2.5 3.4 2.6 3.2 2.8 3.1 4.7 

2015 最小 32.9 35.2 40.7 40.4 38.7 40.6 41.1 43.0 32.9 

中央値 49.0 39.1 46.1 49.0 49.0 50.3 49.7 50.2 48.4 

平均値 48.7 39.0 46.0 48.9 48.8 50.2 49.5 49.8 47.6 

98%tile 値 54.9 40.8 49.6 54.3 54.1 56.2 54.9 54.7 55.1 

99%tile 値 56.0 40.8 50.0 54.9 55.1 57.3 55.1 55.5 55.3 

最大値 57.7 40.8 50.8 57.7 57.4 57.5 57.7 56.3 55.4 

標準偏差 3.4 1.8 2.0 2.9 2.8 2.9 2.8 3.2 4.6 

2016 最小 24.6 35.5 38.3 36.2 37.9 24.6 42.7 43.2 26.8 

中央値 48.4 39.1 44.3 47.0 48.9 49.7 49.7 51.1 49.2 

平均値 47.9 38.7 44.3 46.9 48.7 49.5 49.5 50.5 48.1 

98%tile 値 55.1 41.0 48.8 52.7 53.6 55.5 55.2 56.6 57.1 

99%tile 値 56.1 41.0 49.6 53.5 54.8 56.2 55.3 56.8 57.1 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

最大値 58.6 41.0 49.6 58.3 58.3 58.0 55.5 56.9 58.6 

標準偏差 3.9 1.8 2.0 3.1 2.7 3.7 2.9 3.1 5.7 

2017 最小 28.6 37.4 40.5 38.8 31.6 34.7 41.7 44.3 28.6 

中央値 49.4 41.0 45.8 49.3 48.9 50.1 50.3 51.9 50.1 

平均値 49.1 40.9 45.8 49.2 48.8 50.1 50.3 51.4 49.3 

98%tile 値 55.8 43.2 50.0 55.5 53.0 54.7 56.5 56.0 56.7 

99%tile 値 56.5 43.3 50.7 56.1 53.5 55.3 56.8 56.2 57.6 

最大値 61.4 43.5 52.1 57.9 56.7 56.7 58.4 56.4 61.4 

標準偏差 3.6 1.5 2.2 3.0 2.8 2.7 3.0 2.9 5.0 

2018 最小 31.7 36.9 39.1 31.7 34.4 33.5 40.3 42.2 38.2 

中央値 48.1 40.8 45.2 48.1 48.0 48.5 48.4 49.7 48.6 

平均値 47.8 40.6 45.2 48.3 47.7 48.3 48.1 49.2 48.2 

98%tile 値 54.0 42.5 48.6 54.7 51.7 53.2 52.7 54.1 55.2 

99%tile 値 54.7 42.6 48.8 55.0 52.6 53.9 52.9 54.3 55.9 

最大値 57.6 42.7 49.5 57.6 54.2 55.0 53.3 54.4 57.1 

標準偏差 3.3 1.6 1.9 3.3 2.6 2.9 2.7 3.0 3.7 

2019 最小 35.1 35.7 37.6 35.1 35.6 38.3 39.0 40.6 36.8 

中央値 47.5 40.9 44.1 47.7 47.6 48.5 47.6 48.2 47.3 

平均値 47.2 40.7 43.9 47.6 47.2 48.4 47.5 48.1 47.1 

98%tile 値 52.9 43.4 47.6 52.7 51.8 53.5 52.1 53.6 53.5 

99%tile 値 53.6 43.7 48.0 53.1 52.1 53.9 52.4 53.8 54.5 

最大値 55.6 44.0 48.6 54.5 53.8 54.8 53.7 54.0 55.6 

標準偏差 3.1 1.9 2.0 2.9 2.6 2.5 2.7 3.2 3.4 

2020 最小 30.5 34.1 37.3 30.5 35.8 33.4 38.5 42.7 32.4 

中央値 46.9 39.4 42.9 46.4 46.5 48.2 48.0 48.9 48.1 

平均値 46.4 39.1 42.5 46.1 46.2 48.0 47.5 48.5 47.3 

98%tile 値 52.0 42.3 45.8 51.1 50.1 52.6 51.1 53.2 53.3 

99%tile 値 52.6 42.6 45.9 51.5 50.3 53.2 51.2 53.2 53.6 

最大値 55.3 42.9 46.4 52.1 52.0 55.3 52.2 53.2 53.9 

標準偏差 3.2 1.8 1.9 2.8 2.3 2.7 2.6 2.7 3.6 

2021 最小 32.2 36.0 39.2 32.2 38.8 39.9 40.8 41.7 35.2 

中央値 47.8 40.5 44.2 47.8 47.7 48.4 48.6 48.7 48.2 

平均値 47.4 40.3 43.9 47.6 47.3 48.4 48.1 48.2 47.8 

98%tile 値 52.6 43.5 47.3 52.3 50.8 53.3 52.1 52.7 53.3 

99%tile 値 53.1 43.7 47.5 52.6 51.1 54.1 52.3 52.8 54.0 

最大値 55.0 44.0 48.1 53.2 51.3 55.0 52.7 53.0 54.5 

標準偏差 3.0 1.9 1.7 2.8 2.2 2.5 2.6 2.7 3.3 

2022 最小 33.6 36.1 39.1 36.9 35.9 39.7 39.4 40.5 33.6 

中央値 47.0 40.9 44.1 46.9 47.0 48.2 48.3 47.2 47.2 

平均値 46.8 40.6 43.7 47.0 46.7 48.0 47.8 47.2 46.8 

98%tile 値 52.0 44.4 46.5 52.0 50.8 52.7 51.8 52.9 52.8 

99%tile 値 52.8 44.5 47.0 52.7 51.3 52.8 51.8 53.9 53.3 

最大値 54.8 44.7 47.1 54.2 52.6 54.4 52.8 54.8 53.7 

標準偏差 3.0 2.0 1.6 2.7 2.3 2.3 2.5 3.1 3.5 

 

表 65 日最高 8 時間値の年平均値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 23.3 30.2 31.7 26.1 26.6 28.7 33.5 32.1 23.3 

中央値 39.5 33.7 39.0 39.0 41.1 39.4 39.8 38.9 38.8 

平均値 39.3 33.8 38.8 38.9 40.8 39.1 39.5 38.9 38.3 

98%tile 値 45.9 38.3 43.6 45.2 46.6 43.6 45.9 44.2 45.9 

99%tile 値 46.3 38.4 43.8 46.0 46.8 44.7 46.0 44.6 46.2 

最大値 52.5 38.4 43.8 52.5 48.4 46.4 47.8 45.0 47.3 

標準偏差 3.5 3.1 2.8 3.6 3.1 2.7 3.2 2.8 4.3 

2012 最小 24.1 28.3 34.2 24.1 32.4 30.3 32.4 35.7 26.6 

中央値 42.1 35.6 40.2 41.1 43.4 42.9 43.2 42.3 41.9 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

平均値 42.0 33.8 40.2 41.0 43.5 42.5 43.2 41.8 41.6 

98%tile 値 48.7 38.2 45.4 48.6 49.9 48.1 48.5 46.0 49.4 

99%tile 値 49.8 38.2 45.9 49.4 50.3 48.9 49.0 46.3 49.7 

最大値 51.8 38.3 46.4 51.3 51.4 50.1 49.4 46.6 51.8 

標準偏差 3.7 3.6 2.2 3.7 3.1 3.2 3.3 2.5 4.2 

2013 最小 25.7 29.1 25.7 27.1 34.3 29.7 37.3 37.6 27.2 

中央値 42.8 34.1 38.8 42.2 43.7 44.4 44.1 42.0 41.7 

平均値 42.5 33.3 38.5 42.3 43.3 44.0 44.1 42.6 41.3 

98%tile 値 49.0 36.8 43.4 48.6 48.9 49.3 49.4 48.9 49.5 

99%tile 値 49.7 36.9 43.7 48.9 50.1 49.6 49.6 49.0 50.0 

最大値 51.7 37.0 44.2 50.3 51.7 51.2 50.5 49.1 50.9 

標準偏差 3.7 2.4 3.0 3.3 3.1 3.2 2.8 2.9 4.3 

2014 最小 29.0 31.4 31.3 29.0 35.7 29.3 36.1 38.1 29.0 

中央値 43.3 37.5 41.8 43.2 44.0 43.8 43.5 43.9 43.1 

平均値 43.0 37.0 41.6 43.0 43.8 43.3 43.5 43.2 42.6 

98%tile 値 49.2 41.3 45.9 49.0 48.7 47.7 49.8 48.8 51.1 

99%tile 値 50.6 41.4 46.4 49.8 49.2 48.3 50.8 49.7 51.9 

最大値 52.8 41.5 46.6 50.8 50.8 50.7 52.2 50.6 52.8 

標準偏差 3.3 2.8 2.5 3.2 2.7 3.1 3.0 2.9 4.4 

2015 最小 29.2 31.0 36.7 34.5 34.0 35.1 36.0 37.0 29.2 

中央値 43.5 35.6 42.4 42.8 44.4 44.8 44.1 45.0 43.1 

平均値 43.4 35.4 42.2 42.6 44.1 44.5 44.1 44.6 43.0 

98%tile 値 50.1 37.8 46.3 48.3 50.4 50.5 49.7 50.4 51.3 

99%tile 値 50.9 37.8 47.2 49.3 51.1 51.0 49.8 51.2 51.8 

最大値 53.2 37.9 48.1 50.4 52.6 52.5 53.2 51.9 52.2 

標準偏差 3.2 2.2 2.0 2.7 3.0 2.8 3.0 3.4 4.2 

2016 最小 21.2 31.5 34.5 31.8 33.4 21.2 37.8 37.1 23.4 

中央値 43.2 35.5 40.7 41.5 44.5 44.2 44.3 45.4 44.1 

平均値 43.0 35.1 40.7 41.5 44.3 43.9 44.4 45.6 43.6 

98%tile 値 50.2 37.9 45.6 47.4 49.7 48.9 50.1 52.1 52.0 

99%tile 値 51.2 38.0 45.7 47.8 50.3 49.8 50.4 52.2 52.8 

最大値 53.4 38.0 46.0 51.1 52.7 50.7 50.9 52.4 53.4 

標準偏差 3.7 2.1 2.0 2.9 2.7 3.4 3.0 3.4 5.1 

2017 最小 25.3 34.2 36.8 33.8 27.9 30.1 37.2 38.8 25.3 

中央値 44.1 37.3 42.1 43.5 44.6 44.9 44.7 46.9 44.9 

平均値 44.0 37.2 42.1 43.3 44.2 44.6 45.1 46.5 44.8 

98%tile 値 50.7 40.0 46.7 49.8 49.0 49.2 51.0 51.7 52.1 

99%tile 値 51.7 40.1 47.1 50.5 49.6 49.8 53.0 51.8 52.4 

最大値 57.4 40.2 48.1 50.8 53.2 50.4 53.9 51.8 57.4 

標準偏差 3.3 1.6 2.2 2.8 3.0 2.6 3.2 2.9 4.6 

2018 最小 28.0 33.6 34.8 28.0 29.6 28.9 35.6 38.5 34.9 

中央値 43.0 37.0 41.7 42.6 43.2 43.3 43.3 44.4 44.0 

平均値 42.9 37.0 41.5 42.7 43.1 42.9 43.1 44.3 43.8 

98%tile 値 48.9 39.7 45.5 49.0 48.1 47.5 48.3 50.0 49.6 

99%tile 値 49.6 39.8 45.7 49.6 49.2 48.1 49.0 50.0 51.1 

最大値 52.5 39.9 45.8 51.1 51.2 48.5 49.1 50.0 52.5 

標準偏差 3.0 1.7 2.0 3.0 2.8 2.8 2.9 3.0 3.3 

2019 最小 30.8 31.9 32.8 30.8 30.9 33.1 34.9 36.2 34.9 

中央値 42.6 37.3 40.7 42.3 43.4 43.2 42.7 43.8 42.9 

平均値 42.4 37.2 40.5 42.2 42.9 42.9 42.8 43.5 42.8 

98%tile 値 47.7 40.5 44.3 46.9 47.0 47.1 47.7 48.9 49.2 

99%tile 値 48.8 40.8 45.0 47.0 47.6 47.4 48.9 49.6 50.1 

最大値 51.0 41.1 45.9 48.9 51.0 48.3 49.0 50.3 50.9 

標準偏差 2.8 2.0 2.1 2.6 2.7 2.4 2.8 3.3 3.0 

2020 最小 28.2 31.0 33.9 28.2 31.6 28.6 34.5 37.1 31.2 

中央値 42.0 35.9 39.5 40.9 42.3 43.3 43.2 44.5 43.9 

平均値 41.8 35.9 39.2 40.8 42.0 42.9 42.9 43.9 43.2 



 

245 

 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

98%tile 値 47.4 39.4 42.8 45.4 45.5 47.1 47.5 48.6 48.9 

99%tile 値 48.3 39.7 43.4 45.7 46.0 47.7 47.6 48.7 49.3 

最大値 49.7 39.9 44.1 46.7 47.9 49.0 47.8 48.9 49.7 

標準偏差 2.9 1.9 2.0 2.4 2.3 2.5 2.6 3.0 3.2 

2021 最小 29.6 32.3 36.1 29.6 35.2 35.0 36.6 37.2 31.9 

中央値 43.1 37.0 40.7 42.6 43.4 43.6 44.0 44.3 44.1 

平均値 42.8 37.0 40.6 42.4 43.2 43.4 43.4 43.6 43.7 

98%tile 値 47.6 40.7 44.4 46.8 46.7 47.9 47.5 47.5 49.6 

99%tile 値 48.3 40.9 45.0 47.1 47.0 48.1 47.9 48.2 50.0 

最大値 50.9 41.1 45.0 47.7 47.2 48.4 48.4 48.8 50.9 

標準偏差 2.7 2.1 1.8 2.4 2.2 2.3 2.6 2.7 3.1 

2022 最小 32.0 32.6 35.4 32.6 32.0 35.1 35.1 35.9 32.0 

中央値 42.2 37.6 40.7 41.5 42.6 43.0 43.3 43.3 43.1 

平均値 42.1 37.4 40.3 41.4 42.3 42.8 43.1 42.6 42.8 

98%tile 値 47.0 41.5 43.6 46.3 46.4 46.3 47.7 47.2 49.1 

99%tile 値 47.8 41.7 43.8 46.8 46.5 46.5 48.0 48.7 49.2 

最大値 50.4 41.8 44.3 47.4 47.2 48.7 48.4 50.2 50.4 

標準偏差 2.7 2.1 1.7 2.4 2.4 2.2 2.6 3.0 3.2 

 

表 66 6 か月移動平均の年最高値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 32.6 34.8 35.7 32.6 39.7 34.0 41.2 43.0 33.8 

中央値 47.4 37.7 43.8 49.0 48.7 45.5 46.9 49.2 47.0 

平均値 47.3 38.3 43.2 48.8 48.9 45.5 47.1 48.6 46.1 

98%tile 値 55.8 43.1 47.8 56.9 55.5 53.7 53.4 53.1 54.3 

99%tile 値 56.7 43.4 48.6 57.5 55.7 54.5 53.5 53.3 54.8 

最大値 63.1 43.7 50.3 63.1 58.1 55.7 54.4 53.5 55.9 

標準偏差 4.6 2.6 3.2 5.0 3.1 3.5 3.1 2.9 5.4 

2012 最小 25.9 29.9 35.9 25.9 38.1 38.6 41.9 38.5 35.1 

中央値 48.0 37.5 45.0 47.5 49.5 48.6 49.3 47.6 46.8 

平均値 47.8 37.8 44.7 47.8 49.4 48.3 49.0 47.4 46.5 

98%tile 値 56.3 41.8 49.3 58.0 55.4 54.4 54.3 52.7 53.4 

99%tile 値 57.8 41.9 49.7 59.2 55.6 55.1 54.5 52.8 54.3 

最大値 62.0 42.0 50.6 62.0 57.6 56.5 54.7 52.9 54.9 

標準偏差 4.2 3.5 2.6 5.0 3.2 3.2 3.3 3.2 3.7 

2013 最小 28.0 31.6 32.3 28.0 40.0 39.9 42.5 41.6 31.9 

中央値 51.0 37.5 44.5 51.6 51.8 52.9 51.6 50.2 48.0 

平均値 50.5 37.1 44.4 51.7 51.4 52.3 52.0 50.0 47.9 

98%tile 値 58.9 41.7 50.1 60.0 57.6 58.9 58.3 58.1 55.7 

99%tile 値 59.7 41.8 50.2 60.3 58.0 59.8 59.3 58.2 56.7 

最大値 61.7 42.0 50.3 61.5 59.2 61.7 59.5 58.4 58.1 

標準偏差 4.8 3.2 3.3 4.7 3.5 3.6 3.6 3.9 4.3 

2014 最小 29.6 36.7 34.0 40.6 43.5 34.7 44.0 41.7 29.6 

中央値 51.2 41.4 48.3 52.0 52.1 52.0 50.9 49.2 49.2 

平均値 50.8 40.4 47.4 52.2 51.8 51.4 51.0 48.7 48.5 

98%tile 値 58.9 44.2 52.5 60.1 56.7 57.0 57.2 56.4 57.5 

99%tile 値 59.9 44.4 52.9 60.4 57.3 57.3 57.6 57.1 58.6 

最大値 63.1 44.5 54.3 63.1 58.3 58.5 57.7 57.9 58.9 

標準偏差 4.3 2.8 3.9 4.2 2.7 3.5 3.1 3.5 5.1 

2015 最小 33.8 36.5 40.7 40.1 39.6 41.0 41.3 41.2 33.8 

中央値 50.4 41.2 49.0 50.3 50.9 51.7 51.7 51.1 47.9 

平均値 50.2 40.5 48.8 50.6 50.6 51.4 50.9 49.7 48.0 

98%tile 値 57.3 43.1 53.5 58.7 56.3 57.4 56.4 56.0 57.0 

99%tile 値 58.6 43.1 53.8 59.9 57.6 58.6 56.8 57.0 57.5 

最大値 61.3 43.1 54.8 61.3 59.3 58.9 59.5 57.9 58.3 

標準偏差 3.8 2.1 2.5 3.7 3.2 3.2 3.4 4.4 4.3 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2016 最小 27.2 36.1 40.4 38.3 42.9 29.4 42.9 42.1 27.2 

中央値 50.3 40.9 46.5 48.8 51.7 52.3 51.9 52.7 49.5 

平均値 50.0 40.3 46.5 48.5 51.7 51.9 51.8 51.7 48.8 

98%tile 値 57.4 43.3 51.7 54.9 57.3 58.0 58.3 60.5 57.7 

99%tile 値 58.6 43.4 51.9 55.7 57.5 58.9 58.8 60.8 58.6 

最大値 62.5 43.5 52.3 61.3 62.5 60.5 60.1 61.0 59.3 

標準偏差 4.2 2.1 2.3 3.4 3.0 3.9 3.3 4.1 5.4 

2017 最小 27.2 38.8 42.8 40.4 34.4 40.3 44.2 49.3 27.2 

中央値 52.0 41.9 49.4 51.0 52.0 52.9 53.8 55.5 53.0 

平均値 51.8 42.1 49.2 51.1 51.9 52.6 53.9 54.8 52.6 

98%tile 値 59.9 45.4 54.1 59.3 56.9 58.2 60.9 59.2 60.8 

99%tile 値 60.7 45.5 55.0 60.7 59.3 58.4 61.3 59.9 61.3 

最大値 62.5 45.7 56.1 61.8 60.0 60.2 61.6 60.5 62.5 

標準偏差 3.9 1.7 2.5 3.5 3.0 2.8 3.4 2.8 5.1 

2018 最小 34.8 39.2 41.3 34.8 37.6 37.9 39.2 42.3 41.0 

中央値 49.3 42.5 48.6 49.9 49.8 49.1 49.6 49.5 48.2 

平均値 49.2 42.6 48.3 50.2 49.5 48.9 49.3 49.3 48.1 

98%tile 値 56.5 45.5 52.1 58.5 54.7 54.2 55.2 54.4 56.4 

99%tile 値 58.4 45.6 52.2 59.1 56.0 54.5 55.2 54.8 58.3 

最大値 61.8 45.8 52.6 61.8 58.6 56.3 56.9 55.1 58.7 

標準偏差 3.6 1.8 2.1 4.2 3.0 2.9 3.3 3.1 3.3 

2019 最小 31.8 39.9 36.9 31.8 38.9 40.2 42.6 44.8 40.6 

中央値 50.7 43.7 48.3 49.9 51.1 51.5 51.5 52.2 51.6 

平均値 50.4 43.4 47.9 50.0 50.5 51.0 51.3 51.9 51.5 

98%tile 値 56.9 45.7 51.3 56.6 54.6 55.8 56.8 57.5 58.5 

99%tile 値 57.9 45.7 52.9 57.3 55.4 56.5 56.8 57.7 59.2 

最大値 59.9 45.8 53.1 59.7 58.8 57.8 57.5 57.9 59.9 

標準偏差 3.4 1.6 2.5 3.6 2.8 2.8 3.0 3.2 3.5 

2020 最小 32.2 35.3 37.7 38.8 32.2 36.5 39.0 39.2 40.6 

中央値 47.6 39.4 44.0 46.9 47.4 48.9 48.5 49.1 48.6 

平均値 47.3 39.2 44.0 47.1 47.2 48.6 48.2 48.8 48.5 

98%tile 値 53.3 42.6 48.1 52.6 50.9 54.2 52.7 54.3 54.0 

99%tile 値 53.9 43.1 48.3 53.0 51.1 54.7 53.3 54.4 54.1 

最大値 55.6 43.5 49.0 53.8 54.6 55.6 53.3 54.5 54.6 

標準偏差 3.2 1.7 2.0 3.0 2.5 2.8 2.8 3.5 2.6 

2021 最小 35.2 35.2 39.0 37.5 38.8 38.6 40.4 42.4 39.1 

中央値 48.3 41.5 46.0 48.4 48.7 48.3 48.7 48.1 49.1 

平均値 48.0 41.5 46.0 48.2 48.4 47.9 48.1 47.8 48.7 

98%tile 値 52.9 46.0 50.0 52.8 51.8 52.3 52.6 51.6 54.2 

99%tile 値 53.5 46.2 51.3 53.4 52.1 53.0 52.9 51.9 54.4 

最大値 54.7 46.4 52.7 54.2 53.7 53.3 53.7 52.3 54.7 

標準偏差 2.8 2.4 2.0 2.8 2.2 2.5 2.8 2.4 2.8 

2022 最小 37.9 38.1 39.1 38.6 38.5 37.9 38.7 42.3 38.1 

中央値 48.2 41.4 46.4 48.1 48.5 49.2 49.1 48.4 48.5 

平均値 48.1 41.9 46.4 48.2 48.3 48.7 48.8 48.5 48.1 

98%tile 値 53.8 46.6 49.5 54.3 52.3 52.7 53.7 53.4 54.5 

99%tile 値 54.5 46.9 50.0 55.3 52.9 52.9 53.8 55.5 54.8 

最大値 61.4 47.3 50.4 56.0 61.4 53.4 54.0 57.6 55.7 

標準偏差 3.0 2.0 1.8 3.1 2.6 2.6 2.8 3.1 2.9 

 

6.3. 植物影響評価で使用される曝露指標に係る年度別・地域別・各種統計量 

表 67 日中 7 時間値(9:00-16:00)の 4 か月(6-9 月)平均値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 10.5 25.6 24.7 19.2 19.7 20.9 26.8 21.4 10.5 

中央値 36.0 29.3 35.5 37.4 38.5 36.2 34.4 32.8 30.0 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

平均値 35.8 30.0 35.4 38.4 37.8 35.3 34.5 32.1 28.7 

98%tile 値 49.0 34.1 40.0 51.4 43.7 41.7 40.6 38.6 38.6 

99%tile 値 50.3 34.1 40.8 52.6 44.0 42.3 43.7 39.0 39.1 

最大値 60.7 34.2 42.4 60.7 45.4 43.5 44.8 39.4 40.2 

標準偏差 5.9 3.1 3.2 6.5 3.7 4.1 3.3 4.2 6.3 

2012 最小 8.8 22.5 26.5 19.7 24.5 19.2 27.4 26.5 8.8 

中央値 38.3 30.4 34.9 39.0 41.1 39.6 38.9 34.9 32.5 

平均値 38.3 29.5 34.9 39.9 40.5 39.2 38.3 34.9 31.6 

98%tile 値 50.8 34.6 41.0 53.1 46.6 46.2 44.5 41.0 41.2 

99%tile 値 52.4 34.7 41.5 53.2 46.9 47.0 45.5 41.5 42.0 

最大値 57.4 34.7 41.9 57.4 48.2 48.7 46.7 41.9 42.2 

標準偏差 5.9 4.1 3.9 6.5 4.1 3.8 3.7 3.9 6.1 

2013 最小 13.0 24.4 22.8 23.0 31.7 26.5 31.7 29.4 13.0 

中央値 42.8 29.4 33.7 44.1 43.7 46.5 43.4 41.1 33.6 

平均値 41.9 29.2 33.4 44.3 43.7 46.1 43.0 40.8 32.7 

98%tile 値 53.2 32.4 39.5 54.5 51.2 53.5 50.0 49.0 41.0 

99%tile 値 54.1 32.6 39.8 54.9 52.0 54.2 50.6 49.5 42.3 

最大値 56.8 32.8 40.5 56.2 52.9 56.8 54.1 50.1 45.6 

標準偏差 6.8 2.1 3.5 5.5 4.2 4.3 4.3 4.6 5.8 

2014 最小 13.4 27.2 25.2 30.4 29.8 21.7 27.4 28.7 13.4 

中央値 41.1 33.0 38.4 44.0 42.6 41.9 39.6 39.4 35.0 

平均値 40.9 32.6 38.1 44.5 41.9 41.5 39.6 38.1 33.8 

98%tile 値 52.5 35.9 42.7 54.1 47.2 47.9 45.8 44.8 41.5 

99%tile 値 53.7 36.0 42.9 54.8 47.6 48.4 47.2 45.6 41.8 

最大値 56.3 36.0 43.6 56.3 48.3 50.3 49.1 46.4 43.8 

標準偏差 5.6 2.7 3.1 5.2 3.2 3.9 3.7 4.0 5.7 

2015 最小 15.9 26.0 29.9 24.0 29.9 33.0 31.4 28.8 15.9 

中央値 41.1 29.8 37.9 42.6 41.3 42.8 41.1 42.1 36.8 

平均値 40.7 30.0 37.8 42.4 41.0 42.7 40.9 41.1 35.7 

98%tile 値 49.3 33.4 42.3 50.1 46.1 50.1 46.4 48.0 43.8 

99%tile 値 50.1 33.5 42.7 50.7 48.3 51.3 46.7 48.7 44.4 

最大値 54.5 33.7 43.3 54.5 49.6 51.7 51.9 49.4 46.8 

標準偏差 4.7 2.4 2.7 4.3 3.1 3.5 3.6 4.8 5.5 

2016 最小 17.5 23.2 26.1 25.1 32.0 26.0 32.2 30.9 17.5 

中央値 39.9 29.1 33.9 38.0 41.1 42.9 41.2 43.0 38.4 

平均値 39.2 28.6 33.7 38.1 40.8 42.6 41.3 41.3 36.6 

98%tile 値 47.8 31.6 38.9 45.2 46.7 50.4 48.2 51.1 46.8 

99%tile 値 49.1 31.7 39.2 47.1 47.3 51.5 48.6 51.3 47.4 

最大値 52.8 31.7 39.2 52.8 50.1 52.7 48.6 51.4 48.7 

標準偏差 5.1 2.5 2.5 4.3 3.2 3.9 3.9 4.6 6.7 

2017 最小 16.9 29.6 30.1 28.3 19.2 34.0 35.5 35.3 16.9 

中央値 42.4 33.6 36.6 42.9 42.5 44.3 43.7 45.5 40.5 

平均値 42.1 33.1 37.0 43.1 42.2 44.3 43.6 44.3 39.3 

98%tile 値 50.7 35.9 42.1 51.8 47.7 51.3 51.2 50.7 47.9 

99%tile 値 51.8 36.0 43.5 53.0 48.2 52.6 52.4 50.8 49.8 

最大値 55.7 36.1 45.0 55.7 49.9 53.0 52.4 50.9 50.2 

標準偏差 4.8 1.8 2.6 4.3 3.5 3.3 3.8 4.3 6.4 

2018 最小 18.2 25.7 27.7 19.6 24.9 28.9 28.6 27.9 18.2 

中央値 37.7 30.5 35.1 38.8 38.5 38.7 37.9 38.8 35.0 

平均値 37.5 30.2 34.8 39.1 38.0 38.6 37.8 37.6 34.2 

98%tile 値 46.7 32.8 38.3 48.4 44.4 45.0 44.0 44.0 43.4 

99%tile 値 47.7 32.9 38.6 49.0 44.7 45.4 44.2 44.4 45.1 

最大値 50.5 33.0 39.6 50.5 44.9 47.8 45.3 44.7 47.3 

標準偏差 4.6 1.9 2.4 5.0 3.4 3.3 3.7 4.2 5.5 

2019 最小 16.7 27.2 29.3 23.9 26.2 30.5 24.8 26.9 16.7 

中央値 38.9 33.2 36.5 40.3 40.1 41.4 38.5 37.3 33.7 

平均値 38.7 32.5 35.8 40.5 40.0 40.9 38.2 37.0 32.9 



 

248 

 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

98%tile 値 47.7 35.5 39.4 49.0 45.9 46.5 43.8 44.7 41.0 

99%tile 値 48.5 35.8 39.7 49.5 46.7 47.8 45.1 45.2 42.0 

最大値 53.0 36.1 40.5 53.0 47.5 48.7 45.4 45.8 43.0 

標準偏差 5.0 2.1 2.4 4.8 3.4 3.4 3.6 4.8 4.9 

2020 最小 14.3 26.0 27.4 26.6 22.8 26.7 24.8 28.8 14.3 

中央値 37.4 31.8 33.7 37.8 37.7 40.1 38.3 38.7 34.4 

平均値 37.0 31.6 33.6 37.6 37.6 39.8 38.1 37.9 33.3 

98%tile 値 44.6 34.4 38.5 44.9 43.0 45.4 43.4 44.2 41.4 

99%tile 値 45.0 34.6 38.8 45.8 43.5 47.6 44.4 44.6 41.5 

最大値 50.1 34.8 38.9 47.2 44.2 50.1 44.6 45.0 42.2 

標準偏差 4.4 1.9 2.4 4.2 3.1 3.3 3.3 4.4 5.6 

2021 最小 15.7 29.9 30.3 15.7 29.0 26.1 28.3 28.7 16.6 

中央値 38.6 34.7 36.0 40.0 39.8 40.2 38.5 37.7 34.3 

平均値 38.3 34.4 35.7 40.0 39.4 39.9 38.1 37.0 33.5 

98%tile 値 46.1 37.1 40.4 47.2 44.5 45.4 43.3 42.5 39.8 

99%tile 値 46.9 37.2 40.7 47.7 45.0 46.5 43.4 43.1 40.0 

最大値 48.3 37.2 41.2 48.3 45.7 47.4 43.7 43.7 40.4 

標準偏差 4.3 2.0 2.4 4.3 3.0 3.0 3.1 4.0 4.3 

2022 最小 16.5 27.8 28.5 28.5 24.1 28.3 26.2 25.9 16.5 

中央値 37.1 32.2 34.1 38.6 37.2 39.2 37.9 36.7 34.3 

平均値 37.0 31.9 33.6 39.1 37.1 38.7 37.4 36.2 33.4 

98%tile 値 45.0 36.4 36.9 46.7 42.9 43.6 41.7 43.9 39.9 

99%tile 値 45.8 36.8 37.3 47.2 43.2 44.9 41.9 45.3 40.5 

最大値 49.2 37.1 38.6 49.2 44.9 46.3 44.4 46.7 40.6 

標準偏差 4.3 2.2 2.1 4.1 3.3 3.1 3.1 4.8 4.4 

 

表 68 日中 12 時間値(6:00-18:00)の 6 か月(4-9 月)平均値に係る各種統計量(ppb) 

年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2011 最小 13.9 28.2 26.8 22.3 20.5 24.9 26.5 23.9 13.9 

中央値 36.1 30.9 36.8 36.9 37.9 34.9 34.3 34.0 33.0 

平均値 35.7 31.4 36.1 36.8 37.7 34.7 34.4 33.4 32.2 

98%tile 値 43.4 36.0 40.7 44.2 43.7 39.8 42.1 38.7 40.7 

99%tile 値 44.3 36.0 41.5 44.7 44.2 41.3 44.9 38.8 41.7 

最大値 51.1 36.1 42.7 51.1 45.1 44.0 45.3 38.9 43.4 

標準偏差 4.3 2.8 3.4 4.1 3.4 3.1 3.4 3.3 5.6 

2012 最小 18.1 23.7 27.7 19.5 28.6 25.7 29.4 27.7 18.1 

中央値 38.2 31.4 36.2 38.2 40.1 38.7 38.2 36.2 35.4 

平均値 37.9 30.8 36.0 38.2 39.9 38.4 37.9 36.0 34.7 

98%tile 値 45.7 35.2 42.2 45.9 46.0 44.4 43.3 42.2 43.8 

99%tile 値 46.1 35.2 42.6 47.6 46.7 44.6 43.4 42.6 44.9 

最大値 49.6 35.2 43.0 49.6 47.6 46.1 44.7 43.0 45.4 

標準偏差 4.2 3.6 3.5 4.3 3.5 3.2 3.2 3.5 5.1 

2013 最小 17.5 25.9 23.3 21.1 30.3 30.2 29.4 31.9 17.5 

中央値 40.5 29.7 35.4 41.0 42.0 42.4 40.4 40.2 36.2 

平均値 40.0 30.1 35.0 40.9 41.6 42.2 40.5 39.4 35.4 

98%tile 値 47.4 34.6 40.8 47.4 47.1 48.8 47.2 45.0 43.6 

99%tile 値 48.0 34.7 40.9 47.9 47.7 49.1 47.5 45.5 44.2 

最大値 50.8 34.9 41.3 50.1 50.8 50.7 47.6 45.9 45.0 

標準偏差 4.6 2.7 3.2 3.8 3.1 3.4 3.4 3.4 5.2 

2014 最小 12.9 29.6 25.0 30.0 34.2 22.7 30.6 31.8 12.9 

中央値 40.8 33.7 39.9 42.5 42.3 40.8 39.0 38.7 37.2 

平均値 40.4 34.0 39.0 42.3 41.9 40.4 39.4 38.2 36.2 

98%tile 値 47.9 37.7 44.9 48.8 46.6 45.3 46.2 43.5 46.9 

99%tile 値 48.4 37.8 45.2 49.2 47.4 45.7 46.8 44.5 47.2 

最大値 53.1 37.8 45.6 51.2 48.7 47.7 53.1 45.5 48.0 

標準偏差 4.3 2.6 3.5 3.6 2.8 3.3 3.4 3.4 5.8 
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年度 統計量 全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 

2015 最小 19.9 28.1 32.2 30.0 29.4 31.6 30.5 30.3 19.9 

中央値 40.3 32.3 39.7 40.9 40.6 40.9 39.8 39.9 36.9 

平均値 39.8 32.1 39.5 40.6 40.6 40.8 39.5 39.8 36.4 

98%tile 値 46.9 34.5 44.3 46.6 47.6 47.1 44.8 46.3 46.2 

99%tile 値 47.8 34.5 45.2 48.4 48.3 47.5 45.7 47.6 47.0 

最大値 52.4 34.5 46.9 52.4 50.1 48.4 48.3 48.9 47.4 

標準偏差 3.9 2.2 2.5 3.3 3.6 2.9 3.1 4.3 5.1 

2016 最小 21.3 27.5 29.1 26.4 31.1 22.7 32.0 29.6 21.3 

中央値 39.1 32.1 36.0 38.1 41.0 40.8 40.2 40.9 38.0 

平均値 38.8 31.6 36.0 37.9 40.7 40.5 39.7 40.1 36.7 

98%tile 値 45.7 34.4 41.1 43.5 46.0 46.4 45.0 47.9 46.3 

99%tile 値 46.6 34.4 41.8 44.4 46.5 47.3 46.2 48.3 46.5 

最大値 50.1 34.4 41.9 50.1 48.7 48.4 46.5 48.6 46.9 

標準偏差 4.0 2.2 2.3 3.2 3.0 3.4 3.1 4.2 6.1 

2017 最小 20.6 31.1 31.4 29.8 20.6 30.4 34.1 36.5 22.3 

中央値 41.7 34.6 38.5 41.6 41.9 42.6 41.9 43.7 40.8 

平均値 41.2 34.4 38.7 41.4 41.7 42.5 41.8 43.0 39.9 

98%tile 値 48.3 37.1 44.6 48.3 47.0 48.4 48.2 48.5 48.9 

99%tile 値 48.9 37.1 45.8 49.3 48.1 48.8 50.0 48.5 49.9 

最大値 50.8 37.1 46.1 50.3 49.9 49.6 50.2 48.5 50.8 

標準偏差 3.7 1.7 2.6 3.1 3.2 2.8 3.3 3.3 5.6 

2018 最小 21.4 30.8 31.6 21.7 26.4 26.4 28.1 30.2 21.4 

中央値 38.1 34.2 37.4 39.0 38.7 38.2 37.0 37.3 35.5 

平均値 37.7 33.9 37.2 39.0 38.5 37.9 36.8 37.2 35.2 

98%tile 値 44.4 36.7 42.0 46.1 44.3 42.7 41.7 42.5 44.1 

99%tile 値 45.4 36.8 42.0 46.8 44.5 43.0 41.8 42.7 44.6 

最大値 48.7 36.8 42.0 48.7 45.8 44.7 43.3 42.9 48.1 

標準偏差 3.5 1.8 2.2 3.5 3.1 2.8 2.9 3.3 4.3 

2019 最小 22.3 30.4 27.3 22.8 28.2 29.9 31.2 31.7 22.3 

中央値 39.7 36.1 38.5 40.3 40.9 41.2 38.8 39.0 36.8 

平均値 39.4 35.5 37.9 40.3 40.4 40.5 39.0 38.8 36.3 

98%tile 値 45.3 38.2 42.0 46.3 44.5 45.1 43.5 45.2 45.3 

99%tile 値 46.0 38.5 43.4 46.5 45.0 45.5 43.9 45.3 45.6 

最大値 49.1 38.7 43.9 49.1 46.0 47.5 44.8 45.4 46.6 

標準偏差 3.5 2.0 2.6 3.3 2.9 2.8 2.8 3.8 4.2 

2020 最小 22.9 27.7 29.7 28.8 23.6 28.2 29.5 31.3 22.9 

中央値 37.5 33.0 35.2 37.2 38.3 39.3 37.4 38.8 36.7 

平均値 37.1 32.8 35.0 37.0 37.7 38.8 37.2 38.1 35.9 

98%tile 値 42.4 35.6 39.8 41.9 41.5 43.4 41.5 43.7 42.3 

99%tile 値 43.0 35.9 40.1 42.5 41.8 44.0 41.9 43.7 42.5 

最大値 45.5 36.3 41.1 43.4 42.1 45.5 42.7 43.8 43.0 

標準偏差 3.1 1.8 2.2 2.7 2.6 2.7 2.7 3.5 4.1 

2021 最小 17.8 30.1 30.9 17.8 29.3 28.1 28.5 28.2 22.4 

中央値 37.9 35.2 36.9 38.8 38.6 38.5 37.3 37.0 35.7 

平均値 37.6 34.9 36.7 38.5 38.4 38.1 36.9 36.4 35.2 

98%tile 値 42.7 38.1 41.7 43.0 42.2 42.6 40.8 41.2 41.2 

99%tile 値 43.0 38.3 42.2 43.1 43.1 42.9 41.0 41.4 42.2 

最大値 44.4 38.5 42.8 43.7 44.4 43.4 41.1 41.6 43.3 

標準偏差 3.1 2.2 2.2 2.8 2.5 2.6 2.5 3.4 3.7 

2022 最小 18.8 30.8 31.4 29.1 27.3 28.4 30.7 27.2 18.8 

中央値 37.5 35.2 36.2 38.2 37.9 38.8 37.7 37.5 35.6 

平均値 37.2 35.0 35.9 37.9 37.5 38.4 37.3 36.6 34.9 

98%tile 値 42.5 38.8 40.5 42.9 42.5 42.5 41.4 42.6 41.4 

99%tile 値 43.1 39.0 40.6 44.0 42.9 42.9 43.1 44.0 41.7 

最大値 45.8 39.2 40.7 45.4 43.9 45.8 43.8 45.5 43.7 

標準偏差 3.2 2.0 2.0 2.8 2.9 2.7 2.6 4.0 4.1 
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6.4. 他の大気汚染物質との分布比較 

光化学オキシダントの短期・長期曝露に係る指標に関する測定局別の分布の経年変化を

他の大気汚染物質と比較した。具体的には短期曝露に係る指標の経年変化は NO2及び

PM2.5の日平均値の年間 98 パーセンタイル値（図 153～図 155）、長期曝露に係る指標の

経年変化は PM2.5の日平均値の年平均値と比較した（図 156 及び図 157）。なお、比較対

象は一般局のみとし、対象とした測定局数は表 69 のとおりである。 

 

 

図 153 【Ox】測定局別・日最高 8 時間値の年間 99 パーセンタイル値の分布 

 

図 154 【NO2】測定局別・日平均値の年間 98 パーセンタイル値の分布 

 

図 155 【PM2.5】測定局別・日平均値の年間 98 パーセンタイル値の分布  



 

251 

 

 

図 156 【Ox】測定局別・日最高 8 時間値の年平均値の分布 

 

 

図 157 【PM2.5】測定局別・日平均値の年平均値の分布 

 

表 69 大気汚染物質別・年度別の測定局数 

物質 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

Ox 1055 1062 1085 1103 1094 1083 1119 1128 1131 1124 1122 1115 

NO2 1311 1288 1281 1278 1256 1246 1246 1236 1217 1209 1194 1176 

PM2.5 105 313 492 673 766 786 815 819 835 844 858 855 
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次に長期曝露に係る指標に関して光化学オキシダント、NO2及び PM2.5 の相互の関係性

を整理した。具体的には光化学オキシダントの日最高 8 時間値の年平均値、NO2の年平均

値、PM2.5の年平均値の関係性について 2019 年度のモニタリングデータを用いて解析した

（図 158～図 160）。いずれの物質間についても相関係数は低いことが確認（-0.16～

0.15）された。 

 

 

図 158 Ox と NO2の関係性 

（n=679、相関係数：-0.16） 

 

図 159 Ox と PM2.5の関係性 

（n=679、相関係数：0.15） 

 

図 160 PM2.5と NO2の関係性 

（n=679、相関係数：0.15） 
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玉置 雅紀   国立環境研究所 生物多様性領域 領域長 

山口 真弘   長崎大学 総合生産科学域 准教授 
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滋賀大学 データサイエンス・AI イノベーション研究推進センター 

特任教授 
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高野 裕久   京都先端科学大学 国際学術研究院 特任教授 

武林 亨   慶應義塾大学 医学部衛生学公衆衛生学 教授 
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教授 

大原 利眞 一般財団法人日本環境衛生センター アジア大気汚染研究センター 所長 

金谷 有剛 国立研究開発法人 海洋研究開発機構 地球環境部門 

地球表層システム研究センターセンター長上席研究員 

熊谷 貴美代 群馬県環境衛生研究所 主任研究員（大気環境係長） 

斎藤 千佳子 一般社団法人 産業環境管理協会 産業と環境の会センター 

柴田 慶子 一般社団法人日本自動車工業会 

（いすゞ 自動車株式会社 藤沢工場 法規・認証部 シニアエキスパート） 

鈴木 春美 全国女性団体連絡協議会 群馬県地域婦人団体連合会書記 

武林 亨 慶應義塾大学 医学部衛生学公衆衛生学 教授 

新田 裕史（小委員長） 国立環境研究所 名誉研究員 

丸山 良子 東北大学 名誉教授 

三浦 安史 石油連盟 安全管理部長 

森川 多津子 一般財団法人 日本自動車研究所 主席研究員 

山神 真紀子 名古屋市環境科学調査センター 主任研究員 

 


	【施行】大気汚染物質に係る環境基準の見直しについて （第一次答申）.pdf
	（別紙）中央環境審議会大気・騒音振動部会大気汚染物質小委員会報告.pdf

